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はしが き

本報告書は，研究所の新たなシリーズ企画「部Ｉｊ１ｊ統計の見方，使い方」の最初の成果であ

る｡第１回目である今回は，政府統計の中から「労働」関連の諸統計をとりあげ，紹介する

ことにした。

「統計」が「現実を反映した数字」として，科学的にもまた実践的にも有効なものとなり

うるためには，次の２つの要件が不可欠である。すなわち，一方では，統計作成レベルでそ

れが，理論的にもまた調査技術的にも可能な限り正しく現実を反映したものでなければなら

ず，他方，統計の利用レベルでは，統計数字が反'1ﾘﾓしている限りでの（それ以上でもなけれ

は以下でもない）利用可能性が追求される必要がある。個々の統計は．主として調査過樫に

起因する固有の傾向をそれぞれ結果数字の[|]に含んでいる。この点で初歩的な統計の誤用を

回避する意味からも、個々の統計のいわゆる「クセ」に対する一定の配慮が，統計利用の際

の、ずと前提とならざるをえない。

統計の作成ならびに利川に関する上記の認識に立ち研究所では，統計の生産者（作成者）

と利１１]者の相互交流が有意義であるとの判断から、両者の交流の場としての研究会の組織を

呼びかけてきた。幸い，このたび各方面の多数の方々の協力が得られ，活発な討論の機会を

持つことができた．討論に参加されたｲL]i塚拓郎，長１１]光洋，岸啓二郎，北川豊，小林謙一，

高橋弘志，高見康憲，’1｣路健一，町｢Ⅱ隆男．三潴信邦。萩原進，長谷川一博，森広正，山本

健二の諸氏（50fflllp），とりわけ報〈i了者･の労を快よくお引受けいただいた労働省統計情報部

のIⅢ1村幸ﾘjおよびl7i]省職業安定局茂森照男両氏には，この場を借りて心から謝意を巾し上げ

たい。

本諜では，ツj働省が作成（－部共管）している13の統計，「毎月勤労統計調査｣，「雇用動

１句調査｣，「賃金構造基本調査｣，「屋外労働者･職種別賃金調査｣，「林｢業労働者職種別賃金調査｣，

「雇用管理調査｣，「賃金労働時間制度総合凋齊｣，「労働者福祉施設制度等調査｣，「労働組合

基本調査｣，「労働災需動|可調査｣，「労働生産性統計調:杏｣，「職業安定業務統計｣，「雇用保険

事業統計」を取り上げた｡:本書は，５つの章からljXっており，さらに各章は，「調14元の概要」

（調杏の仕組みと調布票）と調査をめぐる「討論」の部分とから術成されている。なお，

「討論」部分については，編集者の方で選択，整ＩｌＩｌするという方法は敢えて避け，研究会で

の雰閉気を出来る限りそのままの形で公げにすることにした。

研究所では，「部１１']統計」に関するこの種の企画を今後も継続していきたいと考・えている。

統計の作成者と利111者とのこのような交流の場がわが国の統計の現状の改善にいくらかでも



寄与できれば幸いである。

昭和５８年６月１０日

法政大学日本統計研究所
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Ｌ毎月勤労統計調査，雇用動向調査

<毎月勤労統計調査＞

Ｌ調査の体系

毎月勤労統計調査（指定統計第７号）は，次の体系から調査が構成されている。

……|費!i蝋1mm二二'’
2．調査の目的

本調査の目的は，雇用，給与及び労働時間について，全国調査ではその全国的変動を，地

方調査ではその都道府県別の変動を明らかにすることである。また，特別調査においては，

これら全国調査及び地方調査を補完することとしている。もう少し補完の意味を具体的に説

明すると，そのねらいは大きくは２つある。１つは．小規模事業所の給与等の労働条件の実

態を都道府県別に明らかにすることであり，もう1つは，事業所の新設及び規模変動の状況

を把握し，規模30人以上の全国調査・甲調査及び地方調査の母集団を補強することである。

以下，それぞれの調査の調査項目及び調査方法等その内容について説明する。

3．全国甲調査

全国甲調査は，本調査の体系の中で主柱をなしているものであり，一般的に単に「毎勤」

といわれている場合には本調査をさしている。本調査は，利用されている範囲も広く，それ

だけに調査結果の精度の維持及び早期公表（翌月末に公表）に努めている。

（１）調査の範囲及び対象

全国甲調査の範囲は，日本国全域について，日本標準産業分類の鉱業，建設業，製造業，

卸．小売業，金融・保険業，不動産業，運輸通信業，電気．ガス・水道・熱供給業及び

サービス業（家事サービス業及び外国公務を除く。）に属する事業所のうち，常用労働者を

常時30人以上雇用するものであり，調査の対象はこの中から無作為抽出によって抽出し，労

働大臣により指定された事業所である。本調査で指定されている事業所は約16,700事業所で

あり，結果としてこれに雇用される労働者約520万人が調査されている。なお，本調査の対
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象となる母集団は約215,000事業所，約1,910万人であるので，調査全体の平均抽出率は，

事業所数で約13分の１，労働者数で約４分の1（3.7分の１）ある。

（２）調査期日及び調査方法

調査期日は毎月末現在（給与締切日の定めかある場合には，毎月最終給与締切日現在）で

ある。調査方法は調査事業所が規模30人以上という比較的安定性があり，かつ事務的にも整

備されていることもあって，事業主が調査票を記入して提出する方法（郵送調査方式）によっ

ている。

（３）調査事項

調査事項は，文末に示した調査票のとおりであるが，主なものは，事業所の属性のほか，

常用労働者について，その数，異動状況，出勤日数，実労働Ｕ数，実労働時間数及びきまっ

て支給する給与．特別に支払われた給与等の現金給与額，また日雇労働者等について延べ人

員及び現金給与総額などである。とりわけ，全国叩調査においては，鉱業，建設業及び製造

業について，常用労働者の種類を生産労働者と管理・事務・技術労働者とに分けて調査を行っ

ているのが特徴である。

なお，これらの用語については文末の参考に示したので参照されたい。

（４）標本設計

標本設計は，常用労働者1人当り平均「きまって支給する給与」の標本誤差率を産業，規

模ごとに一定限度内とすることに主眼点をおいて行われている。調査事業所は総理府統計局

が３年ごとに実施する「事業所統計調査」（最近時調査は昭和56年７月）によって把握した

事業所名簿を母集団として，これを産業，規模別に区分し，これらの区分ごとに表１の目標

精度のもとに所定の抽出率を設定し抽出されている,事業所及び労働者の平均抽出率は(1)で

述べたとおりである。

また，調査結果の精度を維持するために，３年ごとの事業所統計調査のデータにもとづく

調査対象事業所の抽出替えのほか，毎年。毎月勤労統計調査特別調査及び雇用保険適用事業

所データにもとづいて母集団の老朽化を防ぎ，調査対象事業所が現状と乖離しないように補

完している。具体的には．規模30～99人の新設事業所及びそれ以下の規模から30～９９人規

模になった規模上昇事務所については特別調査で，規模１００人以上の新設事業所及び規模２９

人以下から100人以上になった規模上昇事業所については雇用保険データでそれぞれ把握し

たものを調査対象に加えるとともに母集Lllの補完を行っている⑰このように規模の大きさに

よって補完の方法を変えたのは，後述するように特別調査の抽出率はあらいため，数少ない

規模の大きな事業所の新設等にもこの方法によることは，無理があると判断されるためであ

る。
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表１全国甲調査の目標精度（標準誤差率）

(注）規模５００人以上の事業所は全数調査。

（５）推計方法

本調査の毎月の結果の推計にはユニークな方法がとられている。

まず常用労働者数について述べると、抽出替時（最近時は昭和57年４)]）の常用労働者数

は，前述のとおり事業所統計調査の値に９か月の推移を織り込んだ値に復元されるが,次月

から次の式にもとづいて推計される。

Ｌｎ

Ｌ,＝ｕｘ－
Ｌ８

Ｌ１：本ﾉﾙ側偏|労働者数

Ｌｏ：前月末″

Ｌ',：本月の洲査による本月末労働者数

Ｌ'｡：〃 前月末労働者数

すなわち．毎月の調査で「前調査期間の末日は何人でしたか」（前月末労働者数）と「本

調査期間の末,]は何人でしたか」（本月末労働者数）を調べ，前月調査の本月末と本月調査

の前ﾉ]末とは同じである筈であるところから，毎月の結果は基準月の労働者数にこれらの調

査値にもとづいて毎月リンクして作成されていく仕組みをとっている。この方法は，速報性

を必要とする本凋奇では，全数の調査票が回収されなくとも全体の推計値が容易に計算でき

るという利点をもっている。

次に，賃金及び労働,時間について述べると，この月間平均値の算出に'''いられる労働者数

は，前月末労働者数と本月末労働者数の和半値によっている。

月間推計賃金額（労働時間数）
月間平均賃金（労働時間）＝

（前月末推計労働者数十本月末推計労働者数)×+

これは，事業所が支払った月間総賃金額及び労働者が働いた総労働時間数に対して，単に

月末労働者数を対応させるより．月半ばから入職する労働者やまた月半ばで離職する労働者

－３－
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もあり，その場合前者は月末労働者数として計上されるが後者はされないといったところか

ら和半値がより適切と判断されるためである。

（６）指数の改訂

本調査の結果は，実数値と指数値が作成されている。実数値は水準を判断するために不可

欠であるが，指数値は，時系列比較を厳密に行えるように作成されているもので，３年毎の

抽出替え及び毎年の母集団補完の都度数値が改定される。前者は約３年，後者は１年前に遡っ

て行われる。なお，実数については行われない。

これらの指数の改訂方法は，昭和56年事業所統計調査をベンチマークとした場合の常用雇

用指数の例で示すと次のとおりである。

峠]Ⅲ÷(]-:器:)）
ただし，５６年７月から57年３月の各月については，

！;-し：’霊;である。
ＬＩ：各月の改訂雇用指数

Ｉ”：各月の改訂前雇用指数

Ｎ：３６（53年７月より57年６月までの月数）

、：５３年７月より当月までの月数（53年７月＝ｌ）

Ｅ'57.4：56年事業所統計調査結果より推計した57年３月末母集団労働者数

Ｅ５７．４：５７年４月分旧調査結果の前月未推計母集団労働者数

また，賃金指数については今回の抽出替え時から前１口]の抽出替え時までの３年間遡って改

訂されている。昭和57年抽出替えの場合で示せば次の通りである。

!HⅢ÷(1-鶏;)}
１％：各月の改訂賃金指数

Ｉ〃：各月の改訂前賃金指数

Ｎ：３６（54年５月より57年４月までの月数）

、：５４年５月より当該月までの月数（54年５月＝１）

Ｗ'57.4：５７年４月分新調査結果の賃金額

Ｗ５７ｏ４：５７年４月分旧調査結果の賃金額

なお，労働時間指数についても賃金指数と全く同様に改訂が行われる。

さらに，毎年の母集団補完に伴う改訂も期間は１月から12月について同様の方法で行われる。
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4．全国乙調査

（１）調査の範lttl及び対象

全国乙調査は，調査産業については全国印調査と同じであるが，調査の対象は事業所統

計調査の基本調査区に基づいて設定した調査区（毎月勤労統計調査基本調査）のうち労働

大臣が指定した地域に所在する規模５～29人の事業所である。全IIJ甲調査と異って特定の

事業所を固定しないで，特定の地域を固定して調査することとしているのは，規模５～２９

人という小規模事業所が新設，休・廃止や規模異動も激しいことを考慮したものである。

（２）調査期日及び調査方法

調査期日は，全国甲調査と同じであるが．調査方法はこの規模の事業所の事務負担を軽

減するために，調査員が事業所の事業主に対して質問し，調査票を作成するという方式

（実地他計方式）によっている。

また，同一調査区の調査期間は最長１年とし，全調査区を４つのグループに分けて３か

）]ごとに４分の１づつ交替する方式（ローテーション方式）をとっている。

（３１調査事項

調査事項は，おおむね全国甲調査と同じである。全国甲調査と異る主な点は，常用労働

背の増減，きまって支給する給与及び実労働時間数が内訳別に調査されないこと，調査事

項が労働者の称顛別に調査されないことなどである。（文末調査票参照）

（４）標本設計

標本設計は，調査産業計の常用労働者１人当り平均「きまって支給する給与」の標準誤

差率が１％以内になるように設定されている。

また，標本調齋区の設定は，毎月勤労統計基本調査区を母集団として，これを①平均現

金給与額の都道府県別地域格差（３区分），②毎勤基本調査区内の常用労働者５～29人規

模事業所数10以上，１０未満（２区分），③毎勤基本調査区内産業構成（４区分）の要素に

より24層に分け，これらの層ごとに所定の抽出率によって抽出している。

なお，調査結果の精度を確保するため，事業所統計調査の最新の資料にもとづいて，３

年ごとに標本調査区の抽出替えが行われており，最近時は55年４月に行われたが，次回は

昭和56年の事業所統計調査の資料をもとに58年４月より新調査区母集団のもとに調査が行

われる予定である。

（５）推計方法等

全国乙調査の推計方法は。全国甲調査のそれと同じである。

また，全国乙調査では全国甲調査で行っているように指数は作成していない。これは乙
Ｘ，

調査の場合は，’'１調査と異って標本が調査区ぞあるため，毎年母集団の補正を必要とする
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こともなく，したがって数値の改訂の必要もなく，実数は時系列的にもそのままみること

ができるからである。

5．地方調査

地方調査は，各都道府県ごとにそれぞれの都道府県の地域について行われるもので．調査

の範囲，調査方法及び調査事項は全国印調査と同じである。

標本設計も全国甲調査に準じて行われており，調査対象蛎業所の選定は，全LR11Il調査の標

本に地方調査のみの集計対象となる事業所を加えたものとなっている。なお，標本の抽出替

え及び補充についても全国印調査と同様に行われている。

6．特別調査

特別調査は，全国調査と産業の範囲は同じであるが，対象は規模１～29人という小規模事

業所である。このため調査方法は，全国乙調査と同様に労働大臣が指定する地域に所在する

当該規模の全事業所について実地他計方式でもって行っている。

調査期日は，毎年７月３１日現在（給与締切日の定めがある場合は７月の最終給与締切日

現在）の年１回であること，調査項目は規模５～29人と規模１～４人では異り，規模ｌ～４

人については調査期日に在籍する労働者の個人別の状況をjMiI査している。これは労llM1者が数

人しかいない事業所では項｢|別に合計しなくとも，それぞれについて記入した方が容易であ

るという実査上の配慮のほか，この方が性・年齢及び勤続年数階級別の賃金構造の状況をも

把握しうるという理由によっている。なお，調査項目は，本調査が年１回の調査であるとい

う理ll1等から他の全国調査及び地方調査と－部異った内容になっている｡(文末,ilM査祭参照）

標本役計は，規模５～29の調査産業計の全国の常州労１，１１背数及び都道府県別の常川労働:昔

1人当り平均きまって支給する給与の標本誤差率を一定限度内にすることを１１標として行わ

れている。標本の調査区は，毎月勤労統計基本調査区を{砒集ｌＩ１として，これを部道府UTL別に

分類するとともに全国乙調査と同一の層化基準によって厨化し，これら各都道府県及び屑別

の抽出率によって抽出されている。

（参考１）毎月勤労統計調査調査票

(1)全国甲調査

掲載した調査票は製造業に適用されるもので，事業所の産業活動の区分に応じて若干異る。

たとえば，鉱業ではさらに坑内労働者の区分があり，卸・小売業，金融・保険業等の第三次

産業では生産労働者と管理，事務及び技術労働者の区分がないなどである。
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主な用語の定義(参考２）

(1)現金給与額

「現金給与額」とはｉｉｉ洲t，貯金，組合費，購売代金等を差引〈以前の総額のことである。

「きまって支給する給与」とは労働契約，団,体協約あるいは〔}i:業｢ﾘiの給与規則等によって

あらかじめ定められている支給条件，算定方法によって支給される給与のことであって，超

過労働給与をも含む。

「所定内給与」とはきまって支給する給与のうち超過労働給与以外のものをいう。ここで

超過労働給与とは．所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や．休日労働，深

夜労働に対して支給される給与のことであり，時間外手当，早朝出勤手当，休日出勤手当，

深夜手当等である。

「特別に支払われた給与」とは調査期間中に一時的または突発的理''１に基づいて，あらか

じめ定められた契約や現HlI等によらないで労働者に現実に支払われた給与．賞与等のことで

あって、年末手､１１や結婚手当等支給条件，支給額が労働契約等によってあらかじめ確定して

いても，非常にまれに支給されたり，支給事由の発(生が不確定なものは「特別に支払われた

給与」に含める．

「現金給与総額」とは「きまって支給する給与」と「特別に支払われた給与」との合計額

である。

(2)実労働時間

調査期間LlIに労働者が実際に労働した時間数のことである。休憩時'１１１は給与が支給される

と否とにかかわらず除かれるが，鉱業の坑内夫の休憩時間や，いわゆる手待時間は含める。

本来の職務外として行われる当宿直の時間は含めない。

「所定内労働時間数」とは事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との

間の労働時間数のことである。

「所定外労働時間数」とは．早出，残業．臨時の呼出，体'1出勤等の実労働時間数のこと

である。

「総実労働時間数」とは「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」との合計である。

(3)出勤日数

調査期間'１｣に労働者が実際に出勤した日数のことである。有給であっても事業所に出勤し

ない|｣は'１１勅|]にはならないが，午前０時より午後12時までの間に１時間でも就業すれば出

勤日とする。

－７－



(4)常用労働者

「常用労働者」とは次のうち何れかに該当する労働者のことである。

イ．期間をきめず，または1カ月を超える期間をきめて雇われている者。

ロ．日々または１カノ]以内の期間を限って雇われていた人のうち，ｉiii２カ月にそれぞれ１８

日以上願われた者。

ハ．重役，理ﾕｌｉなどの役員のうち，常時勤務して毎)]給与の支払を受けている者。

二．事業主の家族でその事業所に働いている人のうち，常時勤務して毎)]給与の支払を受

けている者。

「生産労働者」とは生産物の生藤される現場（補助部門を含む）において，生産業務，生

産工程に関する記録業務及び｣1記業務との密接な関連ある業務に従事する労働者のことであ

るが，「管理，事務及び技術員及び作業に従事しない職長，組長等の監督的労Hill者は除かれる。

「管理，事務及び技術労働者」とは，管理，経理，営業，人事．編利原生，ルト究等の部門

に働く労働者（単純作業に従叫fする者を含む）のことである。「生)韮労llill者」と「管理，事

務及び技術労lii者」を合計したものが常用労働者となる。

(5)日雇労働者等

「日雇労働者等」とはI]々または１カ月以内の期間を限ってliT1われる者のことである。た

だし，前２ｶﾉﾘにそれぞれ181三1以上雇われた者は常用労11111者として扱い，このiiiＭ１から除く。
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<雇用動向調査〉

1．調査の目的

本調査は，事業所における労働者の入職，離職及び同一企業内の事業所間の労働者の移動

の状況を明らかにすることを目的としている。

毎月勤労統計調査では，常用労働者数の増減の状況が量的に把握されているが，本調査は

これら労働者の増加がどこから供給されるのか，また減少がどのような労働者の離職によっ

てもたらされているかを構造的に明らかにしようとするものである。

2．調査の範囲

凋査の対象となる事業所の範囲は，全国の９大産業（鉱業，建設業，製造業，卸・小売業，

金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，電気・ガス・水道・熱供給業，サービス業（家事

サービス業，教育，外国公務を除く。）に属し，５人以上の常用労働者を雇用するものであ

る。これらのなかから一定の方法により抽出された約15,000事業所が調査対象事業所として

指定される。但し，同一企業内の他の事業所から転入した労働者（転入者）に関する調査対

象事業所は，前記事業所のうち企業規模1,000人以上の民営事業所のみである。

また，入職者・離職者及び転入者については，調査期間中に上述の事業所に入職し，また

は同事業所から離職した常１１１労働者のうちから，それぞれ一定の方法で抽出された入職者約

１４万人，離職者約12万人及び転入者約５万人が調査対象となる。

3．調査の期間及び方法

調査は，毎年１～６月及び７～12月の調査対象期間について，前者は７月に後者は翌年１

１]16日から２月15日に実施される。

凋査の方法は，労働省統計情報部一都道府県職業安定主務課一公共職業安定所一統

計調査員という系統によって実地調査で行われている。

4．調査事項

凋査事項は，調査票の種類にしたがって次の４種類に大別される。以下にはそれぞれの主

な事項を示すが，詳細は文末調査票を参照されたい。なお，調査票は，調査対象によって建

設業とそれ以外の産業によって異るが，文末には製造業等に適用する後者の一般的な産業の

ものを掲げた。

1３－



①事業所に関する事項（事業所票）

ａ・事業所の屈性及び企業全体の労働者数

ｂ、性・雇111形態及び就業形態別常用労働者の異動状況

ｃ・性及び年齢別常用労働者数（７月実施調査のみ）

②入職者に関する事項（人1職音柴）

ａ・入職者の性，年齢，出身地，学歴及び職歴の有無等の属性

ｂ・入職経路，雇用形態，就業形態，職業，入職前の居所及び就業の動機

ｃ・前職の産業，職業，従業上の地位，離職期間．企業規模，従業先の離職理｢'1及び転

職による賃金変動状況

③離職者に関する事項（離職票）

ａ、離職者の性，年齢，学歴及び卒業年

ｂ・離職直前の雇用形態，就業形態，職業及び勤続期間等の雇用状況及び離職理[１１

④嘘人者に関する事項

ａ・転入者の性，年齢，勤続年数及び現企業における事業所間異勅皿数

ｂ・転入後の職業及び世帯の状況並びに異動IIMIll

c、転入前の職業及び前従業先の所在地

なお，建設業の,淵査票においては，①のｃ，②のうち出身地，就業形態，入職前のＩ１ｉ１所・

就業の動機，前職の職業，離職期間，従業先の離職理１１１及び転職による賃金変動状況，③及

び④の離職者及び転入者に関する事項については調査を行わないが、逆に②の人転昔につい

て出稼ぎの有無をiilMべている。

5．標本設計

本調査は，総理府統計局「事業所統計調査」の事業所を母集団としているが，事業所統計

凋査が３年毎（岐近時は56年７月）にしか実施されていないため，締)|勤労統計調査盗料及

び雁用保険適用報〈Ｉ了資料にもとづいて，毎年，最新Ⅱ茅点の母集団に楠lliされている。

調査対象の選定は，まず母集団事業所を産業，事業所規模により)鱒化し，各層ごとに定め

られた抽出率でもって調査事業所を抽出し，さらにその凋査事業所における人職者，離職音

及び転入者（企業規模１０００人以上ｊｌｉ業所のみ）から定められた率でiJlil沓入職者，離職脅汝

び転入者を抽出する層別二段抽出法によっている。ただし，事業所規模５～29人の事業所に

おける入職者及び離職者は全数が調査される。

なお，この際の事業所の抽出率は，産業・規模別の入職率の次の精度を考慮して設定され

ている。

1４－



（事業所抽出率の設定における入職率の目標精度）

・事業所規模500人以上 ０％（全数）

・その他の規模区分産業大分類（製造業中分顛）について７～９％

また，労働者個人についての抽出率は，入職者を中心に決定されており，離職者及び転入

者についても所定の精度をもつよう配慮されている。

（労働者抽出率の設定における目標精度一一入職者の年齢別構成比）

6．推計方法

推計母集団常用労働者数として毎月勤労統計調査（甲及び乙調査）が用いられており，上

期及び下１０j凋査によってそれぞれ毎月勤労統計調査の６月末及び12月末の推計常''1労働者数

から推計乗率が求められている。

推計値の算出式は，次によっているに，

毎勤推計常用労働者数各項Ⅱ別
Ｘ

調型1入（雛）職者数

各項目別

推計人（雛）職者数 調査事業所全常111労働者数

調査事業所全人（雛）職者数
×

調査入（雛）職者数

なお，娠人者についても上記に準じている。

(参考１） 雇用動向調査票

以下に掲載した調査票は建設業を除く一般産業に属する事業所に使用されるものである。

建設業に対しては調査項目が若干異る（本文参照）。

1５－

区分
入職者の

２０～２４歳の構成比

人職者の
３０～３９歳の樅成比

（
製
造
業
巾
分
頬
）

産
業
大
分
類

事業所規模５００人以上

〃１００～４９９人

ﾉノ ５～９９人

３％

５

４

５～７％

７

５



一》》‐．！
’》》一日》一》一説一》》》亘

③
昭和56年雇用動向調査事業所票 労働省

|晉学:当鮓；|鵠器’
桜式第１号

§§｜…所番号
行政石田庁承阻No.13163

咀和56年12月31日立て

Ｏ裏面の妃入妄奴を■田して只事技所分について皿入して下さい。本社・支社・エ■及び江室所などはそれぞれ別の＄猿所となります．
※EpHUは妃入しないで下さい．

(正式地名体ヒエ入してＴ２ｂ..】 (エｒＲｍｊ力と0ｴ■革人夛、0口、･しめで丁．】
コニ要な生産品の名

称又は事工の内容

卒案所の名称

（白土■《閂一合1k)民■ＴＢＴべての●亘所分七台｡.）

１１．０００人以上４．０人－９９人

２３００人－９９９人５５人－２９人
。100人－２９９人６百公五

４企菜全体の常用労
２＄史所の所在地

番’…(鵬羅）竃猛（局）

５常用労働者の兵助状況

|(1)
②昭和肇年１月～６月（３）

問に墹加したNi用労’昭
注

然用名■のぎ…IFF０ｔきめ
ずにＷつれている石（〆Ｈ１

又は'1再養成靭問ｉＩ１ＪＪＢを

含む）のことです．なお｡Ｍ

其主の衷峡で、上の丈しい

を父けて．二の18エリbiで働

いている石も古めて下さい．

■的・日君名五の■…期Ｅ３

をきめて．又は日々皿われ
ている者をいい玄すっただ

し、1カ月以内のｊＷＵｔき

めて．又Ｉｆ日々H【わ、てい
る君でｉｎﾕｶﾉ】のいぞhbo

の、に18,;Ｉ６ｉＮＬかIVilわれ

ていなかった看ば除き土寸。

朱■労曲者…１年⑩うち一

定のlWl1lIlt風って乎玩llq7iニ
働いているＨ刀ことで十．

パートタイム労■缶…１日

の所定:ﾜ偽MIimがそ分71工
所の－紋打翻者よ０mい

む、又はその0ＩＩＬ所の一般

`"険廿と１日の所超労没Of

IIn6･河Ｕで１週j､所定〃ａｂ

ｌ１:k会Ｌﾙｾい,13彌の二とです.

'野話,塁
lFo・日皿名残
から常用名養

iに切り醤えら
`れた者

苅用労■者の

■用形■

（隅外注参照）

昭和56年12月

末日現在の常

用分骨老凸

9石１＄

６年齢別常用労働者数（:鰐繩鴇騒翻繍醗謬鰯溌lLして下さい．）

~葱－７１
－千で入Ｉ

2用…；ＭｈＴｌ２｡迩凶2`虞'25錘凹雪戦|麺箪凹鎚逮|蕊愚図鱸鍾|`5鰹､鍵謹'５５輿ﾛ調辿|"鰹凹``鰹|霞`胸上Ｉ

＝=二Ｉ
ｏ－Ｄと－■１．１

女

、i｢－－

．入職者及び離職者の抽出（亟災分、及び、唖年'２月末日現匡のRb川労Izilz欧（⑥－Ａ）により抽出平か風な'〕父十ので;L意して下さい,）

口
ＩｎＩ

ｉ;UaiBl必

入丘者の抽出

【．一一｜ｌ’凪入｣、当名印

１６－

男

l￣■￣￣

女

男１

（２）

抽出率

／Ｉ

⑧
千：，人 千人 千人 千 人 千人 千；‘人 斗員

人

千！ 1人 千‘：人

⑨

館珪石の抽出

肛、者政
(①－Ｃと－且）



Ｆ7重~可、
様式第３号

【』．就占･ＬＬｽ外勿目的に1ｔ勺

ませんから．ありのままを

⑭⑲
昭和56年雇用動向調査入職者票

（hb出gIWz入巴者１人について１枚ずつ回答して下さL､） 労働省

回答(マーク)のＬかた
このロ査京はＥ接近干叶耳椀により処理２れま

すめで

Ｉ回吝は必ＴＨＢ又はＢの邸舶狂で蚊uOすら

香の楓呰禎■で太め'二マークＬて下さい．

２瓜巳でＧボールペン・万年笹・サインペン

などは絶対に使用しないで下さい．

。■五県は祈りｇＩｆたり、よごしたり、ぬら

したりＬないようにi主正して下さい。なお．

裏■の■入兵祖も心爪してＴきい．

良し宙

一一言

ｐＬ襖

！■干叶■■ザ
HJb亡“せい

０.出一

￣

労■■⑪氏名

又は号

■■■

■Ⅱ■■

■■■１■■■

一
一

■■■

■Ⅱ■■

■■■■

一
一一

￣

1■■■

－０■■■

一
一

調査に御協力あ')がとうございました。書き忘れたところはないか鐙後に

もう一度見直して下さい。

－１７－

IXnう角１kg

行政■坦庁取配No.13165

昭和57年６月30日まで

府Ｗ１

番号
岱藁所呂号

堪其分Rn紐号

大｜中

伯．ｔｌｌ４ｚ

縦トノ

■ ■

顎！

調
査
員
記
入
欄

府県８号

’３

１旱，￣
こ

こ

コ

コ

。〕』
戸正司戸

２]45５▽８９
戸一旬声声～～￣へ

卒才

￣

宙

｜直

論|今。
号ｌ－Ｅ

|と こ

亡
正
匹
匝

一
一
己

一
一
一

３一’一Ｆ’２－
．
垂
．
。

９－９－９－

３－８－３－

７己７－７－

－５－垣、－６－
》
。

。
。
コ
シ

澄藁

季

中芳

:|と：
。［

エ■

。［

。屯

。■

。［

。■

．亡

。に

。に

。

。

～

７
戸

こ

［

。

。

９

７
戸

抽出率番号

51２

？￣〒
￣￣〒
￣￣～

こ

こ

に

。に

。上

記に

。

。

．

５５８９

￣￣￣▽§６８ゼーＴ‐二二｡－戸
５５フ８，
￣￣戸一一旬

Ｑｎ

ＯＲ

＄
■

乙な所

企茸

～、二，こ’
コヒ 。

１２]4うぅ
￣￣￣￣￣戸

閂間 回薔

1１
在ＵＵの有瓜

(肝召Ｂ■狂）

いもいちい、

Ｔ
￣

１２

虻菰の⑰佃

1tｐ'二つｗｾﾞｪ4

ｍ■０１つ↑二ｍ

■ＡＴＴfいＩ

▼

主Ｇ本LTのエｉｓ＊＄余唖そのゼ
エ,8矼人烈助の口上の卜6用の噌哩

毛一三一一二

1３

且■氏ｌ牟田にＭ７０

ｕＨ座色の白■

戸L￣戸Ｌ＝
あるないあもＬい

汀ﾛム モーー
｛芯思い、Ｉ

1５

Fiのf土哀⑭内容

'■ご区分゛知り

Ｕ■■外届ば９＄砠巳エＯ８ｆＴ－ｔ入
口ＲＣｎ団長、、袷石△’1狙ｴ用■Ｕ■Ｕ
ＦｍＺＢ８：５６９７叩ⅢFｎＢＺＢ８ｕｍ６ＩＦＧ理、８

－￣￣￣￣￣￣￣￣

1６日の｡【其上の、回

反王派氏笹■８Ｕ府Ｏ

巨煎｢写百

Ｕ

i７■■期間 |〒
［戸戸一､－－Z

前ｉミ宜量、

2８止む金座錫

，虻百目前 '７〒二|芹 ■

1９ :■願’
|－簿e令･丁寺重し`1Ｂｒ－ｒ－ｉ 戸舜弓qPM弓三、｡．

|稀
40己Ｃ０ｐ１－｡

|幕
戸一日正司Ｆ－Ｄ￣■-ｹﾞヨ垣二ご￣⑰

Ｏｉｉ職のImi伯Ｔ

ｇＣ百合りくご可変

いり｣１－に6､

ｊＵＩｉ

十

Ｐ

;硬さ､上Ｐ！
；、｡､芯且６８０，

_）f;2

：１召 凸

Ｔ垢八1ＴｍTＡもＲＨ１.

』！

‐￣←

｣凸．

声声戸‐一

質問 回香

１日女の８１１ 円女

－戸

２

早畝

(開h飴）
19虹

以下

ｍｑＢ

~渦ｑ～2０

a

n

、ａ万

～弧n－ｑＯ

ｑ⑤。

□～弘、

＄■⑰

～幻■～“

■

■

“虹

以上

石戸戸戸一広元～￣戸

出身厄

''1:悪Ｉ ０１２コ。
￣￣￣￣￣■

０．１３３４０６７００
－￣￣￣「￣￣￣￣￣￣

■近月ﾜ無名

４２酔学圧
断中曲忌ＤＰ大斫大
'８'1,串ＩＢ中卒’8蔑耳卒｜Ｂ大卒

￣デー￣￣

５
早薫平反

(＆吟辛依）
ﾂｨW`藍
一

６凶且Ｌ上とＰの民路 壱五片学校心故広き十の他

－戸～￣戸

７鷺用･■■UD別 本毎用・本工迭ピ

笠角エ･邑日ＧＥ上

J￣１
$■材●６底草画戸缶０

戸←－戸

８－肢･パートの1１
－故労ｎｓパートタイム行■８

戸戸

９

9ｔ早め内容

■苗区分,■）
|脚 ０町岳［、蛤Ⅳ丘エ侶孑ローヒＩ

凸モＯＢｂＥＡ・と２５エL；■、■１
ざ５８』旧８０：１，６，丑乙Ｓｎｎ４郷sEBと

戸戸一一行司一コ戸汕戸一

謎■､、署片

１０ヌ!」両｡［芭兄

⑪斬言狂 戸一一一一０２７」

０１２Ｊ455７８９
￣～戸仁弍■￣声声戸Ｆ￣戸

8;山寿ユニ



この臼五限に圧入された事項については、伎叶以外の目的に使っ
たり．他にもらしたりすらことばあり五せんから、ありの士立を
圧入して下さい．Ｆ恵三~ﾖE］ ③
昭和56年雇用動向調査離職者票 労働省

磯式第４号

怠狂したときの状況について宜問の凪にあてはまる番号を。で囲んて下さい．※印楓は82入しこいで下さい．

～■

￣

－０

低のうち技目

1８－

■１旗楓谷号Ｉ

|昭和釘年６月３．日堂でＩ

府県
谷号

卒父所谷号
正哀分題番号

六｜中｜小

'１’
申戴所|企典
※ｉ※

行政官理庁承皿NbL13166

名
名
ば
号

働
の

①
帝

氏
又
谷

⑪

性
２
文
．
…
・
…
…
・
…
…
…
…
・
…
…
．
．

１
円
…
．
．
…
…
…
・
・
・
・
…
…
：
…
…
。

①

的年

７
麗
皮
以
上
…
・
・
・
・
…
…
…
・
…
…
．

１
，
６
曲
０
．
・
倒
或
・
’
…
』
。
…
…
…
…
・
…
．

、・
・
・
５
弱
Ｉ
弱
奴
・
…
・
・
・
…
…
…
…
・
…
・

し
』

陸
的
・
・
帽
Ｉ
別
奴
・
…
…
…
…
…
’
…
…
．

■
ロ
・
３
羽
！
“
皮
・
…
…
・
…
…
…
…
…
・

句
■

７
１
１
２
功
１
羽
Ⅸ
。
…
…
…
…
…
…
・
…
．

１
旧
成
以
下
…
…
…
…
…
…
…
…

｡
＆侍宇圧

(中■追手亡■《）

１２３４

斫斫短示

中高大大

1日

川
牢
…
・
…
…
…
．
．

・
旧
高
専
卒
・
・
・
…
…
…
…

・
旧
中
卒
・
…
・
…
・
…
・
・
・

●

|日

大
卒
…
…
…
．
．
…
．

学
卒
た
２
昭
和
弱
年
３
月
以
前
卒
・
…
・
・

杵
を
し

、
牡
校
乗
年
１
四
和
蒟
年
３
月
卒
…
…
…
；

。
の
２
団
時
工
・
四
時
凪
な
ど
…
・
・
・

用
時

⑨
常
飽
別
１
本
採
用
。
本
工
な
ど
…
・
…
．
．

。
卜
、
ど
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
．
，
…
・

紋
一
別

⑩
一
・
〈
の
１
一
般
労
働
者
・
…
…
…
…
…
・
・

巳ノ

仕事の内容（旺氏）
７
そ
の
他
の
唾
英
従
卒
者
…
…
：

６
サ
ー
ビ
ス
堕
爽
従
早
老
：
．
…
・
・

５
奴
能
工
・
生
産
工
程
作
筑
宕
；

４
辺
珀
・
砠
庶
陵
早
者
．
…
…
・
…
．

３
眼
先
従
卒
君
．
…
・
…
…
…
…
…
・

Ｚ
＄
務
従
四
名
…
…
・
…
…
…
…
．
．

１

管
理
。
、
円
。
技
術
唖
．
．
…
…

、

間
７
加
年
以
上
…
・
…
…
…
…
・
…
…
．

６
５
年
１
，
年
末
■
…
・
…
…
・
…
・

厄
５
２
年
１
５
年
末
間
・
…
…
…
…
２

４
’
１
年
１
２
年
未
釘
；
…
…
…
…
・

幌
３
６
カ
月
１
１
年
未
満
…
…
・
…
・
‐

２
３
カ
月
１
６
カ
月
未
洩
．
．
…
・
；

⑰
１
３
カ
月
未
湖
…
…
・
・
・
…
…
，
…
：

⑭

由
７
死
亡
・
傷
病
・
…
…
…
・
…
…
…
．

６
そ
の
他
の
個
人
的
田
由
・
…
…
．
．

■
５
拍
婚
。
出
産
・
向
児
…
…
．
．
…
．

４
本
人
の
■
に
よ
る
…
・
…
…
・
…
・

ご
３
定
年
・
…
・
・
・
…
…
。
．
…
・
…
…
・
・

２
径
官
上
の
■
合
…
…
…
…
・
…
・
・

烟
１
契
約
期
間
泊
了
…
・
・
・
…
…
・
…
．
．

１２ 1２３４５６７ １２２４ 1２ １２ 1２ １２．４５６７ １２３４５５７ １２３４５６７

１２ １２３４５６７ １２３４ １２ １２ １２ 1２３４５６７ １２３４５６７ 1２３４５６７

１２ １２３４５８７ 1２３４ １２ １２ １２ １２３４５６７ １２３４５６７ １コ３４５６７

1２ １２３４５６７ １２３４ １２ １２ １２ １２３４５６７ １２３４５６７ 1２３４５６７

1２ １２３４５６７ 1２３４ １２ 1２ １２ １２３４５６７ １２３４５５７ 1２．４５６７

１２ １２３４５６フ １２３４ １２ １２ １２ １２３４５６７ １２３４５６７ １２〕４５６７

１２ １２３４５６７ １２３４ １２ １２ １２ 1２３４５６７ １２３４５６７ 1２３４５６７

１２ 1２３４５６７ １２３４ １２ １２ １２ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６フ

１２ 1２３４５６７ １２３４ 1２ １２ １２ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７

１２ 1２３４５６７ １２３４ １２ １２ １２ 1２３４５６７ １２３４５６７ 1２３４５６７

１２ １２３４５６７ １２３４ 1２ １２ １２ 1２３４５６７ 1２３４５６７ １２３４５６７

１２ １２３４５６７ １２３４ １２ ’二 1２ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７

１２１１２３４５６７ １２３４ １２ １２ 1２ ２３４５６７ １ｈ３４５６７ 1２３４５６７

1２ 1２３４５６７ 1２3４ 1２ １２ 1２ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７

ｌ２１２２２４Ｓ５フ １２３４ １２ １２ １２ 1２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７



③Ｆ~辰~玉１
この■査票に記入された事項については．佼叶以外の目的に使っ
たり．他にもらしたりすることはあり±せんから、ありの虫立を
圧入して下さい。

労働省
昭和56年雇用動向調査転入者票

毎式第８号

行政管理庁年鱒IUal317O

四和５７年６月30日虫で

Ｏ■正対■RNB間中に同一企凍内の他の＄鋲筋から転入した石のうち、粛用名■の■の位を次の転入君敏楓にﾛﾛ入して下さい。なお､父亭色所が常用労■君を500人

以上正用している四台は、抽出牢（二面抽出率心照）及びこの他出率により．圧入宕敏から■玉した■五転入右数をﾛ己jLして下さい．
（汀、兜■曰拉5囚人｣ﾕ上の■●）

(曙…繍鰍蝋罰h-l亜;ｉ
■五転入名拉
〔方用名らの■のみ）

抽出卒
－

１／

上庇の伍入缶（市用労■者５０ｏ人以上の■合は■五に人者）についてＥ入したときの状逗を裏面の皿入妄■を⑪点して挺入又はあてはまる呑丹壬○で■んで下さ

い．※印■証圧入しないで下さい．

｡[囚２

正．＿上と１画ＩＢｎ吐凹

枚のうち枚目
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中
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事
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工
・
生
随
工
程
作
兵
者
，
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▲
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通
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・
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・
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版
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（》》‐‐‐‐」』凶‐‐‐呼一い‐‐’’１０１ⅡＬＩＩｌＩｉＩｈＩ
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毎入しとどひの
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・
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・
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…
…
・
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反
以
下
・
；
…
；
・
…
…
…
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し
隙
瞬
臓
麓
穣

⑩

者
名
土
号

働
の

労
氏
又
計

④

只助ＵＵの

従兵先の

所在地

(都道府県）

灘
１コ １２３４５６７

牛 I巳」

１２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２３ ２３４５６フ

hＡ 難

1２ 1２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ 1２ １２３ ２３４５６７

1２ １２３４５６フ １２３４５６フ 1２３４５６７ 1２ １２３ １２３４５６フ

１２ １２３４５６フ １２３４５６７ １２３４５６７ 1２ １２３ 1２３４５６７

１２ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２３ ２３４５６７

「
▲

2．３４５６７ 1２３４５６７ １２３４５６フ １２ １２３ ２３４５６７

【
・
｛ １コ３４５６７ １２３４５６７ 。３４５５７ １２ １二ｺ ２３４５６７

ワ
』 １２３４５６７ ２２３４s６７ 1２３４５６７ １２ １２コ ２３４５６７

２ １２３４５６７ ：２３４５６７ ユユ３４５６７ １２ １２３ ２３４５６７

【
‐
』 １２３４５６７ １２３４５５７ １２３４５６７ １２ １２３ ２３４５６７

２ １２３４５６フ 1２３４ ６７ １２３４５６７ ２ １２３ １２３４５６７

（
▲

1２３４５６７ １２３４ ６フ １２３４５６７

ヘ
ム １２３ エュ３４５６フ

２ １２３４５６７ １２３４ ５７ １２３４５６７ ２ １２コ １２３４５．６７

２ 1２３４５６７ １２３４５５７ １２３４５６７ ２ １２３ １２３４５５７

２ １２３４５６７ １２３４５６フ １２３４５６７

つ
← １２３ 1２３４５５７



③
行政管理庁承認No.136二 この鋼戎奴i二超人された111項i二ついて(芸、暁,il以外のＥ麺仁伎つ

たり、他にもらしたりすることはありませんから、ありの玄正を
記入して下さい。昭和５７年12月３１日まで

昭Wil57年雇用動向調査事業所票 労働省

腱｜噸梨所脇啄
鞭笈分fii吊り

大：;：

伯１１鍋:94襖折+：
舟＋）‘11笈所ｆｉ･尖

府
岳

Ｉ

Ｆ7面~屋~霊７
|」

様式第１け

Ｏ裏面の記入要811を参調して貴事業所分について記入して下さい。本社・支社・工場及び営業所などはそれそれ別の卒莱所となります。
※印楓は記入しないで下さい。

(エとでft8陦士輿入してＴ２し..》 （ＩＥなものと述峰迅人のＨ１も多い０，ので丁．

３－１.ZPた生産ＰＩＤ名

称又にIll業の内容
ｌ事業所の 名称

（Ｒ企史〔１４－会社)に乳すら十ぺての卒娩所分nF念じ.）

１１，０００人以上４３０人～９９人

２３００人～999人５５人～２９人

３１００人～299人６宮公営

４filii全体CD･iltjIj労

繊圃数(W婚鑑）
番

２事業所の所在比

嘔活（Ａ》）

５常用労働者の異動状況

注

常用名越の者…期１１Mをきめ

ずにⅦわれている者（試用

又は見習養成期11M中の音を
含む）のことです。なおりｌ
業主の家族で賃金の支仏い

た受けて、二の事業所でIＲｂ
いている衿も含めて下さい』

臨時・日疋名穫の老･･･期間

をきめて、又li日々扉われ
ている昔をいいます。ただ

し、１ヵ月以内の期IMIをき
めて、又は【｣々触われてい
る石でＩｉｊ２カハのいずれか
の'１に18口未洩しか殖おれ
ていなかった者は除き占十･

季節労働者…１年のうち一

定のMWUを限って季節的に
働いている荷のことです。

パートタイム労働者･･･１日

の所疋ﾒﾉjlEblWi1Uがその事難
所の一般労働軒より短い
者、又はその唄雄所の一般

労働1Fiと１「(の所定労働時
間が同じで１週の所定労働

日数が少ない者のことです。

ヨ現下EC へｉ末日現在０
森癖繍ｉＴ寵11密

(1)

国
室

r1

L」

(畷彌開蕊巽麗馴M鱗醗雛鰯lLして下さい｡）６年齢別常用労働者数

4ｈｚＩ５５詔E～59凪ＺｌｔＸＪＬＲ～６４画訂愛ＩＪＣｊＥ瓦Ｌ２Ｌｒｌ２０厨

◎入職者及び離職者の抽出（産堆分顛及び咽和56年12月末日現庄の常用労働稀数（⑥－Ａ）により抽出率が異なり主十ので注意して下さい｡）

(1)舷威者数
（Ｏ－Ｃと一致）

(3)
調査舷戚者数

(1)入戯者数
（(、－，と一切

(2)､（３）

抽出率｜調査入鍼打数
(2)
抽出率

蝋職者の抽出入城者のｈｈｌｉｊ

／

記入担当者印 餌査且印

－２０－



記入要領

Ｏ一般的注意
１．記入にあたっては宵又は、恩インクもしくはポールペソを使って下さい。

２．数字はすべて1,2.3･･･…の算用数字を使って下さい。

Ｏ「主要な生産品の名称又は事業の内容」及び「企業全体の常用労働者数」欄の記入
５６年12月末日における主要な生産`?$の名称又は事業の内容及び企業全体の常用労働者数を記入して下さい。
生産品や事業が、いくつかある場合には、その中で総収入の最も多い生産品の名称又は股も主要な事業の内容を記入して下さい。

。「常用労働者の異動状況」欄の記入
このIUIは、夕年１月～６月間の職事業所における常用労働者の増加、減少などの異動の状況を記入して下さい。
｡新しく採用した者

あらたに雇用契約を結んだ者のことです。

な北、常用労働者の範囲から除かれていたＢｊｉＩ労働者などで、何回も契約が更新された結果、５７年１月～６月間に「臨時・日雇名
義の常用労働者」に該当するにいたった者（前２カ月の各月にそれぞれ18日以上雇用した者）や、定年で退職した者が嘱託、臨時な
どとして引き続き雇用された者も含みます。また、人耶権が本社に統轄されているため、形式上は本社採用であるが、実質上は当該
事業所が採用した者は含みます（ただ．事業所が本社から単に募集採用を委託されているにすぎない場合は除きます｡)。しかし．臨
時・日屋名義の常用労働者のうち、１カ月を超える期間をきめて鼠われている者が、契約期間満了後再び同一事業所に同程度の期間
を限って遍剛される状態が反復継続される端合は、その都度あたらしく採用した者とせず引き続き雇用されている者とみなします。
・同一企業（会社）内からの転入、給与支給の復活者等
同一企業（会社）内の他の事業所から転入してきた者や、休職、その他の理由により給与の支給が停止されていた者で、復職．そ
の他の理由によって給与が支給されるようになった者のことです。

なお、人事権が本社に統轄されていて、錘上で一旦採用した後、一定期間の社内訓練などを経てから事業所に配置換えされるよう

な場合は、受入れ事業所は「同一企業内からの転入」とします（逆に本社では「同一企業内への転出」とします)。これに対し、
事業所で一旦採用した後、社内訓練などを受けるためただちに本社に転出した場合、人事権も本社に移れば事業所では「同一企業内

への転出」となりますが、人醐権が保留されれば、そのままとします。受入れ側の事業所もこれに従って取扱って下さい。系列企案
などとの間で行われる移動（出向を含む）は「新しく採用した者」とします。
・昭和57年１月～６月間に臨時・日雇名義から常用名麓に切り替えられた者

５６年１２月末日に在繍していた醗時・日屈名義の常用労働者及び57年１月～６月間に増加した臨時・日雇名義の常用労働者のうち、
５７年１月～６月間に昇格、登用などにより常用名義に切り替えられた者を記入して下さい。

。辺厳又は解雇した者

雇用関係が終了して離職した者のことです。なお、定年で退職し、引き続き嘱託、臨時などとして雇用された者も定年退戦の際．

一度離職した者とします。
・同一企業（会社）内への転出、給与支給の停止者等
同一企業（会社）内の他の事業所へ転出した者、休職、その他の理由により給与の支給が停止されるにいたった者などが該当しま

す（なお、同一企業内からの転入の項を参照のこと｡)。

・季節労低者爬ついては臨時・日雇名義の者の内数として記入して下さい。

・パートタイム労働者については合計の内数として記入して下さい。

Ｏ入職者及び離職者の抽出
１．「(2)抽出率」欄には貸邸業所の事業の内容(産業分顛番号）及び昭和56年12月末日現在の常用労働者数（⑥－Ａ）に対応した抽出率
を下記の抽出率表から選び記入して下さい。

２．「(3)調査入（雛）職考数」欄には「(1)入（雛）職者数」（⑥－Ｂ又は⑥－Ｃと一致）のうちから(21の抽出率により実際に抽出された
入（雛）職者数を記入して下さい。ここに選び出された労働者について入（離）職者票を記入することになります。
３．抽出にあたっては、系統抽出の方法によるなどして特定の労働者に偏ることのないようにして下さい。

系統抽出とは、例えばすべての入（雄）職者にあらかじめ一連箭号をつけ、まず最初に選ぶ者を抽出率の分母と同数のクジ（路抽
出の場合ならば４本）できめ、その後はｊｌｌＩ出率の分母の数を加えた番号の者を調査入（雛）職者とするような方法をいいきす。

調査入職者及び離職者の抽出率表

FﾏﾌＨ

職涌

刊極械鵠」
磯械辨典
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１
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仰淵'iiif響Ｉ 二の捌代票'二1iu人さｌ【た．ⅡJ((i二・,いてい、銃,i}↓］外し,)lllIVルIllLj
ﾉﾆﾘ､他Ｉｊ６５Ｌとi)Iることｉｔありfゼハから．ｊｗ)ﾘ)tま#-
,|【1人してIくさ'.I ⑫⑳Ｉ

F-i§~震~ﾖ匿可一般産業
昭和57年雇用動向調査入職者票

（抽出§、軌鮎者１人について１枚ずつ回答ＬＴ下さい）Mfj（輔３〉〉 労働街
|回答(マーク)のしかた

二の劉什2Ｗよ（'促遮rdfim側;二より処噸考ｌ｛ま

オカーミ

Ｉ回答は必ずＨＢ又はＢの用船暖で該当する

答の輯を噴線で太めにマークして下さい。

２煕色でもボールペン・万年筆・サインベン

などは絶対'二使用しないで下さい③

３網古東Iﾕ折りまげたり、よごしたり、ぬら

したP）しないように注意して下さい。なお、

貝面の紀入要領を参照して下ろし､。

良い鰍１

，－－６￣ｆｐ

熟し､い’

（■子叶■＄ＦＩ
ＩⅡみ】Ｍユゼハ）

し■･幻色2ｺ厚==Ｉ

■Ⅱ■■
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|■■■

■■■１■■■

一
一

l■■■

■■■■

■■■

■■■■

■■■

■ﾛ■■

■■I■

■■■■

-0■■■

一
一
一

一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

riI7F1T~~'RUI'凋作に御協力ありがとうございました。ｉｆ『き忘れたところはないか妓後に

もう一度兇'在して下さい。
－２２－

￣￣￣

隈
号

聯
勝
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'埴Ｈら)FII勝り‐

人 110

柚ｌｌｌｌﾘ．

番り

llhL侠縁\

IDR噺 ij､典

◆ Ｑ

首間 回答

震資い：｡Ｉ 男女

一一

、
冬

犀聾；

１１勢'ｉＡｊＪ
】，急如冷２５Ｘ］0段蒟班，15糺う56（秘ＩＲ６５,愚
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Ｒ
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ﾖgBq574６３和56正
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鞄硴'1ﾔ８ｊＩ？況労守者
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８－ルル'一）７１?'』 一般労り07尺,､－１ワＪＬＷⅡ
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l〔’又，」録足困芝
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￣￣可声声戸
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必
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ＥＩＹ
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ｑ
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記入要領

この調査票はマークプノ式ですから、記入された回答(マーク)はキーパンチャーなどの人手を介さずにr光学式マーク読

取機(ＯＭＲ)」を通し直接電子計算機による処理が行われます。従って誠にお手数ですが以下の記入要領をご参照のう
えお問述いのないようlml答して下さい。

ｃ一股的注意

１．調衙系の網かけ（着色）の部分は調査員が記入する欄です。マーク記入はいりません。

２．都道府県治を記入していただく欄が２カ所ありますか、その場合は文字が太枠の外にはみださないように注意

してﾄﾞさい。

○用語の定義

４最終学歴……学校教育法第１条に規定する学校を卒業した場合の学歴をいい、各種学校例えば石識学校、洋裁

学校、１１勤単齢校、職業訓練所などの卒業によ－て得られる資格は含まれません。

６就職したときの経路……ここでいう「学校」には各種学校の紹介も含まれます。「広告」には新聞広告、折込

ｌ玄告のばか１１１１紙、テレビ、ラジオによるものも含まれます。

７常用・瞳時の別……｢季節労働者｣とは１年のうち一定の期間を限って季節的に働いている者のことです。事業

１Ｗ)｣}#業の内容か季節的な業務であるか否かは問いません。

８－股･パートの別･…..｢パートタイム労働者｣と｛よ１日の所定労働時間がその事業所の一般労働者よ')短い者及び

１Ｅの〃i定労働時１１７１が同上であっても１週の所定労働日数が一般労働者より少ない者のことです。

９仕事の内容(職業区分）……入職1直後における仕事の内容によりマークして下さい。ただし、研修生，見習生に

ついては将米ﾊﾑ属が予定される仕事の内容によります。また２つ以上の仕事に従事している場合は、そのうちの

Ｆ１ｮな４J‘)に上')ます=

「欄;理･算''１.技術職｣．.…･課腫、駅長、プログラマー、看護婦など。「事務従事者｣……事務員、集金人、出改札

搬(駅)、キーパンチャーなど。「販売従事者｣･･…･販売店貝、仲買人、セールスマン、保険外交員など。

「連ｳｉｉ･通(i芳従0撚荷｣……連戦士可車掌、電話交換手など。「技能工・生産工程作業劃……原材料hⅡ正､機械紙立

催珊、l211Ml、製本、姓設ｉｆ業などのほか、ボイラー、建設機械の操作運転などに従事する者｡｢保安職業従事:昔」

……《):衛、ノヴードマン、燗防士、踏切稗乎など．「サービス職業従事者」……美容師、料理人．清雑員など’

就戦前の居所又は前従業先の所在地……就職前１年間に仕事についたことがない人(未就業者)で今[口1の枇職の

/こめに1,,},ﾘﾃを侈,&sしプニ人は１１「&難１１１のIifl所．彬転しなかった人は現在の居所､また就職前1年'１M1二{IF顎についﾌﾟﾆﾆ

Ｌゾ》あふ虹紘職片)は、前従難雅伊所ｲｊｉ地の都道府県名を記入して下きい。

就業の動機……この作jiについた主な動機を１つだけ選んで1,.さい二

「１２をltf叶収人｣……主たる生｛,｢ifYｷｲ{+るために働く≦「家;↑の補助｣･…・今までの収入だけでは'１ﾐh｢i靴持がltj難

なだめやむをえずllii1〈＝「'lZii1i水イドグ１Ｉｉ１ｌ２｣……牛ｉｌＩｉは何とかできるがより豊かな↓t活をする仁灸:ごI飢え

｢余H1'.！《ﾊｲﾊﾞ川｣……｢１ｹ》の能ﾉﾉJi･'１.かしたい．社会といつ倉かりを持ちたいなど．｜軸〈１１曲か11Ｗ､以bﾄ(己あ｡

就職前ｉ年間における就業経験の有無…..{'二11'卜に'よ鶚難、ｌｆＩ管、家』1kの1F低いも念みます力･］11職ぺ’１ヶⅡ４ミ

ルM1釦軸y;1Ｊ除きf-北、な'j、′ﾁﾊﾘiに職jIill(する１平以ｉｉｉに什事を･していた場合には'オル､｣にマーフして卜・ざけ

前の従業先の事業……,!』難に;±腱蝋、｜，|竹、家業'nF(Ａいも街みま~'－．また２つjUjズグ)1:徴を１ｊ－か､るｊＭ（ｒ

はそこ′〕-）ｆ〔’)ｉ･た･しも『)によりま.！‐

サーごえｉｆ…－．１１i:鮒、クリ----シダ、災･理容、１ｔ卜鳩ｌｋ、娯楽業，放送業、僻｣Ｍ染．１１１':『．！｣ＬＭＦオネーレメノイ『

よｊＬナォか、リ灯jあ.’せ(巣などAu''1ii叶皿Ｉ７ｉ染にｉｗ柿するサービス業などＩよ味かｵＬ÷↓

｢そグ)他`旅災い.．…1ピム（・カー牛ル（道・熱供統瀧MLU坦蝋部i+1を除く'''1.公署など．

前の仕事の内容……liiの従堆先で胸ぃ？”二洲1wliInJii勿化標の内容によ')マークし~ごトー茎い

ち･｣;、’９仕事(z)内容ＪＦ１ｌ,｣可を参!!(!して~ﾄﾞきい＝

前の従業上の地位……兼職従鍵計の鳩ｲｬでもIRI術をもらっていた人は雁lLH者になりま．;Ｉ

離職期間・…･l1I<'〕従繋光をやめて71'：)今ｸﾞ)ｌｊ斤に枕職するまでの期ＭＮ

前従業先の企業全体の従業員数．….､小1,)i、２１門、Ｉ:場など全体をあわせﾌﾟﾆものてす＿←'１Ｔ公称」ゾ)塊i'iWまイャイト

の従雛}l澱'よ不蝿ですので「・ﾊﾞ公憐」のみにマークしで下さい。

前従業先の離職理由・・…･iiiの従業先をやめる｣１１ｶ機と強･っ企ｉＺなRllI11を１つだけ雌'(で「さ`.､

｢一llbfiIルイ（宏瞠な(Ifliだった」……|ijM$lfRなどで安#ﾋﾞﾔ'２かなかった、まﾌﾟﾆ事難所の将来にくいてイいい.､1匹こ

,'i::，’イルl卜かしかなかイニ」……I('',)に適した(}二１１'で;i･か-’た．また'､１分の望む(|:`料てな力･･った「`け鋤ｌＭｌＩＩ１・

仲１，瀞の'ﾉﾅMii条件が魁かつだ」……変'1ﾘ的勤傍ujl1Ⅱ１，賎業力(多い、体｢]方;少いなどﾘﾌﾞ･Ｉ仙条i,|息か魅か-,左□「会i}・

の都i【?「（定年をljiパ）」……契約Ml11Hl榊iＴＭｉ１ＩｊｉｆＭ、会社解散、ｔｆ１ｌ雌など｢1分の芯,と;!こ'Zして雛,職した

｢定ｺﾞｷ」……一定ｸﾞ7f'二齢に達した場合にl21llijb的にi込職となる場ｲﾋﾞ｢をいいます勃務処１２、Ｉｉｊ:１１綱1ｸﾞ)塒i'｢;まく尖

態によりま１－カ－11.11侭用契約が切れてぃｵしば定年退職となります=

転職の前後て賃金がどう変わりましたか……前の従業先をやめる'r〔前と今のi;ｉにﾉicit撤し堂時の【（余を'ヒヘ．

(賞与などの臨時的なもめは除きます）{'H1割ぐらい’２かつたか、あるいはﾄﾞか-リブ」か'二よっでマークして「きい

１０

１２

３
４

１
１

１R
OB-゜

1６

１７

１８

1９

2０

－２３－



～戸一一一一一～～～－－￣～－－～～～～－－－－～戸一～－－￣－－■～へ－－句一四ナーテーヒー-------------￣

この調査票に記入ざｵ'た事項については、銃iif以外の目的に使っ
たり、他にもらしたりすることはありませんから、ありの主左を
３０入して下さい。

行政管理庁承認No.13684

昭和魂年６月30日まで ③
労働省

､ﾍｰｰｰｰｮｰも~=くず～－－－－－－■￣￣－－－－－+●－－－－－－－－_-

昭和57年雇用動向調査離職者票

F~扇~震~ﾖﾋﾞ１一般産

様式第４号

旺衷したときの状況について質問の1MIにあてはまる番号を。で囲んで下さい。※印欄は妃入しないで下さい９

F１

Ｆ̄
.

｡

枚のうち枚目

－２４－

､1千ｌＫＬ |施薬分類番号ｌｈｔ以』壁｜蜆ｌＩＷｒ号’

大 中

※※

ｈ１Ⅳ附酬川酬洲諏｛》
価
の

①
労

氏
又
番

③

齢年

７
砺
歳
以
上
．
…
…
…
・
…
…
…
・
…

１
６
釦
ｌ
叫
歳
・
…
…
…
・
…
…
…
…
，

』
生

じ
．
』
５
弱
ｌ
刃
歳
・
…
・
…
・
…
…
…
…
；

ｌ
ｐ
ｌ

と
４
幅
、
”
、
鋤
戒
…
…
…
…
…
…
…
…

し
齢

ｎ
年
３
加
ｌ
網
旗
…
…
・
…
…
・
…
…
…

｜
疸
堀
う
色
鋤
ｌ
酉
義
・
…
・
…
…
…
…
…
…
。

１
四
歳
以
下
…
…
…
…
…
…
…
…

①
般終学歴

ｨ中途過丁を除く）

１２３４

新
大
・
旧
大
卒
…
…
・
…
…
・
・

短
大
・
旧
高
郷
卒
・
・
・
…
…
…
…

新
商
。
、
中
卒
…
；
・
…
…
…

新
中
・
旧
小
卒
…
…
…
…
…

学
卒
た
２
昭
和
弱
年
３
月
以
川
卒
…
…

終
を
し

⑤
最
校
業
年
１
蘭
一
祁
訂
年
３
月
卒
…
…
…
…

。
の
２
臨
時
工
・
臨
時
脈
な
ど
・
・
…
・

用
蒋

⑥
常
曲
別
１
本
授
用
。
本
工
な
ど
…
…
；

、
卜
２
パ
ー
Ｌ
‐
タ
イ
ム
労
働
者
・
…
・
・

鮫
一
別

⑦
一
・
〈
の
１
一
般
労
勤
者
…
…
…
…
…
…

沙

｢且！

ii9JD内容（識於）

間
７
ｎ
年
以
上
…
・
…
…
…
…
…
…
：

６
５
年
１
，
年
未
満
…
・
…
・
…
…
・

期
５
２
年
１
５
年
末
洲
…
…
…
…
・
・
・

４
１
年
１
２
年
末
油
…
…
・
…
…
：

銃
３
６
カ
月
１
１
年
未
満
…
…
…
…

２
３
カ
月
３
６
ヵ
月
未
満
・
…
：
…

ｉｍ
ｌ
里
１
３
カ
月
犬
濁
・
・
・
…
…
…
…
…
…

７
そ
の
世
の
峨
慨
鞭
馴
脅
…
…
…

ｊ誌
《
ｃ
ナ
ー
ピ
ス
執
寛
踵
躯
軒
・
…
…
？

鰯
５
技
壱
一
‐
｜
・
生
龍
工
程
作
業
肴
…

客
４
運
輸
・
遺
一
傭
從
礪
・
者
…
・
・
…
・
…

輔
〈
・
ご
飯
壷
筵
靭
審
・
…
…
・
・
…
…
…
…

卵
う
色
珊
称
從
小
若
ろ
…
・
・
・
・
…
…
…
…

社
１
管
理
・
噂
門
・
技
術
職
…
…
…

⑲

由
７
死
亡
・
鰯
病
…
…
…
…
…
・
…
．
．

６
そ
の
他
の
個
人
的
理
由
…
…
…

狸
５
結
幡
。
出
産
・
両
児
・
…
…
・
…
．

４
．
本
人
の
資
に
よ
る
…
…
…
…
…

職
３
定
年
…
…
…
…
…
…
…
・
・
…
．

２
蝿
斌
上
の
都
合
・
…
…
，
…
…
…
・

鐘
１
契
約
期
間
満
了
…
…
…
…
…
…

１２１と２３４５６７

１２ ユュ３４５６７

１２ １２３４５６７

】２３４

１２３４

１２３４

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２３４５５７

1２３４５６７

１２３４５６７ １２３４５６７

１２３４５６７１１２３４５６７

!：ｺｨ、ョ？|ニュョィ，ョァi：ユョ‘，､？

１２

１２

1２

１２３４５６７

１２３４５６７

１２３４５６７

1２３４

１２３４

１２３４

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２３４５６７

１２３４５６７

１２３４５６７

’１２３４５６７

1２３４５６７

’１２３４５６７

１２３４５６７

１Z３４５F７

Ｌ２３４５５７

１２

１２

１２

１２３４５６７

１２３４５６フ

１２３４５６７

１２３４

１２３４

１２３４

１２

１２

１２

１２

12

１２

１２

１２

１２

ラ
ウ

ー
Ｒ
Ｕ

Ｅ
Ｊ

ｑ
知

｜
②
ｊ

『
垂

○
人

７６５４３２１

７
’
７

邪
一
誌

４
’
４

３
’
３

２
一
２

１
’
１

７
一
７

へ
、
’
６

５４３２１

５４３２１

７
’
７
’
７

Ｒ
ｖ

員
》

Ａ
Ｔ

【
ｑ
》

〔
・
』

１

６
’
６

５
－
－
，

４
－
４

３
－
３

２
一
２

１
－
１

１２

１２

１２

２３，１５６７

１２３４５６７

１２３４５６７

１２３４

１２３４

１２３４

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

1２

『
』
－
１
Ｊ
ｌ
Ｔ
Ｊ

６
－
６
’
６

率
一
刻
一
羽

【
己
一
『
凸
一
・
「
坐

７
▲
－
１
▲
｜
で
上

■Ⅱ。ｐ００－■■０■■‐Ｉ」‐‐‐‐‐‐‐．‐‐‐‐‐‐Ｆ‐‐‐‐，凸■■■■Ⅱ■０

ｍ
一
師
一
ｍ

５
』
５

幻
剤

、
■
ｊ

ｎ
－

１
－

４３２

ニ
ワ

４
。

（
ｊ

へ
苫

１
’
１

７
－
７

５
岸
《
□

一
コ１２３４

１２３４５６

７Ｒ
〕

底
）

１２３４

１２

１２

１２３４５６７

１２３４５６７

１２３４

１２３４

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２３４５６７

1２３４５６７

１２３４５６７

１２３４５６７

１２３４５６７

１２３４５６７

１２ 1２３４５６７ １２３４ 1２ １２ 1２ １２３４５６７１１２３４５６７ １２３４５６７



③|騨繊雛鰯醗離蝋礫鯛蝋｜
（記入して下さい。
Ｌ＿

行政管理庁承認No.13688

昭和58年６ 月30日まで

労働省
昭和57年雇用動向調査転入者票

Ｆ扉~三］一般産業 童案分類番号｜ｈｈＩＨ率｜規移

様式第８号

Ｏ■五対象期間中に同一企業内の他の事業所から転入した者のうち、常用名芭の者の数を次の転入老歓柵に記入して下さい。なお．父事業所が常用労■者を500

人以卜正用している増合は、裏面抽出率表により、転入者徴から抽出した宙査転入老徴を妃入して下さい。
〔常用労偽者Rk5Cb人以上の■合）

(皇諦鰯|測鑑騨雛綴騨裡齢計)と)--

上配の転入者（常用労働者500人以上の場合は調査転入者）について転入したときの状況を裏面の記入要領を参照して記入又は当てはまる番号を。で囲んで下

さい。※印楓は記入しないで下さい。

ＧＤＩ⑩ｌ⑪ｌ⑬ZＤｌｃ

Ⅱ由を１つだけ□

理■

可無；の状乃Ｉ

雛||鰯鴫蕊
hのｌｌＱ疵匝・＿Ｌ上１⑬Ｉ・煙ｌ上・」‐上氾

5竃司冒艶

没
ini電

｢r2

i症］

Ｅ

信
一

亡

后一ｍ’

に
枚のうち枚目

－２５－

府県
番号

事業所番号
産業分類番号

太 中

抽出率
番号

規模番号

企業

※ ※

①

者
名
土
号

働
の

労
氏
又
番

性
２
女
…
…
：
…
…
…
…
…
…
…
…
．
…
…

③
１
男
・
・
…
…
・
・
・
…
・
・
・
…
．
．
…
…
・
…
・
…
…

③

齢年

のぎ

６
帥
歳
以
上
・
・
…
・
…
・
…
…
…
．
．
…
．
：
…

５
釦
ｌ
鍋
歳
．
．
…
・
…
・
…
・
…
…
…
・
・
：
…

と
４
㈹
１
鱒
歳
・
・
…
…
…
．
．
：
…
…
…
・
・
・
…

たし
齢
３
卯
ｌ
姐
歳
・
・
…
・
…
…
・
…
…
…
：
。
…
：

臥
孵
２
釦
、
．
ｑ
由
歳
…
・
…
…
…
…
…
・
…
…
…
．

１
四
歳
以
下
…
・
…
…
・
・
…
…
・
…
…
…
・
・

＠

勤続

年数

所
輿
謝

業
異
回

⑤
事
間
の

企
に
ろ

の
向
け

今
狼
打
のら
Ｉ

⑤

現在の

l士卒の内容(職業）

７
そ
の
他
の
賦
業
従
事
者
…
…
…
…

６
サ
ー
ビ
ス
職
業
従
事
者
…
・
…
…
・
・

５
技
能
工
・
生
産
工
程
作
業
者
…
…

４
運
輸
・
通
信
従
卒
者
…
・
…
・
…
…
。

３
販
光
従
事
者
…
…
…
…
…
：
…
・
…

２
事
務
従
事
者
…
…
…
・
…
…
…
・
・
…

１
管
理
・
専
門
・
技
術
職
…
…
…
…

③⑦

異動理由

主広■1ｈｔ1つだけＯで
囲んで下さい．

転入前の

仕事の内容(職業）

７
そ
の
他
…
…
・
…
…
…
…
…
…
…
・
・

６
本
人
の
希
望
・
…
・
…
．
．
…
…
…
…
：

５
中
高
年
齢
者
対
策
の
一
環
…
…
…

４
一
時
的
応
援
・
事
業
の
拡
張
・
・
・
…

羽”》饗蒲”辨汕鼬糯》》岨』一
１
定
期
的
人
事
異
動
…
…
．
．
…
…
…
．

７
そ
の
他
の
職
業
従
事
者
．
…
…
…
：

６
サ
ー
ビ
ス
職
業
従
事
者
．
…
・
…
…
．

５
技
能
工
・
生
産
工
程
作
業
者
・
…
．
．

４
運
輸
・
通
信
従
卒
者
：
．
・
・
・
…
…
・
２

３
販
売
従
事
者
…
…
・
…
…
…
・
…
…
．

２
事
務
従
事
者
．
…
…
・
・
…
…
・
・
・
・
．
．
；

１
管
理
・
専
門
・
技
術
職
：
．
：
．
…
９

者
舸
２
無
…
…
…
・
…
…
…
…
…
…
…
・
・

＠
噸
魔
１
有
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…

⑬

の
の
地

卵
巻
在

異
従
所

在地

(都道府県）

…⑳
に
う
居
無

入に
伴
転
有の

２
無
。
：
。
…
・
・
・
・
・
…
・
…
…
…
…
・
…
『

１
有
…
・
…
・
…
・
…
．
：
・
・
・
…
・
…
…
・
・

※！
1２ １２３４５６

年 回
１２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２ １２

県Ｉ※

1２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６フ 1２３４５６７ １２ 1２ 1２

１２ １２３４５６ １２３４５６フ １２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６フ １２３４５６７ １２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ 1２ １２ 1２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ ２ 1２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ １２３４５６７ １２３４５６７ ２ １２ １２

1２ １２３４５６ 1２３４５６７ ２３４５６７ 1２３４５６７ ２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ ２３４５６７ １２３４5６７ １２ 1２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ ２３４５６７ １２３４５６７ 1２ １２ １２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ ２３４５６７ １２３４５６７ １２ １２ 1２

１２ １２３４５６ １２３４５６７ ２３４５６７ １２３４５６７ 1２ １２ １２

転入者数
(低用名佳の者のみ）

人



記入要領

Ｏ一般的注意

Ｌとの転入者票は、企業規模１，０００人以上（建設業及び宮公営は除く）の事業所のみ記入して下さい。

２．ここにいう転入者とは、調査期間中に同一企藁内の他の事業所から転入してきた者のことで、＊某所票の５－③ロの常用名彼の欄に

記入された者（男①及び女③）のうち、給与支給復活者等（休職、その他の理由により給与の支給が停止されていた者で、復職、その

他の理由によって給与が支給されるようになった者）を除いたもののことです。

３．事業所の常川労働者数が500人以上の場合には、下腿の抽出率表により調査転入者を抽出のうえllC入して下さい。な調、常用労働者

数が500人未満の場合は、転入者全員について記入して下さい。

Ｏ各欄肥入上の注意

｢Ｏ動暁年ﾛ山｣……今の企黛にはじめて就職してから転入時までの勤続年数を１年未満は切捨てて配入して下さい。

｢⑥卒乗所間具、回数……今の企乗にはじめて就戚してから企業内の事業所間を異動した回数を今回の異動も含めてﾛ己入して下さい．

同一卒乗所内の具動回数は含めま世ん。

｢③只助の理由｣……主な理由１つだけに○をつけて下さい。理由が「２前車案所の省力股殉の導入再合理化」～「７その他」のいず

れかであって、貝助が「１定期的人事只助」の時期に併せて行われた埆合は、２～７のうちの１つが主な理由となり正す。

例えば「本人の希汪」による異動が「定期的人事只励」の時期に併せて行われたような坦合は、「本人の希量」が主な具

動理由となります。

なお、本社等で新規採用者に封し研修等を行った後、他の事業所にあたらしく配属する場合は「１定期的人事氏、」とし

て下さい。

｢⑪単身赴任か否かの状況》…転入後の世帯の状況により単身か配偶者と同居かについて記入して下さい。

｢⑫只助前の従集先の所在地北…･転入前の卒業所の所在地の都道府県名を記入して下さい。

抽出率表
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「５人以上」ということで全部くくってもかまわないのですか。

畑村:範囲とか定義とかは合わせてあり，ただやり方（方法)だけが違うわけですので,ベー

ス的にはこれでほぼよいのではないかと私共は考えております。しかし時系列という点で

は，やはり調査のそれぞれの特'性が出てきまして，両方の悪い点を含んだものになること

は避けられません。しかし，水準としては大丈夫かと思います。

小林:関連して確かめたいのですが，この出勤日数の中には，「有給休暇を含めないで下さ

い」とありますね。これは実際に消化した有給休暇を含めないということなのか，あるい

は年々に付与されたし|数ということですか。

畑村:これは，実出勤日数で調査しております。よく欧米で有給休暇を含めた支払い労働時

間というものがございますが，そういうものではありません。

小林:例えば生産労働者のかなりの部分では，月極めで賃金は決っていながら，不就業の部

分については引く例が多いですね，そんな場合は，日給をはじき出しても割合;意味があり

ますね。ホワイトカラーでは少ないでしょうが。

畑村:一般的に日給月給といいまして，月給という恰好であっても休めば引くということで

すけれども，有給休暇等を使ったら当然引きませんね。したがって，比例的になるかとい

うとそうはならないわけです。農業あたりはモロにということになるでしょうから，同じ

ように比較することはそのあたりに問題があると思います。

小林:農業も現物や何かの換算がむずかしいでしょうからね。しかし，一応，街幣ベースで

農工間などの比較をすることは重要ですね。日本の場合はとりわけ甚本法で比較が義務づ

けられていますね。ただし，どういうデータでいかに比較するかはやはり検討しなければ

いけませんね。

喜多:昭和40年代ぐらいまでの動きですと先ほどの事業所規模５人以上の毎勤の１日当り賃

金と，農業日雇い賃金を比べると農業は丁度I/bくらいなんです。それが50年ぐらいから最

近にかけて始になっています。製造業賃金に対する農業賃金の割合が下がっているんです。

それを「30人以｣」にすれば格差はもっと大きなものになります。

小林:問題によってもいろいろでありうると思いますが，多くは，５人以上とか，３０人以上

をとっていますね。

田路:技術的なことをお尋ねします。ここに前月末労働者の実数が出ていますが，これは，

指数と同じように事業所調査に換算した数でしょうか。実際にお分かりになっていらっしゃ

る数でしょうか。

畑村：ここに書いてある指数と一般にいう指数というのとは，直接には結びついておりませ

ん。一応最初の姿では結びついているのですが，指数は中間補正などをやり，実数はこの
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ときも数字を動かしません。

田路:ではこれは調査した実数ですか。

畑村:いや，推計数字です。あとで補正等をして，数字を変えますが，それは時系列をねら

いとして数字を変えるわけで，労働者等の指数は直しています。実数は動かしておりませ

ん。

田路:それから季節変動調整済の指数が出ておりますがこれはセンサス局方式ですかEPA

方式ですか。

畑村:現在は，センサス局Ｘ-11方式でやっています。

高見：２点ほどいつも疑問に思っていることをお尋ねします。私ども,｢毎勤」の数字を扱う

場合，全産業と製造業での現金給与総額の前年同月比伸び率の名目，実質を見ることが多

いのですが，その場合に，月によって－これは出勤日数とも関係があるとは思いますが－

－現金給与総額で非常に凸凹が出ていて，定期給与，所定内給与の名[]の伸びは，変動が

少ないという例に出くわすことがあるわけですね。例えば卑近な例で申し上げますと，ｌ

昨年（80年）は現金給与額の年度間平均名目上昇率が6.6％の年でしたが，９月が5.9

ということで年度平均よりも０．７ポイントほど低いわけです。１月，３月，８月という

のは出勤日数でチェックをかけますし，７月，８月，１２月は一時金などを考慮するのです

が,９月とか10月とか秋の通常月で大きく伸び率が凹むというような事態がおこるという

ことは，通常支払われない項目での給与が何らかの形で支払われているとしか考えられな

いわけです。そこで，調査を実際なさっている立場からしますと，－体どういう項目での

支給がそういう突発的な凸凹につながるのか，お教えいただきたい。もう１点は，私ども，

特に最近中小企業ないし中小の未組織労働者の賃金が非常に伸び悩んでいることを問題に

しているわけですが，たまたまことし昨年度までの賃金の伸びの分析をした際に，所定内

給与，それも５人～29人というのを分析しようとしたところ，当然のことながらそういう

調査は無いわけですね。現在の「毎勤」統設というのは，やはりメインは定期給与にある

のではないかという感じがしますが，５～29人規模の所定内の見当をつけるには，相当無

理をして全産業・３０人以上規模の残業時間の伸びと定期給与の伸びとを１つの材料に５～

２９人規模の所定内給与の伸びを推計してみたわけです。これが正しいやり方かどうか分り

ませんが，結局，これから非常に問題になる中小規模での所定内給与の伸びが現在の「毎

勤」からは取れないという大きいネックを感じているわけです。先ほどのご説明の中でも，

それぐらいの企業規模になりますと，調査票を前にして，やはり担当者は圧迫感を感じる

から無理ではないかということでしたが，このあたりのことについて労働省側でどうお考

えになっているかをもう少し具体的にお聞かせ下さい。

－２９－



畑村：定期給与と現金給与総額によく違いが出てくることがあるんですが，これは，ボーナ

スなんかがかなり遅れて支給されることがあるんですね。去年が遅れてもまた今年が遅れ

ても，どちらが遅れても変化が出てきます。定期給与と現金給与総額との伸び率が違うの

はボーナスの遅れが１番大きく影響していると思います。また現金給与総額には，ボーナ

スのほか３か月を超える期間について支払われる生産または販売褒賞金のような特別に支

払われる給与が入っていることも影響します。

それから未組織労働者の賃金についてですが，これは時系列的にはむずかしく，私ども

も時系列的な指数は出しておりません。先ほどの結果表にも毎月の実数は載せていますが

指数を作るまでには至っておりません。これは「毎勤・乙凋査」によっているのですが，

乙凋査は地域サンプルにもとづいて調査をしています。乙調査は調査地域を設定し，その

地域内の半業所を調査員が[､lりまして調査対象事業i｝7（５～29人の事業所）かどうかを確

認するわけです。調査対象事業所であれば，賃金や労働lllilHlについても調査します。毎月

このようなことを繰り返えすわけです。しかし，前月洲査対象外であれば，今月も同じ状

態だろうということで毎月は一戸一戸確認しない可能性があります。こんなときにもし労

働者を雇って５～29人になっていればその事業所は把握ﾊﾞｶれになるわけです。調査区は，

1年M''継続調査し3か月ごとに÷づつ交替します｡３ケ｣]'川は.調査区が一定ですね｡そ
の凋査対象事業所数をみると新たに凋査対象に加えられる事業所よりつぶれたりﾙﾘ沓対象

外になったりする事業所が多く．実数をとってみますと，こういう格好でちょっと減るわ

けです｡それから3か月経過すると調査区が;変りますから｡ときによって少し異った
レベルになり（例えば労働者の密集しているようなところがあたりますと少しレベルが｣こ

るわけです｡)，そして先ほど述べたようにやや下がりめに推移する傾向があります。ひと

つはサンプル数がもう少し欲しいということが言えますね。乙調査は,1,900i;IIjilI1ii区で16,5

００事業所です。それから同じ顎業所をとるにしても，もう少し調査区を細かく;I;'１つ九万が

いいのかも知れませんが，調査区は調査員が回れる範ljl1で設定されていますので，凋査の

効率の意味からそうもいきません。ここらあたりが悩みのところです。

石塚:｢毎勤」の全国甲調査で，５４年４月分調査から所定内給与も取れるようになり私どもも

極めて便利に使っているわけですけれども，そこでは生産労働者・管理事務・技術労働者

合計だけが出てきているわけで，生産労働者独自の所定内給与および管理事務労働者独自

の所定内給与は調査票を見ても取れないようになっています。恐らく事務的な繁雑さなど

をお考えてのことと思いますが，今後とも今の様式でおやりになるのでしょうか，それと

も近い将来何らかの改善をなさるお考えがおありですか。これが第１の質問です。

２点目は私ども鉄鋼労連では，ｕ米貿易摩擦なんか起こりますと，アメリカ鉄鋼産業の
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賃金をはじめ，いろいろな労働条件をかなり厳密に'１本と比較しなくてはならない必喫性

がたびたび起るんですが，そこで日本の下請労働者をどうおさえているかという問題があ

ります。その関係で先ほどの先生のご発言の中で．常用労働といっても実際上記入すると

きにパートなどがはいっていないのではないかという危倶がもたれるようなことをおっしゃ

っていましたが，その点もう少し詳しくお聞かせいただけないでしょうか。

畑村：最初の質問ですけれども，凋杏票をごらんいただければお分りになる通り，超過勤務

手当のところは合計しかありません。これだけをとるのにつきましても調査される側や地

方の実施機関からは非常に抵抗があるんです。要するにそれだけモロに負担になるんです。

項１１を増やせばそれだけ労力がかかってきます。数項目の調査事項が増えるぐらいでは予

算的な手当ても難しいです。また金である程度面倒見ても，現在では労力的に地方の方に

負担がかかることは非常に問題でして，昭和55年の改正（超過労働給，採用者数，退職・

解雇者数の３項し|を追加）のため，地方を説得するのに２～３年かかりました。ですから

項目を増やすというのはなかなか容易じゃないんです。データは益々詳細なものを求めら

れる状況にあるのですが，調査を実施する環境は逆に悪くなってきており，調査を担当す

る者としては，なかなか容易ではありません。

それから２番'1の，国際比較との関係でパートについてもう少し知りたいとのことです

が，一般的に事業所の方ではいわゆる常用労働者の賃金台帳とパート等のそれとは大体別

になっております。それから厳密な意味で（毎勤の定義では日々雇われる者でも前２か月

１８日以上雇用された者は常用労働者に含まれる）常111労働者かどうかを毎月チェックしよ

うとすればなかなか大変です。｜])(｢!的な労働者が少いところならまだしも，かなりの労働

者数ともなれば大変でしょうし，岐近はコンピュータ処理されている所が多く，これらの

ゾ;業所では常用名儀の常用労働者だ､けを報告しているものも少〈ないと思います。また，

瓢業所によっては，パート等は雑損などとして諸経費的な扱いにしているものもあります。

ですから事業所ではパート等を他の一般労働者と同じベースで扱うことが困難な面があり，

帳簿上の分離とともに脱落している可能性もあるとｕいます。当然，パートが漏れればそ

の分平均賃金は高くなりますが，米国ではこのようなところの状況はどうでしょうかね。

長谷川：春闘の賃上げ集計をやっておりますと，このところ賃上げ率とか賃上げ額の分散度

がすごく小さくなってきています。分散度が小さいということは，個々の賃上げ率や賃上

げ額の平均水準からの乖離が小さいということですから，ますます春闘相場の波及力が強

まってきているような印象を持っております。

そこで,｢毎勤」統計の30人以上の所定内賃金上昇率と春の賃上げ率との関係を比べてみ

ると，２年ぐらい前までは「毎勤」の賃金上昇率と春闘の賃上げ率とはかなり関連を持つ
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ていたような気がするんです。どんな意味あいでそのようになっているかわからないので

すが，それが去年ぐらいからちょっとひらきが大きくなったみたいで，このあたりはどの

ように考えたらいいのでしょうか。たしかに，労働力構成の変化とか組織労働者と未組織

労働者の問題とか，さまざまな事があると思うのですが，統計的に言いますとどう考えた

らいいのでしょうか。

小林：この２年ぐらいどれくらいひらいているのですか。

高見：「毎勤」の賃金上昇率と春闘の賃上げ率のパーセンテージの差は次第にひらきはじめ

ていますね。

小林：それまでは「毎勤」がちょっと高めだったでしょう。

高見：数年前までは「毎勤」が１％ポイントか２％ポイント高かつたんです。これは、要す

るに隠し賃上げがあったと言う話にしかならなかったのですが，その後は，長谷川君が言

う通りで，７７～79年までの３年間は差があっても±０．２＄ポイントでしたが，８０，８１年は

賃上げ率のほうが,｢毎勤」の伸びより低い。８０年はその差が0.8％ポイント，８１年は1.7

＄ポイントも低いです。

小林：低い？

高見：ええ，賃上げ率のほうが低く、「毎勤」の伸び率に達していません。

小林：隠しでなく労働力構成の変化でしょう。

高見：それもあるとは思うのですが，問題は30人未満の中小零細の賃上げ率の強さですね。

長谷川:中小の賃上げに対しては，今春闘でプラスアルファが広汎にひろがったことが特徴

として指摘出来ると思いますが，その場合は，親企業や元請けに対してベアの一部を公表

しないケースや諸手與山iの増加分をプラスアルファにしているケースもあります。しかし，

今問題になっているのは相場の成力を持っている大手企業の隠しであると思いますが，そ

れを社会的に認めると労働組合としては別の問題が出てきますし，また，これを実証する

ことも大変むずかしいと思います。むしろ本質的には，雇用の構造変動の方に原因がある

のではないかと思うのですが……。

小林：イヤ，隠しは隠しで調べてもらって。何年か前までは，減量で若い人をとらなかった

でしよ。ここのところ，若い人をとりはじめたから，相対的に低い人達の労働力構成が高

まって来たわけです。さきほどの，中小企業の格差が広がって来たと言うのは，「賃金構

造基本調査」でみたらどうですか。

北川：組合などで使う場合，労働力構成を一定にして賃金の上昇率を比較しないと具合が悪

いのだと思うのです。「毎勤」というと，すぐ全体の平均はどうかとなりやすいのですけ

れども，少なくとも男女別をかなり重視した結果も公表していただく必`要があるのではな
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いかと思います。結果表を見ましても，１番はじめに男女を込みにした平均給与や労働時

間が出てくるわけです。労働省は，このへんが大切なところだと考えているのかなという

気がします。これではちょっと具合が惑いのではないか，むしろ毎勤の本領は，規模別，

男女別の数字が産業別に示されている第７表の１というあたりにあるのではないでしょう

か。私は今日毎勤の話があるのかと思い３冊の関係書を見てきたのです。生産性本部で出

している「活用労働統計」はどうだったか忘れましたが，労働省の「労働統計要覧」では

毎勤の男女別はあまり重視していない結果がでてくる。統計局「日本の統計」では，男女

別がでています。そのへんの考え方というか，重点のおき方がどうなんだろうかなという

印象をもちました。

今のお話をうかがっていると，「賃金構造基本調査」というのがあって，それと組み合

わせた格好で「毎月勤労統計」を利Ⅱ)するのが利)１１の仕方としてはいいのかもしれないと

いう気がしているのですが，そうすると「毎勤」は，もう少し重点を決めて，やっていた

だいた方がいいのではないかと思います。現在の「毎勤」は戦後「賃金構造基本調査」が

始まる以前に戦後スタートしたものですから「賃金構造基本凋査」が担うべき役割りをも

毎勤が－部担っているという格好になっているのではないかという気がします。だから今

や「毎勤」は「毎勤」独、の何か特色を明確にさせた方がいいのではないかと思うのです。

そうすると産業の範､11をどこまで「毎)]勤労統計」がつかまえたらいいのかという問題が

出てくるかもしれないという気がします。それから調査票の中で，さきほど議論がでてい

ましたがパートタイマーなど，このごろでは大切だ．と思うのです。日雇はとっていますけ

れど臨時!(１４はとっていないみたいですね。臨時とか日雇とか常Ⅲlとかの定義を考えなおし

てみたら良いのかも知れません。先程ご説明になった「雇用動向調査」の方で，常用名義

とか日雇名義がでてきますが，これの万がむしろ使う場合便利ではないかという気がしま

す。「毎月勤労統計」は，かなり古い歴史を持っているものですから，作っていらっしゃ

る方も，それを変えるのは，おそれ多いとでも思っていらっしゃるのかも知れません。いっ

てみれば何十年来同じことを続けているわけですけれども，ほんとにそれでいいのかなと

いう気がしました。

それから30人規模というところで，規模の上昇とか事業所の廃止などが激しいというこ

とであれば，どうして，３０人規模にlilil執しなければいけないかという疑|刊もおこります。

30人以上を調査しておいて，たとえば50人以上のところでもうひとつ線をひけば，３０人か

ら50人に変ったものについては、かなりはっきりすると思います。３０人以上をとっておい

て30人へあがってきたものがつかまらないというよりは，３０人までとっておいて，５０人か

ら30人の方へ落ちてきたとかあるいは30人から50人へ上昇したとか，そういうのは毎月毎
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月わかるわけですから，３０人という最低限の所で固執する必要があるのでしょうか。

畑村：「毎勤」は規模30人以上の実態ということであちこちでそれがベースになって使われ

ているわけです。

北川:30人というのは，法律的な規定と何か関わりがあるのですか。何法ですか。

畑村:例えば，国有鉄道運賃法のなかで，運賃の決定は収入の増加見込み額が経費のi杣,]見

込み額を超えないようにすることになっているが，この経費増加見込み額は前年Ahび前々

年の賃金，卸売物価，消費者物価指数とそれぞれの国鉄の経費の構成比から算定される仕

組みになっており，賃金指数は「毎勤」によると政令で規定されています。

北川:その時には賃金というのは，常雁30人規模以上の平均賃金ということになっているの

ですね。

畑村:ええ，「毎月勤労統計調査全ＩＲＩ甲調査」の結果による賃金指数の調査産業計現金給与

総額とはっきり書いてあります。

北)||：３０人以上のところで，非常に正確な数字を出さなくてはいけないのであれば，iilWitと

しては20人以上をつかまえておけばいいような気がしますが。

畑村:それと，乙調査（５～29人の調査）をやった１番最初の目的は，そこでつかんで，そ

れを上にあげればいいではないかと言う発想があった。ところが完全に補完はなかなか難

しいです。

北川:全国甲調査というのは，これは調査員を使わない調査なのですね。

畑村:ええ，そうです。

北jll:郵便でやって99％の回収なんですね。それから乙凋査は調査員をお使いになっている。

調査員はどういう人ですか。

畑村:調査員は主婦あたりが多いと思います。それから元学校の先'１２だった方とか。

北川：「雇用動向調査」の調査員の方はどうですか。

畑村:こちらは，元学校の先生だった方とか，それから主婦もありますが，元役所にいた人

が多いようです。両者では調査系統がちょっと違います。前者の乙調査は県の統計課を皿

じてやります。人[110万人以上の市には登録調査員を置いておりますので，それを活川す

るしくみになっております。登録調査員は主婦が多く含まれています。それから後者の県

の安定課あるいは安定所を通じてやる調査は，溌録調査員制度を余り使っておりません。

要するに縁故的に頼んでいます。それで少し性格が違っています。

それから調査員が調査にあたる内容も，県の統計課を通じてやる調査員は一般の家庭を

回るような対象になっているのが多いわけです。一方，安定所を通じてやるのは一般に事

業所が主体ですから，この点からもちょっと性格が違います。
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北川:県の職員とか安定所の職員とかが調査員をやっている場合もありますか。

畑村:やっています。

北川：そういう人が出動しないと調査がうまくいかないということがあるでしょうね。

畑村:はい。厳密には統計調査員と職員とでいっしょにやるしくみになっております。これ

にも書いてあるんですが，「雇用動向凋査」では調査従事者というところに,｢県の安定課，

および安定所の職員，ならびに統計調査員」となっています。「毎勤」の場合は，通常，

職員は行きません。回収率99％と'1'しましたが，それは調査対象事業所を設定して，それ

に対して99％集まるということで，設定した事業所以外に把握していない事業所の新設等

があるわけですから，厳密には母集ＩＪＩを変更させてそれに対する割合で見なければならな

いと思いますが。

小林：３０人以上ということになりますと，通産省の「生産動態統計調査」と大体同じやり

方になっているわけですか。やっぱり「事業所センサス」で３年毎に抽出替えをやってい

くわけでしょうか。

畑村:あれは，「工業統計」等を参考にしてやっております。それで，かなりの部分が一応

全数でやることになっていると思います。「生産動態」は，生産品目別に生産・出荷等の

状況を調べることを目的としておりますので，業種によっては小規模まで把握する必要が

あり，そこらあたり対象のとらえ方も少し違ってくると思います。

町田：「毎勤」の数字から有給休暇の取得状況，消化状況を推定する場合に，この総実労働

時間の中の所定内実労働時間が問題になりますね。その場合，制度としての所定内労働時

間の実態が参考になるのですが……。制度としての労働時間である，就業規則などによっ

て働くことが義務づけられている時間データはないわけですか。

畑村：「毎勤」ではやっておりません。

町田:そうしますと，労働時間の制度調査と，「毎勤」の実際の所定内の労働時間とを関連

づける必要があるわけですが、この２つの調査は調査対象事業所も違うでしょうからチョッ

トむずかしいですね。

畑村：たしかに１つの調査で制度も併せて労働時関全体について調査したものはないし，あっ

てもいいような気がしますね。

今，私どもが調査していますのは，実労働時間は先程いいましたようにあります。それ

からスト等をやった日数，有休で使った日数もあるんですけれども，調査がみんなそれぞ

れ別なんです。そこで総合的に，うまくだせば，全体の実労働|｣数や休業日数と制度上の

日数と整合がとれるかと言う事になりますと，ちょっと難かしい問題があって，恐らくつ

ながらないでしょう。有給休暇の消化も，それ自身ではやった凋査があるんです。確かに
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つながって総合的な把握ができているかと言われると弱いですが、大変な調査になるでしょ

うね。

小林：「毎勤」の調査票を拝見していておもしろそうだ､と思ったのは，甲調査では項目番号

１２，乙調査では11になっていますけど，調査期間中に何か特別な事があるかを調べていま

すが，ここは集計なさっていますか。

畑村:特に，集計していません。

これは，主として賃金や労働時間等の変動理由のチェック材料に使っています。

小林:では，コンピューターに入れる前の数字を，確認したりするわけですか。

畑村:ベースアップの状況等は参考として使っていますが，基本的な集計躯項でもないため

これ自身の記入についてはチェックもしておりませんが，どうも記人状況も完全でないよ

うです。

町田:先程問題になりました所定内給与についてですが，これについては最近は職種を統一

した例えば管Ｉｌｌ１・事務・技術者と生産労働者を含めたものは，もうすでに所定内給与とし

て発)表されるようになったのですか。

畑村:所定内給与は，５４年から。

町田:しかし，それはいわゆる職種別に労働者と管理労働者の区別は今のところないのですね。

畑村:そうです。生産と管理事務の計で男女計だけです。

町田:とすると，生産労働者の所定内給与を知るためには，定期給与と所定外労働時間はわ

かっていますから，それから逆算して所定外労働時間の所定外手当てを引いて推定する方

法だと出来るわけですね。

畑村:そういった推計は可能です。今まではそんな惟計を行っていて，今度，金額もでるよ

うになったのでつないでみたところ，それほど違いはなかったようです。この点は。所定

外給与を２割５分増で推計しているんですが，公的な２割５分が，まだ多いと言う事にな

ろうかと思います。

石塚:指数に関連する事ですけれども名目賃金指数につきましては，各々定期給与の指数を

お出しになってらっしやいますね。実質賃金指数になりますと，所定内の分は確かないで

すね。現金給与総額と定期給与の実質賃金指数をお山しになってらっしやる。所定内の実

質賃金指数はお出しになってらっしやらないのには何か理由があるんですか。

畑村:先生方に教えていただいた方がよいと思いますが，私の考えでは実質賃金と言うのは，

生活に密接した賃金と言う意味で．使うのは所定内給与分とか残業手当分の区別なく，ボー

ナスもひっくるめて使うわけですね。このためひっくるめたものの方が意味あると言う様

な考え方をしておったんではないかと思うんですけれども。
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小林:それは，定義上もそうではないですか，賃金の実質の購買力をはかろうというわけだ

から。ただその変化やなんかを実質の購売力の変化などを追う時に，どんな要因がきいて

いるだろうかと言うのを分析するようになれば内容が必要である。

どうも先程の話もそうなんですけど．「毎勤」が先程同がったIII1ll1によって，雇用指数

として見て。のびないと言うのが政策上には問題になっていて，「毎勤」にケチを付けた

りする人がいるんですけれども，「毎勤」の最近のタレメ現象みたいなものは，したがっ

て，雇用動向の方にもひびいてくる。。補正やなんかの仕方が反映するとこうなりますか。

畑村:結局，どういう風にして，歴川動|可の総数の推計をしていますかと言いますと，「毎

勤」の常用労働者の総数に総枠を合せる格好になっています。総数がちょっと小さ’｜に出

ていますと，それが影響します。

小林：しかも雇用動向の方は臨時名義とか何かを調べてみますと……。

畑村:それは総数に対してです。常111労働者全体に対して，枠をあわせた格好になっていま

す。

小林:定義上はそう言う風に出来るわけですね。

畑村:その比率が，ちょっと小さめですと，全体がその比率になっていますから，ちょっと

小さめになっている可能性があります。

小林:事業所調査の宿命みたいなものでしょうね。

畑村:努力して補正はしているんですけれどもなかなか難かしいです。つぶれたと言うのは，

もろに調査でわかりますけど．新しく出来たと言うのは，調査対象外からつかまえなくて

はいけないから．なかなか捉えられないんです。

高見:ちょっと考え過ぎかも知れませんが，パートタイマーについての今後の問題として，

こう言う事が考えられないでしょうか。「毎勤」の定義からしますと，前２ケ月18日以上

はカウントされるわけですから．そうすると，さっき言われた様にその定義をこの用紙を

受け取った事業所がどういう風に記入するかは，記入者がまあ自分で判断するわけですね。

そうするとさっき言われた様に台帳が厳然と別になっている事業所とそれから100人を超

える様な規模ですと，最近はコンピューターで全部賃金台帳を管理している様な所がありま

すから，この場合は，身分上の名義をもって人間が振り分けて賃金を計算するのではなく

て,｢毎勤」の定義を機械的に拡大してカウントすることにはならないでしょうか。つまり，

今までの人間による賃金台帳の振り分けではパートタイマーとして除外していたものが，

今度は，機械でやると，２０日ぐらい働いているパートタイマーはざらにいますからそうい

う者までがどんどん調査票の中に入って来て通常の労働者として扱われ，そのことが賃金

の伸び悩みを何か実際以上にみせると言った様なおそれというのはないですか。実際にパー
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トタイマーの定義と言うのは労働省で出している色々な資料でみな違うわけです｡｢毎勤」

の定義をみる限り18日以上と言う日数の設定はありますけど時間の設定はないわけです。

それだと毎Ｕ３時間づつl8U以上働いていれば，それはパートタイマーではなく常111で一

般労働者扱いされてしまいますね。

畑村:急にもろに入ってくるとそれは，たしかに影響を受けると思います。

小林:テストと言うか実地調査のようなものをやってみればいいですね。

高見:パートタイマーのウェイトはたいたいどれくらいありますか。

畑村:パートタイマーは今250万ぐらいと言われているんです。「毎勤」ベースでは，分ら

ないんですけれども，「雇川動向凋査」では，ある程度分るんです。

小林:それも常用型のパートであると言われているんですね。

畑村:これには女子だけしかのっていません。しかもこれは入職者だけですから。去年の３

月に，「労働力調査特別調査」と言うのが行われまして，そこで全体のパートについて把

握されています。規模５人以上の事業所で把握している「雇用動向調査」で言いますと，

この常用労働者の総数が2,496万人でして，そのうちパートタイムが146万人でございま

すｑ率的には６％ぐらいでしょうか。これが規模５人以Ｉの状況です。これは常IⅡ名義の

者だけの率ですので感覚が合っているかどうかわかりませんが。

高見:80年でしたか，「労働力調査」でいわゆる短時間就業:者という形での女子だけの数字

が10％を超えましたね。

小林:短時間でないパートタイマーがいっぱいいる。

高見：８時間以上のパートタイマーがザラにいます。

畑村:あの調査では，要するに短'}『間とパートという呼称の者の２通りを調べていますね。

田路:ちょっと初歩的なことをおＩｌｌ１きしますが，規模別が30人，１００人．500人，1,000人

と分れていますが，これは事業所ベースですか。

畑村:事業所ベースです。

田路:それでは，同一企業の労働者が２つの規模別区分に分れて分類されていることもあり

ますね。

畑村:ええ，企業によっては２つにも３つにも分れています。

田路:規模５人以上の事業所の労llill者数が約2,400万，それに対して今いただいた数字によ

ると，３０人以上が1,900万余りですから，規模５～29人は500万ぐらいにしかなりません。

これに対して30～99人が750万人以上,100～500人未満がやはり700万人以上です。そ

うしますと日本の雇用の中心は，100人を中心とした規模の事業所に集中しており，あま

り零細な所は数的に余り多くない，と考えてよいのでしょうか。私は漠然と規模29人以下
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の事業所で働く労働者はもっと多いかと思っていたのですが，意外に少ないですね。

畑村：３０人以上ですと過半数は超えます｡

小林:そういう労働者の数そのものについては事業所センサスの方がより基礎的なんでしょ

うね。

山本:調査結果の回収のことですが，大体全国的に見ると99％ぐらいの回収率ということで

すが．回収率に地域的アンバランスのようなものはありますか。

畑村:良く分りませんが，一般的には，大都府県が悪いですね。

山本:どれくらいの差ですか。

畑村：９９％ですからそれほどは変らないと思います。

山本：「雇用動向調査」の結果概要の中の，地域的分析についてお尋ねします。ここでは，

１３ブロックに全国が地域区分されておりますけれど，その地域区分の仕方に何か合理性

があるのでしょうか。たとえば，北陸というブロックがありますが，この地域のうち，福

井県や石川県は大阪に，新潟県は東京に結びつく傾向が強く，それらの間の交流は意外に

ないといわれています。にもかかわらず，ここで一緒に北陸としてしまっているのは，ど

ういう理由からでしょうか。なお，ついでながら，通産省は，新潟県を南東北ブロックに

入れています。労働省では地域区分を行うにあたり，マスターモデルのようなものに立脚

してやっておられるのでしょうか。

畑村:グループ別に同じ性格が見られることを基準にしています。

岸:先に，９９％というお話がありましたが，それは，調査拒否があった場合には他のサンプ

ルを持ってきて，数的に99％になるということですか。

畑村:調査拒否があった場合には率が落ちる形になっています。移し替えはありません。但

し，廃止等でiilM査対象外になったものは分母に含みません。

森（広）：先ほどの特別調査の規模の１～29人までのところについては以前からやるべきだ

とのお話しがありましたが，５５年にはじめて実施した経緯を多少お話し下さい。調査項目

を１つ増やすのも大変だというお話しでしたので，まして調査を増やすことは困難ではな

かったかと想像されますが。

畑村：５５年以前は特別調査はｌ～４人の規模についてだけしかやっていません。同じ特別調

査という名称ですが，対象を１～29人に拡大したわけです。範|舵|は，５～29人がふえたこ

とになっていますが，そこは－方乙調査と同じような格好になるわけです。それで，その

規模のところは調査対象数も増えて年１回７月だけですが，都道府県別等の小規模賃金に

ついての結果が得られるということもあって各県の協力も得られたと思います。

小林:自分の所で集めたデータについては各県で勝手に集計したり使うことはできないわけ
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ですか。

畑村:出来ません。しかしこの特別調査につきましてはあらかじめ府県別の結果を出してい

ますし，他の「毎勤」につきましては，統計精度等の一定の条件が満されれば集計許可を

与えています。

田路:その時に当然地方調査を含めて発表することになるのですか。

畑村:厳密に言いますと毎月実施している乙調査は２ケ月遅れぐらいで早く発表されます。

特別調査は数も多く４ケ月ぐらいかかります。

喜多:県のためのサンプルの追加は，県で公表するためのものではないんですか。

畑村:地方調査は県でやらせていますが，特別調査は，本省で集計して地方に還元していま

す。

喜多:本省で地区別に集計してですか。

畑村:都道府県別に集計して，その結果を各県に送り返しています。

喜多:全国調査を集計されるときには先ほどの追加サンプルの結果は分らないのですか。

畑村:分りません。

喜多:追加サンプルは，県別の結果を出す時にだけ集計にはいってくるのですか。

畑村:乙調査で発表していなかった内容を集計するものについては，乙調査分の調査票と特

別調査の調査票とをいっしょに集計して結果を出しています。

高見:季節調整法の話が先に出ましたが，今回は１月からセンサス局法のＨ－Ｘ１１に切り替

えたというわけで，要するに賃金などの上り方は階段状に上っていくので，なるべくそれ

を出すためにノッペリしたものにしてしまわない，という意図と聞いております。そうな

のですが，前回のEPA法と今回の新しい季節凋整したものをグラフで見ますと．われわ

れ使う側の勝手な言い分なのですが，統計のクセが丸められてしまうような感じは覆い難

いんです。それから他の統計でも原指数系列と季調済系列を並べて使っているのがいくつ

かあります。賃金について言いますと，例え原系列を並べて出されても，割と意味は明快

なものですし，もちろん調査票自体は原系列のデータになって出てくるわけですから何か

の形で両方並べて出せないか，労働省に問い合せれば教えていただけるのでしょうけれど

も，季調済一方だけというのは必ずしもメリットばかりではないように思います。

畑村:速報には季節調整済の指数と原系列の指数が出ています。

そのほか，製造業の短期変動調整済指数というのも載せています。賃上げにつきましては，

上がる時期は４，５，６月なんですね。４，５，６月で勝負がついてしまい，あとはフラッ

トになり，また翌年の４，５，６月で上がるわけですね。そういうのを今までの季節調整

法ですと，毎月少しづつ上がるというしくみになるんですね。それでいいかどうかという
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議論が内部でもございまして，やはり上がったときは上がったという感じで見れる指標が

やはり必要ではないか，と内部でも議論しております。それをやったのがこの「短期変動

調整済」です。

高見:これは製造業についてだけですが、これがうまくいくということになりましたら他の

ものについても取り入れられることになるのでしょうか。

畑村:色々検討しておりますが．製造業が割とキレイに出てきます。調査産業計は何かごちゃ

ごちゃしておりまして．余り明確に出ていないんです。これは原指数を単に日数調整しか

はいっていないんです。日数調整と，モデルを使いまして，４，５，６月がダミーで上が

るようにすることができます。その指数を使って，それをセンサス同法の季節調整をやっ

たのが１番右側にある「知期変動凋整済指数の季節調整値」です。今後の使い方によるの

ですが，まだ出来たばかりで，他の所でどういう反響があるか，そのあたりを様子見てい

るのですが，ご紹介かたがた説明させていただきました。

田路:今おっしゃった日数調節は，満業日調節という名称で生産指数などでも利用されてお

り，センサス同法をお使いになるのと同時にそういったものもいろいろ試みられるのは非

常に役に立つんじゃないかと思います。

岸:あの変なことをお聞きしますが，ガリ版刷りの速報はいつもいただいているんですが．

乙凋杏の速報はあるんですか。

畑村:速報はございません。ないと申しましたが，甲調査の『速報」の１番最後の頁（14頁）

を見ていただきますと，５～29人と書いてありますのが乙調査分です。数行はいっている

だけですが。私どもの雇用統計課に問合せいただければ，数字は同時に細かいものも出て

います。
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Ⅱ賃金構造基本統計調査，屋外労働者職種別

賃金調査，林業労働者職種別賃金調査

<賃金構造基本統計調査＞

1．調査の目的

本調査は，主要産業に雁用される常111労働者の賃金の実態を労働者の種類，職種，性，年

齢，学歴，勤続年数，経験ｲf数等について明らかにすることをL|的としている。

2．調査の範囲

（１）地域

全国とするが，次の地域（離島）を除いている。

(2)産業

鉱業，建設業，製造業，卸・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業・電気・

ガス・水道・熱供給業，サービス業（家事サービス業及び外国公務を除く）の９大産業で
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北海道 奥尻郡，苫前郡のうち羽幌町大字天売及び大字焼尻，礼文郡，

利凪mlU
都一
界

東

利島村，新島本村，神津島村，三宅村，御蔵島村。八丈町．青ケ

島村．小笠原村

長llliii県 福江TIJ，西彼杵郡のうち崎戸lIlT大字平島及び大字江の島，北松浦

郡のうち小値賀町及び宇久町，南松浦郡

鹿児島県 西之表i１丁，鹿児|;力郡のうち三島村及び十島村，薩摩郡のうち里村

上甑村，下甑村及び鹿島村，熊毛郡，大島郡のうち喜界町，徳之

島町，天城町，（)I仙町，和泊町，知名町及び与論町

，

沖縄県 国頭郡のうち伊江村，島尻郡のうち仲里村，具志川村，渡嘉敷村，

庫間味村，粟国村，渡名喜村，南大東村、北大東村，伊平屋村及

び伊是名村，宮古郡のうち伊良部村及び多良間村，八重山郡



ある。

(3)事務所

上記産業及び地域に属する常用労働者５人以上の民営のｌｊｊ:業所及び公共企業体等労働関

係法第２条第１項に規定される公共企業体等又は地方公営企業労働関係法第３条第１項に

規定される地方公営企業の事業所としている。

(4)労働者

上記'3)の事業所に雇用される労働者のうちから，一定の方法によって抽出された労働者

である。 Ｃ

3．調査事項

事業所票及び個人票により次の事項を調査している（本文凋査票参照）。

（１）事業所に関する事項（事業所票）

ａ：事業所の名称

ｂ事業所の所在地

ｃ主要な生産品の名称又は事業の内容

．事業所の性別常用労働者数

ｅ企業全体の常用労働者数

ｆ調査期間

ｇベース・アップ額算人状況

ｈ新規学卒者の初任給額及び採用人員

（２）労働者に関する事項（個人票）

ａ氏名又は労働者の番号

ｂ性

ｃ労働者の種類（鉱業，建設業及び製造業に属する事業所に限る。）

ｄ雇用形態（常用名義，臨時名義別）

ｅ就業形態（一般，パート別）

ｆ最終学歴

９年齢

ｈ勤続年数

ｉ職階（常用単働者100人以上を雇用する企業に雇用される労働者で，ｉ職階（常用単働者100人以上を雇用する企業に雇用される労働者で，別表１の職階

に該当する労働者に限る。）又は職種（別表１の職種に該当する労働者に限る。）

ｊ経験年数（別表１の職種に該当する労働者に限る。）
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ｋ実労働日数

ｌ所定内実労働時''''数

ｍ超過実労働時間数

、きまって支給する現金給与額（超過労働給与額を含む。）

ｏ超過労働給与額

ｐ所定内給与額

ｑ通勤手当

ｒ精皆勤手当

ｓ家族手当

ｔ昨年１年間の賞与．期末手当等特別給与額

4．調査対象期日及び実施期間

調査の対象期Ｕは，毎年６月30日現在（給与の締切Ｕの定めがある場合には，６月の最終

給与締切日現在）としている。

但し，主要な生産品の名称又は事業の内容，きまって支給する現金給与額及びその内訳，

実労働日数については，６月１日から６月30Ｕまでの1カ月間（給与締切日の定めがある場

合には，６)]の最終給与締切日以前1カ月間。）また昨年１年間の賞与，期末手当等特別給

与額については，前年１月１日から12月31日までの１年間の給与額とする。但し，この期間

の中途において雇用された,凋査労働者のうち，７月］日以前に雇111されたものについては，

応用の日から１年間，７月２日以降に！((ﾘHされたものについては，雇用の日から調査年の６

月30日までの給与額とする。

なお，ベース・アップ額算人状況については，昭ﾄﾞⅡ５５年１月１日から６月30日までのＩｌｌｌ

の事実について調査する。

実施期間は，調査年の７月１日から７月31日までの間である。

5．調査機関及び調査方法

労働大臣官房統計情報部の企画の下に，都道府県労働基準局及び労働基準監督署の職員並

びに統計調査員により実地目計調査としている。

6．集計事項

集計は，総班府統計局において行っておりその主な集計事項は，次のとおりである。
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全国に関する事項

ａ（年齢階級別所定内給与額等）

産業，企業規模，性，労働者の種類，学歴及び年齢階級別平均年齢，平均勤続年数，

平均月間実労働時間数，平均月間所定内実労働時間数，平均月間きまって支給する現

金給与額，平均月ＩＩｉｌ所定内実労働時間数，平均月間きまって支給する現金給与額．平

均月間所定内給与額，平均年間賞与，期末手当等特別給与額及び労働者数

ｂ（年齢階級及び勤続年数別所定内給与額等）

産業，企業規模，性，労働者の種類，学歴．年齢階級ノリ〔び勤続年数階級別平均)]Ⅱ１１

きまって支給する現金給与額，平均月間所定内給与額及び労働者数

ｃ（年齢階級別所定内給与額分布）

産業，企業規模，性，労働者の種類，学歴．年齢階級及び所定内紛１Ｊ・額階級別労働

者数及び特性値

ｄ（標準労働者の学歴及び年齢各歳別所定内給与額等）

産業，企業規模，性，労働者の種類。学雌及び年齢各歳別平均月IiU所定内給与棚，

平均年間賞与，期末手当等特別給与額及び標準労働者数（事業所規模５人以上９人以

下に係る集計は除く。）

ｅ（職階及び年齢階級別所定内給与額）

産業ｂ企業規模，学歴，職階及び年齢階級別平均年齢，平均勤続年数．平均月|H]実

労働時間数，平均月間所定内実労働時間数，平均月間きまって支給する現金給与瀬，

平均月間所定内給与額，平均年間賞与，期末手当等特別給与甑及び労働者数

ｆ（職階別所定内給与額分布）

産業，企業規模，職階及び所定内給与甑階級別労働者数及び特性Ｉｌｆｉ

ｇ（職種及び年齢階級別所定内給与額等）

産業，企業規模，職種及び年齢階級別平均年齢，平均勤続年数，平均月間実労働時

間数，平均月間所定内実労働時１１１１数，平均)]間きまって支給する現金給与額，平均月

間所定内給与額及び労働者数

ｈ（職種，年齢階級及び経験年数別所定内給与額等）

産業，企業規模，職種，年齢階級及び経験年数階級別平均月間きまって支給する現

金給与額，平均月間所定内給与額及び労働者数

ｉ（職種別所定内給与額分布）

産業，企業規格，職種及び所定内給与額階級別労働者数及び特性値

ｊ（パートタイム労働者の年齢階級別１時間当たり所定内給与額等）

(1１
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産業，企業規模，性，労働者の種類及び年齢階級別平均年齢，平均勤続年数，平均

月間実労働口数，平均１日当たり所定内実労働時間数．平均１時間当たり所定内給与

額，平均年間賞与，期末手当等特別給与額及びパートタイム労働者数（事業所規模５

人以上９人以下に係る集計は除く。）

ｋ（パートタイム労働者の１時間当たり所定内給与額分布）

産業，企業規模，』性及び１時間当たり所定内給与額階級別パートタイム労働者数及

び特１性値（事業所規模５人以｣二９人以下に係る集計は除く。）

ｌ（初任給額等）

産業，企業規模，性，労働者の種類及び学歴別初任給額及び新規学卒労働者数

(2)都道府県に関する事項

ａ（年齢階級別所定内給与額等）

‐地域，産業，企業規模，性及び年齢階級別平均年齢，平均勤続年数，平均月間実労

働時間数，平均月間所定内実労働時間数，平均月間きまって支給する現金給与額，平

均年間賞与，期末手当等特別給与額及び労働者数

ｂ（年齢階級及び勤続年数別所定内給与額等）

地域，産業，企業規模，‘性，労働者の種類。年齢階級及び勤続年数階級別平均月間

きまって支給する現金給与額，平均月間所定内給与額及び労働者数（常用労働者５人

以上９人以下を雇用する企業に係る集計は除く。）

ｃ（職種別所定内給与額等）

地域，産業，企業規模及び職種別平均年齢，平均勤続年数，平均月間実労働時間数，

平均月間所定内実労働時間数，平均月間きまって支給する現金給与額，平均月間所定

内給与額及び労働者数

．（パートタイム労働者の１時間当たり所定内給与額等）

地域，産業，企業規模及び性別平均年齢，平均月間実労働日数，平均１日当たり所

定内実労働時間数，平均1時間当たり所定内給与額及び平均年間賞与，期末手当等特

別給与額及びパートタイム労働者数（常用労働者５人以上９人以下を雇用する企業に

係る集計は除く。）

ｅ（初任給額等）

地域，産業，企業規模，性，労働者の種類及び学歴別初任給額（常用労働者５人以

上９人以下を雇用する企業に係る集計は除く。）
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7．調査の設計

本調査の対象となる事業所数は，総理府統計局「事業所統計調査」によると，常用労働者

数10人以上で約63万事業所，常用労働者数2,402万人である。本調査は，従来通常，規模１０

人以上でもって調査が行われ，これでもって結果が表章されてきている。昭下U57年は３年毎

の５～９人の小規模事業所を含めた調査の年に当っているが，規模５人以上の事業所数は12

8万事業所，これに雇用される常用雇用者数は2,846万人である。

次に，事業所及び労働者の抽出方法について説明する。まず，事業所については，事業所

を都道府県，産業及び事業所規模（500人以上，300～499人，100～299人，３０～99人，

10～29人）により層化してこれを第１次抽出単位としている。労働者は第２次}１１１出単位とし

て，層化二段抽出法により，常用労働者１人平均所定給与額について次の目標精度の下に抽

出されている。

この結果，抽出事業所数は約１０万事業所（このうち規模５～９人は3.4万），調杏労働者

数は約161万人（21万人）である。

8．主な用語の説明

（１）企業規模

調査労働者の属する企業の大きさをいい，その企業に雇用されている全常用労働者数に

よって区分している。

（２）常llj労働者及び労働者の種類

毎月勤労統計調査に同じ。（略）

（３）雇用形態

①常１１]名義又は②臨時名義の別をいう。

常用名義とは，雇用期間を定めずに雇用されている労働者をいう。

臨時名義とは，常用名義以外の労働者をいう。

－４８－

企業規模 目標精度（標準誤差率）

100人以上 ・全国計の表章最終単位産業について規模毎に0．６

100人未満 ・全国計の表章最終単位産業について規模毎に０．８

・都道府県別最終単位産業について規模毎に４



(4)就業形態

①一般労働者（一般的な所定労働時間が適１１１されている労働者）又は②パートタイム労

働者（１日の所定労働時間又は１週間の労働[|数が一般労働者より少ない常用労働者）の

別をいう。

(5)学歴

学校卒業その他これに準ずる経歴のうち最も程度の高いものをいう。

ここにいう学校とは。学校教育法にいう学校又はこれに準ずるものをいう。

現在就学中のもの及び中途退学したものは，それ以前に卒業又は修了した課程によるこ

ととし，余暇就学などによって入社時の学歴よりも程度の高い学歴を取得した場合には，

その学歴によっている。

学l榧は，小学・新Ｌｌ１卒，｜｢'''１．新高卒，高専・短大卒及び|日大・新大卒に分けている。

それぞれの区分に含めた学歴の程度を具体的に述べれば，次のとおりである。

ａ小学・新中卒

小学校合による小学校（旧制）卒業，国民学校令による国民学校卒業，学校教育法

による!'｣学校（新制）卒業など通jFii修業年限がおおむね９年以下の学歴をいう。

ｂ１日中・新高卒

中等学校令による中学校（|日制）卒業又は学校教育法による高等学校（新制）卒業

など通算修業年限がおおむね12年程度の学歴をいう。

ｃ高専・短大卒

高等学,佼令による高等学校（旧制）高等科卒業，専門学校合による専門学校卒業，

学校教育法による短期大学又は高等専門学校卒業等通算修業年限がおおむね14年程度

の学歴をいう。

ｄｌ日大・新大卒

大学令又は学校教育法による大学卒業，大学院卒業等通算修業年限がおおむね16年

又はこれ以上である学歴をいう。

(6)年齢

調査対象期Ｕ現在の満年齢をいう。

(7)勤続年数

労働者がその企業に雇い入れられてから調査対象期日までに勤続した年数をいう。

勤続年数の算定は，次の原[111によっている。

ａ試の使用期間，見習期間などは勤続年数に含める。

ｂ休職期間は勤続年数から除外する。

－４９－



ｃ解雇され，又は退職してから一定期間を経過して同じ企業に再雇用された場合には，

以前雇用されていた期間を通算して勤続年数にＩUえる。

ｄ企業の名義変更，分割合併等によって名称が変わり，形式的に解雇，再雇用の手続

きが行われても，実質的に継続して勤務した場合には，前後の年月数を通算する。

(8)職階・職椰

労働者が従ﾂﾞ#している職階又は職種で調査対象となっている職階又は職種をいう。

職階及び職種の具体的な判定は，次の原則によっている。

ａ－人の労働者が，職階と職種にまたがる場合には、職階の方へ分類する。

ｂ一人の労llill者の行っている仕事が二つの職階又は二つ以上の1職種にまたがる場合に

は，仕事の内容と責任の程度からみて重要な職階又は職種へ分頬する。判断困難の場

合には，労働時間の長い方へ分類する。

ｃ事業所で使われている職階又は職種の名称が，ここで用いている名称と異なってい

ても，内容が同一である場合。あるいは全く同一でなくても，Ｍｉ類と程度がほぼＩｉｌ－

と思われる場合には，ここで1Mいている名称の職階又は職種として取り扱う。

事業所で使われている職階又は職種の名称が，ここで川いている名称と同一であっ

ても，その内容が異なる場合には，ここで用いている名称の職階又は職種として取り

扱わない。

ｄその職種の仕事を行うのに必要な技能を見習修得中の労働者で，その都度指図を受

けなければ辨通の仕事のできないものは，その職種に分類しない。

(9)経験年数

調査対象期11現在の職種の仕事に従事した年数をいう。経験年数の算定は，次の原ⅡUに

よっている。

ａ過去において調査対象期日現在の職種の仕砺に従事した年数は，すべて通算する。

ただし，休職期間は除く。

ｂ技能修得中の見習期間は含め，自動車運転手．看護婦などのように，免許を必要と

する職種は，免許取得後実際にその職種の仕事に従事した年数をもって経験年数とす

る。

(１０実労働|]数

労働者が調査期間中に実際に労働した日数をいう。実際に労働しなかった日は，たとえ

有給であっても，労働日数には入れていない。１日の労働時間が１時間であっても．その

日は１日として計算し，交替制の守衛，タクシーの運転手等が，午後10時に出勤して午前

６時まで労働したような場合には，２日と計算し，さらにその日の午後10時に出勤し，翌

－５０－



|]の午前６時まで労働したような場合には，通算して３，と計算している。

(11）所定内実労働時間数

実労働時間数から超過実労ｌＩｌｉｉ時間数を差し引いた|}寺間数をいう。従って，璃:難所の就業

規則などできめられた所定労働|]において始業時刻から終業時刻までの間に，実際に労働

した時''１１数を示す。

１箇)]間の所定内実労働時間数を合計して，１時間未満の端数がある場合には，３０分以

上は切り上げ，３０分未満は切り捨てている。

(12）超過実労働時間数

事業所の就業規則などで定められた所定労働|｣における始業時刻から終業時刻までの時

間以外の時間及び所定休Ｕにおいて実際に労働した時間数をいう。

(１３１１［1当たりの所定内実労働時間数

各個人別ごとに)]間所定内実労働時ｌｌＩｌ数を実労働日数で除したものである。１日の労働

時間に1時間未iIMiの端数がある場合には，３０分以上は切り上げ，３０分未満は切り捨ててい

る。

(１０きまって支給する現金給与額

労働契約，労働協約あるいは事業所の就業規則などによってあらかじめ定められている

支給条件，算定方法によって６月分として支給された現金給与額をいう。手取り額でなく，

税込み額である。

現金給ﾉｱ額には，基本給，Ｉ職務手当，精皆勤手当，通勤手当，家族手当が含まれている

ほか，超過労働給与額も含まれる。１箇月を超え，３箇月以内の期間で算定される給与に

ついても，６月に支給されたものは含まれ，遅払いなどで支払いが遅れても，６月分となっ

ているものは含まれる。給与改訂に伴う５月分以前の追給額は含まれない。

現金給与のみであり，現物給与は含んでいない。

(15）所定内給与額

月間きまって支給する現金給与額のうち，超過労働給与額以外のものをいう。

超過労働給与額とは，次の給与の額をいう。

ａ時間外勤務袷所定労働日における所定労働時間外労働に対して支給される給与

ｂ深夜袷勤務深夜の勤務に対して支給される給与

ｃ体ロ出勤給所定休日の勤務に対して支給される給与

．宿日直結本来の職務外としての宿日直勤務に対して支給される給与

ｅ臨時の交替勤務給臨時に交替制勤務の早番あるいは後番に対して支給される交替

手当など，労働時間の位置により支給される給与

－５１



(16）1時間当たり所定内給与額

各個人別ごとに月間所定内給与額を月間所定内実労働時間数で除したものである。’'１未

満の端数がある場合には，円未満を四捨五入している。

(17）年間賞与その他特別給与額

昨年１年間（l1R1Illとして昭ﾄﾞⅡ55年１月から12月までの１年間）内における賞与・期末手

当等特別給与額をいう。

賞与，期末手当等特別給与額とは，一時的又は突発的理由に基づいて，あらかじめ定め

られた契約や規!(U等によらないで支払われた給与又は労働協約あるいは就業規ﾛﾘによりあ

らかじめ支給条件，算定方法が定められていても、算定期間が３iiiijIを超えて支払われる

給与の額をいうし,支給事由の発生が不確定なもの，新しい協約によって過去にさかのぼっ

て算定された給与の追給額も含まれる。

(18）初任給額

本年採用し，６月末現在で現実に雇用している新規学卒者（本年３)]に学校教育法に基

づく中学，高校，高専・短大又は大学を卒業した者）の所定内給与額から通勤手当を除い

たものであり，かつ，本年の初任給額として確定したものである。

－５２－



様式第１号
賃金構造基本統計調査

鑿鰯創③ 事業所票

(昭和５７年６月分）

労働省肥入上の生な
ユ６月30日現在（給与締切日の定めがある場合には、６ﾉ]にｺﾞさけ乃鼠終の給与締切日現在）

この瞬査票に起入された事項については、

統計以外の目的に使ったり、他の漏らし

たりすることはありません。

又は６｝］ｌロから６月30日までの期間（給与紳切日の定めがある場合には、６月の最縛の給
与締切日以前1箇月間）の状況について記入してください。

２．調査票の鼬入にあたっては、「調査票竃入要領」をよく穂読みください。
３－調査票は、鯉又は青のボールペンで鼬入してください。

４．調査票の麗入事項がない紺は、左上から右下へ斜線を引いてください。
５．調査票の起入事項で該当厘分のあるものは、該当する番号を○で囲んでくだきい。
６．※印概は、記入しないでください。

ペース・アププの決定状況（ljlから６月までの間）

〔蕊鱗鯨蝋鱸騨騨繍碆鰐蛎辮琶勢9〕

汗lxH

(6)
(1)事業所の名 称

て）(灘蔀『腿入し

個人票の「きまって支給する現金給与額」に算入されている。
(2)事業所の所在地

が、個人象の「きまって文緒する現傘輪'j額」には算入されて
連絡用莊鱈番号（ )-（）番（内線番）

主要な生産品
名称又は事業
内容

の
の 定していない。

(3)

、
山 決定している。

(7)新規学卒者の初任給額及び採用人員（民営の事業所のみ胆入して<超さい｡）(4) 事業所の性別常用労働者数

〔鰯;鰯:鑛職職轤灘蕊繍髪澱辮］ 曰塞rFijii妻

iEifiiif二ifif雫
て確定したものである。

っていない等のため砿
ある。

労働者抽出率 抽出労働

萱-2＝１ ①新規学卒者とは、本年３月に学校教育法に基づ
く中学、高校、儲導・短大又は大学を卒業した者
をいいます。ただし、大学医学部及び歯学部、大
学院、専修学校、各種学校（准看護婦養成所、君
農婦養成所等)、職業WIl練校等の卒業者は含みま
せんｏ

②初任姶額は．所定内給与額から通勤手当竃鯰い
た額を記入してください。（賞与のほか、時間外
手当．宿日漬手当、休日手当等所定労働時間外勤
務に対して支払わ放るものは、含み±せん。）１００
円未満の端数は．四捨五入してください｡

③採用人瓜のうち、本社等で一括採用し、支社等
に配鰹した場合の人脳は､配属先の文社等に含め、
本社等から除き堂す。
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<屋外労働者職種別賃金調査〉

1．調査の目的

本調査は，建設業，港湾運送関係事業及び陸上運送関係事業に雇用される労働者の賃金を

職種別に調査し，その実態をlﾘIらかにすることを'二|的とする，

2．調査の範囲

（１）地域

Ｕ狐劃全域。ただし，Ｈ１俵１（賃金構造基本統計,調査にほぼ同じ。略）に掲げる地域を除く。

（２）箙業

ａ建設業

ｂ港湾運送業及びその他の運1ljiiに附帯するサービス業（検数業に限る。）（以下「港

湾運送関係ﾂﾄﾞ業」という。）

ｃ道路貨物運送業，貨物運送取扱業（自動車運送取扱業に限る。）及びこん包業（以

下「陸上運送関係事業」という。）

(3)事業所

(2)に掲げる産業に属する民営の事業所であって１０人以上（建設業にあっては５人以上）

の常ｌＬ１１労働者を雇用するもののうち，一定の方法により｝111出された事業所とする。

(4)ツア働省

(3)の１;業所に服１１１される(5)に掲げる職種の労働者のうち。一定の方法により抽出された

労働者とする．

１５）職種

次に掲げる職柿とする。

－５５－

産業 職種

建設業

土］こし 重作業員，軽作業員，大工，とび工，石工，左官，電気工，

配管工，塗装工，貨物自動車運転者，板金工，溶接工，機械運転工，

鉄筋工，鉄骨工，掘削・発破工・れんが積工・タイル張工，はつり

工，型枠工，建具工，屋根ふき工，潜函十工，ボーリングエ，職長，

各種見習

港湾運送関係事業
ウインチマン，デッキマン，船内荷役作業員，沿岸荷役作業員，陸

上荷役作業員，はしけ長，検数員，雑役

陸上運送関係事業
大型貨物自動車運転者，小型貨物自動車運転者，貨物自動車助手，

貨物自動車上乗作業員，貨物積卸作業員，荷役作業員



3．調査事項

凋査は，次に掲げる事項について行っている（文末調査票参照）。

（１）事業所に関する事項（事業所票）

ａ事業所の名称

ｂ事業所の所在地

ｃ主な事業の内容

．主な工事の種類（建設業に属する事務所に限る。）

ｅ熟業所の全常用労働者数

ｆ企業の全常川労働者数

９職種別労働者数

（２）労働者に関するrＭｊ（個人票）

ａ氏名又は労働者番号

ｂ職種名

ｃ性（建設業に|風する事業所に属１１]される軽作業員にljuる。）

。年齢

ｅ雇用形態

ｆ賃金形態

９住込又は通勤の別（建設業に属する事業所に雇用される労働者に限る。）

ｈ実労働日数

ｉ実労働時間数

ｊきまって支給する現金給与額

4．調査の対象期間及び調査の実施期間

調査は，８月31日現在（給与締切日の定めがある場合には，８，

の状況について行う。ただし，前項に掲げる事項のうち(2)のチ，

調査は，８月31日現在（給与締切日の定めがある場合には，８月の最終の給与締切日現在）

の状況について行う。ただし，前項に掲げる事項のうち(2)のチ，リ及びヌについては，８月

31日以前１カ月間（給与締切日の定めがある場合には，８月の岐終の給与締切日以前1カ月

間）の状況について行う。

調査の実施期口は，fjj年９月20日までとする。

5．調査機関及び調査方法

労働省大臣官房統計情報部が企画し，都道府県労働基準局，労･勘基準監督署を経由して行

う。調査には，都道府県労働基準局及び労働基準監督署の職員並に統計調査員が従事してい

－５６－



る。

調査は，実地目計の方法により行う。

6．集計事項

主な集計事項は，次のとおりである。

（１）産業職種，規模，雇用形態，賃金形態及び迦勤・・住込別１日当たりきまって支給する

現金給与額，月間労働日数，1日当たり労働時間数及び労働者数

（２）産業職種，都道府県又は港湾別１日当たりきまって支給する現金給与額，月間労働日

数，1日当たり労働時間数及び労働者数

（３）産業職種，雇用形態，年齢階級及びきまって支給する現金給与額階級別労働者数

（４）産業職種，規i模，年齢階級別１日当たりきまって支給する現金給与額，月間労働日数，

１日当たり労働時間数及び労働者数

（５）職種，工事種頬，通勤・・住込別１日当たりきまって支給する現金給与額，月間労働日

数，１日当たり労働時間数及び労働者数（建設業に限る。）

－５７－



雌式範１号

一一

指定統計第53号

堕外労働者職種別貸金調査（建設業）

Ｉ

⑭
ぽ⑳事業所 票 労働省

都道府県番号

-7￣

｡､冬ﾖ■ｂ

Ⅲ

甑｜杣罵率｜鶏働舗Ⅸ１１m

、Ｚ～［

。罰

、
⑭

Ｏ３Ｚ作業員(女）

Ｉ
Ｌ

ＵＵ七

■Ｉ

１人而

【
」

市区町村番号 基本調査区ＨｉＦ母
産業恭号

大’中ｌ小



様式第２号 屋外労働者職種別賃金調査（港湾運送関係事業）

ｌ

③
にFii歪蔵前章更三~’ 事業所 票 労働省

基本調薬

職種番汚攻□し蝋
弘野劃】身雇「密

、
①

□"＝
調査

※担当
者印

都道府県番号 市区町村番号 基本調査区番号 事業所番碁
産業番号

大 中 小
港湾番号

企業
蜆模
番号

事業所
規模
番号

区分

個人票の

枚数

枚
記入
担当
者日］

事業主

印

１事業所の名称 ７職種別労働者数

①労働希数6t、鋼ftlii悶末現在、貸車案jilに屈用さｵIている蔭用労働者と瞳Bfg-日臓労■番の合計について記入して
ください。

②ｌｌＭｌ＊は、「労Ih者の抽出率表一港湾迎送関係事藁」を参照の上腿入してください。

職種番号及び職穂名
①

労働者数

②

抽出率
抽出労働者数

２事業所の所在地

電話局番

３調査期間 ８月１日から31日までの期間（給与締切日の定めがある場合には８月の最終給与締切ロ以前１カ月
１１９）について記入し〔ください。

昭和年月日から月日まで

〕

３１～３３

計

３１船内荷役作業員

３２浴岸荷役作業員

３３陸上荷役作業員

人 １

（）

人

４主な本業の内容〔鯛五期間中の主要な事業の内容について具体的に髄入してください｡］

５事業所の全常用労働者数

調査期閥末現在．貴亭兵所に頁用されている
常用労働者の絶数を記入してください． 人

６企業の全常用労働者数

〔簿雛繋:蕊蕊織鐸〕

６

10人
～

9９人

’5

100人
～

299人

３ 1

隠瞬

３４～３８

計

３４ウイソチマソ

３５デツキマン

３６はしけ長

３７検数員

３８雑役

３１～３８

合計

（）

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■



屋外労働者職種別賃金調査（陸上迎送関係事業）
＠
両
囚

機式第３号

⑭17i雨ＩＦ蘂三三１ 事業所 票 労働省

業
模 事業所

脱模
悉号

地域
)（は
港湾番号

企
規
番

産業番号
区分都道府県番号ｌ市区町村播号ｌ基本調秀Ⅸ稀号｜事業所番号

大 LIl 小

。

①
□

□艫
調査

※担当
者印区劃

個人票の

枚数

枚
記入
担当
者印

事業主

印

１事業所の名称

２事業所の所在地

３調査期間

電話パ。爵

８月１Ｕか｢,31pJlLでのJ1)lllU（臨写繩UjIlのimhが虫
11U）につし､て鑓入してください。

jz,場合にIk8)IdMti終給与鞠IJjlllJ11W１カ月

昭和年月日から月日まで

４主な卒業の内容［調在期礎中の主要な事菓の内容についてn体的に鑓入してください｡〕

〕

５事業所の全常用労働者数

〔
調査期間末現在、貴事業所に屈用されている
常用労働者の総数を起入してください． 人

６企業の全常用労働者数

調査期間末現在
する事業所のす

､

ペ

貴事業所と同一企鑓（同一会社）に風
てに雇用されている常用労働着の総数

について泊に鹸当する梱の番号をＯで囲んでください。

１
|￣

１０００人

以上

７職種別労働者数

(、労働灘政は､醐Fhj9jllU水現在、賞』11典ｌｉｉにi１１用されている型_lij堂働者と臨時・日隔労働費のf翌lについて艶入して
ください。

②抽出＊1ｋ、「労⑪苫の柚111率及一陣上運送関係事業」を参照の上髄入してください。

職菰番号及び職稲名

４１～４２

,iＩ

①

労働者数

人

②

抽出率

１

（）

抽出労働者数

人

４１大型ｆｆ物口動ii【運転手

421ht物ネＬＩｉｌＬ１ｌ作業日

４３～４４

iiI

１

（）

４３小型貨物自動jil【運転手

４４賃物自動車助手

４５～４６

計 （）

４５街物自動車上乗作業員

４６荷造手

４１～４６

合計



労働省③
機式第４弓 屋外労働者職種別賃金調査

個人票指定統計第53号

事業所
規棋
番埒

企業
規模
番号

地域
又｜±
港湾裕)》

産業薪号都道府
番

県
粉

市区町村番＋］｜基木ｉｌｉＩ街｜Ｘ番ｌｊｌＪｌｌ栄所擶）す 区分
大 中 ｣、ノ

Ｈ

風｜称
貯号｜ヴＴｌ動誤 汎ｌ／超過実労！

ll
L--

ＣＤ
脾ｺユ

「

(注）(8)住込又は通勤欄には建設業のみ記入してください。

備考

※｜※

枚のうち枚目

(１）
一連

番号

(2)
氏名
又ば

労働者番号

(3)
麟稲

薪岩 職慧蝋,１Ｍ仇,仏
(8)

住込又は通勤

(９）
火労俄

、数

(１０）
吏労勘
時、１１数

(纈鷲鰐１，）

雷ま
現

趾く 』

す
い

給
与
錆

Ⅲ城給辨
っ
金
鍛

為
繍

部
一
一Ｚ

■

●
｡
｡

●

８
■

■

■
●
●

０
■
●
凸
●
■
■
ロ
凸
■
は
●
■
二
甲
●
□
●
Ｏ
■
□
■
■
■
⑰
■
●
二

拾 ｌ１ｌ



<林業労働者職種別賃金調査＞

1．調査の目的

本調査は，林業に属する事業所に雇用される労働者の賃金を職種別に調査し、その実態を

明らかにすることを目的とする。

2．調査の範囲

（１）地域

次の都府県を除く35道府県である。

（除外される都府県）埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，南山県，石川県，滋賀県，

大阪府，香,,'県，佐賀県，長崎県及び沖縄県。

ただし，調査道府県においても一部の離島は除外されている。

（２）産業

林業のうち素材生産業及び素材生産サービス業とする。

（３）事業所

上記(2)に掲げる産業に属する民営の事業所のうち，一定の方法により抽出された事業所

とする。

（４）労働者

上記(3)の事業所に雇用される労働者のうち，次の職;繩に該当する者。

ａ伐木造材作業者

ｂチェンソー伐木作業者（日己所有）

ｃ〃（会社所有）

。人力集運材作業者

ｅ機械集運材作業者

ｆ畜力集運材作業者

ｇ伐出雑役

3．調査事項

説明は省略（文末調査票参照）。

4．調査の対象期間及び実施期間

調査は，毎年７月１１１から９月30日までの期間（給与締切日の定めがある場合には，９月

－６２－



の最終の給与締切日以前の３カ月間）の状況について行う。調査事項のうち賃金制度（出来

高制）については，同年９月30日現在（給与締切日がある場合には，９月の最終の給与締切

日現在）の状況について行う。

調査の実施期間は，１０月１１日から11月10日までである。

5．調査機関及び調査方法

調査は，労働大臣官房統計情報が企画し，道府県基準局，労働基準監督署を通じて実施し，

当該職員及び統計調査員が調査事務に従事する。

調査方法は．実地自計の方法により行う。

6．集計事項

主な集計事項は次のとおりである。

（１）職種，規模，通勤・山泊地区及び賃金形態別平均年齢，１日当たりきまって支給する

現金給与額，平均稼働率及び労働者数

(2)職種，年齢階級，通勤・山泊地区及び１日当たりきまって支給する現金給与額階級別

労働者数

（３）職種，年齢階級及び通勤・山泊地区別1日当たりきまって支給する現金給与額，平均

稼働率及び労働者数

（４）道府県，職種．通勤・山泊地区及び賃金形態別１日当たりきまって支給する現金給与

額，平均稼働率及び労働者数

－６３－



林業労働者職種別賃金調査

事業所夛息

（昭和58年７月～９月分）

様式第１号

行政管

承認番号

承認期限
③

理庁

Ｎｏ．14169

昭和58年11月30日堂で

働省
、、夕

万

妃入上の注意
－

１．９月30日現在（給与締切日の定めがある場合にI士、９月の最終
の給与締切日現在）又は７月１日から９月30日までの期間（給与
締切日の定めがある場合には、９月の最終の給与締切日以前３箇
月間）の状況について記入してください。また、調査事項のうち
選択項目については、主なもの－つを選び○で囲んでください。

2．調査票の記入にあたっては、「調査票記入要領」をよくお読み
ください。

3．※印欄は、記入しないでください。

※規模
変更

R、首府隠

この調査票に記入された事項については、

統計以外の目的に使ったり、他に濡らし

たりすることはありません。

岨間日数｜鶏露|蝿

⑤
← 。園田

寮栞所の調査職樫
亟労働老轍

PＸ密

|鑿道府曇｜事業所番号｜馨警’

'１豆
記入

者印

責任者

印

１事業所の名称

２事業所の所在地
連絡用電話番号（）－（）番

３事業の内容
餌査対象期間中の主要な事業の
内容を記入してください． 〕

４作業現場別作業期間日数．調査職種労働者数及び通勤・山泊地区の区分

番号 作業現場名 作業期間日数
調査職穂
労働者数

通勤
地区

山泊
地区

(1)
月日から

月日まで（日間）

人
Ｉ ３

(2)

(3)

月日から

月日まで（日間）

月日から

月日まで（日間）

１

１

３

３

(4)
月日から

月日まで（日間）
１ ３

(5)
月日から

月日室で（日間）
１ ３

(6)
月日から

月日堂で（日間）
！ ３

(7)
月日から

月日室で（日間）
１ ３

(8)
月日から

月日まで（日間）
１ ３

(9)
月日から

月日まで（日間）
１ ３

番号

(mＩ

(1，

⑫

q3I

作業現場名 作業期間日数

月日から

月日まで（曰間）

月日から

)】日まで（日間）

月日から

月日まで（曰間）

月日から

月日まで（日間）

調査職種
労働者数

人

通勤ｉ
地区！

111油
地区

１ ３

1.

--三
Ｉ

３

３

Ｉ ３

伽
月日から

月日まで（日間）
1３

0ヨ
月日から

｣､１日まで（日間）
１ ３

合計
人

(宝人鳳人）

枚



野第２号

『鮒Ⅲ伽⑭
旗認期限昭和58年11月30日まで

林業労働者職穂別賃金調査

個人票
（昭和58年７月～９月分）

⑭ 働省労

※規模
変更窯道府尋|事業所番号｜霧

|鰯嚇歪麓郡雇巨慨
’たりすることはありません。

(7)(１） (2)

:iW:|年側“
（６）

賃金形

（８）

実労働日数
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<討論〉

長谷川：私どもでは，日本の賃金構造の特質をとらえる時．このセンサスを利用させてもらっ

ています。多くの場合は時系列で労働者のタイプ別規模で賃金の格差がどうなったか、と

いうことですが．他方では労働者分布が出てますので，特に低賃金構造をみる時にも活Ⅲ

させてもらっています。そこで低賃金lIylとりわけ第１十分位以下1画の推計労働者数を調べ

る際によく統計専門家のいう「母集団に復元」する方法をお教え願います。

畑村：分布が偏よらないように，先ず，原データを復元倍率で戻して，復元した結果から分

位数等の特性値を計算します。計算の仕方は〕例えば．５万～７万円といった賃金階級内

は労働者が均等に存在していると仮定して比例配分して求めています。

田路：層別によって色々な抽出率でサンプルを}''1出され，結ＬＩＬに対して逆の復元倍率をおか

けになっているわけですが，特に小規模事業所などで抽出率が低くなることから，結果に

偏よりが生じることはありませんか。

畑村：復元率はそれぞれの抽出率に応じていますからllLl1題はないと思います。ただ，われわ

れの方で多少問題だと思っていますのは，事業所規模によってjlllllし，集計は企業規模で

している点です。一応は企業規模で集計することを前提に，産業別に事業所規模別の調査

数が決定されていますが，この点のコントロールが難しいことが抽出と復元との関係で弱

点といえば弱点になっています。

田路：事業所単位ではなく企業規模別に集計なさっているのは，賃金格差の決定に後者の要

因の影響の方が大きいとお考えの上でですか。

畑村：はい，そうです。

小林：年齢構成などはどの程度まで実態を反映しているのでしょうか。

畑村：企業に記入依頼する場合，まず性別に分け，それぞれの中を職階，職種に分けること

までは一応やっています。ここからはランダムに抽出しています。年齢までのコントロー

ルはやっていませんが，調査数も多いのでそれほど問題ないのではないかと考えておりま

す。

町田：賃金構造基本調査では144の職種が採用されていますが，その選択の基準はどうなっ

ているのでしょうか。

小林：これは国勢調査での職種区分などと合せているのでしょうか。

畑村：定義そのものは少し違います。国調のはこんなに詳しくありませんから。もともとこ

の調査の出発は，職種別賃金調査でした。こんなことも関係しています。

石塚：所定内給与の概念の中に通勤手当が入っているわけですが，３年に１度精皆勤，通勤
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手当，家族手当を示すという意味は，諸手当を除いたものもわかるように示すという意味

ですか。私達はよく「基本賃金」という概念で賃金をみているもので，これとの関連でお

聞きするのですが。

畑村：３年に１度は特掲として細かくわかるようにするということです。これは最低賃金の

調杳の資料として,使うことになっています。仕覗に密着した部分の賃金を明らかにすると

いうことです。

高見：所定内実労働時間の算定に際して，１時間未満の端数がある時に，３０分以上を切り}・

げ，未満を切捨てることに関してどのようにお考えですか。

畑村：大数的にみると，切り上げと切り捨てと平均されているだろうと思います。それに，

１カ月単位で算定しているので，例えば200時間とすると，３０分はその0.25％ですから，

問題はないと思います。

石塚：賞与・期末手当の扱いなのですが，私達が年間現金給与総額の統計をつくる際には，

月例賃金と賞与の把握年度をそろえて扱うという方法をとっています。月例賃金について

は当年のものが出てきて，賞与・期末手当については１年前のが出てくるという方式の手

直しを考えられているのでしょうか。

畑村：手直しは考えていません。私どもはベア後の最新の賃金を調べるという意味から６月

分の賃金を調べています。また賞与も最近の１年間のものを把握するためにはどうしても

前年の１年間分になってしまいます。

高見：それに関連すると思うのですが、ベース・アップ算入の割合が100％ではないのです

が釿低成長下の春闘では秋にベース・アップするところが一定数あるのだから，センサス

の調査時期を変えれば一時金の方も多少はなんとかなるのではないですか。

畑村：集計は統計局に頼んでいます。調査票が集まるのが大きな県になると９月に入ってし

まいます。それから点検をし，統計局に頼んで集計し，結果表が出来上がってくるのは春

闘ぎりぎりになってしまいます。利川上のことを考えれば，調査時期を遅らせることはむ

ずかしいようです。

高見：所定内給与の中には通勤手当が入っているのですが，初任給調査の中では通勤手当を

除いていますね。

畑村：はい，そうです。

高見：これは，初任給というのは夷雑物を入れないで見たいという見方からきているのです

ね。

畑村：はい，そうです。

石塚：通勤手当の扱いについてですが，普通の企業内の賃金の概念から言うと，家族手当，
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粕皆勤手当は生活補助的プレミアムとして賃金の一部であるのに対して，通勤手当は文字

通り付加給付的扱いに分類される方が多いように思います。したがって，できれば所定内

給与から通勤手当を除いた方が良いという感覚を私はもっているのですが，その点で検討

された経過があったらお聞かせ願えないでしょうか。

畑村：労働者の住んでいる所在地によって賃金が変ってくるということになります。しかも

額が大きくなってきています。私も懸念を持っていますので、それ（通勤手当）を除いて

みれる形にしています。毎年，家族手当なども行なえば良いのですが，そうすると事業所

にも負担をかけますので行なっていません。給与の性格的にはおっしゃるとおりではない

かと思います。

石塚：調査票を見ますと所定内給与の中に，わざわざ通勤手当を書かせています。とすれば，

集計段階で通勤手当を除くことは，それ程大がかりなことをしなくても１１l来るのではない

かと思ったのですが。

畑村：調べ方として，定期給与から超過労働給だけを除いたものが所定内給与であるという

考え方ですので，一応全て含まれてしまいます。更に厳密にするためには，何を除けば良

いかとなると．まず第一に，通勤手当を除こうということです。今のところは，そこまで

しか手をつけていないわけです。

町田：通勤手当は給与に含まれていますが，普通の所得と全く一緒に見微すのには問題があ

ります。諸手当の中でも，家族手当や住宅手当は性格的には家計lIIlj助給ですから．それら

と通勤手当では性格が違っています。そういうことがあって，通勤手当に対しては，控除

がとくに大きくなっているのだと理解しています。

森（博）：今l｣お配りいただいた賃金構造基本調査のベース・アップ算入の数字はl》iE業によっ

て規模が大きい程パーセンテージが高くなっているものもあるわけですが，それはどのよ

うに読んだら良いのでしょうか。［|]小企業の方が春闘が早く妥決するため，それが給与に

組み込まれるという見方をすべきなのでしょうか。例えば鉱業は1,000人以上の企業では

38.8％ですが10～99人の企業では83.6％となり，常識とは違うように思えるのですが。

高見：先生がお答えになる前に，コンピューター集計を行なっている者として言いますと，

例年1,000人以上の鉱業，運輸・通信業は極度に低い数字がllIる傾向にあり，これが宵通

になっています。例えば運輸の路線トラックなどでは，全国的規模の企業でさえ，ゼロ回

答というような例さえあります。ましてや，その会社に関連した地域路線トラックの大手

などは６月，７月ぐらいまで回答が遅れてしまうのが普通ですね。鉱業についても，何を

堀っているかによって相当違うのですが，関連企業での不振，公害訴訟等が長引いたりで

やはり一筋縄にはいきませんね。
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森（博）：私鉄などですと最初に大手が妥決してそれから中小がストを始めるという形です

が，これが頭にあったのでよく分からなかったのですが。

長谷川：運輸・通信業，電気・ガス・水道・熱供給業は民公営ともに対象としていますから，

公労協などが遅れるとやはり相当影響されるということがあります。また，運輸関係の組

合で大手ほど高月の要求額を出しており、しかも交渉力といいますか闘争力は強く，いま

だにゼロ回答です。

森（博）：数字が低いのは，労組の頑張り度の逆の尺度でもあると言えるのですね。

長谷川：それもあると思いますし，また．合理化の対象にされているということもあります

し，今申しましたような公労協がはいっているなど，様々な要素が組み合わされていると

思います。鉱業については，総評の方は小さな組合ですので何も言えないのですが，同盟

さんの方は………。

高見~:鉱業の中には秋に賃上げする大手企業があります。

小林：秋だとすると，この図に含み済みになるわけですね。

高見：１年遅れの水準になるわけです。

小林：ｆ瞼構の調衡は，労l1liI者のもっている様々な属性，｣性，年齢，学歴，勤続年数などによっ

て，どのような賃金構造になるのかを解明するわけですね。先程うかがっていて，今の高

齢者''１]題の関連から言うと，定年後一度解雇され，再雇川した場合にも勤続年数を通算す

るというのは初めて分ったのですが，定年退職後の労働者であると特褐する必要が出て参

りますね。これは一度迅非やっていただきたいですね。

畑村：定年退職後に賃金がどれだけ低下するかという数字はあるのですが，賃金構造の全体

の体系の中で個人別にわかればそれにこしたことはないのですが。

小林：衝構を使う場合には，無IJ11をして55才以上の人で勤続１年の人を出して，そうでない

人と比較して，賃金がガタと低下していると示すのですが，これでは，あまり正確ではあ

りませんね。継続して勤務していない人，他から雇われた人ばかりを比較していることに

なりますね。

畑村：限られた項目の中でこの辺を明らかにすることは難しいですね。しかし，これは定年

退職者かどうかをはっきりさせれば解ることなのでしょうね。

小林：再雇用の場合は，退職金をもらっているのですね。

畑村：もらっています。一度，雇用契約は切れているということですね。

小林：それでも勤続年数は続いて計算されているということですね。

畑村：これではそうです。

小林：このような労働者は，ある定義を与えて特褐していただけると良いですね。
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畑村：そうですね。１項目増やしてこのような労働者を区別できればよいと思っています。

高見：それに関連していえば，私達も調査して非常にむずかしいのは，特に民間企業での定

年延長のケースでは、かなり柔軟的なかたちで勤務延長，再雇用が行なわれていることで

すね。そうなりますと，原則として同一企業内で出向するにしても，同じ(上事ができるこ

とを前提にしてそうしているわけです。どの人間をその対象にするかということは企業が

独自に判断することであって，定年退職者を'00％取るのではありません。そうすると勤

続の観点から見ますと，３０年勤続で定年して，その翌日から身分だけは違うけれども同じ

仕事を継続すれば，当然，勤続は30年と１日になります。

畑村：確かに全くの中途採用ではないんですね。そのあたりが割り切れないところですね。

田路：この統計は労働者という何千万も存在する個体について各種の賃金をIilM査していると

いう意味において，大変貴重なものだ､と思うのですが，我国の場合企業を通じて資料が人

手できるという極めて恵まれた環境にあります。しかし環境を異にする諸外国では，これ

に類するものはあるのでしょうか，またどのようなやり方で資料を集めているのでしょう

か。

畑村：私の見た統計の中に年齢別，学歴別の数字がありますので，それはlMil人別に調査して

いるということですね。

高見：何年か前のECの統計がありますね。

長谷川：発展途上国では韓国経済企画院という所で日本とlrilじセンサスを作成しています。

調査フォーム，結果の作表フォーム全部同じと聞いています。

田路：ＥＣではどんなですか。

高見：Sozialstatistik，Gehalts-undLohnstruktur（1972）というもので，小池先生

が最近よく紹介されている資料ですね。

小林：アメリカでは前から社会保険関係で個々のアーニングを調査していました。だが，こ

れは所得ですから賃金レイトについてはわかりませんでしたが．慶応の島田晴雄さんがジョ

ンソン時代の貧困戦争の時の個人賃金調査のデータをウィスコンシン大学で集計して，’１

本と比較できるように1時間当りに直して比較研究をしております。しかし，日本のが－

番カバーリングが広く構造分析に良いようです。

石塚：実労働日数のカウントのしかたなのですが，「交替制の守衛，タクシーの運転手等が

午後10時から午前６時まで労働した場合２日間とカウントされる」ということですが，製

造業などの交替制労働で夜勤をする場合も実労働日数は２'］とカウントされるのでしょう

か。

小林：労働日の考え方と少し違いますね。
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石塚：交替制労働を行なっていると，機械的にやるとおかしくなりませんか。

畑村：全く出勤しないという}]が出てきますね。それで調整できていると思っているのです

が。

小林：交替制をとっている大企業では週休２日制を採用していますが，平均すると，この計

算では週休１日となるのではないか。

畑村：ケースにもよると思いますが。

小林：学歴もずいぶん実態にあわなくなってきていると思うのですが，各種学校とか労働省

所管などの職業訓練校なども学歴換算したいところですね。これは事業所のデータで押し

てゆくのだから国勢調査のように自分で学歴を判断する方式ではないのですね。経営情理

側の読み換えやその記録が電要になるわけですね。本人の申告によると，たとえば学校基

本,１，i杳で,渦べた学歴橘成とＩ上|勢調査で調べた学歴構成が違うということになりますね『』学

校１段本調査は毎年フローとして出てきますが，それを何年間か足して，それに該当する世

代の人達を国勢調査から引っ張り出してきて学歴ﾎﾞ構成を調べますと．国勢調査の方が極度

に学歴が高くなります。

森（博）：それは詐称なのです。膨大に含んでいますね。１０年前の数字で一番幅が大きいの

は女子の短大です。それが４年制と比較してみると倍程度のふくらましをしています。で

すから圧|柵の力が問題です。国調の凋査員はほとんど|｢りじ区域に住む人なんです。そうし

ますと見られるのではないかと恐れて詐称するようです。

畑村：労働省の調査では，中途採用は全然みていません。全くカウントしていないわけです

が，その点はどうでしょうか。

石塚：国調の学歴と労働'省の調査の学歴とでは直接対応できないのですが，例えば国調の場

合は，高校を卒業して会社に人って，その後２部に入って卒業すれば，それは大学卒とし

てでるわけですね。それは詐称ではないですよね。しかし会社の場合は，学歴として認め

ている，認めていないというのがあるのですが。

小林：ここでは，後で取得した場合にはその学歴によると書いてあります。通算就業年限が

何年とあるから場合によっては各種学校もはいるのでしょうかね。

石塚：先生の今言われた，取得した場合はその学歴にするということですが，取得を認めな

い会社の方が多いのです。

畑村：会社が認める，認めないは別にして調査しているのですが。

森（博）：個人記入するのですか。

畑村：個人では書きません。事業所に評いてもらうのですが，建前としては会社が認める，

認めないは別にして書いてもらっています。
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石塚：よくわかりませんが，会社内での資格は認めていないが把握している場合が多いと思

います。というのは〆早退などしないと授業に間に合わない場合が多いと思います。です

から、かなりのものがこの中に含まれていると思います。

その場合でも，例えば会社制度として認めた場合は賃金を見直すことになるはずです

が，見直ししない所が多いので実際の賃金には反映しないわけですね。

高見：賃構を利用して賃金傾向値表を作りますね。これは確か性別，学歴別．企業規模別で

それぞれに全て勤続何年で何才であればいくらという金額が出ていますね。これを具体的

にみますと，同じ表の中でいわゆる定期昇給をあらわす金額差，つまり勤続１年違うとい

くら賃金が連うかですが，これが９千Iq程度あるわけです□これはちょっと実態にそぐわ

ないと思うのですが……。大雑把にいえば，実態値の倍程度あるわけです。何故そのよう

な数字が賃柵からでてくるのかがよくわからないのですが。

高見：比較的若いところの方が大きいのです。

小林：以前なら１万円侃度差がついても変ではないですが，最近はそのようなことはないで

しょう。

高見：しかしそれは同じ年度のものを比較しているわけで，ベアではなくて定期;'し給なので

すから。水準は問題にならないのですから。

町田：賃構の第１表で全労働者ｿ)女こみで見まして．定期昇給が何％あるかを見るには，－

番山になっているところから一番低いところに直線をljlいて見たら良いのか．途中下がっ

ていますから，その時はマイナス定期昇給とみて，そこのところを初任給と結びつけてみ

て、もっとゆるやかなカーブでみたら良いのかよくわからないのですが。

畑村：普通，年齢別賃金カーブとしてよくみられるのは全部の平均ですが、その他に標準労

働者だけの賃金も発表しています。

－（表の説明）－

マイナスというのは，定期昇給をしなくするとか，ベアをしなくするとか聞くわけです

が，それでもマイナスになるのかというのは私にはよくわからないのですが。

高見：個人の賃金は上昇するが，全体としてのカーブは下がるというのは，定年延長のケー

スなどで十分ありえますから理解できるわけです。つまり上がる率と水準との間の問題で

すから，毎年定年延長して行けば，どんどん水準が違ってゆきますからそれはわかるので

す。ただ．それを平均のピッチを見た場合に９千円から出てくるのは大きすぎるのではな

いかと思うのですが。

森（博）：ゼロ年ということは各年齢で新規採用ということになりますか。

畑村：そうです。中途採用を含めて，その企業での新規採用です。
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森（博）：ですから若いところでの新規採用は高く評価されていて，中年以降になると年齢

はあまりカウントされなくなってくるということではないのですか。

長谷川：幅の大きいところの年齢はいくつぐらいのところですか。

畑村：それは若年のところです。

小林：若年の刀でしょうね。若年であれば経験があろうがなかろうが|]社の人達と同様に扱

うでしょうｃ

畑村：－（表の説明）－

統計数字はそのように出ていますが，賃金傾向1111表がどのように出されているかと言い

ますと，性，学脈別に勤続と年齢とを説明変数としたモデル式で計jiiIしています．モデル

式で計算していますので．このデータの少ないところが，どういう状態になるのか。しか

し。平均的にならされるという意味をもっています。

石塚：２次回帰式ですか。

畑村：はい，そうです。

長谷川：我々が賃構を使う時は中間年齢を出す時に直線回帰になってしまいます。それであ

る特定の年齢を出しますので，そのズレは，本来であればそのように出すことは少ないで

すね。ふくらんでいる所を直線にするのですから過少評価していることになりますね。そ

の説明変数全ての要素（各項）のところは定数がつくのですか。

畑村：つきます。ａ,．ａ２，ａ３，ａｲということになります。

高見：それはどのように計算するのでしょうか｡

畑村：統計表は20才未満，２０才～25才未満…という数字ともう一方は０年，１年，２年…と

あります。後者の中間値を出し設定します。前者も｢１１間点を19才，22.5才，２７５才という

所で各々の数値を出し，この数IliIIをコンピューターで近似式で係数を出してしまいます。

これは最小目乗法で最も近似的になるように係数を出します。そして一律に各才別に年齢

と勤続を与・えて表を作ります。この表の作成は労務行政研究所で行なっています。

森（博）：大企業の場合には，結果的には標準者の賃金傾向に引きずられた姿になるのです

ね。

畑村：そういうことですね。

田路：「結果の概要」のｐ、７の第２図で卸・小売業の対製造業賃金格差を見ますと55年～

５６年の間に45～49才がかなり上昇して逆に55～59才がガクンと下降しています。製造業＝

１００ですので，その動きにも左右されますが，この点の理由はおわかりでしょうか。

畑村：よくわかりませんが，相対的に製造業が55～59才はかなり高かったということはあり

ます。５５才を超えますと数字的に少なくなりますので。
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小林：今日うかがった賃構にしても，屋外林業にしても都道府県別の集計というのが出てい

るのですか。

畑村：出しています。

長谷川：屋外労働についてですが，今，昭和55年の資料を見て気になったのは，建設業で土

工を賃金格差を出す際の基準にしているわけですが何か意味があるのでしょうか。

畑村：むずかしいところですが，一番根拠になっついる点は労働者数が一番多く安定してい

る点です。

長谷川：安定しているというのはどういうことですか。

畑村：労働者数が多いことから数字が安定しているということです。もう一つの要素として，

労働者数が多いということはポピュラーで一般的に存在しているという意味もあります。

基準の数字が不安定ですと他が見られなくなりますから。年齢別格差などを求める場合２０

～25才としますが．あれも初任給から行なえば良いのでしょうが，高学歴化して行くとそ

うもいかなくなりますので20～25才で数字を取ればある程度安定するということです。

長谷川：屋外調査を行なう目的として矢対賃金，公共礪業の算定基準なのですが林業調査の

方にはそれに類するような目的は潜在的にあるのでしょうか。

畑村：林業労働者の賃金の実態を把握しておくということが一番のll的です。屋外は賃金柵

造でもある程度とれるのですが，特に業種を選んで行っているのですﾛ

小林：考えてみれば，林業調査は，農林水産省などで行なっても良いような調査ですね。

長谷川：軽作業の「軽」とはどの程度の作業を言うのでしょうか。

畑村：軽作業女子はこう説明しています。「清掃，かたずけ，軽易な終地及び掘削，砂利蚊

き，タコつき，短小杭打ち等1t較的軽度の肉体労働に従蝋する女子」，例として「清掃'１，

雑役，タコつき員，型わくケレン員。はく離剤塗布工」としています。

小林：それでは重作業はどうですか。

畑村：「鉄筋，鉄骨，コンクリート材料などの重量物又は長大物を肉体労働により運搬する

作業に従事する者及び主として高度の肉体労働に従事する者」としています。

長谷川：（ついでに）軽作業男子ではどうなっていますか。

畑村：女子と同じ作業内容となっています。

長谷川：それにしては賃金格差が随分大きいですね。

畑村：質的には相当中味が違うと思います。そして軽作業の人達の中で各種見習は除くとな

っています。各種職種の補助的作業に従事する者は含まないとなっています。

小林：土工はどうなっていますか。

畑村：「土砂の掘削，根切り，運搬の作業及び機械によるコンクリート打ち作業等，高度の
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肉体労働で技能を要する作業に従事する者」，そして「技能を必要としない土砂の運搬，

簡単な整地作業だけをする者等は含まない。」としています。

森(博)：このような職種，センサスの職種144の定義は一般に市販されているわけですか。

畑村：調査を受ける人の所に記入要領として渡しています。

森（博）：我々が利用する場合はどうなのでしょうか。

畑村：そこの所はよくわかりませんが，別に秘密なものではないですから。

伊藤：今情報公開ということが言われていますが，そこのところはオープンになっているの

でしょうか。

畑村：別に秘密ではございません。全て事業所にIiBっていますので。

今巾しました屋外のものは搬告書の後ろの説lﾘIに載せております。まだ屋外は職種が少

ないから載せられますが，賃金構造などは144ありますので載せていますかどうか。確か

載せていると思いますが。

町田：その職種は何年に１度見直すのですか。

畑村：だいたい３年に１度の大凋査を契機にしていますが，あまり３年にはこだわっていま

せん。指定統計調査は省令でもって行なう職種が決まりますので手続きがめんどうなので

す。官報に公示して行ないますので。それから今３年に１度大調査を行なっていると言い

ましたが，今後，大調査はやめにして中規模で毎年行なおうかという考えが出ております。

まだ大蔵省との折衝の関係で何とも言えませんが。

町田：出来るかどうかわからないのですが，お願いしたいことがあります。それは，３年に

1度所定内給与の中を精皆勤手当，通勤手当，家族手当を特記するというお話がありまし

たが，そうしますと，それらを除いたいわゆる基本給的なものがいくらかが出るわけです

が，それの分散係数値を出していただくわけにはいかないのでしょうか。といいますのは，

所定内給与のなかには生活補助的な手当が含まれていますのでその所定内給与で，分散を

みますと，むしろそのなかの手当で分散が薄められてしまうわけですね。実態としては，

基本給が職能給化してきていることを反映して，退職金や賞与および割増の基準となる基

本給の分散が進んできていると思うのです。現実の基本給が能力や仕事に対応した側面が

強いのですからその実態を知るために，賃金の基本的部分である基本給の分散も知りたい

のですが……。基本給の分散が所定内賃金によって薄められる，さらに定期給与で薄めら

れるという実態がありますので是非やっていただきたいのですが。

小林：今度，賃金制度調査を行なうとわかると思いますが，つまり労働の質，量を反映する

ようなものを押さえたいわけですよね。今の町Ⅱ]さんのでゆくと例えば職務手当などは中

小企業の方がウェイトが大きいですね。だから中小企業を見る場合には職務手当を人れな
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ければいけないし，大企業は生活手当的なものを除かなければいけないということになり

ますね。

町田：そのような問題意識はあるのでしょうか，また予算的にもどうなのでしょうか。

畑村：それは集計の手間だけですよね。

小林：特性値を出す作業は現金給与総額でやっているのでしたか。

畑村：所定内給与です。

小林：これはいろいろあるのでしょうが超過労IHiIの算定基礎になっているのは，ここでいう

と何が入っていて何が入っていない場合が多いのでしたか。通勤手当は入ってませんね。

町田：通勤手当は除きますね。それ以外は入るんではないですか。

畑村：基本的には仕事に密着した手当は少くとも入りますが，事業所によっても異ります。

小林：超過労働の算定避礎に何がなっているかの調査も必要なんですね。

町田：それは制度調査ですね。

畑村；賃金｣fげなどのベースの基準賃金のお話ですね。あれもまちまちですね。

町田：それをおさえておいたら一時金がそれを反映するかといったら，そうではなくてこれ

もまちまちである。また退職金もそうである。

小林：こういうことこそ労働組合が単産で行えば良いのだが。単産ではそろっているのです

からね……，あまり聞きませんね。隠し財産みたいなものもありますしね（笑い）。

石塚：生産労働者と管理・事務・技術労働者という区分のことなんですが，私達がいろいろ

な調査をする時に，いわゆるブルーカラー，ホワイトカラーと一般的に言われるのを，そ

のまま調査票に質問項目として書くのも良くないということで，結果的に労働省で行なっ

ているとの区分にならざるをえないのですが，しょっちゅう調査対象の組合から問い合せ

が来て，いったいどちらに区分するのかわからないという問い合わせがくるのですが，こ

の区分について検討されたことがあればお聞かせください。第二点は個人票を見ますと各

個人個人を各々管理・事務・技術労働とA1目i産労働に分けてマルをつけるようになっていま

すが，例えば作業長か職長（フォアマン）はこの労働者分類でいいますと管理・事務・技

術労働者に入ることになりますね。要するに現場にいても監督的なものは管理・事務・技

術労働者に入れろと規定していますが，実際の企業の賃金管理は，おそらく「人事扱い」

「労務扱い」というかたちで，職長なんかも生産労働者として一括してコンピューター

にインプットされているケースが多いと思います。そうしますと労働省の出している分類

に忠実に従おうとしますと，職長の賃金をわざわざ抜き出して書くという手間がかかるの

ですが，そこまで厳密に区分が行なわれているのか，いないのか，そのチェックを労働省

としておやりになったことがあるのかどうかお聞きしたいのですが。
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畑村：後者の問題は，私共としても，完全とは思っていません。先ほどの話のようにコンピュ

ーターにインプットされている場合，抜き出して書きようがない場合があると思います。

したがって極力お願いするということにとどまらざるを得ません｡前者については，現在の

定義では区分しにくいものがあるということは十分承知しています。しかし，今のところ

これを取り除くということまでは思っていません。

石塚：これを見ますと牛瀧労働者というのは今の実態から考えますと，非常に狭い範囲であ

ると思うのですが。

小林：マイニングもそうですね□

畑村：そうです。このような区分はマイニングと建設業と製造業でやっているのですが．厳

密ではないがある程度ブルーカラー的とホワイトカラー的にわかるのじゃないかと思うの

ですが。

森（博）：それは書く方に任せているのですか。

畑村：一応はそれぞれ定義していますので，これに従って下さいということですが，実際問

題としましては職場ごとに区分して集計され，報告される可能性があります。

森（博）：業務に従事する程度，直接，常時なのかという点はどうですか。

畑村：実際現場についている人は，管理的な人達を除けば現場にべったりだと思っているの

ですがどうでしょうか。

石塚：しかし．例えば事務所にいても現場に呼び出されて修理作業等をする人達はどうでしょ

うか。

畑村：これは，高度な技術をもって，もっぱらそちらの方をやっているということになれば

管理・事務・技術労働者になるのですが，その辺は微妙なところですね。

石塚：技術労働者というイメージは具体的にはどうなのでしょうか。おそらく通常の企業で

すと技術屋は生産工程とかなり密接な関係にあると思います。ここでいう技術労働者とは，

開発研究所ですとか技術研究所のような部門にいる人達だという理解でよろしいでしょう

か。

小林：あるいは工場でいえば，れっきとした生産管理課という所にいる人とか，産業によっ

ても呼び名が違ったりしてむずかしいのではないですか。

町田：例えば電気産業ですが，会社では中卒の人を生産労働者と呼び，高卒でも工業高校の

機械科や電気科の人は技術職と呼びますがこれらの人々はどちらに入るのでしょうか。

畑村：正直なところ，答えにくいのですが，技術労働者というのは現場で，それべったりで

作業しているのは生産労働者に入れていると思います。正確なところはわかりませんが，

その辺は熟練労働者と紙一重ですね。それで専門的知識をもっていて指導などにもっぱら
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あたっているのが技術労働者ということです。もっぱら研究的に行なっているのは技術労

働者です。先ほどいわれた事務所にいても呼び出されて修理をする者というのは，その人

の本来の職務が何かということによると思いますが，そんな人は現実にはどう区分されて

いるか，今度よく調べておきます。

長谷川：最近では，いわゆる派遣事業が多くみられる部門で，たとえば，サービスエンジニ

アが皆リースでＡ会社，Ｂ会社に行って，･修理をしたり調整したりするわけですが，そう

すると彼らは，必ずしも生産工程にはりついているわけではないですね。彼らはどのよう

な範嶬でとらえるのか。これはかなり問題になってくると思いますが。

町田：個人票の(5)雇用形態と(6)就業形態の関係なのですが、各々についてはわかるのですが，

例えば(5)で常用にマルをつけたら(6)ではパートにマルをつけるということはありえないの

ですか。この定義は雇用動向調査とほぼ同じですねに，

畑村：定義は同じです。この(5)の常用，臨時と言うのは名義ですから，常用労働者であるこ

とはまちがいありません。

町田：パートもその場合含みますね。

畑村：含みます．パートと言うのは一般労働者より１日の所定労働時間が少いか又は週の所

定日数が少い者で，パートでも長期的に雇用されている者は常用労働者であり，常用名義

としている雇用期間を定めずに雇われている者も多くいます。

高見：そうなりますと，パートの賃金を賃構の中でどのようにおさえていくのか非常によみ

方がむずかしいですね。週35時間未満という労働力調査の定義を用いると，去年の労働白

書で日本の場合のパートタイマーは52％程度ですね。他の統計調査をみると，一番多い労

働時間数は６～７時間，次が５～６時間，それから７～８時間です。それで．一日５時間

だけをパートとしてとらえているのはどんなものでしょうか。

畑村：普通の一般的な集計としては，－ケ月18日以上．一日５時間以上でやっておりますが，

パートの集計では特別このような制限をしないということです。この集計にパートも入れ

るのはちょっとまずいので，一時的な集計をやる際には入れていません。

高見：労働省の場合，雇用管理の方では（パートの）実数は出て来ませんね。採用企業率だ

けですね。

畑村：雇用管理は制度調査ですから，実数は出していません。

高見：雇用動向調査と賃構は，少なくとも概念が同じですから，統一的にこれだけだという

数字が出て来るように，プロフィールをもう少しわかりやすく出来ないものでしょうか。

長谷川：常用か臨時か，さらに就業形態で一般かパートかということで，いわゆる常用パー

トという問題なんですが，この定義をみると，常用名義とは雇用期間を定めずに雇用され
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ゲ

ている労働者だとなっています。労働者の方には，期間を定めずというのと，－ケ月をこ

える期間を定めているというのがあります。そうしますと，常艸]というのは，入職する時

に終身雇用だというのをいってるんじゃないでしょうか。

畑村：常用ということばには二つあります。この調査全体が常用労働者を対象にしていると

いうことが一つあります。要するに，雁用期間を定めないものは全部入りますし，あるい

は日々雇い入れられても，１８日以上つづけて入っているものも常用と呼んでいます。もう

一つは，常用の中を,･名義的に常用の者と，臨時の者と二つに分けています。この中で，

パートという概念は，時間的要素がこの中でどういう働きをしているかということ，普通

の労働者よりも時間が短いという考え方です。

長谷川：そうすると，常用の方に入ってくるパートというのは，一日の所定労働時間，又は

１週１１１の労働１１数が一般労働者より少ないということで，４～６月の３ケノ]間に18日以上

雇用されていればいいわけですね。

畑村：期限を定めずにパートとして雇１１Iするものは，常lljパートひ入ります。又，例えば１

ケ月というような期間を定めてパートとして雇用する場合には，臨時パートになります。

高見：それでは。常用パートというのは別に18日ということには関係ないわけですね。

畑村：直接には関係ありません。調査対象である常用労働者か，そうでない臨時・日雇労働

者かとまぎらわしいのですが，この常１１１労働者かどうかの決定で１カノ]以内の期間を定め

て雇われている者又は日雇労働者でも，先月，先々月も18日以上働いていて，今月も働い・

ている者は常川労働者とします。これらの者は臨時又は日雇名義の常用労働者になります。

前の２カ月が１７日以下であれば，臨時・日雇労働者として調査の対象外となります。

小林：この全常川のカテゴリーの中に，1ケ月以内の期間の定めのある労働者も入っている

というのが，ポイントですね。

畑村：１ケ月以内の期間を定めていても，先月，先々月に18日以上という風に続けて働いて

いるものは，常用労働者となるというのは解り難いとは思いますが。

長谷川：用語の説明で(3)労働者というのがありますが．これは常用ということなのでしょう

か。というのは，今の説明を伺ったところでは，常用及び準常111という感じを受けたもの

ですから。

畑村：これは，この調査の対象となる労働者がこういう範鴫のものであるとして，砺実上は

常用労働者を定義しこのような労働者を入れると言っているわけです。調査対象労働者か

どうかの常用労働者と本採用，本雇といった企業側の雇111形態による常用名義と大分混乱

を.与えているようですか。

伊藤：賃金構造基本調査の凋査担当職員．調査員数，予算はどのくらいでしょうか。
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畑村：昭和56年度の予算は約１億１千万円でしたが，昭和57年度は５～９人の小規模も実施

するため約１億８千万円になっています。調査担当職員は本省では直接の担当係員は約１０

人ですが，アルバイト等も採用して処理しています。
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IIL雇用管理調査，賃金労働時間制度総合調査，

労働者福祉施設制度等調査

<雇用管理調査〉

1．調査の目的と沿革

本調査は，昭和43年に「雇用動向調査」の付帯調査として，初めて雇用管理について，総

合的な調査を実施したものであるが，４４年以降は，①採用に関する事項，②採用後の諸管理

に関する事項，③退職に関する事項について順次調査を実施してきている。なお，５６年調査

は，採用後の諸管理に関する事項,とりわけ企業における人事管理に関する事項，高齢化に伴

う人事管理の改定に関する事項及び定年制に関する事項を調査し，その実態を明らかにする

ことを目的としている。

2．調査の範囲

調査の範囲は，次のとおりである。

（１）地域

ｌ]本国全域。但し離島の一部が除かれている。

（２）産業

日本標準産業分類による次の９大産業。

ａ鉱業

ｂ建設業

ｃ製造業

ｄ卸・小売業

ｅ金融・保険業

ｆ不動産業

９運輸・通信業

ｈ電気・ガス・水道・熱供給業

ｉサービス業（家事サービス業，教育，外国公務を除く）

（３）企業

上記の産業に属し。本社の雇用する常用労働者数30人以上の会社組織の民営企業のうち

から一定の方法により抽出した約7,000企業。
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3．調査事項

主な調査事項（昭和56年調査）は，次のとおりである（詳細は，文末調査票参照）。

（１）企業の名称及び属性に関する事項

ａ主要な生産品の名称又は事業の内容

ｂ企業の全常用労働者数

（２）人事管理に関する事項

ａ昇進・昇格について

ｂ専門職制度導入のねらい，任用基準の定めの有無等

ｃ配置転換

（３）高齢化に伴う人事管理の改定に関する事項

ａ高齢化に伴う対策

ｂ高年齢者の雇用を目的として設立された子会社の有無

（４）定年制に関する事項

ａ定年制の定めの有無及び定年年齢

ｂ定年年齢の改定に関する決定の有無

ｃ定年年齢延長の実施時期及び改定後の定年年齢

．定年年齢改定予定の有無及び改定予定年齢

4．調査対象期日

原則として，昭和56年１月１日現在。但し，昇進，

ては，過去５年間及び１年間の状況について調査。

昇格の一部及び配置転換の一部につい

5．調査企業の抽出

本調査の調査対象企業は，昭和53年事業所統計調査によって把握された企業リストをサン

プルフレームとして，系統抽出法によって調査企業の抽出を行った。

抽出の際の|]標精度は，調査項目として取り上げられた特定の属性をもつ企業数に対する

割合が50％のときの標準誤差が産業大分類の規模別に６％ポイント，製造業及び卸売業，小

売業については中分類の規模別に７％ポイント以内になるように設定されている。

6．調査の方法

本調査は，労働大臣官房統計情報部の企画のもとに，都道府県職業安定主管課及び公共職

業安定所の職員並びに統計調査員による実地目計方法によって行われている。
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7．主な用語の定義

主要な調査事項の定義は次のとおりである。

（１）常用労働者

次のいずれかに該当する者をいう。

ａ期間を定めずに，又は１か月を超える期間を定めて雇１１]されている昔。

ｂ日々又は，１か月以内の期限を限って雇用されている者のうち，前２か月の各月に

それぞれ18日以上雇用された者。

なお，次のものも常用労働者とする。

①取締役，蝿嚇などの役員であって常時勤務して、一般労働者と|,Ⅲじ給与規則ある

いは同じ基準で毎月給与の支払いを受けている者。

②：事業主の家族であって，その事業所に常時勤務して給与の支払いを受けている者。

(2)－昇進

上位のポストに進むこと（例えば一般社員→係長→課長に昇進すること等）をいう。

（３）昇格

昇格制度の下で上位の資格等級を取得すること（例えば主事補→主事２級事務員→１級

事務員に昇格すること等）をいう。

（４）専門職

保健衛生や営繕部門等に属する特殊な職種で，ごく少数の者（例えばポイラーマン，看

護婦など）のみを対象としている制度は含まない。

（５）現業部門

事務・管IIP部門以外の部門（例えば製造業では生産作業，卸・小売業では販売又はセー

ルスの作業の行われる部門）をいう。

(6)配置転換

労働者を他の職務又は，他の組織に異動させること（同一職場内でも職務を替えた場合，

又は，職務は同一であるが他の組織に異動させた場合等を含む）をいう。

（７）一時出向

出向元に復帰することが予定されている出向をいう。

（８）退職出向

出向元に復帰することが予定されていない出向をいう。

（９）ジョブローテーション制

能力開発のため，計画的に配置転換を行う制度をいう。

▽
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(１０選択定年制

名称（例えば，選択退職制度，退職特別取扱措置等）の如何にかかわらず定年到達前に

いくつかのコースを選択させる制度で，コースによって退職年齢を異にするものをいう。
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雨雨~i面T二一蓮一審一葛~｢屋~ﾗﾄﾞｰ;〒繭丁扇颪この調査は、斌肘以外の目的に用いられ

ることはありませんから、ありのままを

記入して下さるよう畑加いし±す。

調査票その１

行政管理庁

小狸番号,色１２９６７

小狸期限昭和５６年６月３０日まで

姦印禰切1G人したいで下さい。

⑱
労働省

雇用管理調査票

記入上の注意

1．この胸査は、企業を単位として調査を行います。本社事議所だけでなく、支店、出鵠所．

工塩梓を含めた企業全体の常用労切歯の旧用管理について洞喪するものです。

２－ｉｄ八Ｋ当たってI3L、必ずペン又はボールペンを使用し、鉛筆は使用しないで下さい。ま

た、インク感育又は黒を用い、赤インクIま使用しないで下さい。

3．この餌資は．特にことわりのない限り．５６年１月１日現在について回答して下さい。

４記入の終っ】'二調窪は､同封の返伍用封､を使用し[:５重T同~z5~可までに投出して
下さい。

提出Ｉｉ下腿に狛醜、Ｌます。

労働大臣官房５t舐情報部■用艇射課』雇用管理係

東京都千代田区大手町１－３－１（〒100）

矼話0３（２１１）７４５１内線４６５

（提出先）

（所在地）

２

Ｌ常用労働者とは

①期間を定めずに、又は１か]]を超えるluniを定めて雇用している荷

②日々又ＩｉＩか月以内の期限を定めて胚用している者であって、ｐｑ査日Ｉｍｌ２か月（５５年１１月、１２月）の各月にそれぞれ】８日以上,Ｈ用したものをいいます。

な鉤、次のものも常用労働者とします。

①取締役．即事などの役員であって、、1時動務Ｌ、一般労働者と同じ給与規則又は同じ基nkで毎月給与の支払いを受けているもの

②卒委主の家族であって、その＄昼所に常時⑰勝して給与の支払いを受けているもの

－８５－

都通府県 一連番号 産 講分類 規模

張

8己入

担当者

所属

部課名

氏名

(ＴＥＬ）

印

企婁名

所在地

（ＴＥＬ）

（

主要な生産品の名

称又は事葬の内容

主要なものとは最も鯰．

収入の多いものをいう。 ）

企委の全角用労０ｈ者

本社・支社などを含めた同一企委に民

するすべての常用労｡､者鮫（５６年１

月１日現在）について8己入して下さLも
人

支店、出提所、工期梓があり山すか。

(肢当する番号を○で囲んで下さい。）

ある

ない ２
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ボ．．,ユLF犀鬮靭｡'MIL峨熈オト鞠淌:Ⅱ１１打＊

（:に'○］工洋上各曇嗜上驍璽）

oQ94L叫刀エリ春蚕が首＝

（四°］Ｃｌ掲暴皀十房騨）

oQ9Lユ蓮識⑭斤手１塁凸｡｡鞍亀狸’

(四○】ｃ【豊饗色上扁靭）

｡．?ｷｰ平､､エTrg(ｌＰ塾ＬＣＴ湖Ｍ１’

｡､１存ユユ１Ｖ測尋主⑰我

、ＴＩ号鰯平１聖漁りい`．、璽欝、甲子

゜･ギムユヵ【Ｊｴﾘ⑦￥鞍[囮卜

｡C４４華ｎＱＦｗ幹璽⑦屯ｑ'ｙ、釜亦五■哲

↓O単ＣＤ郵哲ユ､1ﾆﾌﾞＩ（I剤酊甘の～朴忍①

〔。.］蔦」ユ１鉢回2早産刃(Ｄ］汐上〕

ユしうこう)§制曹、壇軒甘Ｉ

鷲【【:Ｉ剛民



◆印楓は記入しないで下さい。

－８７－

都道府WＬ 一連番号 産萎分類|,鼠頓

際

質問 回答

〔すべての企秦が回答してＴさい。〕

、役付への耳､Eとは別に推力や肛務内容

。⑩暁年数等なんらかの基準を股けて労

■君の社内PF列を定める巾)度（いわゆる

臼格制度）がありますか。

(肢当する番号１つに○印）

ある拐合

吸層別にイートに回答して下さい。

イこの$'渡でI工主として何をＪＬ館に序

ﾀﾞ'１を定めていますか。

(蚊当する番号】つＫＯ印）

□このhll度を導入したのは何年-ですか。

由た、最近、大韓】〔窟したM1合は、

その年を記入して下さい。

ハモの雄準Iま何によって定められてい

ますか。
（砿当する番号１つに○印）

二昇格注3）の華単を具体Grｳに定めてい

ま寸力｡。
定めている鳩合、労働者に公開され

てい正すか。

志昇格にL健な蒲爾年鮫を定めていま

-ｹか。

定めている禍合の年肢ば主としてと

れですか。

(蚊当す【憾号１つＫＣ印）

へ昇格に必要なiWi極年数をこの５年間

に改定し玄Ｌｆ二ｌｂ､。

(麟墨-ｹZ,硲号１つ枢○印〉

卜昇幡のための遇考基舶＊定めていま

すか。

定めている鴇合、その内容Iま例です

か⑥

(蚊当する循号すべてにＣ印）

〔すべての企薬が回答して下さい｡〕

⑤この５年間lこ昇進、昇格の選考基⑪正座
しくし藻したか。

(骸当する番号1つに○町）

④

⑤

イ

ロ

夕､

厘璽匡輿
￣

￣

琴「Ｅ＝里

ホ注３）昇格とIま．

ヂ、

卜

賓格1,1度の下で上位の賓格等級を

取得

例え

す

ぱ

ることをいい虫す。

主碩禍→主事
２級申勝負→１級事穗負

に昇格するこ上等が該当します。

区分

ある

全１１一律 :鰹俊|譲孟『
ない

必入を

検討中

導入を検肘

してし･なし

該当する

職noがなし

管豆

魁も

一
般
玻
層

吸層（腺長相当以上〉

吸届（係長相当以下の役付）

事務

技術

生産

販売､連伯・通(月、i呆支、サー'ﾆス

２

２

Ｚ

２

２

巾
士

３ ４ ５

３ ４ ５

３ ４５

３

３

４

４

５

５

３１４

←
⑨

６

６

６

６

６

６

年齢、助続

学腰

一般的な能力の

伸長の程度

従事する較務の
むづかしさ、つ
らさの程度

従事する、務の

遂行能力の程度

３ ４

２ ３ ４

般
吸

■

１＄路

枯撫

｜生産

|倣光.迎柏･通侶､保安．サービス

Ｚ ３ ４

２ ３ ４

④
』 ３ ４

２３４

大幅改定した時期 昭和年導入した時期

明治

大[}‐

昭和

２

３

年

社内`tjl程 その他

３ ４

非公開

２

区分
愚蝋

丘

年数 了誌竃h1iii]碑蕊｣濤郷
管理臣（課長相当以上〕６０円の長Ｈ１

監包城（係長扣当以下の役ｲＩ）田内のＲ脇

２

２ －i可－１－
一内１申務
QQの！按蔚
伍

田:備忘認示了颪H三雲

？
】

２

２

１２

３ ４

３ ４

３４

３４

区分 |…ぃ棯鳥宝
土

長くした

年数の定

めをやめた

管坪

監督

jmt（課長相当lLlz）泪内の昇絡

股（係長側苓以下の役付）■IRIの昇絡

二両[=－－泉三二二二量
Ｑ２の［捲術
砥昇

■格
生産

|NhUE、運輸･』&侭保安．サー!:ス

２

ワ
』

２

２

２

２

３

３

３

３

３

３

４

４

４

１

４

４

区分 霜焉i1零ii-il=:可寺雇
定めて

いない

管理唾（課長相当以上）層内の昇格

離日唾（係長相当以下の111日付）項内の鼎賂

到二iビーニヱニ術

２

２

２

２

３

３

３

３

４

４

４

４

５

５

５

５

６

６

６

６

７

７

７

７

８

８

８

８

９

９

９

９

哉ｹﾞﾘ 生産

■、61販先．迎伯・通偏．保安．サご｣’

２

２

３

３

４

４

５

５

６

６

７

７

８

８

９

９

分 厳しくした 変わらない 綬和した 該当者がいなし、

昇
進

一般職→係長相当

係長相当→課長相当

線長相当→部長相当

２

２

２

３

３

３

４

４

４

昇

格

－%t唾､I内の昇格

監督鞍岡内の昇格

|管理駁肩内の昇格

２

２

２

３

３

３

４

４

４



調査票その４
鞍印欄は記入Ｌないで下さい。

ＯＥ

配缶転揮［

の労働者の§

轄曙

－８８－

郡迫府WＬ 一ｉｑＬ番号産婆分簸 規項

患

質問 回答

〔すべての企萎が回答して下さい。〕

⑥いわゆる耳Ｆ１唾ir4》鰍1度があります

が｡

ある⑪合

耳Ｆ１肛者数、、9入時期、冊近･大佃改
定した咀合の時期及び代表的な耳円瞭の

職名（３つ）を配入して下さい。

イーニに回袴して下さい。

イ申Ｐ１職を』U入した主なねらいlii例で

すか。

(該当する番号１つI'こ○印）

ロ任用基並を定めていますかｃ

ハ定めている場合、任用されるために

Iま一定の賓椹又ﾄｺﾞ、助暁年riK達して

１.乙二とが必要でﾅｶ､。

一定の費櫓等が必要な場合、最低ど

のような費盛等で専門丘になれますか。

（綾罰する番号1つi〔Ｏ印）

＝専門玻植任用する人をどのように､’

ニニとｉＥＬてい立すか。

（該当する爵号1つにｏｆI]）

２配置転換江5）について

〔すべての企猛が回答して下さい。〕

⑦労働者の配■転換1こついてどのよう|こ

定めていますか。

(該当する番号１つに○印）

江５）配匠転換とは

労働者を他の戦椅又は、他のＨ１職にＭ１

動させること（同一職掲内でも戦筋を

替えた場合、又は、職務は同一である

が他の組簸忙異動させた場合wも含む）

をいいます。

イ定めている場合、それは何によって定

められてい立すか-ｺ

ロ社内喚程等(ま労勧活Iご公謝されてレエ

すか-①

〔すぺての企藁が回答して下さい。〕

⑨配■転戎の際．労由巷の怠向はどのよ

うに老こされてし､正すか。

学歴別に妃入して下さい。

(該当する番号1つに○印）

〔すべての企業が回符して下さい。〕

③労働岨合がある期合、組合日のﾛB■転
I9bl才協識事項となっていますか。
(該当する番号１つに○印）

〔すべての企業が回答して下さい。〕
⑩配■転換についてどのような方針正と

っていますか。

（該当する番号1つに○印）

⑥

イ

ログ、

［

⑦

【１０）専門旗I〔は

(H傭僚生や世HO部門等に贋す

る特礁な職柿で、ごく少数の

折（例えば、ポイラーマン．
有iID4HUなど）のみ酷対象とＬ

ているiil嬢は、ここでいうH１
'0111Kには含みません。

１１

[三三霊了而11！
⑨

⑨

⑩

lillf’1とＩま、

可

几に､l鵠-ケることがｆ定されてい

び)こともいい呉寸ｃ

IIB向とOｊ

几捉復JiIすることがＦ毒されてい

ない出向のことをいい§す。

概数の'労働組合がある企業は

ＩＲも組合員の多い労働組合に

ついて組入して下さい。

区分

あＺｊ

専門広

者数
U0人時期

大嶺改定
時期 職名（３つ）

ない

事筋

肢術

堆廠

NIL元､サーに．ス輔

区分

役職、ポスト不
足による管理職

相当の能力保有

者の処遇を図ろ
ため

役職にtJかない

中高年齢者の処

遇を煙るため

生症．峨允句ゾ)名+）

■fの側々い,】労伎凋'『
入ベン･ＴＩＩスト化Ｌ

て゜そL7D鮠刀の《i効
庵１Ｗを脚る７畠,γ》

局度な企IAQ刀、
研究IW1托力を有

すjるﾛﾘﾄﾞﾘ１京の魔

供を回るため

管Ｈｆ職と専門職
の機能分化によ

り組職の効率化

を図るため

その他

車袴

？
』

３ `Ｉ ５ ６

技 ワ
ー 』 `Ｉ ５ ６

生巌 ７２ ３ `Ｉ ５ ６

眼光.サービス瀞 ２ ３ ０ ５ ６

必噌である

当以

は、続年

部長相

費累又

数

おおむれ

当の衝絡

8先年註

おおむｵｭ係腱椛

当の衝縮Ｘｌ犬DJ

代年厳

その他

必要で主い

､） ３ ４ ５

区分

鴬焉:Ｉ Ｚ３,Ｉ

公依な

格した

ら運ぶ

試験腱合

者の中か

社内の規定により．
９門丘コースを遭人'二

旨．寺IDi1砥試ﾛ白を畳
げた者の中から迅岸

試験平Ｉjなく、

会ifが`H･毬にＬ

ヒギl断して』Iぶ

その他

０Ｊ ３ ･１

ワ
』 ３ .Ｉ

ウ
』

３ .Ｉ

1Ｘ分

叉各で疋ｖ）てしＡ、

配麗転PQが

あることの

み定いてい

ろ

焔a仁ﾉﾌｶﾞﾄL･）

み定泣:くい

己

IUlhlLqNIIlll
VL'jIilLMlに
－jいてJpJ

TiI的Ｔいゐ

■打PmOHIt●

の穴■｡■、■K

ろい?;0心P+R･

－?-ｄｄＣツ、汀

Ｐ-ていも

そ《ｌｌｉＩｕ

又'1-⑤屯吋､ていﾌﾟLぃ

IfMiが,$jｂ 桐『jがたい

敏苔する学

ｈＤ・載節の

ハがいfi;い

舟

佼

卒

事務

産

nh発連輪･□ｲiMRAk・サービス

ワ
』

Ｄ
』

け,

５ ６

６

１１

８

Ｈ
’

８

大
学
卒

事格

技術

販鎚巫屹｡:軸Ｗ錘｢・サービス

⑦
』

け〃

３

３

･１

.Ｉ

･１

５

５

６

６

６

８

８

８

公開

Fｊ

区分

ｉｉｉ校守

-ぜ'Ｔとノー'十J供人の

倉１４１１を及映きせる

↑Ｉ別J)い↑Hかたい

限り企Jtのﾉﾉ9トビ

J`叩１Jう

廠櫨を変える泪合

⑦
』

３

事業所内.

事業所を

変わる

P職禍を蜜える場合

住居の変更を覆する場合

I監膳の変更を嘗Ｌない喝会

３

：）

￣~￣iｉ

他の企異へ一時出向性ら）する場合 ３

他の企業へ退吐出向圧6）する場合 ３

組合役員については魁

穣馴U項となっている

組合役員以外の組合員につい

ても協議事項となって､Ｚ
協議耶項となってし､なし

２ ３

IZL分
鱒力開発、人申の円湘化の此
めNI世的に9.互低換左ＩＴう

必婆にLL1hl閥Ｍ０ＭｂＰ１Ｉう
天lW910味ﾌﾟｪ巾H1かな１．､かぎ
り1lb■低倹を１１わない

高
校
卒

事務

生産

nKｸﾞ魁迅砲･通&ﾈ.1N駿一サーヒ'入

必

２

２

３

３

３

大
学
卒

事務

技術
伝允辺佑･曲Ｉｉ.f股凸F・サービス

２

２

２

３

３

３



隈宅~55-5-1
壷印Ⅱ、ユ配入しないで下さい。

Ⅱ高齢化に伴う人事管理の改定に関する事項

－８９－

都迎jfl県 一浬番号 産 ■分、 規模

蝦

質問 回答

丁ぺての企舞が５１１．２～５６１．１の５

年Ⅱ､について回答して下さい。

⑱Ｚ館化に伴う対蛍として人ぢぞ王制丘

等の改定をしましたか゜

圧７）ソ、プコーテーション”｣とは

能力開発のため、計画的に臣伍軽
換を行う俶嬢であって、ここでは
特に文古で定めた担合のみ配入し

て下さい。

イ高齢化に伴う対策として0k定Ｌ尤拐

合、具1本的な内容について回答して下

さい。

（該当-ｹる番号すべてに○印）

ロとのうち、定年延長との関係で己k定

したのlユとれですか。

（該当する番号すべてに○印）

〔すぺての企藁が回答して下さい。〕

⑬主として．忘年朗君（役且を除く）を
■用することを目的として般宜きれた子

会社力;ありますか｡

イある轡合、退玻出向させる年齢0土何

nRが最も多いですか。

また．子会社画工．最高何蛍まで1助

け±すか。

ロ子会社の主要な生産品の名称又I士卒

柔の内容と具也NiOK3社記入して下さ

い◎

イ

ロ

イ

ロ

区分

改定しメニ

写Pq臣

§鰹
、資
閲す

役■
ek定

に関する仰Ｈ［の 教育91鯨に
閲するGk定

す
その他

専
門
玻
制
の
導
入
・
改
臼

役
職
と
白
幡
の
分
館

役
吸
に
対
応
す
る
賓
格
の
伍
和
又
は

そ
の
他

役
吸
の
年
齢
制
限
及
び
役
鮫
任
期
制
の
導
入

管
理
丘
ポ
ス
ト
の
増
設

部
腺
馴
の
廃
止
に
よ
る
斬
管
畷
悴
制
の
再
施

管
蝿
咬
昇
進
に
必
要
な
庄
痴
年
限
の
引
上
げ

そ
の
他

そ
の
他

１面
ジ
ョ
ブ
Ｍ
ｌ
テ
ー
ン
ョ
ン
制
の
導
入

中
高
年
齢
者
の
研
修
の
強
化

そ
の
他

退
広
会
制
度
の
見
直
し

…
Ⅷ

出
向
等
に
よ
る
他
社
へ
の
雇
用
の
促
進

職
務
再
股
胱
・
再
損
成
等
の
実
施

中
高
年
齢
者
の
健
康
管
理
の
強
化

…
１

そ
の
他

改
定
し
た
か
つ
土

事務・管理部円 01 0２ 0３ 0４ 0５ ０６ 0７ OＢ 0９ 1０ 11 1２ 1３ 1４ 】５ 1６ 1７ 1８ 1９ 2０

現纂部Ｐ１ 0１ 0２ 0３ 0４ 0５ ０６ 0７ 0８ 0９ 1０ 1１ 1２ 1３ 1４ 1５ 1６ 1７ 1８ 1９ ２０

事務・管理部円 0１ ０２ 0３ 0４ 0５ 0６ ０７ OB 0９ ]０ 1１ 1２ 1３ 1４ 1５ 1６ 1７ 1８ 1９

現纂部円 0１ ０２ ０３ 0４ 0５ ０６ 0７ OB 0９ 10 1１ 1２ 1３ 1４ 1５ 1６ 1７ 1８ 1９

具ウド的に記入して下さい。

区分
子会

５０虫

未漁

５０～

５４戒

社がある

５５～

５９歳

６０～

６４戒
６５成

以・上

子会社が

ない

量も多し､退広出向年齢 ２ ３ ４ ５ ６

■用される最高年齢 ２ ３ ４ ５

子会社1 子会社２ 子会社３

質問 １９答

（
過去１年１８１Ｋついてすべての企委が回答

して下さい。

⑪配■砥Nbを行い玄したか。

）

イ行った場合、どのような目的で行い

左したか。

(該当する番号すぺてに○印）

ロ配Ｅｑ商Ｊｂの人倣の劇合が最も多かつ

九年齢区分はどこですか。

(該当する番号1つに○印）

ハ配匠転換を行った労働者は全労働者

数の何パーセントですか。

(蚊当する番号１つに○印）

二出向させた名合、出向先はどこです

か。

(鍍当する番号すぺてに○印）

ホ丘丘転換の周期はおおむね定まって,

い立寸か。

（蚊当する番号1つに○印）

へ配■缶換の月ﾄｴ何月が最も多いです

か。

（該当する番号2つに○印）

イ

ロ

赤

ﾋﾟ三
」Ｉ

区分

臣伍転換を行った

人材焚成

のため

人事

文ｉｎを

図ろため

鵠H1:蝉
のため｜するため

生瀝又'土｜出向先の
賑完促進経悩t・技

のため|斑．P：
その他

配匠転換

を行わ

な力っ九

企案内の配■q幽換 ２ ３ ０ ５ ６

旬
０

８

一時出向 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

退匝出向 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

区分
３０皮
未病

３０－

３４皮

３５～

３９蛍

４０－

４４歳

４５～

４９歳 :Ｉ蚕|:;豆
６０蛍ｌ各年齢区分と
以上｜も縁ぽ同室

企婁内の配■転換 ２ ３ ４ ５ ６７ ８９

－時出向 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

辿較出向 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１０％未満
１０～２０％

未満
２０～３

未
0ｦC

ＭＩ

３０～４

未
096
泊

４０～５０兜

未病 "-．雛｡-70鰯未尚
７０％以上

１２ ３ ４ ５ ６ ７ 8

区分 系ﾀﾘ会社
特約店
チェーン店

下請会社
｜健康保険組合
｜厚生年金基金

研究機胴
柔界関係
剛体

その他

一時出向

Ｏ
】

３ ４ ５ ６ ７

退丘出向 ２ ３ ４ ５ ６ ７

１０月 その他

２ ３
■■■■■■■■■■■■

「 月

ほぼ毎年

猫おｔＪね定立ってし

２年に1回 '３年に1回i市
定まって

しない

２ ３ ４５



金印組は紀人Ｌないで下さい。

Ⅲ定年制に関する事項

－９０－

都珀府､Ｉ 一連呑号 産業分、 規模

豪

ＨＲＩＩ 回蒋

〔すべての企業が回答して下さい。〕

⑭５６１．１現在．定年年齢を定めてい泣す
か゜

該当する番号をＯで囲み、その下に定

年年日Gを記入して下さい。

なお、「定めている」には慣行も含めて

下さい。

⑮迅択定年がＩ
住Ｏ）

があります力bｏ

ある場合、内容をイーハ■に、具Ph的

に圧入して下さい。

⑯現行の定年年齢を｡k定すること刀I;夫って

いますか。

(該当する番号１つに○印）

⑰改定することが決ってし､る泪合、定年年

砧を延長する肘皿をし､っから実施するつも

Uてすか。

イ定年年齢の延長を一時期に実りhする梱

合はいつからですか。

(該当する番号1つに○印）

【。定年年齢の延長を段陥的に実施する期

合はＬ･つからですか。

(該当する番号を区分別に１つ○印）

ハ改定後（段階的実施の場合は最終年）

の定年年Qbを配入して下さい。

⑱改定することが決っていない屯合、定年

年■を改定する予定がありますか。

｢ある」期合．改定が予定されている定年

年■§は何重ですか。

⑮伍陦定年年的匡凸後弓|官俵色■用し戒ず
か＠

ィその禍合の広用の■H1目はどうなってい

ますかへ

ｐ引き鋭き■用する場合．どのような形

想ですか。

が
｡

きた、その泪合、何奴まで用用します

誉
厄 ２ ３ ４ ５

皮立で 虫まで 皮まで 皮まで

Ｌｆ定がある

(検肘中も含む）

予序が地い ２

予定されている定年年齢

戒



<賃金労働時間制度総合調査〉

1．調査の目的

本調査は，主要産業における企業の賃金及び労働時間並びにこれらに関する諸制度の基本

的事項を総合的に調査し，我が囚における労働条件に関する制度の現状を明らかにすること

を目的としている。

2．調査の範囲

調査の範囲は，次のとおりである。

（１）地域

日本国全域。但し離島の一部が除かれている。

(2)‐産業

日本標準産業分類による次の９大産業。

ａ鉱業

ｂ建設業

ｃ製造業

。卸・小売業

ｅ金融・保険業

ｆ不動産業

９運輸・通信業

ｈｉＥ気・ガス・水道・熱供給業

ｉサービス業（家事サービス業，教育及び外国公務を除く。）

（３）企業

上記の産業に属し，本社の雇用する常用労働者30人以上の会社組織の民営企業のうちか

ら一定の方法により抽出された約6,000企業。

3．調査の事項

昭和55年度に実施した調査における主な調査事項は，次のとおりである（詳細は，文末調

査票参照）。

（１）企業の属性に関する事項

ａ企業の主な生産品の名称又は事業の内容

ｂ企業の常用労働者数

－９１



（２）賃金制度に関する事項

ａ賃金形態

ｂ賃金体系

ｃ賃金構成

．モデル賃金（基本給）

ｅ定期昇給，ベースアップ及び賞与の決定方法

ｆ賃金制度の改定状況

（３）労働時間制度に関する事項

ａ所定労働時間

ｂ週休制

ｃ週休以外の休日

．年間休日総数

ｅ労働時間制度の変更状況

ｆ勤務形態

９年次有給休暇制度

ｈ月間の出欠勤状況

なお，本調査において，賃金制度の「賃金体系及び賃金構成」並びに労働時間制度の「所

定労働時間」及び「週休制」については，調査事項を'7)T1定して毎年調査されているが，その

他の事項は，各年の行政上のニーズに基づいて毎年異った事項について調査されている。参

考までに過去３年間の調査事項を示すと次のとおりである。

－９２－



(参考）

昭和52～54年における主な調査事項

－９３－

調査年 賃金制度 労働時間制度

5２

年

1．賃金体系

(1)基本的賃金

(定額制）

基本給の内容

(基本給の決め方，定期昇給）

(3)基本給の改定

2．賃金構成

(1)基本給の支給総額

(2)手当の支給総額

3．家族手当制度

４通勤手当制度

5．住宅手〕'1制度

6．賞与制度

1．所定労働{}『間

2．週休制

３週休以外の休日

4．労働時間制度の変更状況

5．年次有給休暇制度

6．有給の病気休暇制度

7．週休２日制についての今後の方針

３

年
５

1．賃金形態

2．賃金体系

(１１基本的賃金

(定額制）

(2)基本給の内容

(基本給の決め方）

3．賃金構成

(1)基本給の支給総額

(2)手当の支給総額

1．所定労働時間

2．週休制

3．週休以外の休日

4．労働時間｛|;'１度の変更状況

5．年次有給休暇制度
４

年
５

1．賃金体系

(1)基本的賃金

(定額制）

(2)基本給の内容

(基本給の決め方）

2．賃金構成

(1)基本給の支給総額

(2)手当の支給総額

1．所定労働時間

2．週休制

3．週休以外の休日

4．労働時間制度の変更状況

５．年間所定労働時間総数

６．年間休日総数

7．賃金割増率

8．所定内深夜労働従事者

9．交替制勤務



4．調査の対象期日

本調査は，昭和55年９月30日現在（賃金締切日の定めがある場合には，９月の最終の賃金

締切日現在）の状況について調査されている。但し，一部の事項については，昭和54年１月

以降の状況を調査している。

5．調査の方法

本洲査は，労働大臣官房統計情報部の企Illliのもとに．都道府県労働基準局及び労働基準監

督署の職員並びに統計調査員による実施目計方法により行われた。なお，調査の実施された

期日は，昭和55年１０月１日から同年１１月１０日である。

6．調査企業の抽出

本調査対象企業の抽出は，事業所統計iiIM査より作成した企業リストをサンプルフレームと

して，系統抽出法によって調査企業約6,000企業の抽出を行っている。

目標精度は，産業（製造業及び卸・小売業は産業中分類，他は産業大分類）及び企業規模

別に，調査項目として取り上げられた特定の属性をもつ企業数の全企業に対する割合が50％

のときの標準誤差が６％以内になるように設定されている。

7．主な用語の説明

（１）基本給

名称のいかんにかかわらず，年齢，学歴，勤続年数，経験，能力，資格，地位，職務な

ど，労働者本人又は従事する職務に伴う要素に基づいて決定支給するもので．賃金の基本

的部分を占め，同一賃金体系を適用する労働者全員に支給するものをいい，出来高など労

働の量的成果に対応して支給するもの，特定の条件に該当した場合に支給するものは含ま

ない。

（２）手当

ａ業績手当

作業量，作業時間又は遂行された業績を測定することにより，労働の量的成果と関

連せしめて支給する賃金をいう。

ａ）個人出来高給（能率手当）

労働者個人を単位として，個人が達成した労働の量的成果に対して支給する賃金

をいう。

ｂ）団体業績袷（生産手当）

－９４－



組，作業班，部門，事業所あるいは企業全体等労働者の集団を測定単位として，

労働者の集団が達成した労働の量的成果に対して支給する賃金をいう。

ｂ勤務手当

ａ）役付手当

管理，監督ないしこれに準ずる職制上の地位にある者に対して支給する賃金をい

う。

ｂ）特殊作業手当

標準作業と異なる特殊な作業環境において勤務する者に対して支給する賃金で，

危険手当，高熱手当などをいう。

ｃ）特殊勤務手当

迦常の労働と異なる特殊な勤務に従事する者に対して支給する賃金で，警備手当，

ワンマン手当，交替勤務手当などをいう。

ｄ）技能手当

特定の技能又は資格を有する者に対して支給する賃金で，自動車終備士手当，ボ

イラーマン手当などをいう。

ｃ奨励（精皆勤）手当

１賃金締切期間又はそれ以上の期間において，一定日数以上出勤した者に対して支

給する賃金をいう。

。通勤手当

通勤交通費の全額又は一部として支給する賃金（定期乗車券，回数券等による現物

支給を含む｡）をいう。

ｅ生活手当

ａ）家族手当

扶養家族を有する者に対し支給する賃金をいう。

ｂ）地域手当

同一企業に属する２以上の事業所のうち，特定地域所在の事業所の労働者に対し

て支給する賃金及び同一事業所内においても特定地域に居住する労働者に対して支

給する賃金をいう。

ｃ）住宅手当

社宅施設を有する企業において，社宅以外に居住する者に対して，社宅居住者と

の調整を図る意味で支給する賃金及び居住費補助を目的として支給する賃金をいう。

ｄ）その他の生活補助手当
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家族手当から住宅手当までのいずれにも分類されない生活補助手当をいい，この

賃金には，次のような賃金が分類される。

①単身者と世帯主を区別し，世帯主のみに支給する賃金

②税，社会保険料などで，労働者負担分を事業者が負担する賃金

③別居手当，子女教育手当など

ｆその他の手､'１

所定内労働に対して支給される賃金のうち，勤務手当から生活手当までの賃金のい

ずれにも分類されない賃金をいう。

この賃金には，企業合併その他の事由により生じた不均衡を調整し，均衡を図るた

めに支給する賃金（初任給調整手当，出向手〕'１，休日調整手当など）を含む。

ｇ超過勤務手当

所定就業}]における時間外労働又は所定休日の勤務に対して支給する賃金（深夜勤

務に対して支給される賃金を含む｡）をいう。

ｈその他

上記のいずれにも分類されない賃金をいい，この賃金には，次のような賃金が分類

される。

ａ）臨時に，通常行っている労働以外の労働をなすことに対して支給する賃金（臨時

作業手当など）

ｂ）自己の都合による休暇又は自己の都合によらない休暇に対して支給する賃金

(3)賃金体系

基本給を構成する各種賃金の組合せをいう。

同一企業において，労働者の種類などにより，基本給の決定方法（種類）及び賃金項I」

の組合せが異なることを「賃金体系の別建て」という。

賃金体系については。次の基準により分類している。

ａ単一型体系

基本給の項目が１つのもの又は基本給の項目が２つ以上あるもののうち，それぞれ

の項目が|口１種の型（仕事給型，属人給型，総合給型）で構成されているものをいう。

ｂ併存型体系

基本給の項目が２つ以上あるもののうち，それぞれの項目が異なった型（仕事給・

属人給型，仕事給・総合給型，属人給・総合給型，仕事給・属人給・総合給型）で構

成されているものをいう。
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ｃ仕事給型

基本給部分が職務内容や幟務遂行能力などの仕事的要素のみに対応して決められて

いるものをいう。

ａ）職務給

各職務ごとにその重要度，困難度，責任度などによる臓務の価値を評価し，その

価値に応じて決める賃金をいう。

ｂ）職能給

労Nil者の職務を遂行する能力を基準にして決める賃金をいう。

ｃ）職務・職能給

１つの基本給項目の巾で，職務給の要素に職務遂行能力を加味して決める賃金を

いう。

。属人給型

基本給部分が年齢・勤続・学歴などの属人的要素のみに対応して決められているも

のをいう。

ｅ総合袷型

１つの基本給項目の中で仕事的要素及び属人的要素を総合勘案して決められている

ものをいう。

(参老）

賃金（基本給）の型の分類表

仕事の内容との

対応関係

職務遂行能力との

対応関係

属人的要素との

対応関係
衝金（罐本給）の分類

仕事給型〔Ｉ職務給）

仕靭給型（職能給）

仕事絵型（職務・職能給）

属人給型

○
×
○
×
○
○
×
×

ｘ
○
○
×
○
×
○
×

ｘ
×
×
○
○
○
○
×

総 合 袷型

(注）○＝有×＝無
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(4)賃金表

基本給額あるいは昇給額が労働協約，就業規則等に具体的に定められているものをいう。

（５）定期昇給，ベースアップ及び賞与の決定方法

ａ「定期昇給制度」とは，一定期間勤務し，一定の条件を満たした労働者の基本給額

について，定期的に増額することが，あらかじめ労働協約，就業規１１'｣等で定められて

いるものをいう。

ｂ「ベースアップ」とは，社会情勢，経済情勢などの変化に伴い，現在の賃金額につ

いて，全労働者あるいは大部分の労働者を対象に．あらかじめ定められていない金額

を増額することをいう。

ｃ「賞与制度」とは，夏季，盆，年度末，決算期等に，事業の実績や労働者の勤務実

績等に応じて，労働者に特別に賃金（一般的には，賞与，ボーナス，年末手当，夏季

手当。一時金等の名称で呼ばれているもの）を支給する制度をいう。（結婚手当など

のように，支給事由の発生が不明確なものや一回限り，あるいは突発的事由にもとづ

いて支給するものは含まれない｡）

。「考課査定」とは，一定の勤務期間内における人躯考課（労働者の技能の習熟度や

勤務成績など）により，賃金引き上げ額（率）を決めることをいい，考課査定の結果

如何によっては，賃金引き｣こげ額（率）が（０）となるものを「全纈査定」という。

なお，建前上は「全額査定」としていても，運用面で，賃金引上げ額が（０）となら

ないように，－定額（率）の最低保障を設けている場合には，その部分は「自動決定」

となり，「考課査定十自動決定」としている。

ｅ「自動決定」とは，特に欠格条件に該当しない限り，勤続年数，年齢などにより，

機械的に一定の賃金引上げ額（率）が決められているものをいう。

（６）賃金制度の改定状況

「賃金制度の改定」とは，昭和54年10月から55年９月までの1年間に，基本給，手当，

定期昇給及びベースアップについて改定を行っていることをいう。

（７）モデル賃金（基本給）

正常に進学，卒業後，直ちに入社し，その後標準的に昇格・昇進した労働者の賃金（基

本給）をいう。

（８）所定労働時間

労働協約，就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差

引いた労働時間をいう。

－９８－



(9)週休制

ａ週休１日制とは，１週間に体11が１日ある制度（例えば，日曜日が休日など）をい

う。

ｂ週休１日半制とは，１週間に休日が１日あるほか，１日を通常の労働時間の半分程

度にしている制度（例えば，日ＩＭＩ１日が休Llで，土曜|｣が半休日など）をいう。

ｃ週休２Ｌ|制とは，１週間に体}|が２日ある制度（例えば，土|M1日と日曜日が休日な

ど）をいい，その形態により，次のように分類している。

ａ）完全週休２日制

毎週週休２日制を行っているものをいう。

ｂ）月３１口|週休２１Eliljll

月のうち３週について週休２日制を行っているもの（その他の週は週休１日制又

～は週休１１１半制）をいう。

ｃ）隔週週休２日制

１週おきに週休２Ｈ制を行っているもの（その他の週は週休１日制又は週休１日

半制）をいう。

。）月２１口l週休２日制

月に２週だけ週休２日制を行っているもの（その他の週は週休１日制又は週休１

１１半制）をいう。

ｅ）月１回週休２日制

月のうち１週だけ週休２日制を行っているもの（その他の週は週休１日制又は週

休１日半制）をいう。

ｆ）「その他」

週休日の定めが季節や事業の繁閑によって不定期のものなどをいう。

(10週休以外の休日

国民の祝日，年末年始，盆休み，夏季休暇用特別休日，創立記念[1．地方祭，メーデー

など．週休日以外に労働協約．就業規１１']，`慣行等により体[]と定められているものをいう。

(11）労働時間制度の変更状況

昭和54年10月以降１年間に週所定労働時間．１，の所定労働時間，週休制及び週休以外

の体１１の変更を行っていることをいう。操業短縮や季節的業務の繁閑等による一時的な変

更は含まない。

(121年'１１]休日総数

「年間休日の定めがある場合」とは，労働協約又は就業規則で，週休日を含めた１年間

－９９－



の休日日数（総日数）が定められている場合をいう。

(131勤務形態

ａ「１勤務の労働時間数が一定で，労働時間帯も一定のもの」とは．通常日の所定労

働時間数が日によってことなることもなく（例えば，８時間になったり，６時間になっ

たりしない｡)，かつ，その時間の始業，終業時刻が同定しているもの（例えば，始業

時刻が８時になったり，９時になったり，また，終業時刻が17時になったり，18時に

なったりしない）をいう。

ｂ「１勤務の労働時間数が一定」とは，通常日の所定労働時間数は日によってことな

らないものをいう。

ｃ「１勤務の労働時間数が不定」とは，通常Ｕの所定労働時間数が日によってことな

るもの（例えば，８時間になったり，６時間になったりするもの）をいう。

。「昼勤」とは．労働時間帯が，おおむね５時～18時の間にあるものをいう。

ｅ「夜勤」とは，労働時間柵が，おおむね１７時～翻日の８時の間にあるものをいう。

ｆ「昼夜勤（中間型)」とは，労働時間帯の約半分が昼勤又は夜勤の時'''１帯にまたが

るもの（例えば15時～22時までの勤務）をいう。

ｇ「一昼夜動」とは，２ｕにまたがる継続勤務で，労働時間（仮眠時間を含む｡）が

２４時間ないしこれに近いものをいう。

ｈ「交替制」とは，２組以上に分けられた労働者が組ごとに，又は２人以上の労働者

が労働者ごとにことなった時刻に就業し，－定期l］ごとに就業時転換（例えば，先番

が後番になり，入れ替りに後番が先番になる｡）を行うものをいう。

(１４年次有給休暇制度

ａ「年次有給休暇」とは，労働基準法第39条でいう休暇をいう。

ｂ「新規付与日数」とは，労働基準法第39条でいう年次有給休暇を，年又は年度内に

労働者の勤続年数に応じて，労働者各人に付与された日数をいい，繰越１１数は含まな

い。

(15）出欠勤状況

「所定労働日数」とは，労働協約又は就業規則等で労働すべき日と定められた日数を

いう。

「出勤日数」とは所定労働日数から欠勤日数（年次有給休暇，慶弔休暇などを含む。）

を差し引いた日数をいう。

1００－



行政■■庁

が■谷号ＮｂＬｌ２フ６１

が■用限昭m55dF12月28日なで
二の■五幕匡届人心れ企卒■仁ついては、秘■Ｇ守り．色上ＧらＴよう辱二と

のないのはももるん、技研以外の■的匡用ぃらニヒも絶対Ｅありません．

偏雇=ﾏｱﾗｰI］調査票その１ 昭和５５年賃金労働時間制度総合調査票
（労偽省）

１頁企制度関係

('ピートタイム労偽者及び船且を除いてください.）

Ｉ宜企形ご

基本的Ｒ企の汀定耶位はどのようになろてい

主十か．貸金形憩別に過ＩＴＩ労缶羽ＢｋｔＥ入して

ください．

一hh曲注疸事項

ｕｌとの鷹左でいう「制度」とは、労働巴IKJ、飲食鰹jlIl等

に明示されているものばかりでなく、多年にわたって翼

淀されてぎた実績に基づいて、現在、慣行として行われ

ているものも含み念す．

なお、現在の慣行が飲典鋼則毎に明示されているもの

と兄なっていろ■合には．現在の慣行を「制度」とし出

す．

(2)この飼査は、企乗歴単位として頂宜を行い玄す。本社

卒鋲所だけでなく、支店、出qRnf、工咀毎ｔ台のＬ企黛

全体のものを凪入してください．

（３）特にことわらない限り、昭和55年９月末日（貸金締切

ロがある増合には．９月の最柊の賃金締切日）にH8用さ

れている制度について庇入してください．

(注１）企■の企常用旬■缶丘

昭和55年９月末日現在（拭金碗切日の定めがある出合に比、９月中にjUける吸鱒の貸金戸旬日現在）のnljU労

働者数を配入してください．

竃用労■■と嘘．次のイヌIエロに触当すら者をいい士十・

イ期間*なあ「に叉ｉｔ1カ月をOB上る期岡と定めて瓜ｂｄ【ている労い宕

口１カ月以内のmnU山定めて狙われている労働召又ば【】々■われている労悌者で．８月及び９月の各月にそ

れそ、１８日以上m用さ、たらの

(注２）パートタイム労■宕と此次の労い石をいいます．

１日の所定労価時間が申､R所の－敗的な所定労、時閥よりnｺい”凸者又比１日の所定労働時間が卒集研の一触

的な所定労働UOIM1と同じであっても．１辺の所定労侘曰傲が卒匁所の－１n的な所定労働ロ敵より少にい労働者

(4)回答佃への記入は、次の方法によってください・

イ蚊当田をＯで囲む．

□回呑■が空■のものについては、数字又ぱ蚊当事項

を妃入する．

(5)※のつしdている輯は、田入しないでください．

(8)パートタイム労■者及び鉛HHL･エ茸金制皮関係．Ⅱ

労佃時間制度関係の綱査対奴から除いてください．

(7)用甜等に（配５－イ）辱の符号が付されているものは、

田入要扇の眼明をとくに注意して暁んで記入してくださ

い●

￣

こつ
￣

(注）符号'－４の労働１K…｢5T7FnT扇~五
の２の(1)の＠の労働沮Bkと同数か、又Iiそれ

以上にたり±十．

鰯入要領（配入する前に必ず盛んでください.）

Ｉ貸金巾1度関係

ｌ貸企用⑰・

１１】局面の凪明

イ「基本的Ｒ全」とは．黄金の蕪本的郎分を占め、適用労働蒋全貝を対敗として又靴されるものをいい２丁．

基本的貝金1k.時蛤．ロ袷．（､､などのように一定の期nUに一定の前金が文払わ放る定額mIlのしのと、出来

高袷のとうに生産丘、作糞量などを基巾に文仏わｎろ出来斑払い611のものとに分けら紅土十．

ロ「欠助筍による正引のある月輪」とは．伺金が一応月nA位できめられているが．欠且力した埋合に雄、その

日政分竃け日lPIlIJBして差ＤＩ〈《》ので．いわゆるＢＷｉｎＷ１といわ】ｌろもの*いい在す。

ハ「欠助耳による丑81のない月比」とは．ＴＶ合が月勘位でなめられていて．nｍの労働日数（uLって大nh日

粒）に閥係なく、固定しているものをいいif．

１２１厘入上の生立

イ基本的前金DK「定mnU＋出来高給」の労nＭ;-で、定ｌｌＷｊ郎分が50％｣iA上を占める鳩合にIｴ、定臥$Ｉの餌1ｍ
看として配入して《定さい。

ロ武生形やが渇姶〃lの■合庭ほ．「その他」■に記入してください．
F三F三円

ｑｐ逆府
係呑号

一迫谷号 企色巷号
臣毎分風替号

大 中

虹頂
谷弓

１企負の名存

２本社の所在姑

。
主な

卒

生宜

負

品の名称又

の内

城

客

４

(江１）

企魚の

金言用労働者数

イ

人

《丘３Ｄ
"（－トタイム

労曲者Jしび船■

。

人

ハ（イーロ）

人

■入担当者

斫瓜氏名 ■館

■（氏名）●

市外局谷
（）

ｎ番（内伍■）

貸金形態

何
号 四jH労働岩Rb

定

■

別

時、曲

日１８

月

蛤

,欠助等による

|差引きがある

[菫!Z雛
定額制＋Ⅱ】来弼舵

(鋸：
、叩,ｻｶｴ１－リ}､６
GI、 ）

出来高ｈＢ

そのI也(名鰯）

１

２

３

４
’
５
’
６

７

千

人

合８１（ｌ～７）
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「雨寵~尾~；ﾃｺ１
（パートタイム労憎者及び舶曰を陣いてください｡）

Ⅱ労出時旧制度関係
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｢調蓬璽一重T訂
（'Q-トタイム労偽者及び船員を除いてください.）

調査票そ

６曲扇形矩

名品門でば用している殉rncD形態別に労働者数＊犯人してください．企集金体についての紀入ｂｔ困随な坦合に0ｋ゜中.透所--つを選んで（１吋別な？傭がない限り主泪

な事典所乾沮んでください｡）配人し、その卒業所名を下掴に腿入してください。

Ｂ年次右姶体臣萌度
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<福祉施設制度等調査＞

1．調査の目的及び沿革

本調脊は，企業における福祉施設，制度について，その種類，内容等の実態を明らかにす

ること及び使用者が労働者を〃訓Ｉすることから生ずる費１１］（労働費用）について、その種類

及び額を総合的に把握することを|]的としている。

本調査は，昭和40年より実施してきた労働費用調査を昭ﾎﾞ1147年より，労働者福祉施設制度

等調査と改め，労働費用のほか，企業の福祉施設，制度の状況を合せて調査することとし，

現在に至っている。

2．調査の範囲

（１）地域

日本国全域。但し。一部離島を除く。

（２）産業

次の９大産業とした。

ａ鉱業

ｂ建設業

ｃ製造業

。卸・小売業

ｅ金融・保険業

ｆ不動産業

９運輸・通信業

ｈ電気・ガス・水道・熱供給業

ｉサービス業（ただし，外国公務．家事サービス及び教育を除く。）

１３１企業

上記の産業に属し，本社の雇用する常用労働者数30人以上の会社組織の民営企業のうち

から，一定の方法により抽出した約６，０００企業。

3．調査事項

主な調査事項（昭和55年度調査）は．次のとおりである（詳細は，文末調査票参照）。

（１）企業の属性に関する事項

（２）企業の福祉施設，制度に関する事項

－１０６－



■

ａ住居施設制度及び持家援助制度

ｂ医療保健施設制度

ｃ文化・教養・体育・娯楽及び余暇施設

．その他の生活援護施設制度

ｅ貸付金制度

ｆ長期勤続者に対する報･償制度

９定年退職後の労働者に対する福利厚生制度

ｈ勤労者財産形成貯蓄制度

(3)労働費川に関する事項

ａ現金給与総額

ｂ退Wii金等の費用

℃現物給与の費用

．募集費

ｅ教育[illl練費

ｆ法定福利費

９法定外福利費

ｈその他の労働費11］

なお。本調査の事項は，「労働費川に関する事項」なお，本調査の事項は，「労働費川に関する事項」については毎年調査されているが，

３年に１度は「労働費用の細目の状況」を調査し，他の２年は「企業における福祉施設

の設置及び桐祉制度の状況」及び「労働者の資産形成に関する企業の援助制度」を調査す

るという概ね３年周期のローテーションが行われている。

参考までに昭和52～54年の主な調査嘱項を示すと次のとおりである。

（参考）

昭和52～５４年度調査における主な調査事項

昭和52年度労働費11Ｌ住宅関係施策（給与住宅，住宅関係援助制度），医療保健関係

施策，文化教養関係施策（施設，援助制度），体育関係施設（施設，援助

制度）．余暇関係施策（施設，援助制度），勤労者財産形成貯蓄制度，従

業員持株援助制度など

昭和53年度労働費用，退職給与引当金，年間廷有給休暇利用日数，労働災害付加給付

制度など

昭和54年度労働費１１１，労働者の資産形成に関する企業の援助制度（貯蓄に関する制度，

持家援助に関する制度など）。

1０７－



4．調査対象期日又は期間

企業の属性に関する事項及び企業の編祉施設制度に関する事項については，原則として昭

ﾄﾞｌｌ５５年12月末現在である。また，労働費用に関する事項については原則として昭和55年１)］

から12月までの１年間である。

5．調査の方法

本調査は，労働大臣官房統計情報部の企画のもとに都道府県労働基準局及び労働基準監腎

署の職員並びに統計調査員による実地｢1計の方式で行われている。

6．調査企業の抽出

本調査は。昭和53年ZlJ業所統計調査より作成した企業リストをサンプルフレームとして系

統抽出法によって調査企業の抽出が行われている。

本調査の目標精度は，産業（産業大分類，但し製造業及び卸・小売業については中分類）

及び規模別に次により設定されている。

(1)制度について

制度について特定の属｜性をもつものの割合が50％の場合の標準誤差を産業大分類及び規

模別５％，｜『1中分類及び規模別７％に設定。

（２）労働費用について

標準誤差率が。現金給与総額で産業大分類及び規模別４％、｜｢1中分類及び規模別６％･

現金給与以外の労働費用汁で同５％，７％以内となるよう設定。

7．主な用語の定義

（１）福祉施設制度に関する事項

ａ「福祉施設制度」とは，企業が労働者又はその家族の福祉増進をＵ的として設iiYi,

運営している施設，制度をいうが，この調査では，下記の①～③のいずれかが連衡主

体となっている施設のほか，これらの運営主体が，第三者と利用契約を結び，経賀援

助などをすることによって，従業員又はその家族にその施設を利用させている場合も

含む。

①企業又は健康保険組合

②事業協同組合又は任意の企業グループ

③従業員の互助組織，従業員を組合員とする職域生活協|可組合，企業と従業員の協

同組織の以上の３つのうち，企業が当該団体の事業経費の２分の1以上を支出して
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いる場合，又は２分の１以下であっても事業に必要な施設場所などの大部分を提供

しているもの。

ｂ「給与住宅」とは，従業員に対して，有償又は無償で貸与する世帯用又は単身者11］

住宅をいい，寄宿舎を含む。

ｃ「持家援助制度」とは，住宅資金融資制度，住宅資金積立制度，土地・家屋の分譲

など従業員の持家促進のために行っている援助制度をいう。

ｄ「貸付金制度」とは，従業員の生計，教育，冠婚葬祭等のための貸付をいい，住宅

取得のための大口貸付は含まない。

ｅ「勤労者財産形成貯蓄制度」とは，勤労者財産形成促進法に基づく従業員の貯蓄制

度をいう。

「長期勤続者に対する報償制度」とは，長期勤続者（勤続20年以上の者）のための

‐記念Ａｉｌ１の購与、慰労旅行，慰労金の支給などの報償制度をいう。

ｆ「定年退職後の労働者に対する福利厚生制度」とは，定年退職者（定年のない場合

はこれに準ずる者）の編利厚生を||的とした企業年金の支給，企業又は共済施設の利

１１１，親睦活動の援助などの制度をいう。

(2)労働費用に関する事項

ａ「労働費用」とは，便111者が労'111昔を''1111Iすることによって生ずる一切の費用をい

い，現金給与のほか，退職金等の賀１１１，現物給与の費用，法定福利費。法定外福利費，

募集費．教育iJll練費，その他の労働費用（作業服の賛111,転勤に関する費川，社内報

に関する賛11]，表彰等に関する贄１Ｍなど）が含まれる

ｂ「現物給与総額」とは，所定内給与（基本給，諸手当など），超過勤務手当，賞与・

期末手当などの合計額（現物給与のみとし，現物給与は除く）をいう。

ｃ「退職金等の費用」とは，退職一時金（解雇予告手当を含む），中小企業退職金共

済制度への掛金，退職年金の費川（適格年金への掛金，ilM整年金への企業上横分など）

の合計額をいう。

ｄ「現物給与の費用」とは，通勤定期乗車券，回数券及び自社製品などの支給に要し

た費用などの合計額をいう。

ｅ「法定福利畳」とは，健康保険，厚生年金保険，労働保険及び船員保険の保険料の

うち，事業主負担額及び児童手当拠出金，石炭年金掛金，身体障害者雇用納付金及び

法定補償費の合計額をいう。

ｆ「法定外福利費」とは，事業主独自の施策に基づく負担分で，住居，食事，医療保

健，文化・体育・娯楽，慶弔見舞・狸美容，販売店などに関する費用の合計額をいい，

1０９－



物的施設については、その減価償却費．維持管理費，人件費（施設に専従する者の賃

金，手当など）などを含む（ただし．施設設置に伴う借入金に対する利子費用は含ま

ない）。

なお，この調査では法定外福利費を次の９項目に分けている。

a）住居に関する衝用

企業所有の世帯用住宅，単身者用住宅及び借上げ住宅などに関する一切の費剛

（寄宿舎，寮等における給食及び給食施設に関する費用を含む）のほか，従業員の

持家援助に関する費用を含む。

b）医療保健に関する費用

病院，診療所などの物的施設の維持管理賛のほか，委託ベット契約のための費用，

嘱託医への謝礼，人間ドッグ，健康診断など疾病予防のための費川をいう。

c）食事に関する費用

給食施設，食堂などの物的施設の費用のほか，企業ｌｉｌＩ営の給食施設がある場合の

材料費（労働者から料金を徴収している場合は，その徴収額を差しり|いた額），給

食施設を業者へ委託し又は外部食堂を利用している場合の業者又は外部食堂への補

助金などを含む。

d）文化・体育・娯楽に関する費用

図書館，企業内の学校（教育訓練的な目的のものは除く）。保養所。娯楽室，運

動場Ｊ体育館などの物的施設の維持管IIE灘のほか，運吻会，慰安旅行．各種ｎ１ｉの

費川をいう。

e）私的保険制度への拠出金

企業が，労働者を被保険者とする生命保険等の保険料の一部又は全部を負担して

いる場合の費川をいう（企業年金の掛金は除く）。

f）労災付ｶﾛ給付の費用

企業が業務上又は通勤途l:災害の被災者又はその家族に対して、「１１が支給する労

災補償給付に上積みして支出した費用及び損害保険会社との契約による掛金（１１１害

保険会社等から支給される額は含まない）をいう。

g）慶弔見舞等の賀H1

結婚，出産祝金，死亡弔慰金，傷病見舞金などの慶弔見舞の費用のほか，退職銭

別金，永年勤続表彰に関する費用などをいい，業務上災害又は通勤途上災害にかか

る費用を除く。

h）財産形成貯蓄奨励金，給付金及び基金への拠出金

1１０－



ｐ

Ｕｑ

財形貯蓄奨励金，財形給付金．財形基金への拠出金として，企業が支出した費川

をいう。

ｉ）その他の法定外福利費

①通勤バス，駐車場などの通勤施設に関する費用，理・=美容室，託児所，売店な

どの物的施設に|則する費用

②共済会（又は互助会）への拠出金

③持株援助に関する費用

④健保付加給付，（健保組合からの付ﾉ1111給付は除く）

⑤貸衣裳制度，｜職員会，ホームヘルプ制度，生活指導サービス，誕生会，特約店

の設置などに伴う費用

などをいう。

ｇ「募集費」とは，募集広告費，採用試験に要した費用．採用者赴任手当，募集関係

業務に専従する者の人件費などの合計額をいう。

ｈ「教育訓練費」とは，労働者の教育訓練施没（一般的教養を高めるll的で設置され

た学校は含めない）に関する費111,指導員に対する手当，謝礼，委託訓練に要する費

用などの合計額をいう。

ｉ「その他の労働費用」とは，作業服の費用（安全服や守衛の制服のように業務上特

に必要と認めて支給されるものは含まない），転勤費用，社内報に関する費用，表彰

の費用など上記項Ⅱに分類されない費用の合計額をいう。

己

111



行政管理庁

承認番号

承隠期間
労働者福祉施設制度等調査票

（昭和５５年歴）

栗】２８２２号

昭和564Ｆ５月31日まで 藍…Ｉ廻刑圏１－介垂番伺

厩香菫~三万丁

□；~…|鱗醗…ッ
｢悪蕪願iii宝i二爾雨F=正
、IB入にあたって杜．配入要領をよく銃んでください。

ｌ企業の灰性に関する事項

鵜#街着）

ｚ医療保健迄駐制度

１１）？'桂には．従趣風のための下ildのI9LB蝉保6【施趣（那二潟と利jU突杓を結び、企塁外の麓投を従梁且に利用させている

埋合も含む）がありますか③TjIUの施投の価顕ごとに,A罰する冊号をＯで､､んでください。

－

￣

[、。

可、Ⅵ

Ⅱ企業の福祉施股制度に関する事項

1．住居痘投制度及び持家奴助制度

(1)袷与住宅

自社には、従某日のための給与住宅（可宿舎を含tj）があり主すか。所有形愈別に戸数又は定F1政を胆入してくださ

いの

’１F’Ｌ'」有２１鯨｜有

ｌＴＴ ｌ２ｍＬＬＩＴ
二ＦＲワＬ

刀pH髭Ⅱ

[2）Ｒ靴にＩ士．従業日及びその奴族の健康に対する次のRIIﾎﾘ度（検鯵費縮助を含む）がありますか。鋲当する番号をＯで

囲んでください。

,……□：（……□I：
……□：

□:~…~|騏罵坪。



画室豆２コ

□:…議蘂曇～

調査票その２

｢有」の出合は、下記の ▲その他の生活鰹虹応敏巾1度

（１）戊社には、従笈目のための下肥の生活援護施股（第三者と利用契約を縞ぴ．企梁が背用の一部を鎖肋することによっ

て、企ﾖﾋ外の沈没を従典日に利用させている心合も含む）があり点すか．下記の施投のご麹ごとに咳当する番号を。で

囲んでください。

｡'(;；i1i;i;i鵜L)|(:鰯鵬;）淀 第三者との利用契約によるもの

□荷□無 □有□願蝋｜□有□鯨購頁麓

） 囚一世
雄
一 □有□無□有□鯨託児、保育

３文化．敗妄．体育、娯圭及び余喧之唆

Mt1iには、従集員のための下Ｈｆの緒施投（第三者と利用契約を結び．企纂外の雄jStを従典且にﾈﾘ用させている坦合も含

む）がありますか。下誕の流般の湧類ごとに該当する番号を。で囲んでください．

(2)白祉には、ｕ[典目のための生活相繊零の盟助鱒１度があり企十か。域斑する番叶を○で囲んでください．

鰔嶬…□：…｡“口庶
……□：…-…峰□：

……□：

■▲

膣▲

〔｣」
u」匹軍と

E貢ｆらＬの研
R沓BmRml合可

比

騰趣(學鴎lil鵬謹鰐 □有

０
口醗濫）①図轡

ラブ載璽(蕊澱錨農駕 □有ＩＤ醗）②各舐ク

□有□編育館(雌雄錐鑑ケヅ 卜議-）③体

噸の随
一■

⑤クラ

の巨内鰭(鑑設麟ﾆﾙｿなど □術□鯨

州一判

□裏1邑鰔H:雷!＝”

ソド(聯…-旗どの出 □有□鯛

卜(轡」FJ2jt,聾捷二

匹
回
一
ｍ

異ゴー） □鯨＠コ

囚一町

頤
｜
“

ル（腫内プールし含む）

'百万饗所

蛾項沽段(哩家･海の塾ｽｷｰの家企）

ロ
ロ

、｜回

⑨季節的

クラブ(慨:鮒宴会会合など） ｌｖＴｌ凧⑬社日

※
榔週府県
番号

※

企藁番号
※産業分

大’

類番

中

号 ※
▲￣ｇ軸■－

コニ幻匡癖佃丘



雨~TEz55可
6．長期助暁宕に対する浦伍巾I反

古社には．長期動碗審（助統20年以上の岳）のための頓1,$ﾘ旗がありますか。「有」の廻合は．肱当するすべての呑弓

をＯで囲んでください。

Ｂ動労老財広形泣ﾛｹ毎ｍ度

（１）貴社には.勤労者財産形成貯苫（財形貯蓄）制度がありますか。蚊省する番号を。で囲み．「有」の■合HQ・昭和５５

年11月、１２月の実施状況について肥入してください．

匪一匹一…－

□
□
□
□

配念品の餓与

慰労旅行

慰労金の支給．

…(膿…… )四四 (2)勤労者財直形成貯蓄１M反「有」の企業におたずねします．

宜社にば、財産形成貯舌典杓者に対する次の碇制度があり堂寸か。租麺ごとに制度の有無及び今後の予定について．

それぞれ蚊当する番号ｔｏで囲んでください．

￣

￣

￣

7．定年追荘後の労■者に対する祖や

宙社侘は．定年迫戯者（定年制切

然のいずれか該当する巷号をＯで畳

浄
岨
そ

澱
甥
□
［
川
］
［
Ｎ
］
□
曰

創成

場合はこれにNqfろ老）を対象に祖ＪＩ厚生＊目的とした醐度があり左すか．有・

それぞれの賛閣の該当する番号を。で囲んでください．

｜｜有無
一一一》》》一》》》一叫辨辨辨一一》』梺辨》》’

企典年金の支給実施内容一

（hbIkの砠頭）

|要11鯰勝

咄白
｝

だ、
凸

てし入田に》｛岬鈍「「「「「蝋
Ｊ
１

のそ

）

蝋徽-敗……］ １’’２

※
都道府県
番号

※

企藁番号
肇竃黛分奴香号

大 中

※
▲￣竺含￣

ｺﾋﾟｰ珂丘窮巴巳

頭目 契約労■呑数 預入馨釦
(１カ月分）

預入残高

昭和55年11月末El現在

￣平 人

■十 万同 円千

■HJb55国E哩月末日現在

千 人 +■ ９万 F円

■十 万
巾

■
■
‐

円丁

制度の沮露

似｣皮の

有焦

制度「有」の増合の今後の予定

拡
大
・
拡
充

現
状
雄
持

廃
止
・
姐
小

不

明

別､【「無」の坦合の今後の予定

新
攻
予
定

斬
股
子
宝
な
し

不
明

契励全文Ｗｉ劉度

有
糠

ロ
ロ

□□□□ ５ ６ ７

財形ＩＧ付金制度

有
無

ロ
ロ

１ ２ ３ ４ □□□

財形基金制度

有
然

□
□

□□ロロ ５ ６ ７

財形付取分■制度

有
無

ロ
ロ

□□□□ ６５ ７

財形持家転貸融賓制度

有
無

ロ
ロ □□□□ □□□

財形迅孚転貸肚資制度

有
然

ロ
ロ □ロロ□ ６５ ７



|蟻騨§|議企璽警｡
|壷亟亟

健旗保険の函翔

、労働費用に関する事項

昭和55年１月からｴﾕ月までのエ年間における槌安用（企乗負櫨分）について記入してください．
ただし・との期間による戸山が困甦な場合は、■五泉の表紙に配0Aしてある「御五の期日又は期間」を参照してください．
なお、掠定｣､間を右ⅡUに記入してください．

苗E定担利史（労働者負担分を隙･

鑿
ｌ

政

２
組

３
そ
の
他

保蹟幹事（千分率）

(1)
￣

(2) 等|等
Hf

府 合(算定期間）

白"…|韮
(3)

各月給与支払Hg人氏（常用労働者）
……〔児､【手当法に基づく拠出金〕

･….．〔石炭は集年金基金法に基づく掛金〕

仰
一
⑤
｜
⑥
一
切
一
⑧

二月凸含与宜[△人員１ワカ日』

…〔2体博膏看､扇健巡薩に正づく納付〕Z・現金給与総額（税込額）

Ｐ凹孕

一

一

(』~１
8．途定外福利尺

〕辺■企可の費用 ……〔給与住宅．持家段助導の費用］

…(5熊溌…■運営す…の］..…〔解雇予告手当を含む〕

…(鑿鍵騨鱗馴農１

１襄議|議篝iii蕊’
…|澤鰯且識離職｜
･･･…〔労災上按保Wk等の付卜金額を含む〕

4．現物給与の安用

…･{難:舞寅風梼燃凪助･共済会］

5．寡纂只

,，その他の労■史用巫纂費

…(鰡蝿鍋内頓･作藁叫…］その他の労侭Ｒ凧

６．敬丙餌掠費

粒百馴壊■

i鍵塁
陸1空、~~己￣￣ ヨ

昭和年月日から

昭和年月日まで

幾
一

各月袷与支払人員12カ月合U↑
■万 千 人

(1)住居に関する■用
＋■ 百万 ~TＦＩ

（２）医療保健に鴎する■用

(3)★申に関するＲ用

141文化・体河・蜆狂に関する費用

(５１＄L的保１ｉｔ制度への民出金

(6)労災付加翰付のＲ用

(7)慶弔且河等の費用

(8１
財産形成貯岳奨励金、給付金EＬ
ぴ基金へのDB出金

(9)その他の法定外福利戸

合叶

＋■ 曲〃 ~手F］

＋■

千

回刀

人

千FＩ

＋■ ■万
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＜雇用管理調査＞

小林：雇用管理調査の調査票，その２「人事管理」というものがありますが，昇進，昇格に

ついてのルールを聞いているところは非常に面白そうですね。

畑村：前の田中解析課長が「内部労働市場」にヒントを得て発案されましたが，これらは一

見分かっているようで分からないんです。

小林：官庁統計としてはこれは初めてですねに〆他に経営者の方でiiII1べたものや何かはあるか

も知れませんが。

町田：ルリ査の運11]についておうかがいします。雇用管理調査の項||はどの杼度固定されてい

るのですか。

畑村：大きくは３年に1度ローテーションすることになっていますが，それぞれの,|]身も毎

年多少変わっています。

小林：新しい項目を組む時には．どの範囲で労働行の中で討議して決めるのですかし，

畑村：先ず，担当の課から，このような観点のものを調査したという発案を出して，それを

課長補佐会議とか，課長会議で討議，改良しながら決めています。

町田：資料１の２調査の内容(3)調査事項，ロのｂ昇進の運用方針，ｄ資格制度の有無及び内

容，ｆ滞留年数の定めの有無，ｇ選考蛙準の定めの有無，など非常に細かく調査されてい

るのですが，これは55年が初めてだったのですか。

畑村：そうです。それ以前は，ここまで詳しくは調べていません。昇進制度の有無程度はこ

の６年前の調査にもありましたが，５５年の調査は非常に詳しいものになっています。その

ためにかなり苦労しました。実態がなかなかわからないところをこのように規定づけてい

くことは大変でした。

岸：記入もきちっとしていますか。

畑村：該当する選択肢にマルをつけるという方法をとっていますので。但し，逆にはっきり

しない者も近いものにマルをつけていると思いますが。

町田：例えば資格制度ですけれど，会社によっては資格制度という呼び名ではなく職能等級

制度という形で資格制度に変わるものがありまして，それぞれの職能等級に応じて最高滞

留年数と最低滞留年数を決めている会社もあるのですが，このような場合，名称は職能等

級制度ですが，内容的には資格制度と同じものと思われるのですが……。

畑村：それは調査票その３の④にあるように「役付への昇進とは別に能力や職務内容，勤続

－１１６－



年数等なんらかの基準を設けて労働者の社内序列を定める制度（いわゆる資格制度）があ

りますか｡」という形で定義していますので，幅広くとらえられていると思います。

田路：４頁に調査企業抽出率表がありますが，これは事業所単位ではなくて企業単位の内容

を知りたいということでやっているのだと思いますが，本社の常111労働者30人以上という

ことになりますと，この規模で30人～99人というところはいろいろな意味においてかなり

歪みが出てくると思うのですが。

畑村：企業規模30人以上を対象にしているのですが，その際に本社の躯業所としての単位も

３０人以上のものだけを調査しており，厳密な企業規模30人以上企業と多少のずれがありま

す。

田路：そうなると，ここで調べたいのはあまり小規模の所ではなくて，実際のところどの程

度の規模のところをつかむことを目的としているのでしょうか。

畑村：たいたい小規模の企業では本社を別にもっているものは少いですね。これらの企業の

本社は，工場や販売店等も含めたものが事業所の単位になります。

田路：３０人～99人というのは例外的なものであって100人以上などある程度の規模以上のと

ころの実態をつかみたいという意図で行なわれているのではないかと思ったのですが。

畑村：小規模のところは把握されていると思います。むしろ中規模の企業で本社だけが少人

数の独立したり「業所になっているものが漏れる可能)性があります。これは，１つは技術的

なこともありまして，私共は事業所規模30人以上の名簿を持っているんです。それでj事業

所を抽出しますが，例えば企業規模が100人で。本社としてだけの事業所規模が10人程度

ですと，これについての名簿を持っていませんので調査が出来ない。したがって30人以上

というのが出てくるのです。それから支社を持たない単独企業で30人以上のものはもちろ

ん入っています。

田路：310頁の最後の定年制に関する所の注８ですが，定年制の年齢別で，最も多いという

ことになりますと，例えば製造業で工員と職員に分かれている場合ですと．工員がここに

書かれるということになると思うのですが，そう解釈していいですか。

畑村：はい，そうなります。そのような問題が生じますので，この年はそこまで調べてない

のですが、職種別等で違う場合は職種別に詳しく調べている年もあります。

田路:できれば簡lliな方法でも入れていただければと思うのですが｡

畑村:この年は,在職労働者について細かく調べましたので,定年制についての内容が簡単

になってしまいました。

森（広）：定年制の調査は以前は３年に１度ということだったのが最近は毎年であるという

ことですが，これはいつからなのでしょうか。
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畑村：今，正確にお答えすることができないのですが，５３年頃からではないかと思います。

田路：それから調査票その６の注の１０ですが，会社の方針として決定し，労働者に明らかに

されている場合とありますが，そうなると会社の方針が出て，最終的に労働者に提案する

ということで，この案が労働組合等の反対で入れられないということがあっても大体この

ような方針が出ていれば良いということですか。

畑村：それは違います。これは労働組合が必ずしもあるとは限らず，かえって無いことの方

が多いのですが，そういうところを意識して書いてありまして，組合等から反対されてい

る場合は決まっているわけではありません。

町田：再雇用と勤務延長は含んでいるのでしょうか。Iii川囮用とは－度退lliillして退職金をもら

い，その後同じ会社に再び雇用される。その場合1年２年という期'1Mがあってもその期間

は問わないということですか。

畑村：期間については明確なことは言ってません。少くとも多少の空、が入りうる表現にな

っています。このように定義しています。再雇111制度とは，「定年年齢に到達した者を-

1-1退職させた後，再び雇用する制度をいう｡」ですから期間は入ってないですね｡

町田：勤務延長の方はどうなのでしょうか。

畑村：勤務延長は「定年年齢に到達した者を退職させることなく，引き続き雇用する制度を

いう｡」ということです。

町田：そうしますと，例えば，中小企業で定年制はあるのだが，実際は形骸化していて連用

されていない，そのため引き続き勤務している人は勤務延長ということになるのですか。

畑村：全く形骸化していれば実態的には定年制がないと判断するのですが……。

小林：そういうことは実際に聞きますね。就業規則には定年について〕１１$いてあるが，６０才だ

から定年で退職したというケースは最近ずっといないというのですね。

町田：勤務延長は，規模別にみますと中小企業が多いといったデータがあるのですが，中小

企業に多いということはそういう実態も含まれているのではないですか。

畑村：厳密にそうなっているかどうかといわれると困るのですが，例えば賃金時間制度のと

ころで言ったように，「現在の慣行が就業規則等に明示されているものと異なっている場

合は，現在の慣行を制度とする｡」という定義になっています。実態の方を重んじるとい

うことです。

高橋：調査票その５の退職出向ですが，前の定義によりますと「出向元に復帰することが予

定されていない出向」となりますが，実態的に言いますと，退職出向である年限から移籍

をするという問題があります。籍が異なると退職金の算定基礎も変わります。そのことを

ふまえて考えますと，出向元に復州)しないことが予定されている出向を退職出向と限定し
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ますと移籍の問題は一応除外する，つまり籍の問題は継続して，出向の範囲を調査対象と

すると限定しているとなるのですか。実態的に言いますと，かなり転籍が多いのですが。

畑村：私共もそれと同時に籍は移っていると考えています。

高橋：そうしますと出向という概念が，この場合出向元に戻らないという意味だけではなく

て．籍を切るということになると，解雇ということになりますね。

畑材：この文章で退職ということは別にしまして，出向元に復帰することが予定されていな

い出向となっているのですが，出向ということは籍が一応移った先の籍になるとそういう

ものも含むということです。

高橋：企業籍ですか。

畑村：そうです。実態としてはどうなんでしょうか。

森（博）：ただ出向の場合，給与体系は本社のそれを維持して，籍もそこに置きながらとい

うことだと思うのですが。

畑村：賃金がどこから出ているかは別に考えています。

高見：その出方は組合せが色々あると思いますが，籍の問題は明確で，出向というのは元の

企業の籍を継続させるというのが普通です。ただ，ここで退職出向ということになって，

今までの常識では籍を切らないと理解したのですが，現実には多分ほとんど籍を切ってい

るんですね。そこにメリットを持っているのです。

小林：それは難かしいのではないですか。

高見：退職年齢になれば自動的に籍を切るのですね。そこがこの調査では明確にならないと

思います。

田路：ここでは定年になった人に限るのではないのですか。

畑村：そうではございません。例えば定年が55歳で40歳の時に出向したら，それは定年を予

定している出向ではないので退職出向とはならず，－時出向として扱います。

小林：定年退職直前の出向が多いということで，この調査の目的はその実態を調査するとい

うことにあったのですか。

畑村：そうです。

小林：それなら．定年間近になってからのという定義があった方が良いですね。

町田：今の退職出向なのですが，これは310頁の(19)岐終定年年齢経過後;|き続き歴用します

か，ということと関連して出てくるのだと思いますが，そうしますと退職出向という場合，

今お話がありましたように，実態としては定年直前に出向し，定年年齢と同時に移籍する

という形が一番多いと思います。それを把握したいならば，各企業の高齢者の雇用保障を

どのようにしているかということで，各企業が企業内で定年後雇用を確保する方法として
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は再歴用，勤務延長があるのですが，それに対して企業グループとしては，退職出向があ

るという形で分けて企業の雇用確保として考えて出された質問だったと思うのですが。

畑村：そういう意図はあるのですが，これは必ずしも定年でやめて云々ということではない

のです。結局ここでの狙いは実質上何歳まで勤めることができるのかということです。実

態としましては，例えば勤めている企業の定年が55歳であって，退職出向先の定年が58歳

であれば，その人は実質58歳まで勤められるということがあるということです。

町田：そうしますと．親企業力潤連企業のことまでを含めて答えるということになりますね．

山本：調査票その４の配置転換についてですが，空間的配置転換が実際にあったかどうかは

設問の③で住所を変えるかどうかでとらえられると思いますが，実際にあったかどうかの

（11)の方ではそれが全く入っていないのですが．それをとらえるような調査が別に存在する

のかどうか。あるいは余地がなくて入れられなかったのか。

小林：③は意向がどれだけ考慮されるかということをチェックするのですね。

畑村：ですからそれは変わる状況によって住居まで変わるのならば本人に意向を聞くとかと

いう観点で，’11)の設問は企業側の目的という形になっていますので……。

小林：だから③でわかることは，意向を考慮するという点で、住居が変わるということにど

の程度ウェイトがあるのかということですね。

山本：実際にＵターンとか』ターンに関連した話になるのですね。－企業内での配置転換で，

そういうことがどれだけ起こっているのかを実態として把握できるような調査が他に何か

あるのでしょうか。

畑村：雇用動向調査の中で住居の移動がどの位あるかを調べています。正確には覚えていま

せんが，それでは１割～２割程度だったと思います。若いところに多いですね。

小林：地域移動については，採用の時の管理のルールを調べればわかるかも知れませんが，

最近スーパーなどでは最初に雇った所から移動させないということを条件に孫111されると

いうケースが出てきています。それによって将来移動しても良いという人と昇進のルート

が違うらしいですね。

山本：採用に関する事項ではそこまではやってませんか。

畑村：そこまではやってませんね。

田路：支社採用は昇進できないというように，逆に会社側の制度に基づくものもあると思

いますが，このあたりはおもしろいですね。

畑村：先程の配置転換の有無のことですが，過去１年間に配置転換を行なった企業が63.6％

です。これは規模別に言うと5,000人以上の企業は98.8％，企業内98.8％，一次出向を行

なった企業は94.5％あります。退職出向を行なった企業は56.3％，配置転換を全然行なわ
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なかった企業は1.2％，100人～299人の企業ですと配置転換（79.4％)，企業内（77.9

％)，－次出向（24.5％)，退職出向（8.7％)，全く行なわず（20.6％）となっていま

す。

田路：調査票その４の最後のところですが，今全金の調査をやってまして，それとの関連で

出てくるのですが，部門は企業によって捉え方が多様です。とりわけ技術部門というのは

境界線が分からなくなってしまいます。２点ありまして，まず第１点は高卒の配転先が技

術部門というのが無いということ，案外技術部門で多いのが高卒のグレー・カラーの仕事

を先に進めて技術研究という部門なのです。第２点は現場型の技術者がどこにいくのかと

いう問題ですが，アンケートに答える場合非常に困ると思います。研究所のような形ではっ

きり分かれている所は良いのですが，現場と技術部門が暖昧な所では困ると思います。こ

の点は再考願いたいと思います。

小林Ｈ電機産業は技術者の範囲が割と広くて高卒の技術者が沢山います。

畑村：この辺は悩みの種でして，生産現場でかなり技術的なものを持っているというのは，

そこに入れてしまっています。実態ははっきり分けられるようなものではないので，この

点は問題ですね。

＜賃金労働時間制度総合調査＞

田路：１２頁の（参考）賃金（基本給）の型の分類表の総合給型とは職務・職能，両者混合お

よび属人の全てが含まれるものですか。

畑村：全てというわけではありませんが，属人と仕事の要素が同時に含まれているものです。

長谷川：先程，賃金制度調査の所で55年からやり方を変えられたということなのですが，そ

こで１つ確認したいのですが，５５年の賃金制度の速報が出た時に労働省の方からお伺いし

たのですが，５４年までの場合，仕事給１３１で賃金表がなくてもカウントしていたのですが，

５５年からは仕事絵(3)を全然カウントしなくなったのでしょうか。５４年の賃金労働時間制度

調査の報告では用語の説明のところに仕事給(1)(2)(3)について「仕事給(1)が職務給，仕事給

(2)が職能給，仕事給(3)が職務・職能両方を含んでおり，かつ具体的に規定された賃金表の

ない賃金を言う」と断り書きが入っています。それに対して今回変えられた55年のそれに

関する所を見ても賃金表の有無に関しては触れられていませんが，そのへんどうなってい

るのでしょうか。

畑村：確答はできませんが，賃金表の有無．職務評価の有無は今回の新しいのには入ってい

ないと思います。

長谷川：調査票を見ると賃金表を質問する項目が入っていますね。
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畑村：賃金表の有無を調べていますが，仕事袷とか属人給とかいう区分には使っていません。

私共の方でもっと細かく行なっておりますが，そこでは使っています。

５４年の調査の際の区分はかなり厳密で，実際にそこまで行なわれているということはま

れです。５５年調査も前との接続の意味もあって一応できるような形にはしてあります。

長谷川：５３年，５４年，５５年をlH来型の仕事給体系と属人給体系と総合総体系で企業数の割合

を見てみますと，調査産業計で仕事給体系が53年に４３４％，５４年45.1％，５５年52.4％になっ

ています。ちょっと増えすぎているような印象があるので．仕事給体系の(3)のウェイトが

はたしてどの程度あるのか調べられれば教えていただきたいのですが。

畑村：手もとにないのでお答えできませんが，５５年の仕事給(3)の数字がわかればという主旨

ですね。

長谷川：そうです。変な言い方ですが，もし仕事給体系(3)が増えすぎて，そして'3)は明確な

具体的な賃金表がないのですが，そのために調査としては，より精度を高めるために取り

はずしたいというのならわかるのですが。

畑村：私共は一般に言われている職務給とか職能給とか，そういうものに近づけたという感

覚でいるのですが。賃金表の有無によって，そこまで厳密に一般的に職務給とか職能給と

か言われていないのではないかと思っているのですが。そのへんのvplI1jはよく知りません。

長谷川：もう一点賃金体系に関しておうかがいします。５５年に体系を変えた基本的IIP}||は何

でしょうか。この分類ですと仕事給体系のウェイトは下がってきますね。

畑村：以前のですと仕事に関連していれば，仕事給的要素を持っていれば仕事給としていた

のですが，現実には，むしろ属人給的要素が強いものが仕事給に入っているという感覚が

ありまして，それで一般的な感覚に直したという気持でいるのですが。

町田：それに関連して教えていただきたいのですが，修正では単一型体系と併存型体系は基

本給の項目が単数であるか複数であるかということですね。これは1つの分類の仕方です

ね。それとは別に仕事袷か属人給か総合給かという，いわゆる賃金の決め方の問題ですね，

これは別な区分になるのですか。

畑村：そうです。

町田：職能給を仕事絵に入れておられますね。ここでは職能給も厳密に定礎されておられま

す。しかし，職能給と職務給とはちょっと性格がちがうと思うんですね｡基本的には職能

給は属人給に入れた方が適切と思われるのですが……。欧米的な仕:$i絵と違って，個人別

の評価を重視しますね。

小林：属人給をそう解釈すれば，二つあることになりますね。厳密な意味での職能給はまず

職務評価をやっといて，そしてその職務の遂行能力を規定するというのが厳密な職能給で
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しよう。両方みてるわけですよ。職務の価値づけと，その遂行能力の価値づけみたいなも

のと。能力というのは確かに人のもっているもので．そこで評価すると属人的にみえるけ

れども，見方を変えれば，職務の方からみて，誰でもこの職務というのはこういうふうな

ことをやるんで，それにはこういう能力が必要であるんで，それの形成形成方法はこう

だということで，極端に言うとそこにいる人間におかまいなしに，職務の方から割り出さ

れる能力というものがあるわけでしょう。それを考えればやはり，仕事に基づいて職能給

をつくっていると言えるんではないですか。

町田計仕事との関連を問題にするといっても．職務遂行能力に重点をおいた場合，仕事給と

いえるかどうか。仕事袷という以_Ｌ仕事自体のもつ特徴に重点をおいて，その職務遂行

能力を何らかの形で標準化・客観化する必要があると思います。能力に重点をおいたわが

国独自の職能給には，その標準化に困難が伴い，それぞれの職務ごとに職務遂行能力を標

準化してある欧米の仕事給とは，基本的に性格が異なるのではないでしょうか。この違い

が，日本では職能給形態でも個人別賃金管理ができ．欧米の仕事給のもとでは個人別賃金

管理ができないことに通ずるのだと思います。この違いを反映した分類ができたらと思う

のですＣ

それはそれとして。このような能力重視の職能給の'性格が，潜在能力をも職能給の名称

で評価することにもつながるのではないでしょうか。潜在能力は将来の仕事には関係する

かもしれませんが……。

小林：そういうのは職能給とは言わないんですよ。

町田：職能給といっても実態としては，そういう潜在能力も評価して言っているようなとこ

ろもあるわけで……。

小林：現実にはそうです。個人的には言えないんでしょうね。貴方の主張は人本位に色々潜

在的能力を持っているんだと，だから評価しろというわけでしょう。人の方から出て来る

か，仕事の方から出て来るか，おそらく両方あるんでしょうが。

町田：潜在能力までも評価している職能給運用の実態があるということです。そこで先程の

雇用管理調査の場合は，その運用まで調べるようになった。このやり方を賃金制度調査に

も適用できないかどうか。特に例えば，職能給といっても，非常にまちまちでして，いわ

ゆる職務分析・評価をして，職務遂行能力を純粋に評価しようとする場合と，実際は．職

能給という名称で，あるいは職務給という名称で，実態は年功給と変らないものも少なく

ないんです。ですからそういう意味では雇用管理と同じように賃金管理の制度の方も形式

だけでなくして，連用までも押さえた調査をやってほしいと思うんです。せっかく雇用管

」W1調査ではそこまでなさるようになったんですから賃金管理もしていただきたいのですが…
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田路：ちょっとそれに関連して｡ここに職務給の定義が一応出ておりますが，これは具体的

には，労務者の場合には，特定の商品を作るとか，特定の機械の操作するとか，また課長

の場合には，特定の範囲について企画，実施，部下の指導掌握をするとか，その職務の内

容を明確にして始めて職務の価値が判定できるとともに．それぞれの職務の重要さによっ

て賃金にたくさんの区分が行われうるということになると思うんです。ところが，（ﾛ)の職

能給で「労働者の職務を遂行する能力を基準にして定める賃金をいう」ということになり

ますと，まず職務を細分規定した上でないと，それに対する能力というのは出てこないよ

うに思うんです。上の例で，ある商品を勤務時間内に何個以上作れるとか，ある機械でど

の程度以上の操作が出来るとか，課長の職務でどの程度の業績を上げるとかのランク付け

をするということになると考えるのですが，そこらへんはいかがなもんでしよう。

畑村：厳密には，そこはちゃんと職務の内容とはっきり規定されていて，それだけ能力をもっ

ているかと，まず基準がはっきりしていなければ何とも言えないんだと思います。おっしゃ

る通りでして，一応はそのへんの評価がちゃんと行なわれるかどうかということはきいて

いますが，能力のところはやってはいません。能力のところは，それぞれの資格とか熟練

的な要素等による評価になるんですが。

田路：調査表のⅡで，イで職種，ロで遂行能力という様に，併列的に聞いていますね。

畑村：資格とかになりますとはっきりするんですけれども，その他の要素についてはなかな

かむずかしいです。

町田：今の問題に関連があるかと思うんですが，職務給と職能給に関してです。職務給とい

うのは，1960年代の前半に大手鉄鋼を中心に導入されて，それがゆきづまって職能給化し

ていったという歴史があるんです。最近ではますます職能化してきている。職能給のウェ

イトがふえている。これは基本的な方向だと思うんです。そういう意味で職能給というの

は注目されるわけですけども，職能給の一番の問題点は，職務給にくらべて個人に対する

能力評価を重視しますので，評価基準が客観化出来ないということですね。基準が客観化

出来ないということが一番問題だということを聞いているわけなんですけども，職能給が

本質的にみて仕事袷なら，このような問題はあまり生じないのではないでしょうか。

畑村：おっしゃる通りで．なかなか基準が今言いましたように，資格給的なものがちゃんと

あって評価されるならまだしも，熟練とか何とかという事になってきますとはっきりとし

た評価が出来ないところがあると思います。とくに中小企業等では，ここではおそらく。

ばくぜんとこれは職能給的なと言いますか，能力に応じているものだと感覚的にしている

ところがあるかと思うんですが。

町田：職務との関連を問題にしない，いわゆる能力給というのがありますね。これはどこに
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入るんですか。

畑村：これは，やっぱり職能給ですね。

小林：町田式能力給の方は，やはり職能給にいれるというわけですか，どんな職務があろう

が，こういう能力があるんだというのも，やっぱり職能給なんでしょうか。

田路：いまのお話は，ＩＩＭｉ能給よりは，能力給の方がぴったりくるように感じたんですが。あ

んまり職種と関係なく，能力のある者についてはその給料をあけるというような単純な発

想のように思ったんですけど，如何でしょうか。

小林：両方あるんでしょうね。場合によっては労使の間でそこがせめ合いになったり，経営

者の中でも考えの対立があったりする所なんではないでしょうか。

町田：職能給には，能力給と区別しがたい性格を，本質的にもっているのではないでしょう

か。

田路：特定の職務については有能であっても，管理者としては無能の人がたくさんおり，ま

た逆の場合も少〈ないと思います。

森（広）：労働条件の所で週休２日制がわが国では非常におくれています。日本の場合には，

まだ20％前後です。そういうところから，全体の年間労働時間が非常に長いということが

あるわけで．そうすると週休２日制に向けての企業の一定の将来的な方向性までも，同じ

制度調査の中で'１１|いていいんじゃないかなと思うんですがね．それが週休２Ｕ制をおし進

めていくひとつの要素にもなる気がしているんで，ぜひそれを今後いれていってほしい。

小林：これには有給休暇の調査がないですね。

畑村：最近はやるようにしています。年間付与日数なんかも出来るだけとるようにしていま

すが，厳密には翌年への繰り延べがあり，難しいですよね。この調べ方は簡便なんですけ

ども，年間の新規付与と年間における取得日数です。それで繰り延べ分は，前年と同じ日

数が残されてゆくという一応の前提で調べています。記入者の負担から止むをえずそうし

ていますが，仕事がいそがしい年といそがしくない年とでは繰り越し分も異り，多少の問

題はあろうかと思いますが。

小林：労働省の基準1両)にたのまれたんですけども，中小企業を対象として，これと似たよう

な調査を前にやったことがあるんです。そのときも新規にその年に付与したのを調べたん

ですが，繰り越しはやらなかったですね。

畑村：それでその上の方に勤続年数別に，どういう状況になっているかを調べています。第

１回の研究会の時に，労働時間についての総合調査をやったらどうか，と言われたのです

が。これらも一見簡単に調査できるようですが，この新規付与日数だ､けでも非常にたいへ

んです。本格的にやろうとすれば個人調査をやらないと，ちょっと無理だと思います。
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高見：昨年の秋，実労働時間調査をはじめてやってみたのですけれども，回収率は低かった

ですね。このような調査がほかにはないので答え方を知らないんです。企業の担当者がナ

ショナル・センターに直接聞いてくるようなケースもあったわけです。結局，使えるよう

なサンプルだけを計算してみましたら，とても21000時間などという水準ではないわけで

す。不況で残業が減っていても．実際には2200～2,300時間ぐらいの水準になってしま

うわけなんですね。だからもう労働時間の問題は必ずしも制度だけの問題ではなくなって

いるわけですね。

松永：労働時間の関係で，－回目に出ていないんで誰か今，総合調査をやってほしいという

意見があったようですけども，それも含めて毎勤統計との関係で，調査票の３の所に，所

定労働時間ということで，「休憩時間は所定時間に含みません」となっています。これは

もちろんそうなんですが，よく毎勤統計でも，有給の休憩時間，無給の休憩|}＄'''１というも

のがはたしてちゃんと記入されているかというのはひとつ問題があるんですね。特に私共

も，同盟さんも，同じ様に調査してみました。いわゆる協約協定上ではっきり決まってい

るものについては記入されてくるんですけども，運用上で．例えば工場ではやっているけ

れども本社ではやっていないから，本社の人に（しるとまずいからって言うんで，出てこ

ないんですよ。おそらく10分位あるんじゃないかと思われます。そこのところも,凋杏出来

たらいいですね。

労働省の調査の中で年鑑の形で本として発行されているものとそれから新聞などで発表

されて，本にはならないものとがあると思うんですけども，例えば，ゴールデンウイーク

の休暇がどうとられているか，これはサンプルが200～300で少ないかと思います。つい

最近では今年の夏休みですね，そういうものも出来たら利ILl]しやすいように発表されると

ありがたいなと思います。

畑村：この間（２カ月ほど前）発表されましたのは，聴準局のものなんですが，私どもが５６

年にやった調査はまだ，結果は出ていませんが，それでは連休をどういうふうにとってい

るかということを調べています。

長谷川：関連しますが，ゴールデンウイークの調査で，続けて何日休みをとっているかとい

う調査がありますが，そこでは，企業名を公表しておられるんですが，差し支えないんで

すか。

畑村：これはこういう趣旨の調査ということで，会社に電話等で聞いて調べたものだと思い

ます。了解とってやっていると思います。

長谷川：他の調査と比べてどうも気になりましてね。

畑村：私ども統計情報部が行っている調査は，通常，承認統計で統計数値を出すことが目的
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で，それも具体的会社の名前を書かなくとも，この産業・規模では１社か２社しかないと，

そうすると，もう明らかにわかりますね。統計数字の状態がそういうものはのせない方向

です。ｊｒ印かなんかで数字は伏せたりしています。ですから３社以上の数字の場合はのせ

ますけれども，２社以下だったらのせない形になっています。ｌ社の方が，自分の所をの

ぞけば会社は明らかに分かるというような状態になりますので，２社以下はのせないとい

うことです。

田路：工業統計は個別企業の秘密保持を厳重に守っておられるようですけど，やはり同じな

んですね。

畑村：はい，出来るだけそういう方向でやっております。しかし，何しろたくさん数字があ

りますと，完全にチェックしきれないことがあります。

それから先程の仕事絵との関係でいいますと，例えば54年の調査では次のようになって

います。例えば，仕事の内容の有無がrTで，それから職務遂行能力もあり，属人的仕事の

要素の対応もあると，両方マルがついていても賃金表があれば仕事給一ということでやっ

ていますね。もう少し厳密に言いますと，仕事絵の対応の有無があって，要するに仕事給

があって，それで評価までやっておると，職務遂行能力があろうと，それからその属人的

要素にも関係があろうと，そこらへんは無視しまして，その場合，賃金表があれば仕事給

ということで，企業では属人的な要素もあると答え，職務遂行能力も対応していると言い

ながら，それは仕事給一一と言いますのは，職務給に分類したりですね，ある意味で一般

の理解の仕方とも異る感じの所もありまして，そういう面も直したという感じです。

長谷川：再度，仕事絵(3)についてですが，ここには前にふれました賃金表のないもののほか

にもうひとつ職種給が含まれていますがい他方，５４年までは総合袷のなかにも職種という

ファクターが含まれていましたが。これも55年になりますとどこをみても職種が出てこな

いんですね。それで基本給と，さらには体系の中で職種がどういうような位置づけになっ

たのか，そのへんをちょっと教えてもらいたいんですが。

畑村：職種というのは職務給の中にはいってます。職種という要素によって決まるというや

つは職務給の中にいれます。

長谷川：ところが全然出て来ないんですよ。

小林：いや，ありますよ。基本給の決め方の所に“イ，，ってやつは職務・職種など仕事の内

容に対応して決められていますが，ここで出てますよ。

畑村：確かに，この定義の所でもう少し書いておく必要があると思いますね。

長谷川：５５年の賃金制度調査の所定内賃金の構成についてですが，従来，生活手当には，家

族手当，地域手当，通勤手当，住宅手当などが含まれていました。それが55年の調査から
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は通勤手当を生活手当からはずしていますが，それは通勤手当が概念上生活手当には含ま

ないということでしょうか。もしそうだとすると，何故54年まで含めていたのでしょうか。

畑村：前をくくっていたかどうか，正確には覚えてなかったんですが，概念という点では，

通勤手当は一般的な生活補助手当と少し異ると思います。また，通勤手当の額というのは

非常に大きくなっていたので，それでいっしょにあるという事は，むしろまずいという考

えをもっているわけなんです。

町田：生活補助手当と，,性格がちがうという意味合いもあったわけなんですね。金額が多い

という事だけではなくて。

畑村：ええ，正確には覚えてないんですけどもね，そういう事ではないかと思います。

小林：賃金制度調査では基本給についてモデル賃金も洲べていますね。

畑村：この年特別に調査したのですが，この年はちょっと意図がございまして，高年齢になっ

ていきますと，上の方で頭が下げられるかどうかという問題意識がございまして調べたわ

けです。このように年によってテーマをいろいろ変えまして，やっているわけなんです。

く労働福祉制度等調査＞

畑村：この調査も労働費用の計算がたいへんのようです。先程申しましたように,費目別に,

人件費の計算や減価償却費もそれぞれの所に対応するように計算してくれということにな

りますと大変だと思います。

小林：私もそうだと思います。普通の，日経連などが集計している労働費用，労務費の中で

は，減価償却はのぞいていたと思うんですね。経常賀だけ入れてて，なにゆえ減価償却を

入れないんだろうと思いますね。

伊藤：これはILOでも国際基準に具体化されているんですか。

畑村：ちょっと正確に覚えてませんけどもね，基本的にはILOの基準に乗っとってやった

つもりなんです。減価償却がどうだったかは，正確には覚えてませんけどもね。もっとも，

新築等をやりまして，その時に一括してはいるものはいれていません。それをいれますと，

変なことになりますので。また保険なんかで，労働者の負担分を事業主が代って払ってい

るものがありますが，そういう部分は賃金扱いとなっています。実質的に，労働者の分に

なっているわけですから。

小林：労働組合の方から，労使交渉等で，両立の負担をどうするのか,戦略目標でしよ。そ

こでまた成果というのは，賃金の方へ回されるわけですね。成果は示されないわけだ。

田路：募集費としまして「募集広告費などのほか募集関係業務に関連する者の人件費」等を

も含めるとしますと，退職者に再就職先を見つけるためにはりついている社員の人件徴は
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どうなるのですか。

畑村：退職金，退職費用になるということですか。

田路：ここでいう「労働費用」には労働力を確保するための募集費のほか労働力を効率的に

使うための法定外福利費を含めています。退職関係専従者の人件費は労働意欲を強める効

果の面からみて法定外福利費と似た性質を持っている点を考慮すると同時に，募集費との

対応を図れば素人考えでは，これも「労働費用」の一部を構成するのではないかと思われ

るわけです。

畑村：労働費用には違いないですが，募集費を別にするのならば．やめる方もそうするべき

かもしれませんね。退職者専門に仕事口をみつけている人は，そうかもしれませんね。

高見：234頁の第７項で定年退職後の労働者に対する福利厚生に関し，そういうものがある

かないか，ある場合にはどういうものがあるか答えるようになっています。第１項が企業

年金ですね。ここでは，ただ企業年金を支給するだけ．というかっこうでそれ以外聞いて

ないわけです。企業年金については，今，非常に関心がもたれておりますし,実際には適

格年金で何年払っているか，調整で何年か，というのでは全然意味が違うのですから，同

じ様に企業年金２つにマルをつけても，これは同じ様な福利厚生の制度だとは考えにくい

という側面は最近強まっているわけですね。ここの所はやはり具体的に聞いた方が良いの

ではないかという感じはします。それから，企業年金といっても，退職金をとりくずして

ゆく場合が現実的には非常に多いわけですから，退職金水準といっしょに考えなければ，

制度問題とは具体的にリンクしませんね。このあたりが，何か中途半端な感を免れないわ

けです。

畑村：５６年に退職金支給実態調査で，退職一時金と年金の絡みを色々くわし〈，しかも個人

別に調べているんです。

福祉施設制度等調査によるこれは，定年退職後の労働者に，どういう福利厚生的なもの

が与えられているかを，全体的な網をかぶせたそのねらいの中の１項目として入れたもの

なんです。退職者にもその企業の施設を使わせるとか，そういうのも出て来ているようで

す。

小林：賃金労働時間制度調査は，調査方法が書いてありまして都道府県の労働基準局などと

なっていますが．膿用管理調査はどうなっていますか。

畑村：雇用管理調査は，本省から郵送で送りまして，未回収の所を安定所の職員等が督促に

行きまして回収しています。

小林：発表は，今日の３制度調査はいずれも全国一本でやって，地域別には出来ないんです

か。
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畑村：はい，こういうのは，地域的にと言ってもみんな東京に集まっているんですね。そし

て中身は各都道府県にあるんです。事業所ベースのとちょっと性質が違いますね。

小林：大きな企業はそうでしょうけど，いなかの会社などはそうではないでしょう。それか

らさっきの定義の問題になりますが，常用労働者とは言いながらこれまでにも触れていた

だきましたようにおそらく，常用名義だろうということになるのですか。

畑村：雇用期間を定めない本採用の労働者は問題ないのですが，臨時の労働者を厳密にこの

定義によって，ひとりひとり前の月はこうだとか，いちいち確かめるわけにはいかないと

思うので，常用名義の労働者だけを書いているところもかなりあると思います。

森（広）：賃金労働時間制度の総合調査のその１とその４は毎年必す調査されますね｡そして３

と５は要するに年度によって内容を変えるという事ですね。調査の事項の２頁の所で言う

と，そのlその２と言うのがイ，ロ，ハ，二，ホ，とあって括弧の５の中の賃金制度関係

の括弧のイ，ロ，ハ，ですね。

畑村：ここは，厳密に言いますと，④～⑦あたりは若干変えたりしています。(2)の基本給の

中身の右側の方に昇給制度の有無とかありますね。退職金制度とか，ここらは中身的に若

干変えている事があります。

森（広）：④⑤⑥⑦の所ですか。

畑村：ええ，それからその上の所に，職務・職能等の要素による区分云々と書いてあります

が，ここらはその年によって変わります。この時は初めて入れたんですが，細かく言いま

すと若干変えています。基本となる部分はつないでおります□

森（広）：そうすると，その③とその⑤に入ってくるものは調査事項で残っている部分，例

えば，この調査で言いますと，その３はモデル賃金ですね。その⑤は勤務形態がはいって

いるわけですが，あとはいくつか調査事項にのせられていますが，それ以外のものがその

③なりその⑤なりにはいるということですね。

畑村：例えば，５４年ではこれの代わりに賃金の割増率等の事項を調べたりしています。時間

外労働，深夜の割増率，週休日の割増率とか，それから交代制についての周期を調べたり

もしてます。

町田：例えば55年の場合のモデル賃金ですね，モデル賃金をなぜこの年に調べたかと言うと，

賃金の頭うちがあるんじゃないかと言うわけですね。そのように各年そういう時々の問題

を調査されるわけですね。

畑村：各局にどういう事を調べたいかという要望があるわけです。その要望の出具合により

ます。特に強い要望などもありまして。
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今年の分については，１０月に実施する予定ですが，いま行管とかけ合っているところで

す。これでは，モデル賃金についてかなり詳しく調べようとしています。

森（博）：毎年そういう調査項目を入れる場合，いちいち承認とられるわけですね。その場

合，行管はどれくらいコミットするのですか。

畑村：行管がチェックします観点は，企業の方に余計な負担，過度な負担をかけないという

点がひとつ，それから，同じ様な項目がすでにあるような場合，それでも更に必要かどう

かと調査間の項目の調整，もう一つは調査技術上の問題と大きく３点ですね。かなり細か

いことを言います。

小林：先方には労働統計の専門家がやはり居るわけですか。

畑村：とくに労働統計の専門家と言うわけではありませんが，それぞれ担当者がいて，主と

して労働関係．農林関係，通産関係を中心にみる担当者がいます。

三潴~：この種の調査では，省庁との重複というのはありえないのでしょう。

森（博）：ただ，福祉施設調査なんかは厚生省なんかと重複するのはありませんか。

畑村：いえ厚生省はそういう観点からはやりません。

三潴：行管ではこういうことを言いませんでしょうか。業務の記録でもこのようなことは分

かるのではないかと。

畑村：それはあります。

三潴：言われてみればなる程と思われる事もありますか。

畑村：よく言われますのは，災害関係です。それは労災保険の資料から得られると。しかし，

業務資料からだけでは他の項目とのからみでは弱いです。

三潴：パートを除くってありますが，パートの定義と言うのは決まっておりますね。所定時

間以外で勘らく者という定義ですね。こういう定義は調査を受ける側には徹底しています

か。

畑村：これはなかなかむずかしい所なんですね。私どものパートと言いますのは，一般的に

は，一般の労働者，他の労働者よりも日数が少ないか，又は他の労働者よりも時間が少な

いか，両面からみているんですが．いずれに該当してもパートとしていますが，そこらへ

んは名義的になる可能性が非常にあります。

小林：常用的パートもはいります。

畑村：常用的パートは，私どもの定義からは常用労働者です。ですけれども会社の方では，

パートはパートと身分的に雇っている所が多いので，そこらへんむずかしいところですね。

三潴：集計表示される場合に，企業規模別というのがあります。その規模別というのは従業

員ですか。資本金規模別というのはないのですか。
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畑村：ありません。

高橋：要望ですが，労働費用の総額は売上高だとか，色々な企業のベースになる数字と比較

しうる統計をとってもらいたい。いわゆる広い範囲の労務賀コストが資本の全コストの内

にどれくらいかかるか，そういうふうな数字をどこかで取りたいわけです。なぜこういう

ことを要請するかといえば，近年のマイクロコンピュータを中心とする技術革新の動向を

みますと，非常に生産性は上がるんですが，労働費用はむしろ下がるというような事が考

えられます。とりわけこの法定福利費の場合にも，これから従来型の人頭方式によって負

担部分を計算するのは社会の時代的要請に合わなくなるのではないでしょうか。富の分配

の仕組みを新しく再編成するという意味からいって．企業の福祉負担部分の算定根拠をた

とえば付加価値額にもとめるという方向を今後は考えなければならないのではないでしょ

うか。

小林：通産省などとの関係でその点はやりにくい詞はないですか。

畑村：かなり内容がオーバーラップしたり，目的が踏込み過ぎるようなことになりますと，

まずいですが。労働費用なら労働費11]とのかかわりで必要な項目を,洲くることはどうとい

うことはありません。

高橋：それと関連して，さっき言いましたように，年金もそうですしね。企業の方は１人､'ｉ

たりの人頭税みたいなものですよね。それがどうも企業が付加する(,li価額に，」1然比例し

ないわけですからね。

松永：ひとつ，これは出来ればということでお願いしたいことですが。制度調査ですのでな

かなかむずかしいのかもしれませんけれども．労働費用に関しては，日本では建前ではブ

ルーとホワイトの間で賃金は変わらないとなっていますのでこれでかまわないのかもしれ

ませんけれども，諸外国の統計をみるとほとんどが生産労働者で出て来るわけですね。

ＩＭＦ－ＪＣの場合，これと労働費用の方から引っぱり出して比較すると，こっちがホワ

イトにはいっているので比較しにくいんですね。そんな別のものを比較対照出来るという

ものがあったら便利なんですが。

畑村：かなり作ったような数字になっちゃいますね，どうしても。

長谷川：直接関係ないことですが，教えていただきたいのですが。現在，たとえば発展途上

国に，｝｣本政府の経済協力，技術協力の一環で各種制度調査のような統計のノウハウとい

うか。調査票のつくり方から回収，公表のフォームまで含めてどの程度の「協力」をやっ

ておられますか。私の知る限りアジアでは韓国を例外としておおむねシンプルです。近年

東南アジア諸国でも統計は整備されてきていますが，例えばある国では政府の役人自体が

政府機関の統計をあまり信用していない。また、シンガポールは他のＡＳＥＡＮと比

1３２



べて精度は高いですが，それでも例えば労働市場関連の調査，統計は日本と比べるとやは

りシンプルですね。今後欧米との比較ではなくてアジアとの労働条件や労働市場構造を比

較することが必ず必岼要になると思いますのでお伺いしたいのですが。

畑村：先週から約1カ月間，セミナーという格好で今やっているんですが，向うでは調査票

を集めるという事がまず大変なようです。郵送調査とか色々あると言いましたらびっくり

するんですね、どうして集まるのかってね。これには教育水準，社会的しくみ，政府機関

等の問題があって，教えてすぐ何とかなる事でもないんで，正直言ってそれが悩みのタネ

なんですね。

三潴：今おっしゃったセミナーと言うのは，労働省でやっておられるのですか。

畑村：労働統計セミナーと言いまして。国際協力事業団が行う援助の一環で労働省がバック

アップして，労働統計に関する特別のセミナーやっておりまして，今年で４回目になりま

す。

三潴：ILOはそういうトレーニングみたいな事はやっていないんですか。

畑村：アジア統計研,修所（AJITO)と言っていますが，これは国連の機関だと思います。

高橋：ILOは不定期には労働組合調査活動だとか統計だとか，地域に，とりわけアジア

に対してやります。

三潴：大きな労働組合はそういうことをなさることはありませんか。

長谷川：私の知る限り総評関係ではやっていません。

1３３



 



Ⅳ.労働組合基本調査，労働災害動向調査，
労働生産性統計調査

<労働組合基本調査〉

1．調査の目的及び沿革

この調査は，我が１１１におけるすべての労働組合を対象として組合員数，加盟組織系統等の

状況を調査し，組合及び組合員の地域別，産業別，加盟上部組合別の分布等労働組合組織の

実態を明らかにすることを目的としている。

本調査の沿革についてみると，労働組合に関する調査は，明治33年12月から同34年４月ま

で，農商務行商工局によって実施されたことに始まる。しかし，この調査は，その調査方法

及び内容をみても特定の労働団体を対象として事例調査的に行われたものであり，しかも，

散発的な資料収集の程度にすぎず，現在のいわゆる統計調査の領域に入るような性格のもの

ではなかった。

その後，大Ilﾐ７年10月の内務省の府県通達「労働団体及び資本主業務上の'１]体設立に関す

る件」に基づき、同省警保局が主管して労働団体の全国的調査が行われたのが労働組合に関

する統計凋杏の始まりであり，以降、同省社会局を経て厚生省労働局，勤労局及び労政局が

111間次これを主管し，昭和19年の中期まで継続されており，調査結果は，大正７年分から昭和

16年分まで公表されている。

昭和19年の中期よりlil21年前期まで調査は一時中断されていたが，昭和21年６月の厚生省

訓令「労働情勢報告例規」に基づいて厚生省労政局において昭和20年９月分より「労働組合

設立解散統計」（毎月の設立解散状況及び月末現在数の調査）が開始され，昭和23年９月分

から労働省労働統計調査局に移管となり，以後継続して調査されていたが，昭和24年６月の

改正労働組合法により労働組合の設立又は解散の届出制が廃止されたため，この調査も昭和

24年５月分をもって廃止された。

一方．上記の設立解散統計とは別に，昭和22年６月30日現在及び同年12月31日現在をもっ

て全国一斉に悉皆調査として「労働組合調査」が実施され，昭和23年６月30日現在の調査以

降は「労働組合基本i凋査」として毎年６月30日現在をもって凋査され，現在に至っている。

（注）本調査は，昭和58年においては，「労使関係総合調査・基本調査」として同事項に

ついて調査されることになっている。
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2．調査の範囲

我が国にあるすべての労働組合とし，国家公務員又は地方公務員の結成する職員団体のよ

うな労働組合法に基づかない団体も含む。

3．調査事項

主な調査事項は，次のとおりである。なお，本調査の調査事項は毎年固定して調査が実施

されている（文末調査票参照）。

ａ組合の名称及び代表者名

ｂ組合事務所の所在地

ｃ企業の名称

ｄ組合本部の名称及び所在地

ｅ組合員が所属する事業所の主要生産品名又は主要事業の内容

ｆ組合員数

９企業の全常用労働者数規模

ｈ加盟上部組合の名称

ｉ労働協約の締結，適用の有無及び種類

ｊ組合組織の地域的範囲

ｋ構成組舎の名称，所在地及び組合員数

１適用法規

、新設又は解散の遇

4．調査対象期日

５６年６月30日現在

5．調査の実施方法及び集計の方法

本調査は，労働大臣官房統計情報部が企画し，都道府県労政主行課及び労政事業所の職員

がこの調査に従事して，自計及び他計の併用の方法によって実施されている。

労働組合の代表者は，所定の調査票に自計式の調査事項（前項のａ～ｋ）を，都道府県労

政主需課及び労政事務所の職員は，前記の調査票に他計式の事項（前記のｌ～、）を記入し，

記入の完了した調査票を審査して労働大臣官房統計情報部長に提出する。

労働大臣官房統計情報部においては，船員法第１条に規定する船員の結成する労働組合に
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ついて運輸省船員1口jが行った調査結果をも含めて中央集計し，結果の公表を行っている。

6．主な用語の定義

’1）労働組合

この調査における労働組合とは，労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善そ

の他経済的地位の向上を計ることを主たる目的として組織する団体及びその連合団体をい

う。

（２）この調査では，労働組合を単位組織組合，単一組織組合及び連合団体の３種類に区分

している。

ａ単位組織組合

規約上:'1該組織の構成員が労働者の個人加入の形式をとり，独自の活動を行い得る

￣下部組織をもたない組合をいう（例えば，中小企業の組合に多くみられるように１企

業ｌ事業所の労働者で組織されていて，支部，分会など下部組織を全くもたない組合)。

ｂ単一組織組合

規約上当該組織の構成員が労働者の個人加入の形式をとり，かつその内部に単位組

織組合に準じた機能をもつ組織（支部，分会等）を有する組合をいう。

なお，単一組織組合の各組織段階のうち，最上部組織を本部，独自の活動を行いう

る最下部組織（例えば，支部）を単位扱組合といい，その中間組織（例えば，地方本

部，地区本部）を連合扱組合という（下図参照）。

単一組織組合

{瀧灘

単位扱組合＝支部(分会）

ａ＝個々の組合員を示す．

｡●●●●●●●●●●●●●●b●□◆●●⑪●●●●凸｡●●●●●●●■ﾛ●●●●●･●●Lの■●■■●｡●■□●●□已●●C■■ﾛ●●●､●｡●｡●●●●●●●●
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連合団体

規約上，当該組織の櫛成員が労働組合の団体加盟の形式をとる組合をいう。

協議組織

連合団体のうち，加盟組合の連絡，相互援助等を目的とするにとどまるものをいう。

Ｃ

．

連合組織

協議組織のうち，その決定が加盟組合を拘束しうるものをいう。

ｅ
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昭和５６年労働組合基本調査（６月30日現在）

単位組織組合調査

様式第１号

④園行政管理庁

承認番号Nql3142

承認期限昭和56年10月３１日まで

票
労低省

組合卒務所
の所在地

電話（）ＴＯ報告区分（既設、新設、解散、転入、転出）

企業の名称
組合の名称

及び代表者

氏名印

組合貝が所■す
る事業所の主要
牛走品名又は主
要卒業の内容②

一労政主管事務所

】ｕ人１．０００人ＥｍｏＡ釦ｕ人１００
、

合が司祭君
~蹄鉄Ｌナー桶

Ui箭司、面の上部NHI合@

］
⑭
①

労働省提出用Ｏ印及び※印梱には記入しないで下さい。 衝考

３加盟上部組合の名称
すべての上部組合の名称を該当欄に記入し、
加盟系統かわかるよう実線で結んで下さい。

当
組
合

(ｲＩ

地区・都道府県組織

１ 地評

２ 地方同盟

３ 地方中立

(ﾛ）

地方組織
しり

全国総織
堅
そ
働４，体・
の他

Ｏ絵評

Ｏ同盟

○新産別

○中立労連

０
その他の
主要組合

(IMF-JC）

化学エネル
ギー労協

ｏ無加盟

４労錐餡約の

締結、適用の

有無及び種類

(ｲ）貴組合が当事者と（ﾛ）上部組合が締結(ハリ協約の穐類
なって締結した協約した協約の適用

(切る潔

町田ii巴

I有に。印
もの

労働晶
抜に基

土出走

単
づ

）

法・賃確
き篭結し

その他の鴎的

Ｏ適用法規

１ ２ ３ ４ ５

労組法公労法地公労法国公法地公法

Ｏ新殿解散理由

事業所新設・拡張による新設

組織変更による新設

組織の分裂による新設

その他の理由による新設

事業所の体廃止による解散

組織変更による解散

組織の分裂による解散

その他の理由による解散

１

２

３

４

５

６

７

８

※
OIB毎沮府圦缶丹●労政主管本務所缶丹．■合否丹

⑥
都道府県
番号

⑥
労政主管事務所

番号
０組合番号

０百

大

業分類番号

中
１組合貝数

男子

千 人

女子

千 人

合計

千 人

燕 加盟上部 ※Ｊ、エ
※

２企業の全常用

労働者数規模

5.000人1.000人500人300人100人３０人２９人
ト1１１}

以上4,999人999人499人299人９９人以下
その他 国公営

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９



ＨＨＩ:１１５６年労鯲１Ｗ,艸凋M61j3011｣Ｍ）

iii－－組織組合の下部（iii位扱組合）調査票 唖ら
様式第２号

もi戯祷111斤

ノ倹魍ｉＷ

’倹IJ2WI限

労他省

Nul3143

1Il{｛I156fl:ＩＯＩＩ３１１１まて

識（）

｡、報告区分（既設、ｊ(h鋼．羅敵、転入、任出）釘
則
靴

一
の
代
名
一
の

一
合
ぴ
部

一
組
及
氏
本

掴印

『］女
一(-L十一当一色
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<労働災害動向調査＞

1．調査の目的

この調査は，主要産業における毎四半期及び年間の労働災害の発生状況を明らかにして，

労働行政の基礎資料とすることを目的とする。

2．調査の種類

この調査は甲調査及び乙調査の２種類に分かれている。100人以上の常用労働者を雇用す

る事業所を対象として，毎四半期及び年間の労働災害の発生状況を調査するものを甲調査，

10～99人の常用労働者を雇用する事業所を対象として，年間の労働災害の発生状況を調査す

るものを乙調査としている。

3．調査の範囲

（１）地域

ロ本国全域。ただし，－部離島を除く。

（２）産業

日本標準産業分類に定める産業のうち，次に掲げる産業である。

ａ林業．狩猟業のうち林業

ｂ鉱業

ｃ建設業

ｄ製造業

ｅ運輸・通信業

ｆ電気・ガス・水道・熱供給業

９サービス業のうち，洗たく業，自動車整備業，機械修理業，建物サービス業及び廃

棄物処理業

ただし，乙調査の30～99人規模については，建設業のうち総合工事業を除き，また，

１０～29人規模については，製造業のうち食料品．たばこ製造業，木材.、木製品製造業，

家具・装備品製造業，パルプ・紙・紙加工品製造業，窯業・土石製品製造業，金属製

品製造業及び一般機械器具製造業のみである。

（３）事業所

ａ印調査

上記(2)の産業に属し，100人以上の常用労働者を雇用する民．国．公営事業所（管

1４４－



理事務部門のみをもって構成する事業所を除く。）のうちから一定の方法により抽出

された約14,000事業所。

ただし，建設業のうち総合工事業については，労働者災害補償保険の概算保険料が

６０万円以上又は請負金額が９，０００万円以上の工事現場としている。

ｂ乙調査

上記(21の産業に属し，１０～99人の常用労働者を雇用する民・国・公営事業所（管理

事務部門のみをもって構成する事業所を除く。また，１０～29人規模については，民営

事業所のみ｡）のうちから，一定の方法により抽出された約6,500事業所。

ただし，林業については民営事業所のみとし，３カ月の延労働者数が1,800～６，０００

人である事業所を対象としている。

(4)労働省

一(3)の事業所に雇用される労働者で，常用労働者のほか臨時日雇労働者を含む。

ただし，鉱山保安法適用事業所と総合工事業の工事現場については，そこで働くすべて

の労働者，すなわち､１１０１用，下請その他名称の血Ⅱ何を問わず，鉱山又は工事現場で働くす

べての労働者としている。

4．調査事項

主な調査事項は次のとおりである。なお,本調査の調査事項は毎年固定されている（詳細

は，文末調査票参照）。

ａ事業所の全労働者数

ｂ調査期間中の延労働者数及び延労働時間数

ｃ事業iﾘT規模及び企業規模（常１１１労働者数）

ただし，建設業総合工事業については工事の請負金額

．労働災害による死傷者数及び労働損失日数

5．調査の対象期間及び期日

ａ甲調査

ａ）四半期調査の対象期間は，昭『l]56年１期（１月～３月），Ⅱ期（４ﾉ]～６月），Ⅲ

期（７月～９月）及びⅣ期（10月～12月）（給与締切日の定めがある場合は，調査期

前期の最終給与締切日の翌日から凋査期の最終給与締切ロまでの３カ月間）とし、調

杳はiilM杏対象期間のそれそ゛れ末日現在（給与締切□の定めがある場合は，調査対象期

間の最終給与締切日）について行われている。

－１４５－



ただし，４の。（労働災害による死傷者数及び労働損失日数）については，調査対

象期間の３カ月'1Mに発生したものについて，当該調査対象期間の最終|]から２週間経

過後の状況が調査されている。

ｂ）年間調査の調査対象期間は，Ｉ期からⅣ期までの１年間とし，調杏は12月末現在

（給与締切日の定めがある場合は，調査対象期間の最終給与締切日）について行われ

ている。

ただし．４の。（労働災害による死傷者数及び労働損失,,数）については，凋査対

象期間の’年間に発生したものについて、当該調査対象期間の最終日から２週間経過

後の状況が調査されている。

ｂ乙調査

昭和56年１)]から12ﾉ]までの1年間（給与締切日の定めがある場合は．前年の岐終給与

締切日の翌日から本年の最終給与締切日までの1年間）とし，調査は12月末現在（給与締

切１１の定めがある場合は，調査対象期間の最終給与締切｢|）について行われている。

ただし，５のｄについては，調査対象期間の１年間に発生したものについて，調査対象

期１M]の最終ロから２週IHI経過後の状況が調査されている。

6．調査の方法

都道府県労働基準局及び労働基準監督署を通ずる自計式通信調査である。

ただし，鉱山保安法の適用を受ける鉱山については，通商産業ご省立地公窯1｢0j，鉱'11保安

督局（部）を経由して実施されている。

7．用語の定義

（１）労働災害

労働者が業務の遂行中。業務に起因して発生した災害により．死亡又は身体の一部を喪

失あるいは身体の一部の機能が不能になった場合，又は療養のため１日以上（負傷当ｕを

除く。）の休業を伴った場合をいう。

（２）労働不能程度

労働災害による被害の程度により次の４段階に分類する。

ａ死亡……労働災害のため死亡したもの（即死のほか負傷が直接の原因で死亡したも

のを含む｡）

ｂ永久全労働不能……永久的に有給労働に従事できないもの。

ｃ永久一部労働不能……身体の一部を完全に喪失したもの，あるいは身体の一部の機
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能を永久に不能にしたもの。

ｄ一時労働不能……上記以外の災害で１日以上労働不能（負傷当１１を除く。）となっ

たもの（不休災害を除く。）

(3)度数率

100万延労働ｌ１ｌｉｌＩＩ１ﾖj1たりの労働災害による死傷者数をもって災害発生の頻度を表わした

もの。すなわち洲査対象期間'11に発生した労働災害による死傷者数（100万倍された）を

同じ期間[|]に危険にさらされた全労働者の延労働時間数で除した数値で，その算式は次の

とおりである。

度数率＝労働災害による死傷者数×1,000,000
廷労働時間数

(4)強度率

］,０００延労働時間当たりの労働損失日数をもって災害の重篤度を表わしたもの。すなわ

ち．調査対象期'１１１１|]に発生した労働災害による労働損失日数（1,000倍された）を同じ期

間中に危険にさらされた全労働者の延労働時間数で除した数値で，その算式は次のとおりで

ある。

…-鵜i;蒜;;×LOO、

なお，労働損失１１数は下記の基準により算出する。

ａ死亡………………………7,500日

ｂ永久全労働不能……………7,500Ｕ

ｃ永久一部労働不能…………下表による。

ｄ一時労働不能………………暦日の休業日数に
３００

を乗じた［I数
３６５

－１４７－

身体障害等級
(級）

４ ５ ６ ７ ８ ９ 1０ 1１ 1２ 1３ 1４

労働損失日数
(日）

5，５００ 4,000 3，０００ 2，２００ １，５００ 1,000 6００ ４００ 2００ 1００ 5０



労働災害動向調査甲調査票〔Ⅳ期(10月～12月）分〕 働労 省

行政管理庁

承認番号No.13069

承認期限昭和58年３月31日まで

１１月２０日までに所轄の労

憧ｉｆ室iIfiEiL里竺

ﾘTの円TT歪jUB

１．本宰所の全労伍宕数（調査期間末）２．■五期Ｈ中の延労■宕敏及び延労■時腿数３．事業所の常用労伍き戯及び企準の常用労■宕数（調査期1釧末）（談宵するものの番号をＯで開む）

介葬の ２３４５

用０００】000人500人300人1100人

4,999人999人’499人１２９

(2)

鰯lhoOoil對淵悪１１，河

4．労岱不能程度別労缶災害による死傷者数及び労岱損失日数

⑩～⑤０

5．永久一郎労岱不能災害の身体障害等級別内訳」
（
⑭ ７．－時に３人以上の死傷者を伴った災呑発生件数及び

災害の種類

件
(1)発生件数

ヨ数）｜目－５００日'４－０００日'３．０００日'２．２，０日Ｉｌ５００ｆＪｌＯＯＯＨｌ６００ｕＩ４００ｕｌＺDOB［ＩＯＯ且１５０１ゴ

囮１イ．短

６．度倣串 E異ヨリ・

を｡でif壇
労働災害による死傷者数（４．の(1)の⑦）

度数率 ”1,000,0001(小散点以下…費で〕廷労働時間数（２．の(2)）

１．事業所の全労働宕数（各期末人ロの乎均）２．年間の廷労働者数及び廷労働時関数

一力働帝政

…;鵜ｌＦ:二一$
(,）延蒟働老数’百万

人
一
鋼年間（１月～12月）分

３，年間の労■不能程度別労■災害による死傷者数及び労働損失日数

時労働不能－－－－;iiiﾛｸ王能程度①死
一一一

項１１－－－－－些

計〈□⑥
７
ｉ
ｌ

一
千
千

①⑦
｜
’

②永久全労働不能③永久一部労働不能， 休業８日以上｜⑤休業４～７Ｈ⑥休業１～３日

(1)労働災害による死傷者数

回労働損失日数
日’二ｆロ 千日

４．年間の永久一匁労働不能災害の身体障害導毅別内訳 注）1．調査票の3C入にあたっては，「調支票`d入要領」を

熟読の，え正確を期して下さい。

２．二の調壷票は，２部作成し1部は事業所の控とし．

他の１部を１月20口までに所幡の労働基準監督署に提

出して下さい。

jijil査票提出月日月日

三面、一一一一一塾通子等延'４級’５級６級７級８級’９級'10級１１級'12級'13級'14級|合叶
(1)負傷者 故（人）

数)'5,500日l4pOO卜113,000日12,200E11唖００日10001］600H4qq日-299回’100日|印日疸労働損失日数(１人についての日数）(2)
￣

(3) 労働損失日数((1)x(2)）（日）’

府ﾘﾄﾞL番号、併業所番号
ｌ大

産業分類番号

巾 '１， ｜綱

E:霊ﾆｰｰｰｰ云二＝F醐支耐耐~￣F平亟I晉五=厚

l=i:二］

全労働者数
千「人

全労働老数
千人

妃入担 当者部課

部

及び印

課

塀業主印

－－－ロー_

項目 －型｡竺三竺一
(1)労働災害による死傷者散

(2)労働損失Ｈ数
千 Ｂ「千日 －Ｆ 日 千m 千日 千： 日

調査の

期間

操業日数

年月Ｈから

Ｈ４ｌ二日まで

日



労働災害動向調査甲調査票(篝合豐業蕾)〔Ⅳ期(10月～'２月)分〕労働 省

行政管理1j：

承認稀+）Ｘ0.13070

ノ侭鍵WI隈昭和58F1:３Ｊj3111まこ

調査の

期111］

年
年

月
月１月２０日までに所徳の労

働離準監督塒に提出して下

さい。

ロから

ロまで

ロ操業H数(工亨口数)’

1．エ卒現期の全労働者数（潟謙期IMI末） 3．エ事の瞭負金額（該当するものの番号を○で囲む）

工事;M塒の金労嚇者放

2．襲査期間中の廷労働者数及び廷労働時間数

]傾胖

白刀

4．労働不能程度別労働災害による死傷者数及び労■損失日数

叩､､豚E垂I典’０ ＬＬ～(tDd

］
』
①

〔質問〕令鯛未砿:鮒蕊鱗鮒砒↓蝿j鱗fgi騨禦総胖'労'動損失口数'が･髭…定(…･前…査察で臆一時労働不能に含塾れてい…力:永久

ｌ１
ｌ
２

切行'二ＰｎｎＩ－ＮＩ

ＨＬ’生ロ・lnji岨‐Uロ

【Ⅲ～(①、
⑪

ａ永久一部労働不能災害の身体障害等級別内阪 ７．－時に３人以上の死傷者を伴った災害発生件敷及び
災呑の誼釘

(1)発生件数

Ｘ】４．１Ｘ】ＩHＤＯＩＸｌｂｌＸｊ４ＩＤｎＬ」ｈＵＦ

６度敷率

労I動災輪こよる死傷者数（4゜の(1)の⑦〕ｘ1,0()0,0001度数蝋一
錘労働時間数（２．の(2)）｜(小数点以下２ケタ±で） 鋼壷票提出月日月日

注）１．
．フ

劉査票の妃入にあたっては，「瀦蓋票記入要領」を熟暁のうえ正確を期して下さい。
この調査票は，２部作成し１部は事業所の擁とし，他の１部を】月20日堂でに所轄の労働基準監督署に提出して下さい。

lihlliI三J1mⅡ星二三二

｢fliDff÷fiiiiiiijl
変化した塒合'よ，下欄iこllii期（７丹～９月）分調査票の数'了可と，それが変化した後の死傷者数及び労働損失日数を記入して下さい。（ただし，新規に調査対

鮫となった場合に(よIiii期調海野(に樋人しており輩せんので．この項ロについては:11人する必要はありません｡）

工蒋の請負金額

１

10億円以上

２

5億円以上

101意円未満

３

5億円未満

項目一芽伸障`A:準級１
－－－ニーニニー-－－－＿」

(1)負傷者

(2)労i勤摘矢Ｈ数（１人につし ､

(3)労働損失日数（(1)ｘ

４ 鄭５級

｡抑面'４唖
６級■'７雑

亜平輌

８級’９級

1.500日 1,000日

１０級

60oロ

１１級

400日

１２級

200日

１３級

100日

１４級

50日

合iil‐

￣￣￣

ｃ￣￣￣P￣
￣＿－＝

府県番号 事業所番号
犬

産業分類番号

中 小 畑

Ｅ １；５

工事型鳩の名称

工事JIil鳩の所在地
郵便番号

愈話（）

主な工事の内容 記入担当者部課及び印

部採

事業主印

④

時労働不能

木業８日以上｜⑤休業４～７日｜⑥休業１～３日
〒 人 千人 〒↓ 人

千 曰 千日 十日

⑦①～⑥の合計

ﾁﾞｰｰ=

千 日

１

２

項１１

前期（７月
(3)～９月ノ分

詞VIE票の数7？

い）世化後

剛,獺姜|坐
|(ﾛ)ツ;働桐炎、数

攻|‐
(イノリピ傷脅数

￣

1口）クノ働捌グミ同数

司
T‐ＬＩ

千 人

ｆＨｌ

②，永久全労働不能

千 人

千日

千

ｆ

人

日

③永久一郎労働不能

千．人

千 日

子人

千日

④

時,労働不能

梺以司型響~旧式|…拳二塾， 人

千 曰 千日 千曰

千J人 千人 千!￣人

千F曰 千日 千日

(ＺＩｑ～⑥の合計

千；人

~〒－－＝

●

千人

千 日



労働災害動向調査乙調査票
省労 鋤

行政管理庁

ｚｋ認番号Ａｈｌ３０７１

承認期限昭和58年３月３１日まで

年
年鯏逝の

期間

H

ｊｊ

日から

Ｈまで

操業日数 日

可⑫相当者部課及び氏瑠

一丁|………
事業主印

審業所の名称

課部

事業所の所在地 氏宅'電話（

2．卒乗所の常用労凸老敏及び企宰の常用労■宕数（昭和56fItl2月末Ｈ現在）（該当するものの番号を○で鰯む）事業所の全労働者数（昭和56年１２月末日現在）

3．■五期間中の廷労働者数及び砥労働時間数

=倉|賃|業鴬=|＝|裳’汽惹口彙
別月ｌ

］
、
Ｃ
ｌ

廷労働者数

2）廷労働時間数

4．労■不能程度別労■災宕による死傷者数及び労働択失日倣

3）労働災害による死;5者数の合計（(1)の⑦）の発生月別内訳をつぎの欄帷紀入してください。

Fu-'二」LＩ'二｣L’
合

已
四
■
■
■
■
■

己・
己一

例発生月（昭和56年） １月’２月’３月’４月 ７月’８月’９月

￣１死傷者数（人）

5．永久一毎労働不能の身体体宮等級別門限（上記４の③永久一郎労働不能）の欄に記入された負傷者数を障害等紐によって区分して妃入して下さい。

叩Ｉ
匡罐｜｜秘’

調査票提出月日１３級 １４級｜合３１．５級 １２級

月

_／￣200日 100日 ５０日4,000日 ＨＨＩ、 DID上

口
一
目 |この■五頑は、昭和57年１月末日まで

|轍？……に興幽して「(注）調査票の記入に当たっては、別添の「調査票紀入要領」によって正確を期して下さい。

人



<労働生産性統計調査＞

この調査は，労働生産,性統計調査（指定統計第55号）と同附帯調査（承認統計）から構成

されており，本調査（指定統計）の調査事項等は，毎年固定されているが，附帯調査の調査

事項は年により若干異っている。以下，附帯調査については，昭和56年i淵査によって説明す

る。

1．調査の目的

(1)本調査（指定統計第55号）

この調査は，我が国の主要な産業における代表的な生産物について生産物単位当りの所

要労働時間を錬握し，労働生産性の推移を明らかにすることを目的とする。

（２）附帯調査（承認統計）

この調査は，労働生産性統計調査（指定統計第55号）によって調査する労働生産性の変

動要因及び労働iiliへの彫響を明らかにすることを目的とする。

2．調査の範囲

（１）調査産業

次の19産業である。

①綿紡績業，②毛紡績業，綿スフ織物業，④合板製造業，⑤パルプ製造業，⑥紙製造業，

⑦アンモニア系肥料製造業，③ソーダエ業，⑨レーヨン製造業，⑩タイヤ・チューブ製造

業，lll)セメント製造業，（]２１鉄製⑲業，(13)鉄圧延業，(10鋳鋼・銑鉄い物製造業，（151電線・ケ

ーブル製造業，（161旋瀦製造業，07)玉軸受・ころ軸受製造業，Ｕ81電動機製造業，暖自動車・

同附属品製造業

（２）調査事業所

生産物及びそれを生産する事業所の規模別に一定の方法により抽出された事業所である。

ａ綿紡績業については，綿タイプの紡績工場で綿糸を生産しているもの全数

ｂ毛紡績業については，主として毛糸を生産しているもの全数

ｃ綿スフ織物業については，綿スフ織物業を営む事業所のうち．次に掲げるもの

ａ）綿紡績業を兼業している事業所

広幅生地の織機（おさ幅68.6ｃｍ以上）を51台以上有するもの全数

ｂ）ａ）以外の事業所

広幅生地の織機（おさ幅68.6ｃｍ以上）を501台以上有するもの全数

広幅生地の織機（おさ幅68.6ｃｍ以上）を201台以上500台以下有するもの

1５１



■

抽出率兇

広幅生地の織機（おさ幅68.6ｃｍ以上）を51台以上200台以下有するもの

抽出率耆
ｄ合板製造業については，合板製造業を営む事業所のうち，ベニァコァーの瞥通合板

を製造し，従業者が100人以上のもの 全数

ｅパルプ製造業については，パルプ製造業を営む事業所のうち、次に掲げるもの

ａ）サルファイトパルプを製造する事業所全数

ｂ）クラフトパルプを製造する事業所全数

ｃ）セミケミカルパルプを製造する事業所全数

ｄ）ケミグラウンドパルプを製造する事業所全数

ｅ）サーモメカニカルパルプを製造する事業所全数

ｆ）リファイナーグラウンドパルプを製造する事業所全数

ｇ）砕木パルプを製造する事業所

前年の生産l量が3,000トン以上のもの 全数

ｆ紙製造業については，紙製造業を営む事業所のうち，次に掲げるもの

ａ）紙を製造する割櫟所

前年の生産脳が10,000トン以上のもの 全数

前年の生産戯が2,500トン以上10,000トン未満のもの抽出率!/ｉ

前年の生産鼠が500ﾄﾝ以上2,500ﾄﾝ未満のもの抽出率士
ｂ）板紙を製造する事業所

前年の生産量が10,000トン以上のもの 全数

前年の生産戯が5,000ﾄﾝ以上10,000ﾄﾝ未満のもの抽出率÷
ｇアンモニア系肥料製造業については、アンモニア系肥料製造業を満む事業所のうち，

硫安（副生硫安を除く）又は尿素を製造するもの全数

ｈソーダエ業については，ソーダエ業を営む事業所全数

ｉレーヨン製造業については，レーヨン製造業を営む事業所のうち，レーヨン糸又は

レーヨンステープルを製造するもの 全数

ｊタイヤ・チューブ製造業については，タイヤ・チューブ製造業を憐む事業所のうち，

Ｉ]動Illll)タイヤ又は自動車用チューブを製造するもの全数

ｋセメント製造業については，セメント製造業を営む事業所全数

ｌ鉄製錬業については，鉄製錬業を営む事業所のうち，次に掲げるもの

ａ）高炉より銑鉄を製造する事業所全数
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●

ｂ）鋼を製造する事業所のうち，誘導式電気炉以外の炉によるもの

前年の生産量が5,000トン以上のもの 全数

、鉄圧延業については，鉄圧延業を営む事業所のうち，普通鋼熱間圧延鋼材又は冷間

仕上鋼材（ストリップ・ミルによる冷延鋼板，冷延広幅帯鋼又はみがき帯鋼に限る）

を製造するもの

前年の生産量が10,000トン以上のもの 全数

、鋳鋼．銑鉄い物製造業については，鋳鋼製造業又は銑鉄い物製造業を営む事業所の

うち，次に掲げるもの

ａ）鋳鋼，可鍛鋳鉄を製造する事業所

従業員が50人以上のもの 全数

ｂ）ねずみ鋳鉄を製造する鯛業所

従業者数が300人以上のもの 全数

従業者数が100人以上299人以下のもの 抽出率÷
従業者数が50人以上99人以下のもの 抽出率÷
従業者数が30人以上49人以下のもの 抽出率÷

ｏ電線・ケーブル製造業については，電線・ケーブル製造業を営む事業所のうち・従

I堆者数が100人以上のもの 全数

ｐ旋盤製造業については，金属工作機械製造業を街む事業所のうち，旋盤を製造する

もの 全数

ｑ正軸受．ころ軸受製造業については，玉軸受●ころ軸受製造業を営む事業所のうち’

二K軸受又はころ軸受の完成品を製造するもの 全数

ｒ電動機製造業については，発電機．電動機その他の回転電気機械製造業を衝む事業

所のうち，標準三相誘導地動機（かご形・１１kW以下）を製造するもの全数

ｓ、動車・同附属６[１，製造業については，自動車．同附属品製造業を営む事業所のうち・

小型自動車．普通自動車又は自動車用内燃機関を製造するもの全数

３．調査事項

二'２な【凋査事項は，次のとおりである（詳細は．文末i淵査架参照－－１９業種のうち「自動,f[・

同附属,砧製造業」のみを参考までに示す｡)。

(1)本調査（指定統計第55号）

ａ主要な生産物の生産性

ｂ生産工程別の延労働時間

1５３



(2)附帯調査（昭和56年分調査の調査事項）

ａ部門及び工程別配人員

ｂ主要な設備の変化と労齪働面への影響

ａ）設備変化の内容とそれによる労働面への影響

ｂ）産業用ロボット等の導入と労働面への影響

ｃ労働生産`性の向上対策

4．調査対象期間及び調査の実施時期

（１）調査対象期間が１カ年（１月～12月）の産業

綿紡績業，毛紡績業，綿スフ織物業，鋳鋼・銑鉄い物製造業及び施盤製造業の５産業

（２）調査対象期間が２カ月（１０月～11月）の産業

上記(1)以外の14産業

(3)調査の実施時期は昭和57年２月１日から３月31日まで

5．調査の実施方法

この調査は，労働大臣宮房統計'情報部が企画し，都道府県労働基準局を通じて実地ロ計の

方法で行われている。

6．用語の定義及び利用上の注意

（１）対象生産物及び生産量

この調査の労働生産性測定の対象となっている生産物は，原則として当該産業の般終製

品であり，それぞれについて具体的に定義されている。

名称が同一でも形体，成分，質などが異なる生産物については，それらの各生産物ごと

に生産量を測定し，又は統一換算することによってそれらの各生産物全体としての生産量

が測定されている。

（２）延労働時間

この調査で対象となる労働時間は，調査対象生産物を生産するために投下した生産労働

者の実労働時間である。

なお，生産労働者及び実労働時間の定義は，次のとおりである。

ａ、生産労働者とは，製造部門（製品の生産に直接従事する部門）及び製造補助部門

（生産に直接関与しないで製造部門に生産用役を提供する部門）において，製造，

加工，検査，運搬，倉庫業務，動力，修理などの業務及びこれに関連する記録業務
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並びにこれらの業務と密接に関連のあるその他の業務に従事する労働者をいう。し

たがって上記業務に従事する限り，雇用契約のいかんにかかわらず，臨時，日雇及

び直川以外（社外工，下請工など）の労働者も含まれている。

ただし，製造部門及び製造補助部門の人員のうち，次のものは椎産労働者として

いない。

①係長，職長などの宥理監督的労働者（係長，職長などでも，主としてさきに掲

げた業務に1101接従事する労働者は生産労働者とする｡）

②庶務，労務などの一般的管理業務，工程管理生産技術の改善．研究などに関す

る専門的技術的業務に従事する労働者。

ｂ実労働時間とは，調査期間中に実際に労働した時間（所定内労働時間と所定外労

働時間の合計，したがって所定休憩時間を除く｡）であり，手持ち時間及び準備時

一間を含む。

なお，本来の職務外に行う宿I|画など，実際に作業を行っていない時間は除かれ

ている。

(３１労働者の種類

労働者は，次に示す「生産労働:者」及び「管蝿，事務及び技術労働者」に区分される。

ａ生産労l川音

前項(2)ａで示したとおりで，附帯調査ではこれをさらに直用労働者と直川以外の労

ｌｌｊｉ者に区分している。

ａ）頂用労働者とは，当該事業所と肛接雇用契約を結んでいる労働者をいう。

ｂ）直Ⅱl以外の労lHi者とは，事業所と直接雁111契約関係のない他企業に雇用されてい

る労働者で，Ｊ１該工場内で作業するいわゆる「社外工｣．「請負工」などとよばれて

いるものである。

ｂ管理，礪務及び技術労働者

生産労働者以外の労働者をいい，一般的には次のような業務に従事するものである。

①一般事務及び研究部門における総務，経理，営業，人事，福利厚生，研究、試作

などの業務

②製造部門及び製造補助部門において直接作業に従事しない管理監督的業務並びに

労務，庶務などの事務的．書記的業務

③生産技術部門における設計，製造企画，製造技術，工璃袴理，設備管理，品質管

理，資材管理，操業管理などの業務

④その他管理，事務部門に附帯した業務（例えば守衛，乗1Ⅱ車の運転など）

1５５



(4)廃業用ロボットの分類とその定義

次表に示す定義による。なお。本説明においては説明図（図１～４）を省略した。

産業用ロボットの分類・定義・応用例

(出所）ロボットの区分．定義は日本産業用ロポットエ業会。作業例はＮＲＩ

（注）マニプレータとは，人間の上肢の機能に類似した機能を持ち，対象物を空間的に移動

させるものである。

－１５６－

区分 定義 ロボットか行っている作業の一例

Ｌマニュアル

マニプレータ

(図１）

人間が操作するマニプレータ

・金腿熱処理でのスカーフィング

･鍛造凧マニプレータ

･組立工程での11,,1物ハンドリンク
qｈ

２固定又は可変

シーケンスロボット

(図２）

あらかじ侭設定された順序と条

件および位置に従って，動作の

各段階を逐次進めてゆくマニプ

レーダで，設定情報の変更が容

易にできないもの（固定）ある

いは設定情報の変更が容易にで

きるもの（可変）

･工作機械へのワークの供給・取り'１｝

し

･プレス・射ｌｌｌ成形機等とのワークの

ハンドリング

・コンベア間の部品・製品の移載

･金lji熱処理炉への素材の供給

･金憾シェアリングエ程でのワークハ

ンドリンク

･組立工程における簡単なハンドリング

3．プレーパック

(lxl3）

ロボット

あらかじめ人間がマニプレータ

を動かして教示することにより

その作業の順序・位置・その他

の燗報を記憶させ，それを必獲

に応じて読み出すことにより，

その作業を行えるマニプレータ

･自動車車体のスポット溶接

･工作機械群でのワークハンドリング

･農業機械・自動車部品・建設機械等

のアーク溶接

・日11Ｍ１車ボディ，バスタプ等のスプレ

－塗装

4.数値制御ロボット

(図３）

Ｉ間序，位置およびその他の１１(報

を数値により指令された作業を

行えるマニプレータ

(ｌｌＦ１Ｄせん孔紙テープ，カード

やディジタルスイッチなど

・ＮＣ工作機へのワーク供給・取り１１１

し

・シェアリング'二樫でのワークハンド

リング

5.知能ロボット

(似１４）

感覚機能および認識機能によっ

て行動決定のできるロボット

・センサー付アーク溶接ロボットによ

る雌設機械部品の溶接

・医薬品工業での錠剤外観検査ロボット

･電子部品工業におけるワイヤポンダ

としての応用



様式第２６号
自動車・'司附属品製造業労働生産性統計調査票（昭和56年分）

（実施者）労働省E鈩重記

４生産量（10,11月合計）及び正直接労働時間（10,11月合計）（単位台又は時間）
(1)エンジン部門

］
⑫
『

(2)シャシーユニット部門

(向２－１）

ｌ事業所名

(電話）

２事業所所在地都道市日Ｔ

(郵便番号）
府県郡

番地

３配入担当者氏名

部懇氏名印

部課氏名印

事業主印

区分 小型車
普通車

ガソリン車 ジーゼル車(7,000cc以下のもの） ジーゼル車(7,OmXrをこえるもの）

生産堂

百万 千 台 百万 千 台 百万 千 台 百万 千 台

直
接
労
働
時
間

粗型材 (弊
9$処理、

機械加工

組立（周欝綱立･）

合計

百万 下 時、 自力 千 F$囚 百万 千 ■■ ｎ万 千 町■

区分
'１，型車

乗用車 トラツク

普通車

トラック(7,OOnx:以下のもの） トラック(7.000ccをニえるもの）

生産蛍
百万 千 台 百万 千 古 百万 T・ 台 百万 子 古

直
接
労
働
時
間

粗型材(弊

機械加工

組立(：篭週立･）

合計

百万 千 時田 百万 千 時岡 百万 千 時而 百万
●

千 蜀田

Ｉ IⅡ Ⅲ Ⅳ Ｖ

※ ※ ※ ※ ※



事業所名
(3)ボデー・キャビン部門

(4)緯組立部門

］
、
⑭

直接労時間

(5)延岡接労缶時間（10,11月合計）（単位時間）

間接労時間

(向２－２）

区分
小型車

乗用車 トラツク

普通車

トラック（7,000cc以下のもの） トラック（7,00OCCをこえるもの）

ボデー・キャビン

(プレス､板金､組立）

生産量

直接労働時間

(ボデー）百万

向方

千

千

台

印■

(群舞二)百
万

百ﾌテ

千

千

台

荏肘曰

(キャビン）百万

百万

千

千

白

■、

(キヤピン）百万

百７７

Ｔ

千

白

■

区分

小型車

乗用車 トラツタ

普通車

トラック（7.000cc以~rのもの） トラック（7,(､OCCをこえる1,の）

総組立

(総組立､塗装.調整）

生産且

直接労働時間

(完成立）Ｆ１万

百万

T・

T・

台

時岡

(完成正）百方

百万

千

千

台

曙、

(舞勤
百万

巨万

千

千

台

時、

(糞効 百万

百万

千

千

白

■O頂

区分 輸送倉庫 治工具 修理工作 動力 検査 合計

間接労働時間
百万 千 時田 百万 千 時田 百万 千 ■■ 百万 千 時日 、力 千 時岡 百万 T・ 時■

Ｉ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｖ

※ ※ ※ ※ ※



行政符瑠庁

承鍵番サ此'洲５７

水型期限昭椥57年31131日雀で自動車．同附属品製造業労働生産性統計調査附帯調査票（昭和56年分）

労働大臣官房統計情紐部

事業所名

１部Ｆ１及びエ程別配■人ロ（11月末現在、常昼・交替の合３１人員）

２主要な股備の変化と労働面への影■

（11,没liiillE化の内奔とそれによる労１，mmへの影響

（過去１年'111において主要な,撤備の体廃止、改造、増設など、変化があった場合記入して下さい〉

’
,没備遜化の内容（体廃止、改造、増設等） 労働面への影響（新規採用、配転、退職、雇用調轆等）

燕’

(自⑩*３－１）

1５９－

部門及び工程

直用労働者

計

｜直用以外の

孑蒔｢iZT了了Z;;扇 労働者’膳
対前年増減状況

きな変化があった場合その

及び理由を記入して下さい１

生

産

労

働

骨

側

粗

型

造｜材

鰄塵
ｌ'Ⅲ

_｣_製
梓蝿.

組

立

|鋳造.鍛造’ヘ’ヘ’１ヘ’

」 馬!（，博

造補肋部

事務及び技術労

'１１ａ難所合 liil-LＴ-1二二

熱処理

プレス・板金

｜う陰，溶接



事業所緒

(2)産業用ロポ･’卜等の導入と労働ilIiへの彫慨

イ．産業Iilロポヅト等の保ｲ「（導入）告数及び導入（j御設）３１．画の有無

（．②57(IlrII1昨jj1↑f,匂人(3,,11)Di9Iq､,)(｢照」楓に’’６＜、ⅡＭ心可謎11;【､:ｌ‘卜雰とiHMIL＝に．’･IWLIfiに，】いて１，．{1貝LP》い･１．１１％･I占い｢１１２や､｡ナてトミぃ）

（イ）産業川ロポ･ソト

(注１１．郭fl:luIlkにＩＷ１してない鵯命i1．rK1jj､,)､I|梱に（(I」を謎入してＦさい．

２．（１５二,:SIMIﾖ(WlMl外人f『数２０t匙人してドミト･＿

(ロ）ＮＣ工作機械弾

(臆）１．説ifl〈1幻１k'二1Ｗ,してな'Ｊ雛?１１．１山IbIに『1120【↓リ､Ｌで「≦'パ

ユ．，ＩｌにI1mM1LIrllWiﾉ､frtl〔臼it1人して「ごい

現在、産業用ロボット、ＮＣエ作機械等を保有している事業所のみお答え下さい。

ロ．産業用ロポザ，卜、ＮＣ了I角作機械嫌の蝉人l]｢l<j嫌

（終''1十る齢)>'二11-1･ベマ(:)１１１ｔ’111.で１．１．１）

ｌ１ｉｒ能川：＄．l＃，ＬＮ（・’１１機鑑糒

ﾙﾂﾙｒｎｊｌｌｉＩ１，,〃きい`'い《【|;■：
↑慨:ｌｎ

１ｉｌＩｌ

ＩＪｊＪ,}ﾘ,，９１１m'ｒ」？’・１７１↓’ ルノ､Ⅱ化

匡ﾉ､jｾﾞﾔ｣､ﾉﾉ・で｝（，ノア７７7

1.:H学lNllIﾋﾞｩﾊ４．“１１M二ＨＰＩＨＨ、弓吊

厨室r;炊為み,:|`'１避・（１Ｍい（’１ケｕ’

･牌ｔにヒモパム(〃』[$ＩＦｌｉＩＩｌＩ１１）’'１ｌＩＩＩ仙

罷;リル‘｝,）ｌｉ９Ｉ】ＭｌＩｌｌ１１１１
◆ ､● ◆

二．､ｂＭﾑイ１コ１コ】ヨＩエ１コ‘Ｉエ

ｌ昨避１１１’オ；１６’トlＮ（_．「１１：RUI緒呼

`(’’｜川ＭＩＩｉＭ川'Ｗ繊蕊１１
幕鵲絲二二]十一;乙斗ＨＴ１－
－－－､－－－繧－－－－-十--.-----------.---c~~~~

鵲器證誌一÷'一;lT-l-il-i1〒iｌ●二の一・ｈ．

ｌ
ｉ
ｒ

－５ｌｐｈ
Ｔ｜‐

｜柞一峠勝二域鯏一の一辨一州 ５
｜
的

、
分

現在、産業用ロボット、ＮＣエ作機械等を保有している事業所のみお答え下さい。

ハ．産業用ロボゾト、ＮＣ］a作機械､》の導入に伴う１Ｍ}MH点

（膜､'1.1-ら締↓)･にＩ：１．ヘマ111と’’1}てに'．、！

Ｆ１＝￣
ｲrIDbI1f：１－ｺ）

－１６０－

榿

分一八一

`{}．

⑪’識（I畠ｌ望１１木工樺Zリ僻「l‐（郷人）命散

廻逓ｎｌｉ

1W震｢il7jXT7;云二immmriT雨－１F’
Ｉｌ１ｌ

組立lJM 雛 f」ｆＪ

鱗 桜

ｉｌｕ造hli

助部|Ⅱ！

②
57年』郡ilにお

けるi#人(WLif）

,ilWji(,>{燕

マニュアル・マニ・プレーハノ

|A1逆又はiil変シーケンス“ポット

･プレーパ･ソ‘`’Ｆｊポ･ゾト

又は救航NiIjiAOtOjI（･け１．

知能ｕボツト

△
iil・に】

(’

（）

、

（）

fｉ

（）

ＩＩ

（

Ｉ一
－
彗
Ｊ
●

）

fｉ

｜
』
１
‐
ム
ワ
ロ
０
１
１
［
Ｉ
Ⅱ
Ｐ
。

(』

ｲﾘ・無

灯・無

h、 ．』鉦

区分

ＮＣ工作機械(ＭＣ除く）

ＭＣ工作機械

ＮＣプレス

の５ｔｊ６ドｌ２ｊＩ末

係ｲﾘｰ(導入）ブァ散

す「

（）

（）

（）

②Fi7fiも年111}における弾
入(j価盈)Ｈ}“のｲﾘ無

ﾊﾞ.窯

行．無

｛『．笠PU■も

'''１１１

再訓練．教育１１W}題

I)l[:獺lⅡ(】ポ･'卜

従来か｢』の］:梯作業行の他部ｌＩＩｌ、他工樋処ｊｕｊｌノリ題,,

への配胤幡換にかかるｉ労働意欲の減退淳のlBlMg：〕

導入にともないそり)1洲Ｌにｵ』いて新た（

必饗とな-,と作難１ｌｂの

,Ｉ

[￣
､）

Iｉ

７

８

ＮＣＩ:１１{機械等

６Ｊ
￣

４

Ⅱ｡
｡）

６

７

８

1Ｖ Ｖ Ⅵ

※｜蕊



事業所名

56年年間に産業用ロボット、ＮＣエ作機械等を導入した卒巣所のみお答え下さい。

二．産業用ロボット、ＮＣ工作機械等の導入に伴う労働者数の変動状況

（人:鰯欝制勝襟，乎欝焔霊蹴;鰯襲織謡Jf;鱗し謝り）

56年年間に店乗用ロボット、ＮＣエ作祖械等を導入した卒黛所のみお答え下さい。

ホ．産業用ロボット、ＮＣ工作機械等の導入により、新たに配置した労働者の状況

（す鰹騨淵鮒雰霊P淫繍鰯顛ＫＩＩ黙:譲馳iHll鵬臘P灘際駝'鶚纏豐）

→医盲亡7巨雰i厨1１配ＲＬｎｈ者士

（注）1年間に２１窟以ｔにｵ､たって御人した場介は，各昇入ﾙｷでのItl価人側を累&Iして艇人して~Ｆさい。

３労■生産性の向上対策

（鰐瞬雛:iliMljN1i瀞馴縦鯛馴蝋謹？lfw1;$;rijFl悪剛鰍應）

(自動山３－３）

1６１

区分
操作貝

曹烏ＷＩＮＣ等

H､械技帝者

屯室111
ロポ勿卜 ＮＣ等

Hml処理技術者

竃■用
FUjIGゾト ＮＣ等

せん孔■杜写供作員

座■用
ロボＰ卜 ＮＣ等

■flf耳岱毎岳作員

廃復剛
ロポ勿卜 ＮＣ等

その1,（

産頂用
ロボット ＮＣ等

肝

竃竃用
ロポゾト ＮＣ等

自＋
人 八 人 人 人 人 人 Ａ 人 人 人

29才以下

30才～網方以下

45才～5画0才以下

弱才以上

Ⅲ 凪ＩⅣ Ｖ Ⅵ

豪 峯 豪!※ 悪 蕪

配匠労働者の種願産竃用リボヅト

他事業所からの腿■転換Ⅶ人

他工浸他ＨＫＲＷ６．;〕の虚■伝供

新規学卒者

中途採用者

メーカーlUからの派遣社貰

ＮＣ工作Ｈ１械等
人

そ恢他(且伜的`且 ）

8１

区分 生産性向１１対策の内容
ｄ虫１年町に
と`た吋蘭

検肘中の
対傭 過去１年間にとった対策の具体的内容

(詮lHiNb鷺）

1．新Ｈ１機械設備の導入・増設

2．既存欄櫨投10の８助(上・焦人化

3．高性能敬1,への生産の集中

4．Ｆ１造工程のIRI箱

5．標１９時ＩＮＩの道侭

(工提管理）’６．品、f理の改涛

7．側Abの下ｉＩＩＸは外注化

'8.部柵点数伽椰'械・共通化

(雇用間係）

9．人員1hlnのIddiL

１０.社外工のi調

11．酉時、パートのWIlW

12.虜鞠11棟による技能度の向｣Z

13．交替制の#ん改善

14．労働時M1、体１１制度の変更

<その他）

15.,1兵団活Hｂ（ＱＣ、Ｚ、等）

16．作業H1作の１１k瀞

17．その他（



<討論＞

､〈労働組合基本調査＞

小林:単一とか単位の定義は労働組合法と一致しているのでしょうか。

畑村:労働組合法第５条に「単位労働組合」という言葉がありますが，これは連合団体であ

り労働組合以外の労働組合をこう呼んでいまして，労働組合基本調査で定義しているもの

とは違います。調査では，いかに組合の姿をとらえるかという点から単一とか単位とかもっ

と細分しれたものになっているのです。

小林:最初の「労働組合とは」というあたりは，労働組合法と同じだと思うのですが。

畑村:これは同じです。

小林:この規定を組織に展開していくあたりが少しわかりにくいのですね．

畑村:ですから組合をいかにとらえるかということなのですが本部を調べれば淵くられるよ

うなものなのですが，細かい事を言いますと本部も十分つかんでいないのです。もう１つ

は調査票を見まして本部が報告しているものと，個々の組合が言ってくるのとでは違いが

あるのです。大体内わけの方が多いのです。これは上部組合に納める組合費が影響するた

めと聞いています。

田路:それから単位組合は当然，組合として自主性を持っているのではっきりすると思いま

すが，単位扱いは，どの程度独自の行動ができるのですか。

畑村:自ら団体交渉を行うことができるかで単位扱いにするかどうかを判断していますが，

協約締結まで要件に入っていたかどうかは覚えていません。

小林:協約は実態が様々でしょうからね。単位扱いのところでかなり重要な協約を結べる権

利を持っているところもあるでしょうし，中央集権化して本部でなければ協約はできない

としているところもありますからね。

森（博）：古い話なのですが,｢沿革｣のところでこの調査が移管されたと書いてあったので

すが，これは労政局が労働者に昇格したわけなのですか。

畑村:労働省は，昭和22年に厚生省から分離して独立してできた省です。厚生省社会局が前

身だ．と聞いていましたが，労政局と社会局の関係はよく知りません。組合基本調査の前身

になる労働組合の調査は，労政局の前に社会局，労働局，勤労局でⅡ頂次行われていたと書

かれていますので，分離する直前は労政局かも知れません。

北川:対象となる労働組合を完全にとらえるためにどのような処置がとられているのですか。

畑村:都道府県の労政主管課及び労政事務所等の把握に頼っているのですが，予算も少〈か
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なり漏れているのではないかと思っています。例えば，国勢調査とか事業所統計調査みた

いに地区を割りまして，そしてしらみつぶしに調査貝が回るという仕組ではありませんの

で。

北川:把握する決め手になるのは。

畑村:地方の労政課及び労政事務所の方の情報といいますか，日常.の業務でとらえているの

が基本になっていると思います。

小林:この調査では解散はわかるのですが，新設をどのようにおさえるかですね。別の届け

入れか何かをやっていればわかるのでしょうが，届けないで存在している組合は沢山あり

ますので。

北)||:届ける義務は負っているのですか。

畑村:届け出の義務はありません。しかし，法人登記を行おうとしたり，労働組合法による

救済を受けようとすれば，労働委員会に届け出て労働組合としての資格審査をしてもらう

必要があります。よく中小企業では，組合員であることがわかるとイ<利益になることがあ

るために内密の行動をとることがあります。

田路:労働組合というのは，文字通り団体．ないし集団にしかすぎないのであって，権利，

義務上の主体となる法人というようなものではないのですね。

小林:本当は法人格を設定しておいた方が減税など利益があるんですね。先日のグリーン・

カード制の時に大問題になったのです。

北川:法人格を持った組合はないのですか。

小林:いくつかあります。しかし，一般的には持っていません。グリーン・カード制の際に

は法人格としてlillけ出た方が有利であると労働省が指導したのですが，面倒だとか会計検

査を受けなければいけないなど，法人格として設定したことに伴なう手続きなどのわずら

わしさで嫌だといって困ってたんですね。イギリスのように社会問題として組合の承認を

めぐって争ったりした時には届けたりしたのでしょうが，日本のようにポツダム式に急に

できてしまったような時には，別に届け出ないし，労働組合があって組合員がいることが

公になると銀行の融資がどうしたということになるので，むしろはっきりしない方が有利

だというのがあるのでしょうね。

北川:漏れる場合があると先ほど言われましたが，前の図でいいますとどちらの方がﾊﾞｶれる

割合が高いということなのでしょうか。

畑村:これは左側の単位組合です。

北川:そうしますと単一組織た゛けを問題にして先ほど聞いたのですが,組合数が合わないと

いうのはどういうことですか。
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畑村:数が違うというのはそれとは違います。これは，こちらから積み上げていったもので

やっているのです。

北川:それは先ほどのIfI1Ihのご説明で大体納得できるのですが，もし対象の把握漏れを考

えますと単一組織に属している１番下の組合員で漏れることがありますと，下から積み｣完

げていった数と上から出していった数では逆に上からの方が多くなるのではないかという

気がするのですが。

森（博）：すっぽり１つ漏れるということはありますか。

畑村:あり得ます｡地区本部で下部の構成組合名簿をもらいます。そして本部でもその直接

下部の名簿をもらいます。そして，下部の組合の調査票と地区本部でもらった名簿との突

き合わせもやります。同様に本部についても行います。

北川:それでは下は漏れないわけですね。

畑村:一応仕組み的には漏れないようにしていますが，それでも完全かどうかはわかりませ

んね。まだ，単一糾合の方はまだいいのですが，合同労組というのがありまして．組合人

数は微妙な状況ですね。

北川:合同労組はＬｌｊ位組合が集まってつくっているのですか。

畑村:そうではなく，例えばA，Ｂ，Ｃという会社の各数名が集まって１つの糾合が１１|来て

いるのです．

北川:それはＡからいくと単(lZiill合にあたるのですか。

畑村:合同労組がlLlj位組合です。

小林:中小企業には多いですね。

岸:事業所の数は３とか４とか

畑村:事業所の数は関係ありません。

森（博）：それは同じ職種の人が集まっているのですか。

小林:同じ職種の場合もありますし，合同一般みたいなもので，地域でというのもあります。

田路:交渉は雇主を集めておいて行なうということですか。

畑村:いや個別です。

小林:同じ地域のl1iIじ業櫛ならば経営者も気脈を通じていて一発でできる場合が多いのでし

ょうが。そして糾織だけあって交渉権を持っていないような所もありますから。

田路:それは労働組合といえるのでしょうか。

森（博）：そのあたりの線引きはどうなっているのでしょうか。規約を持っているとか。

畑村:一応規約は持っているということになっています。

森（博）：ただグループが集まってもだめなのですね。
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畑村:そうです□

田路：経営者が認めない場合もあるのですね。

畑村：あるのです。

田路：それでもこれは適法な組合ではあるのですね。

畑村：経営者が組合を認める，認めないは別の話なのです。一応の体制を整えれば経営者は

それを相手に話し合わなければしょうがないわけです。ですから職員団体というのと組合

というところが微妙なんですね。そこで基準法など法律では「労働組合の代表又は従業員

を代表する者との間で取り決めをしたならば……」とかあるのです。

三潴：労働組合も一部屋かまえていたりすれば－事業所ですね。

畑村：そうです。

三潴：労働肯というのは一つの事業所ですね。その中に労働組合の人が看板を掲げています

ね５あれは一事業所になりますか`｣何故このような質問をするかと言いますと，どの程度

労働組合を蛎れなく把握するかという侍に，1つは組織体として労働省はおさえられます

ね。場所的単位としておさえる事業所調査との突き合わせといいますか，想像ですが事業

所調査の方が労働組合の数は少ないでしょうね。ということはあまり事業所調査ではチェッ

クにならないということですね。……先ほど国凋のことを言われましたが国調はどのよう

な形であがってくるのですか。

畑村：国調は関係ございません。私が１１'し上げたのは，国凋は地域の中をしらみつぶしにi凋

代員が調べるということです。

三潴：そういう意味では．事業所洲査はしらみつぶしに調査していますね。

畑村：そうですが，調査員は会社をとらえれば安心して，会社の中まではおろそかになるの

ではないでしょうか。

北川：調査票の見本がありましたが，それの右下にあります連ですが．総評はこれに答える

ことになるのか］それから総評のF部といいますか，地評や地区労などがありますがこれ

も捉えているのか。そういうものが他にも沢山あると思いますがそれがどの程度漏れなく

捉えられているのか。それから何を１１的に調べているのかわかりかねるような気がしてい

るのですが。

畑村：全体的|こですか，それともある項目についてですか。

北川：たとえば連のところでは人数なんて尋ねる必要はないのですか.④(麹21|というのは単

一組織組合の本部とその下部の組織ですね。総評などはこの調査票には入らないんですね。

畑村：総評は連合・協議組織であがっていきます。

北川：そうすると右下の調査票連ですね。
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畑村：総評は人数あがってこないですね。

北川：この右下の調査票の目的は何なのかと思いまして。

畑村：これは私鉄総連などをとらえているのですが。

北川：傘下の組合員数がどれ位かということは，この調査票からはわかりませんね。これは

単なるチェック材料なのでしょうか。

畑村：組合員数は，傘下の組合の組合員数から積み上げています。この調査票は，別紙の構

成組合様式と合わせて，組織系統を調べています。

北川：そうしますと単一組織でなくて今の総評とか同盟の組織が全国的にいくつあって，地

方組織がいくつあってというような統計はどこから出てくるのでしょうか。

畑村：様式４号（連合・協議組織調査票）の別紙の構成組合か或は個々の組合の調査票を集

計すれば出てきます。

北川：地評というのは連合扱いではなくて連合そのものであるということですね。

畑村：そうです。実際に，私共がどのようにして集計しているかと言いますと，個々の様式

第２号（単位扱）の調査票を積み上げて，Ａ地本が何組合で何人，それをさらに積み上げ

て国労が何組合で何人というように集計し，そのうえで様式１号（単位組合）のもので総

評に加盟しているものと合せて総評加盟は単一組合では、何組合，何人．単位組合では何

組合，何人というように下からの積み上げ計算によっています。

北川：地評とか総評で働いている専任の人達というのはどこにも出てこないということです

か。

小林：総評の書記局に組合があるかどうかわからないのですか。

北川：印象ですが，そういう連合体に関してはこの調脊で詳しく調べようという意図を持っ

ていないというふうに考えて良いのですか。

畑村：組合があれば，単位扱いの調査票にあがってくるし，組合員だけの場合は別紙の構成

組合に加盟していない組合（非加盟）の組合員数が記入されて，これが総評加覗の組合員

数として計算される仕組みになっています。

小林：下から積み上げるのですね。

田路：単位組合にしる単一組織にしろ，いずれにしても企業との関係でとらえているように

思うのですが。だから労働組合の中の労働組合というものは副次的におさえているにすぎ

ないという感じがしますが。

畑村：日本の組合が企業別になっているからそうなるのであって，企業の枠をこえたものに

なっていますと合同労組という形でとらえられますから。

森（博）：基本的には企業別で捉えておいて，さらに合同労組を補促していく。
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田路：総評の中に組合があればこれも１つの組合として捉えるわけですね。

畑村：そうです。総評が組合ということではなくですね。

小林：企業の全常用労働者数がありますが，この調査では常用とはどういうことだという定

義は与えていないのですね。

畑村：これは毎勤などと|可じ考え方です｡労働者がパートであろうとなんであろうと区別し

ておりません。これは一応会社の大きさを大きさ別に分類するための１つの'三|安的にしか

使っていません。

小林：合同労組などの時もここは困るところですね。

小林：パート糾合だけがパート組合として単一組織になるという場合は対象になりますか。

畑村：対象になります。

喜多：農村労働組合というのがあります。これは全国で組合員数が１万ぐらいあり，地域的

にも偏っていますが「農村労働組合」という機関誌を出しています。全国細織になってい

ますが，その単位糾合は３人とか５人とかいうものも多い農村地域にある製材所で働いて

いる臨時雇いのような人が多いのです。こういうものは労働組合蕊本調査で組合かどうか

という時に捉えられていますか。届け出る義務もないわけですし，洲杏対象になるための

何か規約上の嬰件などあるのですか。

畑村：労働ﾎﾞⅡ合としての要件は．規約を有することのほか，独自の意志決定を行いこれを執

行する機関があること。独自の会計を有すること，労働者のU1体として独自の活動を行え

る機構になっていることが必要です。勝手に仲間が集って組合と呼ばれているものは，私

共の調査の上で組合と認めるかどうかは，そのような要件を備えているかどうかで決めま

す。

喜多：規約が整っているかどうかという場合，一定の条件というものはあるのでしょうか。

畑村：規約についての要件というのは，①成文のものであること，②組織及び運営について

定められていることです。会計については規約に明記されていなくてもよいが，独自の

会計が確立していることが必要です。

小林：要するに精神は自治権と自主財源を持っているかどうかということですね。

喜多：それがちゃんと規約に書いてないといけないのですか。

畑村：そうです。ただI|]し合わせで云々というだけでは陸|りますので。

喜多：そういうのは労働省としては組合とは認めないというわけですか。

畑村：調査上のそれと．実際に組合として認めるかどうかとは別の話になります。

小林：労働組合法上の労働糾合と調査上の組合とでは違うということですね。

畑村：これは．その都度といいますか，例えば実際の交渉の問題とかになりますと，よく会
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社側は君達のは組合ではないということで交渉する必要はないという不当労働行為かどう

かの問題がよくあるのですが，そういうのはそのときどきの状況判断になりますので微妙

なところなのです。

小林：訴えると裁判所が判断する事項ですね。

喜多：先ほどの農村労働ﾎﾟ11合のことですが県庁に押しかけて団体交渉などやっております。

小林：それは一般市民1211体になっているかもしれませんね。

田路：それは，あくまでも雇われている人達ですね。農民自体ではないのですね。

喜多：そうです。農村にある工場に雇われている人達なのですが非常に立場の弱い臨時雇い

などの人達が多いのです。

小林：農業と兼業なんでしょうね。

喜多：兼業農家も相当いますが，純粋に農村地域の事業所の臨時雇いだけという人の万がむ

しろ多いですね。

坂田：主要生産品とか主事業内容を調べていますが，これは集計に関係しているのですか。

畑村：これは．産業を決めるのに使います。産業別に組合員数がどの牒度あるのかなどの集

計をしていますので。

坂田：単一組織が本部という場合はどういう基準で処理されているのですか。先ほどの合|[リ

労組とかになりますとかなり厄介ではないですか。

畑村：そうですね合lii1労組という場合にはちょっと厄介になりますね。具ⅡK的にどうしてい

るかわかりませんが，一般的には最も比重の高い産業を許いてもらうという形になってい

ると思います。

坂田：単位労働組合と単一労働組合の双方とも産業別に集計しているのですか。

畑村：両方ともやっています。

<労働災害動向調査＞

森（博）：調査の範囲の(ﾊ)の事業所のところにある「常用労働者100人以｣二kＭ｝する……」

とありますが，この(ﾛ)で入ってきているもの全てを調査するわけではないのですね。

畑村：そうです。

森（博）：100人未満の所は網から漏れているのですね。

畑村：甲凋査というのからは漏れていますね。

森（博）：これは甲調査だからですか。

畑村：そうです。
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森（博）：小規模調斉の方も９人以下というのは漏れているのですね。

畑村：そうです。

田路：身体障害統級表がILOで作られたのは何年でしたか。

畑村：1947年ですね。

田路：今これは改訂の動きがあるのですか。

畑村：具体的に改訂は議題にあがっていないと思います。去年あたりILOから各国に意見

を求めてきていましたが，まだその状態にないと思います。

田路：Ｌ１本はその時，何か意見を述べたのですか。

畑村：これを,(11接どうするという形では述べていません。災害関係の色々な問題があったの

ですが。この7,500日のことにつきましては具体的には述べていません。今年の10月に統

計専門家会議を行なう予定になっています。そこで述べる話になるかどうかはわかりませ

んが。

森（博）：話が前後しますが，「一定の方法により抽出した」とありますが，この「一定の

方法」とは何なのでしょうか。ランダム・サンプリングですか。

畑村：ランダム・サンプリングをやっているのですが，ここを細かくTLIさますと面倒なので

このような響き方しているのです。詳しくは目標精度を設定して産業・規模別に抽出率を

決めてやっています。

北川：小規模iilM街というのは対象は10人～99人ですか。年何回凋衡行しているのですか。

畑村：年llnlです。

田路：調査票は大体同じなのですか。

畑村：大体一緒です。「100人以上」の方は４半期別に書くようになっているのが，「小規

模」の刀は年間ひとまとめに書くようになっています。

北川：産業の範ＩｌＭも同じですか。

畑村：同じです。規模は10人～29人の間は民営だけになっています。

北川：社外工とか下講工というのが先程出てきたのですが，これは災害統計で含まれている

のですか。

畑村：災害統計は含めて行なう形になっています。社外であれ社内であれその関係は問いま

せん。下請が入っていてもそれは対象になります。

森（博）：場所で事故が起こったということですね。

畑村：そういうことですね。

北川：調査の範附の「(4)労働省」のところに「鉱山保安通ｌＩｊ事業所と総合工事業の工事現場

については，そこで働く全ての労働者が人いる」と書いてありますね。それ以外のところ

～
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では，全部は入らないのですか。

畑村；製造業等のその他の産業では，その事業所に下請で来ている事業所の労働者は必ずし

も調査対象にならないというものです。というのは，鉱山や総合工事の現場，現場をまと

めて１事業所のようなとらえ方をされていますが，製造業等では下請事業所はそれだけで

‐切り離して１事業所としてとらえられていますので，元請といいますかそこの親事業所が

調査対象となったからすぐそこに入っている下請の事業所の労働者も対象になるというわ

けではないのです。下請事業所は抽出されて当る可能性があるので，当れば当然調査対象

になります。

北川：労災保険というものよく知りませんが，事故が起きた時の支払いは，下請はどうなっ

ているのでしょうか。

畑村：労働者は事業主に労働災害の証明をしてもらって，労働基準監督署に給付の請求をす

ることになります□下請等によって仕事が行われている場合でも，建設業の場合はこの事

業の事業主は元請負人になります。ただし，下請負人をその請負事業の事業主として保険

料納付の契約をし労働基準局に承認申請すれば，その場合，下請負人が労災保険適用事業

の事業主になります。

北川：先ほど業務統計という言葉が出てきたのですが，それは何の業務統計ですか。

畑村：安全・衛生関係の報告に「労働者死傷病報告」というのがありまして，これによるも

のです。

小林：これは労災保険と関係があるのですか。

畑村：これは直接は関係ありません。労災保険の関係では労働者災害保償保険労働災害統計

というのがあります。先ほど４日以上が一般的にとられていると34万人とか申しましたが．

これは前者の報告によるものです。110万人と申しましたのが後者によるものです。

小林：労災保険にみあう産業分類というか従業員規模分類に合せることはできるのですか。

集計の方法しだいでは合せられるはずですが。労災保険にもこの隠度の死亡者何人とかい

うのが出るわけですね｡

畑村：はいそうです。「労働者死傷病報告」のものは労災保険にも必ずあがっていると思い

ます。こちらの統計の方とのマッチングがどうなっているかと聞かれますと，こちらの統

計調査は発生ベースでとらえています。保険の方は支払いベースですからその点でのくい

違いはあろうかと魁います。

森（博）：調査事業所１万４千というのは何％ぐらいなのでしょうか。推計値を出されてい

るのですね。

畑村：そうです。規模100人以上となりますと，対象事業所は大体３万程度だと思いますが，
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この中で事務関係だけの事業所は除くとか，卸・小売業，金融・保険業，不動産業がさら

に除かれると。おそらく２万５千ぐらいになると思います。ですから半分以上は調べてい

ることになります。

喜多：度数率と，強度率で労働災害の状況をつかめることになっているのですが，もちろん

度数率の方も労働災害による死傷者は重傷，軽傷は問わないのですね。

畑村：１日以上休めば問いません。

喜多：危険にさらされた全労働者の延べ労働時間で割るわけですが，この危険にさらされた

というのは，要するに災害に関係ある作業に就業した全労働者の延べ労働時間というのと

同じことですね。

畑村：実際に働いたという実労働時間になりますね。

小林：働いていれば常に危険にさらされる可能性があるということで，そこで働いている者

すべてという意味ですね。

三潴：よく何}'''１]無事故ということで表彰されますが，あれをもらいたいために災害を隠す

事業所があるとよく聞きますが。実際には．どういう形で隠すのでしょうか。

畑村：例えば４１１以｣二起きたりしますと基準局に報告することになっているのですが，それ

を報告しないということがあると思います。

三潴：医療保険の支払いは会社にとっては自分の負担にならないのだから，病気の支払いで

捉えた方が事故の実態を捉えられるのではないでしょうか。

畑村：病気ベースの方がおそらく捉えられるでしょうね。

三潴：事業所内で隠しても．医者に行けばわかりますね。

畑村：その時に労災の適用を受けようとすれば，事業主からの証明が要るので隠すのは難し

いですが，事業主が医療費を自腹で払えば役所の方ではわかりません。事故を何回も起こ

す事業所は，保険料が高くなるということがあるので，こういうこともあるようです。

三潴：産業構造の変化に伴う病気やけがに対する統計上の対応はどうなっていますか。

小林：職業病は違う統計があるのでしょう。

畑村：この統計では捉えていませんね。職業病というのは難しくて，どれが職業病なのかと

いう認定の問題もありますし。職業病は労災ベースか何かでしかあがってこないのではな

いかと思います。

小林：労災保険の現定でということですか。

畑村：おそらくそうだと思います。

田路：それから．このサンプリングは毎年何組かずつ組み替えるのですか。

畑村：３年間固定しています。
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田路：それでは，３年後に全く変えてしまうのですか。

畑村：抽出はし直していますが，１００人以上ですので，かなりが，また当たることになりま

す。

森（博）：21,1に111〕|ぐらいあたる所がでてくるのでしょうね。

畑村：今，森先生が言われた事業所センサスで100人以上の民営の事業所だけですが，これ

が3.3万～3.4万ぐらいなのです。だから約兇ぐらいあたりますね。さらにそのIIlから卸・

小売業，金融・保険業などが落ちますから，ほとんど全数に近くなりますね。

森（博）：'１１１出率が５割を越すサンプリングはあまり意味はないような気がしますが。裾を

もう少し上げて全数にするとかいうのはどうでしょうか。

畑村：まれに発生する頚故をサンプリングで調べると．たまたま事故の発生した事業所が調

査で当たると数値が非常に高くなってしまいます。一般的に発生顕度が高いものならばよ

いのですが，偶発的なものですから。

小林：時々ありますね。統計を見ていても，ある年急に高くなっていることがありますね。

田路：今年は夕張の事故の影響を受けますね。………

畑村：今度はそれで強度率等が非常に高くなっているのです．

小林：労災間趣というのは労働問題の中でも厄介で，これはＩＨＩいたことですが，升の労働者

は弁当とケガは手前持ちとなっていたそうで，少々のことは平気だということがあったの

だそうです。簸近は意識が変わってきて，裁判などになると大変な111窯賠償になるので労

災保険の支給がimi要な保障になりますから，労災保険の適用:`j;業所というのは労働統計の

中でも非常にカバー率が高いとされています。例えば雇用保険に入っている轆業所より多

くなっています。今度は雇用保険も皆保険化しましたから，例えば４人以下の小事業所な

どを強制加入させねばならないわけですが，その場合，労災保険の対象躯業所をもとにし

て未加入のところをあたっているということが多いですね。

畑村：そうですね。

田路：災害はいくらか低めに出ているにしても，あまり過少に申告するという傾向は比較的

少なくなっているということですね。

小林：ちょっとしたものなら隠すのでしょうが，比較的少なくなってきているのでしょうね。

岸：サービス部門が３産業だけですが，増やすことはないのですか。

畑村：これは今少し増えて，５業種ぐらいになっていると思います。

田路：そういえば廃棄物処哩業というのが高いのですが，どういうことなのでしょうか。

畑村：やはり，何が入っているかわからないような危険物を扱うからじゃないですか。

Ｌ・サービス業の中は．現在，洗濯業と建物サービスを入れて５業種になっています。
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洗濯業などでもボイラーなど熱物を扱っていますし，建物サービスはビルの清掃など危険

な仕事もありますので。

田路：漁業が入っていませんが，何か理由があるのですか。

畑村：船員や同居の親族のみで行う事業は。労働者の扱いではないと言うたところからきて

いると思います。

岸：１つの工場の中で，派遣されて装置産業のような所で清掃している人がいますが，そこ

で事故が起きた場合は，その事業所の事故なのか派遣している清掃業者の方で捉えられる

のですか。

小林：それは先ほどの話のように，派遣労働者を雇っている所から届けなければいけないと

いうことですね。ただ，同じ構内で災害を起こした事については，構内の管理者が責任を

’11]われる。一つの構内で作業していて，その安全管ＥＩＩのための体制として，下;iIiの責任者

などを含めて危険なところをチェックしたりなどの協議をやっているかどうかという調査

も別に労働省でやっていますね。

畑村：はいそうです。

<労働生産性統計調査〉

田路：潅業用ロボット，ＮＣ工作機.賊関係の調査票は，労働生産性調査の対象の中の機械関

係におくばりになっているということですか。

畑村：はいそうです．今年の２月に初めて配ったのです。

小林：結果は、まだ集計が出ていないのですね。

畑村：はいそうです。

三潴：睡業ロボットの定義はどこかに出ていますか。

畑村：あるのですが，なかなか難しいです。

森（博）：記入する人はうまく秤いてくれますかね。

三潴：凋査票を受けた方は，この説明で十分書けるわけですね。プロだから。

畑村：なかなかそうでもございません。

小林：導入している所に，うちに入れているのは何かを'11]いているのではないかな。

田路：規模の小さい所だと，せいぜい1台か２台位しか入れていないと思いますが。

森（博）：入れて省力するより。これを記入する方が多かったりして。

三潴：これを使えば，労働組合などが，ロボットを入れることによって雇用がどのように影

響を受けるかわかるわけですかね。
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畑村：このような捉え方で良いのかどうかも問題ですしね。今のところ，このような区分の

仕方はロボットの段階的な定義なのです。もう一つは，どのような機能を持っているかと

いうことがあると思います。本当はそこと密着していないといけないと思いますが。

小林：これは工程を分けているから，工程を見ればどんな機能か大体わかるでしょう。

畑村：そうですね。

田路：これはあくまでも労働生産性調査の付属書類ですね。

畑村：はい，そうです。

三潴：これは，ロボット調査のための試験凋査の意味もあるのですか。

畑村：今年は雇用の変化，来年は労働条件と災害関係の結びつきとの絡みで調査しようとい

う計画になっていまして，そのへんの試金石とまでいかなくとも手探り的な調査をしたい

ということです。

三潴：ILOあたりではロボット問題はどうなっているのでしょうか。

畑村：よくは知りませんが，日本が一番進んでいるわけで，日本が提起しない限りはいけな

いと思いますが。

田路：国によって労働組合のロボットに対する態度は顕著な差があると思いますので，この

問題は国際機関であるlLOなどで採り上げる方が適当でしょうね。

森（博）：先ほど，調査産業をもっと絞って典型的に選べないかと言われたのですが，何か

適当な選択の基準のようなものはないでしょうか。

田路：この業種とこの業種は５年間，他の業種はまた別に５年間という形で幅を必〈すると

いえことは考えられないことはないと思います。

三潴：農業では生産性の調査はあるのですか。

喜多：そのように銘打った調査はないですね。

喜多：生産性指数は計算していますね。

三潴：それは，調査そのものからではなく，後で算出するということですか。

喜多：後で導き出すのです。

田路：農業の場合には，反当収量がかつては生産'性の基本になっていたようです。

小林：そうです，農民の中では反当が重要ですからね。

三潴：生産性が問題になる時は，もちろん調査産業に書いてあるような物が中心なのですが，

サービス業でもコンピュータが入っていますが。サービス産業における生産性は生産性本

部でやっているのでしょうか。

畑村：入ってないですね。

三潴：労働省でサービス産業における生産性の調査を行うということはできないのでしょう
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か゜サービス産業は大変難しいので，何でも良いのですが，典型的なものでできないでしょ

うか。

三潴：サービス部門の生産性というのは省の方で話題になりますか。

畑村：色々話は出ますが，現在やっているものをいかに直して，それからのことですからね。

岸：前に，統計懇談会で，労働省の方にアメリカの生産性統計の話をうかがった時に，アメ

リカでは裁判所の生産性まで計算しているのだとうかがった記憶があるのですが。

畑村：付加価値などで出す分には出るのですね。

小林：統計の作り方では商業関係だったら取り扱い人数などでやっているのも時々あります

が，どれもピッタリしないのでしょうね。

畑村：通産省で第３次産業活動指数を出していますね。活動の指数を人数の指数で割ってい

けば出ないことはないですね。

三潴：通産省の考える労働生産性と，労働省で考える労働生産性では，業務上，ニュアンス

の違いはありますか。同じ言葉を使っていますが．通産省は行政上このようなことを狙っ

ている生産’性統計を作りたい，労働省はまた異なることを狙いとする統計を作りたいとい

うことで，双方が話し合う際のくい違いはありませんか。

畑村：通産省は設備的な考えが強いですね。私共のところも設備を無視しての生産性はあり

えないのですが，人数との関わりあい，要するに人の配置との関わりあいという考えが強

いということはいえると思います。

森（博）：ロボット調査と絡みますが，この調査は製造業だけなのですか。

畑村：製造業だけです。

森（博）：事務職の人数と絡んできますが，例えばＯＡなどが入ってどう省力化されてきて

いるかということは，分母には入っているのでしょうか。

畑村：これは現場の関係だけなのです。直接工程にタッチした生産労働者の関係だけなので

す。

田路：そういった面からしますと，通瀧の方では資本集約度と絡めた労働生産‘性の向上を重

視するのに対し，この統計は人員配置と絡めた生産性動向を重視するとすれば，むしろ事

務職を含めた人数のとり方の方が望ましいのではないかと思うのですが。

畑村：全体的な労働者数はとっています。これは，品目別などでやっていますので，あまり

広げますと，何をやっているかわからなくなるということにもなりますので。しかし，基

本的には，あり方それ、身を，もう少し検討しなければならない状態にはあると思います。

北川：先ほど，代表性が||Ⅱ題だと言われたのは，，1Ⅱ１,'二|の選び方が１１１]題だということですか。

畑村：私はそう思っています。
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北川：特定の業種についての選定規準は，全部とか何分の１とか書いてありますから，それ

の代表Ｉ性とかいうことではないのですね。

畑村：そうです。例えば自動車ならば，自動車がこの５年間にどのような生産性の向上の仕

方をしってきたかを構造的にあらってみるということです。

森（博）：狭い意味での生産過程，つまり現場だけに限っているということですね。

畑村：まあそういうことですね。

北川：でも，自動車はこの業種の中に入っていますね。それならそれで良いのではないかと

思ったのですが，それでもなお不十分な点があると言われたのはどういうことでしょうか。

畑村：自動車は，エンジン，シャーシー・ユニットボディー・キャビンと総組み立ての４

つのとり方をしています。

北川：最終的には，どのような形で結果が出てくるのですか。

畑村：１台あたりの所要労働時間です。

北川：全部総合してね。

小林：車種などは限定していないのですか。

畑村：車種は，小型乗用車とか小型トラック，普通型ディーゼルがどうかとか'それも大き

さが7000cc以上とか以下とかなどで限定しています。

北jll：畑村さんが代表』性に多少問題があると言われる時には，ロ動車についてはどこが'１１題

ですか。

畑村：例えば，組み立てといいましても，産業ロボットが入ったりして，それによってどれ

だけ人数が合理化されたかということはわからないのです。

小林：調査では記述的に多少書くようになっていますが，ここのところを，もう少ししっか

りさせて，かなり主要な要MJについてはわかるようになった万が良いですね。

畑村：統計数字と結びつくような形の書き方になっていませんので，そのあたりが問題だと

思います。

小林：その報告書を拝見して莫然とわかるのですが，しかし，はたして，これがどの程度の

ウェイトで減り方にきいているのかということは，わからないですね。

畑村：主な設備の変化状況など毎年やっているのですが，例えば，日産の村山で聞いた話で

は，最初，産業ロボットを入れても，かえって生産｜性が下がってしまうという状態なので

す。実際にどういう状態で効果がでてきたかというところは，よくわからないですね。で

すから，１年１年で，ただ入れたから機能がどうだといわれても，どうも生産｣性の向上と

の関連は薄いですね。

田路：代表性のことですが，ここで鉄鋼が入っているというのはかつて鉄鋼が急速に伸びた
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時の内容がわかる，自動車も今まで良かったのでそういう点で良いと思います。しかし．

今後伸びるだろうというコンピュータなどが入っていませんし，－時l随分伸びた造船が入

っていませんね。その時々で産業をリードしたか，リードしつつある業穂はなんらかの形

で入れられたらと思うのですが。

小林：輸出産業では糀密機械もそうでしょうね。日本の電機産業を，電動機だけで代表する

というのは|川題がありますね。

岸：いずれにしろ，そうやって産業を増やしていくと，調査の数はふえますね。

畑村：増やさなくても良いです。

森（博）：例えば，紡績業などを少し省いていって－つぐらいにしても良いのではないか。

畑村：ですから，毎年３産業ぐらいやれば良いのではないかと思うのです。そして，調べる

期間は過去５年間の変化ということで良いと思います。

田路：それくらいで良いのでしょうね。

畑村：５年間の''１における変化をとっていって，どのような機器を入れて，どのような状態

になって生産性がどう変化したかという捉え方をすれば良いと思うのですが。

小林：５年もすれば，かなり成果がわかるでしょうね。１年1年ではわからないでしょうね。

畑村：結果的に．稼助率が非常に影響するのです。景気の好・不ｶﾞﾑによる稼動率が影響しま

す。例えば．その能力を持っていても，フルに稼動させないでベルトコンベアーをゆるや

かに動かしていればだめですからね□

田路：日本は，終身雁川で首が切れませんからね。実際のところ，稼動率は大きいですね。

Ｌｂ産性の勤きを斐因別にみれば，大雑把には稼働率による分と，文字通り機,賊による分と

に分けても大過ないものと思います。

三潴：一つの統計調査を行う時に，これは生産性の結果が主眼のように思えるのですが．ど

のような理由で変動したかという原因調査と絡ますことが良いのかどうかという気がする

のですが。それから，指定統計部分については，公表時には例えば生産単位当たりの時間

ですね。そうしますと，調査票を一本にしたような指数は作らないのですか。

畑村：作っています。これは．時間ウェイトで，調査産業総合指数も作っています。

三潴：この種のものは，無理にアグリゲイトしないで，個別に({'す方が，かえって統計のご

まかしにならないと｣』うのですが。時間のウェイトというのは，瀧業毎に全く異質ですか

ら，この場合ウェイトにならないと思います。私達としては単発でlＵしていただいた方が，

キッチリ実体に近い意１球があると思います。例えば，生産額なり付加価値なりに換算して、

労働者１人当たり何万円生産したというのはアグリゲイトしても良いと思いますが，この

場合は，あくまで産業別にやっているところに意味があるのですから，わざわざアグリゲ
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イ卜する必要はないと思います。

田路：生産』性指数のアグリゲイトのウェイトは何でしたか。

畑村：付加価値ウェイトです。

田路：そちらの方がまだ合理的なような気がしますね。

三潴：生産1畦指数ですか。それはまだお金で出てくるから一応限定的な意味があると思いま

すが。

畑村：あれも，物的なものを付加価値でやっていますからね。

喜多：この結果は，直接何かに使うということはないのですか。

畑村：これは，業界からは続けて欲しいという要望があります。要するに，業界の中での様

子が，個別に生産がまとめてどのくらいとか，労働者の変化がどうなっているかというの

が出ますからね。

小林：これを何かに誘導などするということは全くしていませんね。

畑村：していません。

田路：私は，以前物価指数をやっていたのですが，我々のニーズは，どちらかというと，分

析的ニーズから総平均指数や分類指数を重視するのですが，業界は個別的数字が好きで，

また具体的に役に立つのですね。このような要求も無視できない面があると思います。

森（博）：例えば，技術が変わった時の営業までを含んだ企業の中での職種の動きのような

ものを調べる調査は，労働省の中にあるのですか。これは，かなり生産工程に密満した

調査ですが，それをもう少し広げて，販売部門まで自立していなければそこまで含めた人

的構成の変化を調べたら良いと思うのですが。

畑村：ないですね。

喜多：労働面への影響を記述するところに出ないのですか。

畑村：記述では，そこまで出てきませんね。

喜多：この記述の部分は，統計はとれないのですか。

畑村：とれないですね。統計をとるためには基準が必要で，自由に書かせたのでは。結局。

それぞれの事業所の中での生産性向上がどういう要因で動いたのかという判断材料といい

ますか，数字の読み方の参考資料にしかなりませんから。

喜多：今の配転とかには出ないのですか。

畑村：ちょっと出ませんね。前の工程別の配置人員というところで，増減はわかりますが，

減ったのは首を切ったのか配置転換したのかは，わかりませんから。

小林：今回，産業ロボットなどに関して減少した労働者をどう調整したかなどについては，

初めてではないですか。
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畑村：そうです。

三潴：これは郵`送ではなく調査員による調査ですか。

畑村：調査員が行って行うと思いますが。

三潴：どこの調査員ですか。

畑村：基準局を通じてやっています。

三潴：通産局というのは，その下はどうなっているのですか。

畑村：例えば，福岡通産局は，九州全体とかでブロック単位になっています｡､その下は，直

接にはないのではないでしょうか。

三潴：基準局のllWI員の方の仕事は労働行政ですね。そうすると，失礼ですが機械のことに疎

いということはないですか。

畑村：安全関係もやっていますのでとくに疎いことはないですが，この調査は非常に詳しい

ですね□

三潴：調査系統としては基準局ルートなのですね。

畑村：そうです。

三潴：職員の方が，足で歩かれるのですね。

畑村：しかし，これは事業所の中でかなり計算しないと出ませんので，実際には，調査票を

渡して書いてもらって，それを1111収するということです。

三潴：郵送はないのですね。民間の調査員は使わないのですか。

畑村：普通の調査員を雇っているというのではないですね。

三潴：都道府県は関係なしですか。

畑村：そうです。

三潴：回収率はどうなのでしょう。

畑村：ほとんど100％です。業種で－つぐらい回収されないのがあるかないか程度だと思い

ます。

三潴：労働省の色々な調査の結果は，主要な大学にはお送り下さっているのでしょうか。

それも要求によりでしょうか。例えばパートに関してですが，前々回ご説明があった雇用

管理調査の結果資料がとなくなったのです。前は労働省におみえになれば差し上げます

ということだったのですが今はだんだん予算で絞っておられますね。

畑村：図書館のところで資料配布を行っています。調査結果の資料を作ったばかりの時は，

両方でもっていますが，しばらくたちますと，図書館の資料の方まかせになりますので。
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(労働統計全体について）

三潴：労働省全体として．労働統計についての恒常的な研究会は何かお持ちですか。

畑村：部内で，プロジェクトといいますか．研究会みたいなことを行います。生産』性調査も

やるにはやってるのですが研究成果が色々な制約のもとになかなか実行に移せないのが実

情です。

三潴：指定統計は，随分沢山あるのですか。

畑村：そんなにございません。賃金構造，毎勤，屋外，生産性調査の四つですね。

三潴：労働組合は，どうなのですか。

畑村：これは，指定統計ではございません。

三潴：それは何故ですか。承認統計なのですか。

畑村：承認統計です。

小林：５年ぐらい前に，労働統計体系について検討された時の成果は．報告書か何かになっ

ているのですか。

畑村：部内では作りましたが，要するに，どういうものが欠けているかという観点でしたの

で，公表はしていません。

三潴：カパーリングの問題ですか。

畑村：そうです。小規模関係が，統計体系からかなりi縮れているのではないかということで

やったのですが。

三潴：指定統計でなくても，予算上，毎年つきやすい.ということはありますか｡

畑村：指定統計ということは，予算がついて実施する時に指定統計にするかどうかという話

になりますので。

三潴：けれど，このように毎年なさる調査は予算がつきやすいのではないでしょうか。

畑村：この承認統計も指定統計も毎年やってある程度実績が残りますと，標準予算という形

で前年通りはほぼ無条件でついてくるのです。そのかわり，一定の削減率がついてきます

が。

三潴：調査の内容に自信がおありにならないというと悪いですが，それで指定統計になさら

ない－つの理由ではないのですか。

畑村：一つは調査の重要性の問題との絡みになるのですが，調査の重要性は-1-分あると思い

ます。指定統計にすると，報告させる強制力をもつ代わりに，手続的に色々と厄介である
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ということがあります。

田路：調査員の手当の上がる部分は，一応認めてくれるのですね。それ以外の所では毎年，

何％か減らせということですか。

畑村：岐近，事`情がちょっと違うのですが，今までですと例えば基本的な調査員の数とか，

サンプル数とかいうものは，一定の条件を認めてくれます。そして，調査員の数が1,000

人ならば，1,000人の調査員手当の単価というのは７等級４号棒ですからね。高卒ぐらい

の初任給の採用賃金に見合うような形になっています。そういう形でそれが上がってきま

すと，平行的に上がって行くという仕組みになっています。人数を固定しますと上がるの

ですが．一方，人数が節約で削減されていきます。かつて，そういう事情で，削減率より

もアップ率の方が高ければ，上がってくるわけだったのですが，最近，マイナス・シーリ

ングの関係で，トータルの金額'二|身が楢ぱいないしマイナスということになってきました

ので，総金額を押さえられた上に単価アップしますと，更に中身が落ちます。今度は．そ

ういう二重の問題がかかってきますので，調査によっては，調査員の単価を上げずに数を

確保するような形で。各省庁要求が出ているようですね。要するに，調査員の単価を上げ

ると．予算の中身それ自身が組めなくなってきている状態なのです。対外的に説明できな

いような中身になってしまうのです。

田路：コンピュータを利用されると、経費としてはある程度安上がりになるような状況に

なりつつありますか。

畑村：それは集計の中身によりますね。何重にもクロスして非常に統計表の多いのはコンピ

ュータの方が効率がよい。限られたいくつかの基本的な表だけの場合などは，手集計の

方が費用的にも良いという感じですね。

田路：データの審査は。コンピュータでかなりやれるようになってきたという話を聞いた

のですが。

畑村：できるだけ，コンピュータで処理するようにしています。例えば，「賃金構造基本

統計凋査」は，－番最初は昭和27年ぐらいに「職賃」といった調査から始まっているので

すが，それで29年に大きな調査をやっているのですが，そのころはその審査だけで－つの

係25人ぐらいでしたが今は５人ぐらいしかいません。「毎勤調査」にしても，３０年の最初

のころは30人ぐらいいましたが，今は６人ぐらいですね。要するに，コンピュータでもっ

て検査をしていくとということですね。はじいてしまったら，調査票に戻ってパンチの間

違いか，もともと記入がおかしいかという見方になってきますので。厳密にやりますと，

はじかれる量が多いので調斉票に戻るというのが大変になります。いかに本当におかしい

のだけをはじくかというところ力灘しいのですね。実際にどうやっているかといいますと，

￣
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できるだけ前年のデータとの比較，調査票の中自身で様々な関係が出てきますね。「毎

勤」ですと，労働者総数，賃金総額，労働時間総数とか全部絡みますから，そこらへんの

相互関係がおかしくないかとか，コンピュータが使えるようになって，かなりそのへんの

計量的チェックはできるようになりました。それは大分進歩しましたね。前年との比較な

どは，絶対コンピュータを使わないとできませんからね。

喜多：一般的なことですが，調査項目を新しく追加したり，変えたりする場合，労働省の統

計機構として，利用者の意見を聞くために常設的に設けられている協議会のようなものは

あるのですか。

畑村：そのへんは非常に弱いのですが，どのようにやっているかといいますと，基本的には

各課にまかされています。例えば生産性調査ですと，福祉統計課なのですが，そこでは担

当者が係長含めて４～５人しかいないのです。その中でやるのですが，ニーズの関係は，

他の局にこういう事を企画しているが要望はあるか，また部内でも意見を聞きますが，そ

れをいかに調査の中に盛り込めるかは，基本的には福祉統計課の職員の能力にまかせられ

てしまいます。

喜多：項目によっては，組合にとって大きな関心があるものもあると思うのですが，別に組

織的に意見を聞くようなことはないのですか。

畑村：とくに労働組合には聞くということはしませんね。一応，そのへんは労政局あたりが

‘情報をつかんでいるとか，一般的にはアンテナを張っていまして，政策的なニーズ等でき

るだけニーズ反映するようには考えています。そして，最終的には，省内の統計連絡会議

、を開いてやっています。

田路：予算の関係からいって，新しいものを入れるということは，何かをやめるということ

ですか。やめるということにけつこう抵抗があるのではないですか。

畑村：調査自身は，経常的な調査とローテーションものを含めて，新しいニーズについて行

う新規的な調査と大きく二つに分かれています。新規調査については，前とのつながりが

ないとか，あってもそれほど求められないという感じで，新規事項を入れやすいのですが．

経常的な調査は何か入れようとすると今までの何かを落すことになるので難しいですね。

三潴：調査というのは色々な意味でやりにくい，それで業務統計の掘り起こしということを，

最近よく聞きますが。例えばロボットの生産性の問題ですが，どのような種類のロボット

が何台埖産されたかは，通産省の生産動態でわかるのではないでしょうか。そういう他省

庁の業務統計とあわせれば，調査しなくても結果が出てくるというような研究が必要となっ

てくると思いますが。

畑村：単に数だけのようなものは業務統計的なものでわりとわかりますね。産業ロボットの
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話ですとロボットエ業会というのがありまして，ある程度わかるようです。しかし，それ

がどういう状態で云々というように，他のことがらとの関係でどうかということになりま

すと，業務資料からではほとんどわかりませんね。それも，もの|こよりますがね。
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Ｖ職業安定業務統計，雇用保険事業統計

1．統計の性格

これらの統計は一般的な調査とは'性格が異なるものであり，全国の公共職業安定所（以下

「職安」という。）の業務取扱状況に関する報告をとりまとめた，いわゆる「業務統計」で

ある。

従って，統計作成の目的は職安の業務取扱の実態を量的，質的に把握することに主眼がお

かれており，結果も同様な趣旨で利用されている。また，一方ではこの結果が労働力需給の

状況を通じて我が国経済の動向を比較的よく反映していることもあって，労働経済指標とし

ても広く利用されるようになってきている。

しかし，業務統計であるという性格上，法令，制度あるいは業務取扱方法の改正，変更等

によって前後の数値に断層を生じることがあるので，利用に際してはこの点に注意する必要

がある。

2．職安の取り扱う業務

これらの統計の作成の基礎となる職安の業務は，職業紹介業務と雇用保険事業の運営とに

大別される。職業紹介業務の内容は，まず一般職業紹介と労働（日雇）紹介とに，さらに，

一般職業紹介は新規学卒者（中学及び高校）職業紹介と新規学卒を除く一般職業紹介とにわ

かれる。新規学卒を除く一般職業紹介は雇用期間によって常用（期間の定めがないかまたは

４か月以上)，臨時・季節（ｌか月以上４か月未満及び季節的に反復するもの），一般日雇

（１か月未満）とに，またそれぞれの勤務形態によってフルタイムとパートタイムとにわけ

られる。

雇用保険事業については，適用関係業務と給付関係業務とにわけられる。

3．報告の種類

これら業務の取扱状況を定期的にとりまとめているのが定例業務報告である。昭和57年４

月から大幅な改正が行われ，現在では主として職業紹介関係業務について毎月報告するもの

16種類，年４回報告するもの２種類，年１回報告するものｎ種類，合計29種類の報告が作成

されている。

これらの報告は職安から都道府県職業安定主務課を経由して労働省に提出され，職業安定
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局雇用政策課で全国分を集計し，職業安定業務統計として公表している。

雇用保険事業統計については,従来適用関係業務は電算機集計が行われる一方，給付関係

業務は定例業務報告として職業安定業務統計と同じ方法で統計が作成されていた。昭和56年

７月に全ての職安と労働市場センターとを直接通信回線で結び，適用関係業務，給付関係業

務ともオンライン処理が行われるようになった（雇用保険トータルシステム)。

このため，雇用保険事業統計は一部（日雇雇用保険の給付状況など）を除き，労働市場セ

ンターがオンライン処理によって蓄積されたデータを電算櫛集計することにより作成される

ようになった。

4．職業安定業務統計，主要報告の内容

（１）１１０号報告（職業紹介状況報告）

職安の取り扱った全ての求職，求人，紹介，就職等を網羅した基本的報告であり，昭和

２３年以来毎月続いているが，その間，内容に数次の改正が行われた。主な改正は次の３つ

である。

イ．発足以来，昭和25年12月までは一般，労働（実人員）を含めた全ての数値を一括し

て計上していたが，２６年１月に一般と労働を分離し，別個に計上するようになったこ

と。

ロ．３８年１月に一般を新規学卒と学卒を除く一般とに分離計上するようになった。

なお，これにより37年以.前の月別数値とは接続不可能となり，現在の系列（季節調

整値）は38年１月を起点としている。

ハ．４５年１月に学卒を除く一般をフルタイムとパートタイムとに分離した。

なお，パートタイムでは男女別の数値をとっていないため，従来の系列と接続する

「学卒を除きパートを含む」では男女別数値がとれなくなった（57年度からパートの

男女別を新設)。

（参考）

求職，求人の申込み及び有効期間は下記のとおりである。

1．求職申込……離職に伴い，雇用保険の給付を受けようとする場合は，住所を管轄する

職安に求職申込みをしなければならないが，それ以外の場合にはどの職安に求職申込みを

しても差しつかえない。複数の職安に求職申込みをすることも可能である。

2．求人申込……求人は原則として事業所の所在地を管轄する職安に申込むこととなって

いる。遠隔地域の求職者を対象とする場合（例えば，出稼者に対する求人や他県の新規学
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卒者を対象とする求人など）においても同様であり，申込みを受理した職安から対象地域

の職安へ求人連絡を行うことによって紹介活動を行っている。求人数は受理（連絡発）職

安で計上し，連絡受職安では計上しないのでダブルカウントにはならない。また，紹介，

就職の件数は連絡受職安で，充足の件数は受理（連絡発）職安で計上することになってい

る。

3．有効期間……求職票（求人票）の有効期間は就職（充足）や求職取消（求人取梢）に

よって失効する場合を除き，原則として申込月の翌々月の末日までとなっている。ただし，

未就職（未充足）で有効期間経過後も引き続き求職活動（求人活動）の継続を希望する場

合にはｌか月単位で有効期間を延長することができる。雇用保険の給付を受けている求職

者の求職票は，支給終了まで引き続き有効として取り扱われる。

（２）120号報告（職業別常用職業紹介状況報告）

毎年８月ｌか月間における常用の新規求職申込件数，新規求人数，就職件数を職業別に

把握するものである。５７年度から職業の数を拡充するとともにそれまでとらえていなかっ

た職業大分類の数値を把握できるようにした。

（３）130号報告（年齢別職業紹介状況報告）

毎年10月ｌか月'111における有効求人数，有効求職者数，就職件数を年齢階級（19歳未満

から65歳以上まで５歳きざみ11区分）別に把握するものである。

各年齢階級への区分は求職，就職については問題ないが，求人年齢にはかなり幅がある

ことが多いので，これらをそのまたがる各年齢階級（例えば30歳未満という求人は19歳以

下，２０歳～24歳，２５～29歳の各階級）に均等に配分するという方式をとっているが，配分

の手順はかなり繁雑で手数がかかる。

（４）150号Ａ報告（産業別，規模別新規求人，充足状況報告）

毎月当該月の新規求人数及び充足数を産業別，事業所規模別に把握するものである。５７

年度から充足数及びパートタイム関係の数値をとらえることとし，さらに産業分類も拡充

（例えば輸送用機器の内数として自動車と造船を特掲）した。

（５）210号報告（中高年齢者の職業紹介状況報告）

中高年齢者等の雇１１]の促進に関する特別措法に基づき45歳以｣二，５５歳以｣二，６５歳以上の

年齢階級について，求職，紹介，就職の状況を把握するものである．５７年度から45歳以上

対象の求人数，求人倍率を年４回試験的に推計している（現段階では公表していない)。

（６）340号報告（新規常用求職者の実態報告）

最近求職者が漸端傾向にあるが，この内容を詳しく分析するために57年度から新設され

た報告で，毎年５月における新規求職者の内容を①在職求職者，②不就業者について雛

1８７－



職者か無業者か，③離職者について離職理由別に把握するほか，④家計における責任度を

みるために配偶関係，⑤i重複求職の状況をみるために住居の所在地を把握している。

5．職安業務統計の今後の方向

労働市場センターでは職業紹介についても，労働市場センターの機能を上Eかして，求職者，

求人者に対してより豊富な情報を提供する新しいシステムを計画している。

このシステムによれば，全ての求職票，求人票に関する必要なデータを入力し，必要に応

じてその内容を出力し，職業紹介に活用すると同時に，求職者，求人者にも情報として提供

しようというものである。従ってこのデータを利用すれば現在の手集計では困難な詳細な統

計情報を作成することが可能となると考えられる。

6．雇用保険事業統計

（１）統計のデータ

５６年７月，雇用保険事業は全職安に端末機器を置き，労働市場センターと直接通信回線

で結ぶことにより，適用，給付ともオンライン処理されるようになった。

このシステムによれば，雇用保険の諸届出用紙は，職安窓口から０．０Ｒ・（カナ文

字，数学を光学的に続み取る装置）によって人力され労働市場センターに送られる。業務

処理は電算機内部で行われ，その結果が即時に当該職安窓口に出力される。

雇用保険事業統計の大部分は，記録されたデータを毎月集計することによって作成され

ている。

（２）適用関係統計

集計される主な項目は，月末現在適用事業所数，同被保険者数，月間資格取得者数，同

資格喪失者数，資格喪失者のうち事業主都合による解雇者数』資格喪失に伴う離職票交付

枚数等がある。これにより事業所，雇用者，入職及び離職等に関する｣情報が得られる。

この統計の利用について留意すべき点は，

イ．失業保険法が雇用保険法に改正されたこと（昭和50年）に伴って適用範囲が拡大さ

れたこと。

ロ．トータルシステムの発足により集計の時点が「事実発生時点」から「届出がなされ

た時点」に変更されたこと。

ハ．産業別データについては業種転換に伴う産業分類の変更に迅速に対応できない面が

あること。

などがあげられる。
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９

(3)給付関係統計

離職者に対する雇用保険の給付は，①資格喪失者に対する離職票の交付，②職安への求

職申込と必要事項を記入した離職票の提出，③受給資格の審査，決定，④４週間毎の失業

の認定，⑤給付という''１面序で行われる。

集計される主な項目は，①離職票提出件数（手集計)肌、受給資格決定件数，Ｏ初回受

給者数，ｅ受給者実人員，④支給終了者数等があり，Ｃｅ④については所定給付日数別

（年齢別）に，また⑨Ｃｅについては産業別に集計が行われている。、

この統計の利用上留意すべき点として，雇用保険の改正（所定給付日数が年齢によって

定められるようになったこと，季節的労働に関しては短期雇用特例被保険者給付として，

一般の被保険者給付と分離されたことなど）によって，その前後の数値が接続しなくなっ

たことがある。

－１８９－



第１１０号様式Ａ

職業紹介状況報告（月報）

Ｉ一般関係（新規学卒、ペートタイム及び一般日雇を除く）

／

′

’

／

グ

グ

Ｈ一般予備欄（新規学卒、’《－トタイム及び-一般日雇を除く）

Ⅲパートタイム関係

(注）（）内は男子で内数とする。

Ｗ一般日雇及び日雇的パートタイム関係

報告内容昭和年月

官庁番号及び名称

報告作成者氏名

1９０－

全数

計 男 女

常用

ii汁 '」 女

求
較
・
就
職

１
iii月から繰越された有効求
職者散

２新鋭求職申込件数

３ 月ＩｉＵ有効求職者数
(ｌ＋２）

４組介件数

５就職件数 －１４〔〕+iｊ ，｣÷
'

乙

要項目会

グ
ゴ

グ

ゾ

ームニニ
ヴ

'ゴ

グｸﾞ

ノグ
ダ〃

￣ニロ

ゲ‐〆
'ヂ

ググヶ
グ

￣－－
､～

＋Ⅲ（ｌａｂ）＝1.(】号．

こ}蝋
＋１１１（１８(ａ－ｂｊ－Ｉ３

＝閂３口弓

十10（Ⅲ３．ｂ)＝１３(〕ザ
＝１２０号

十ｍ(ldLb)＝３４()号

１号

－m(l8b）-340号

求
人
・
充
足

６
前)Ｉから繰越された有効求
人数

７新規求人数

8
何Ｗ9打鋤求人数

(６十７）

g充足数

／

’

二１５０号Ａ／
'

'

’

グ

ー １５０号Ａ

〃 、～－
､￣～

「］

J－１２０号
|"＝l5U号八

卜、（11.(Ｉ卜ｇ）＝ＩＵ

－１５，号八

]+）＝２１(]リⅡ ＝凶ＩＯ３ｊⅡ

項ＥＩ,'
／

「

’

県
外
関
係

１０他県づめ就職件数
J

プ

‘常用就職件数

１１他県からの充足数

1２
他鼎への発求人廷
数

発求人数

全数
男

－１４０号八

－１４[)ザＡ

（） （）

県

内

関

係

項目

１３笹外への就職件数

常用就職件数

１４１T外からの充足数

1５
管外への発求人延
数

発求人数

全数 ｜男

__|＿
（）ｌ（）

⑨

就

戦

状

況

項目

1６

1７

⑱受給肴の

一般矧介件数

②愛給若の

一敗就職件数

他県への

就職件数

’全数

＋H1（ｌｌｊ`ピ ﾉマ

易

1iｊｆｌｉｊ

とＩ

liiTノ］から
繰越された
有効求mii老数

ｂ

新規求職

申込件数

Ｃ

紹介件数

。

就職件数

ｅ

③受給者の
就職件数

１Ｍハから
繊越された
有効求人数

９

新規求人数

ｈ

充足数

１８備用的パートタイム
（） （） （） （） （） （） （） （）

１９鼬１時的パートタイム
（） （） （） （） （） （） （） （）

2０計
（） （） （） （） （ （）

髭１５(１号Ａ

（）

－１５０号Ａ

（）

ａ

liU月から
櫟趣された
有効求】M1L者政

ｂ

新規求破

申込件数

Ｃ

就職件数

。

前ｊｉから
繊越された
有効求人数

Ｃ

新規求人数

2１－賎日凧

エロ冠的パートタイム



第１２０号様式のＩ 侃告内容四ｍ年８月

職業別常用職業紹介状況報告(1回報）
官庁谷９及び名斡

伍告作成甘氏名

JFp

(技）学卒及びパートタイムを除《市用

1９１

匝藁

新奥求威申込件蝕

ﾘリ

'４５ｎ以上
女 '45蛍jX上

新規求人数

ﾘリ 女

就輯件杜

円
|‘5,以上 女

縄ｎ以上

合肘 ＝１１０号Ａ ＝２１０号 ＝110号Ａ ＝２１０号 ＝110号Ａ －１１０号Ａ ＝１１０号Ａ ＝２１０号 ＝110号Ａ ＝２１０号

ＡｗＰ１的・仗衝的職錨

013ＵＱ槻技術甘

016矼筑リセ術廿

022土木・$8段技術者

029その他の技術稀

04］畠ｌ鼎Ｉ８０

045君桾婦．ｉ柱宕■沼

０４ 栄只士

０５ ÷．’い,い“'1．敵，蛾』

0６ デザイナ-

“ -３０亜億デザイナー

0８ -20碇ＩＨ所保母

Ｅ管理的■竃

Ｃ卒馬的■■

(l:；：詮槻２玲町：
】5２典会人

】５９
iI~

〃 !}`'１Ｗ''５ﾊ
$'.」

(？

161-20邦文タイピエト

I61-JO欧文タイビス

162事務ｊ１１楓Ｎｉ仏作１０

(|：－徴騏勝Ⅱ

ＤＭＬ先および吸似ヅ)■竃

(幾店ロ先ｆ・腫充店､【

(;:；等一斑勤叶名目
243-10ＩＨＰｂ外史日

249-】１ｆｔ入保

区哩ﾇｰ、`ＩＺｆ１‐.?』しいＷｌ

Ｆ漁重の■竃

Ｃ採鉱・推石内■藁

Ｈ連的･油ｲ９．分世供給の■竃

ｨ1１パス運転手

412典用自動■通＆手

4】３貨輪自助車運低手

4３４Ⅱ蹄文１ｌｂ手

１校施工.、生竃工樫の■昼

501】ｉｌ斑Ｌ・剣鯛Ｉ

503■物エ

500かし工、鹸迫工



第１２０号様式のＨ K１６１，門§:；4,1ｋＩ（ＩＨＩ」

職業別常用職業紹介状況報告(１回報） ｢(ﾘｱ稀z》ｌｌＩびrlFIl

州fill:IJli行LXb礼

Ｉｔｈ）や.jfnぴパートタイムを除く常11リ

1９２－

域室

軒規求■申込件数

、
４５蛍以上

女
45重以上

行規求人数

ﾘリ 女

就伍件数

■
45哉以上

女
45ｎ以上

506圧延エ

５１１
堕鍾工･その１世の

企■切Ｈ、工作胆械工

ＳＩ２金目プレスエ

51コⅥ気泊接工

514ガス『癬接工．ガス切lUf工

515９１かん工.峡ユ.びょう打工

516ア８１埒■．極金工

518のつざ工

519乎仕上工

522１f金Ⅲ品・針・ばね製造工

525金田切ｌＵｉ工

526金■研腰工

527金倒ｌｕ晶仏週工

528金ヨ製品検査工

(穀騨乎9:'芒lji;F詮
5]３江気概Ｗｕ志工・帷理工

、11．■巴笛毎ｍヶＴ･斗々圷示子

凹逓工．毎丘認劃辿Ｔ

5ｺ５Ｍ１困矼翰製週工

538矼気狼櫨馨具検査工

54】日■ｂ車姐立エ

542自助車俸理工

5００ＨＲｎ申hU組立工・腿理工

548⑭迅皮械検廷工

553
尤丁担鯰”兵岨ロエ

0Ｆ唖エ

554！｜秘on立工・姥理工

(::！あの…野
ｕＴＴで

エ

573Ｏｈ肪工、１９妨工

574合糸工、わん糸工

百7６駈りＱ準個工

577、布工

579ｉ帛白工,澗陣工

581喚色工

582旧物工．メリヤス担寸Ｔ

S9X泪人・子峡肥十ｔ立伍

592０Ｖ砠仕之画

597ミシン且劉工

601９山材工

“Ｚ合板工

６０３

６０４
19川q木工、ＡＥ立成型ﾉｋＩ

605術物■･家具城、通其覇

62コ紙倒械十与工

■Ｑ

、

ｕＵＷＯ蛍■工．砂■ユーー

面工

エ

エ

(:； ｈＨ手工・製閥工

6コ 印M1工

6ｺ 秘本エ

6４ ゴム製品成型工

(:Ｉ dJWl物0N品成型工、御ＴＴ

6５ 製皿工

(愚
町田ﾛU奴１Ｍ工｡、竃■昔時工

山■”韓錘エ

672セメント製品製辺工

(謡
、イン◇

身ヤン

ビスヶァ

ヂーｏら

卜短ｕｎＱＴ－

のｍｕａｐＴ

(::：洋生葛千田・和生菓子嵐



椛稀１１１存ⅣＩ！Ⅱ肝・BHI

第120号様式のⅢ
職業別常用峨業紹介状況報告(１回報）鋤坐型

一一一J￣

NilofO1-qAJm（丹

【泣）読卯･）Aぴ･ビートタイムを聞く常lIl

1.6ｋ）､111込付数 ２，】,ルボ人ｌｌｌｊム心藁f1i数M男女計）

－１９３－

舷
索１１１ ０ムヨ１.孕筋

ﾘＩ

女

半田新教

圧宣

6鮪ＩｎＱＪ，ＯＱｉｈｒ

粁蝿頂■111込11舷

男
４５錠111：
垣-

145,及人11.

届rＵﾄミ、誼弛党！？鮫

町 I吟ｉ`与鳥〕!ＴβＫ 直
４３QＲｌｕｌ

６９６

６９７ ,ｋＩ&杓川】１１，鉛物髄iｎＴ

７０２

７０９１７０ かん61Ｍ〔,l＆Ｉ:．,ＷｕＭ二

708欲ｈＩｉｉｌｌＷｉｔ先Ｉ

７１１

７１２ 化'「．.'･'8か’ノＮｉⅡ［

715北１lbⅡ

717肱及,１h.イｗｌｌｌｌｈＮＭｈＩ：

721ノ 『．

725ノ

７２６『

2８Ｉ

んが6111．タイ'し鉄Ｉこ

I：、Ａ１衿ｌ：

－￣

39-11ｑ'』卵〈ｋ「

39-12ﾘﾌﾞ，１１１［も

4１６(〃･ん１．ｔＷ･人・ｋＵも

4４Ｍｌ１ｉｌ側1J｡（；２０点『．

5５ｉｒｔｌＬ

6２１Ｖ１J４１．．ＹｊｌｌｆｌＩ１

8４ｍＱ・乳Ｋさ

ＪｌＰ蝿’0ｹ戒の垣足

8０ -30OＱＡＩＩＺＶＩＩｌ

(:Ｉ 巴股:L・ざ'ベノLl」1'１．.古ﾙユ

80 町．Ｉ,Ｉ

8０ 2０砠崩，

(M；い;． 、路．［ｌも

8】1-10ｌＭ ｔ人

8】２ＩＩＬ 〕ｂ-12

８１９１０

８】ｇＴＯ Ｍ１熔捌・節幡紙

Ｋｌｂ（溝の頓ＨＬ

857午、ｉ，ｇＩＨノ、

し＋ナーピスグリＢａ股

9０１

９０２ 束《ド血･’１０．京１１【鵠

，】２Ⅳ符Ｍｊ．Ｘ2．if；師

916ＶＡＩｔ人、１９祥と中

918賦ＨＷｌをどのｍＱ群Ｉｉ

932~Ｗｉｉ・アパー}など~の缶

９３コ町人･念区･寮ｉｕ

９３５＄l琿人、パーテ＞グー

936庇ノー〈Ｉ凸．成捜、

942ｉｎ柵Ｈ



報梼内容昭和年１０月

官庁蘇号1kび名称
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く討 論＞

（職業安定業務統計）

小林：先ほどのご説明では，何箇所かの職安に申込みをすることによる重複が，求人の方に

はないが，求職の方にはあるということでしたが，これは一体どのくらいなのでしょうか。

茂森：確かなことは言えないのですが，９割程度は管内求職者です。全国で見ますと約一割

が管外で，６％ぐらいが県内の管外で，４％ぐらいが県外の管外です。ただし，東京，大

阪のように非常に交通が便利でドーナツ化が進んでいるような所ではその割合が非常に多

くなっています。

小林：時々，飯田橋の職安で話を聞くのですが，あそこではダブルが多いようですね。

茂森：あそこなどは，管内に住んでいる人は少ないはずです。ところが保険をもらっている

所では求人がないということで飯田橋の安定所に直接出てくるわけです。

小林：倍くらいになっていますか。

茂森：飯田橋だけで見れば，倍以上になっていると思います。

飯田橋では求職者の８割ぐらいいっているのではないでしょうか。

小林：そうしますと，マクロ数字としてよく使われている有効求人倍率は，重複のない求人

と重複計算されている求職とを比較していることになりますね。

茂森：そういうことになります。

現在，雇用保険はコンピュータ化されていますが，職業紹介関係でも今後コンピュータを

使った新しいシステム案が計画されています。まだ゛予算要求の段階ですので何ともいえま

せんが，安定所に端末を置いて，求職，求人をすべてデータとして集中することを現在考

えています。そうなりますと，求職票はデータとしてファイルに入れられ，何かカードの

ようなものを発行される。そうしますと重複は無くなり，ヨーロッパ型の求職登録のよう

な形になる，ということで，現在，労働市場センターの方で準備を進めています。

三潴：業務統計の作成ルートはどうなっていますか。

茂森：全国に481の職安，１３０の出張所，４６の分室があり，作成ルートは〔職安→都道府県

職業安定主務課調査係→労働省職業安定局〕となっています。なおその場合に数字はすべ

て郵送法で集めます。

喜多：職安では，日常の職業紹介業務をやっている人が業務報告に記入するのですか。

茂森：安定所の中に管理部門，保険，紹介とあるのですが，この様式をバラして頻数表とか

日計表を作って，毎日「正」の字で日計表をつけ，管理部門でまとめる，というのが実態
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です。それを集めて，調査担当がこの様式に記入するわけです。

喜多：その係の人員はどれくらいですか。

茂森：大体，安定所では１人以下です。

ですから，報告項目をひとつ増やすだけでも大変なわけです。

田路：我が国の雇用体制の特色として，若い労働者を終身雇用で採用して，社内で教育，（illl

練を行うというのがありますが，ここに出てくるのはいわば，「はみ出し」た場合が大部

分なわけですね。

茂森：いわゆる標準労働者とは違います。

田路：そうしますと，例えば外圧|では労働市場が出来ておりまして，INI種別あるいは職能別

に細かくわかれていますが，我が国ではこの職業紹介で例外的に存在するわけですね。そ

うしますと，120号様式に「専門的，技術的，管理的」なものがはじめにありまして，１

以下が技能別の労働市場となっていると思うのですが，職業紹介のIiliで現われる場合には，

このような技能別労働の結合が量的には多いのでしょうか。

茂森：最近，雇用調整でかなりの数の中高年の技能労働力がはき出されています。中高年で

あることと，最近のようにマイクロエレクトロニクスの普及で熟練があり必要とされなく

なってきたことなどを考え合せると，必ずしも技能によって再就職出来ているかどうかは

分りません。

田路：そうですと，このような分類が同様に採用されていても，我がＩＩＪと諸外国とでは質的

な違いがあるのではないでしょうか。

森(博）：今の質問と関係すると思いますが，有効求人倍率は，有力な餓気指標となってい

ますね。職安を通じて職を求めるルートと色々な雑誌を通じて職を求めるルートとがある

わけですが，後者について実態を調べられる統計の網が何かあるのでしょうか。

茂森：雇用動向調査で「就職の経路」というのがありますが，それによりますと，「安定所

経１１１」は約２割（学卒を含めて約３割）でそれ以外，縁故，新聞その他が大多数です｡た

だし求職者が２～３割かといいますと必ずしもそうではなく，雇Ⅱ]保険をもらうのに必ず

安定所に来るわけです。

小林：職安では求人票が公開されているところがありますね。それで，求人票を見て，自分

で就職活動をとるというのが随分あるようですね。

茂森：多くの安定所では，求人の所在地，電話番号を載せないで，求めに応じて窓口で紹介

するという形をとっているようです。一応，安定所の内部では，求職者を自主選択グルー

プ（若い人で自分で探せる人)，職業相談グループ（中高年等で若干就職が難しい人)，

特援グループ（身障者，高齢者）の３つに分けています｡
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田路：私的な安定所は諸外国では多いのでしょうか。

茂森：諸外国では労働組合の職業紹介が多いのではないでしょうか。

それから，安定所ではいくつかの規準により，それに適合したものについて求職者の紹介

をしています。従って，最低賃金に達しない求人については職安で指導をします。このた

め最低賃金以下の事業所は別ルートで求人をしているようです。また，歩合絵の多いセー

ルス求人は少ないようです。安定所ではある程度固定給を条件としていますので（労働条

件明示)。従って，完全歩合絵のセールス等は，安定所では受理出来ません。

森(広）：年々，求職者の分類が詳しくなってきているようですが，学生アルバイト等で，

何か地域差のようなものが出ていますか。

茂森：裏日本の安定所等から豪雪時に除雪労働の紹介はどこに分類するか，という問合せが

ありまして〆従来はとっていなかったのですが，「こんなに忙しいのに業務統計としてあ

がらないのはおかしい」というようなつき_}:げもありまして，全体性を期すという見地か

らこの種の紹介も件数としてカウントすることにしました。

三潴：パートの定義は雇用動向調査での定義と同じですか。

茂森：基本的には同じです。パートを常用パート，臨時パート，日雇パートと分けています

ので，これらを合せたものが雇１１１動向のと一致するはずです。

三潴：業務統計における定義と一義統計におけるそれとは，省内で調整なさいますか。

茂森：‘慣例的に使われていることもあり，窓口でそういう分類をしていることもありますの

で，なかなか調整は難しい面があります。従って，定義を良く読んで理解していただかね

ばなりません。常用といってもうちでは４カ月以上，労働力調査では１カ月以上となって

います。

田路：年を追って内容が充実してきているようですが，これは専ら業務の必要からこうなっ

たのですか。

茂森：最近は統計として必要だからというようになっています。

町田：統計項目として追加していただきたいものが２つほどあります。一つは210号様式

（中高年）では55才以上と65才以上の２区分になっていますが，これを細分して，５０才代

後半層と60才代前半層とを分けてもらえたらありがたいのですが：と申しますのは，６０才

定年制の問題があり，求職者の質も違うように思えるからです。

茂森：最近では雇燗対策からいっても60才代前半層が問題となると思います。

町田：もうひとつは，就職を急いでいるか否かということですが，これは年金の問題もあり，

高齢者の間でも必ずしも一様ではないように思われますので。分析してみたら面白いので

はないでしょうか。

1９７－



茂森：定例業務報告は原則として求職票から頻数をとりますので，求職票にそのような欄が

できるかできないかということです。求職票を作るのは私共ではございませんから。そう

いうことについては，雇用保険の受給者構造調査という特別なサンプリング調査（３年毎）

があります。実際には安定所の窓口でその都度判断しているようで，緊急度の高いのは

「特援グループ」にまかせます。「特援」にまわれば，所内で求人開拓のプロジェクトチー

ムを作ることになります。

私共もこの緊急度を見るために340号様式で配偶関係と扶養家族を調べています。これら

は上のことを客観的に見ようとしたものです。求職票の記入はここまでで，家計の主たる

維持者かどうかまで求職票に書いてあればそこまでとれるのですが。

小林：求職票の記入欄をデザインするのはどこの権限ですか。

茂森：業務指導課です。われわれはそこで決めた様式に従って，ユーザーの意見を聞いてメー

カー側の代表である全労働と交渉をするわけです。

喜多：今年の４月は割合に項目が新設されたり様式が変更されたりしているようですが，こ

れは何か理由があるのですか。

茂森：従来，雇用保険の給付関係は紹介と同じような方式でとっていたのですが，昨年７月

にトータルシステムとして全部オンラインで労働市場センターに結ばれ，そこで出るよう

になりました。それが落ちた分だけ職業紹介の方を充実しようということで新しい項目や

様式の変更がされました。

田路：130号様式（年齢別）はいつからおやりになったのですか。その動機は何ですか。

茂森：確か30年代からあるはずです。高齢化問題と関係して始めたのだと思います。ただ，

年齢区分が何度か変更になっていまして，今のような区分になったのは，多分昭和45年く

らいだったと思います。

田路：これはむしろ職業紹介業務そのものに使いたいデータということですね。

茂森：はいそうです。

小林：年齢間配分についても議論したことがあるのですが，等分主義になっていますね。年

齢不問の部分を等分主義で処理するのはいかにも形式的ではありませんか。もう少し実勢

を反映したウエートづけをしないと，現実に反して形式的に高齢:者にすごく求人が行くこ

とになります。

茂森：これが最韓だとは思わないのですが，ウエートづけの基準もはっきりしませんし他に

方法がないものですから。

小林：もっとも高齢者の求職者の中には熱心でない求職者がずい分といるのも事実ですね。

町田：職安用語で「ワタリ求人」というのがありますね。その実態をつかむのに130号様式
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は有効だと思いますが,これは生で公表されているのでしょうか。

茂森：この生数字のマトリックスは公表していません。換算したものだけが公表されますが，

我が方にはマトリックスがございますので，必要があればお知らせできます。

町田：それは，各県の職安課から本省に報告されるわけですが，職安課には保存されないの

ですか。

茂森：職安課でも保管しています。

町田：水増し求人というのがありますが，それはチェックの方法があるのでしょうか。

茂森：それはないと思いますし，現在では実態としてもないと思います。４７年以前に，充足

できないから特に学卒については水増し求人があったと聞いています。

三潴：統計の派確性，信頼』性という点についておうかがい致します。雇用保険統計と職業紹

介統計の２つの統計がありますが，前者はお金に関係しますので正確だとは思いますが，

後者は本省からごらんになっていていかがでしょうか。

茂森：非常に問題が多いと思いますが，大数の法則が働いて，まとめてやるとそれなりにう

まくいくというのが実情です。ただ.，欠落とか水増しとかいうミスではなく，定義の読み

方が問題なんです。定義をまちがえて書いてくるというのが意外と多いようです。

従来110号様式というのは，安定所で取扱った求人，求職となっています。昔は確かに安

定所しかなかったわけです。その後，例えば人材銀行ができ，ターミナル職業相談室，高

齢者職業相談室，学生職業センターといろいろあるわけですが，これらを安定所と見るか

どうか，これがマチマチでして，原則的に入れることになっている人材銀行がもれている

県があったりします。現在では，人材銀行とパートバンクを入れることを今年から明記し

ています。例えば，高齢者職業相談室は安定所の内部機関ではありません。地方自治体の

中に置かれているようなケースが多いのですが，安定所の紹介で色々な給付金を出すとい

う場合に，高齢者職業相談室が行った場合にも給付･金を出しているので，安定所と何ら変

らない，ということになってしまいます。それの出入りがかなりあるわけです。そこで今

回から統一しました。

－番間題なのは「大卒」です。様式表の－番上を見ていただきますと，110号のＡ，Ｂ，

Ｃがあります。Ｂのところに「新規大学卒業者等の職業紹介状況報告」というのがありま

す。先程の説明で学卒とあったのは中卒，高卒で，大卒はどこにもはいっていません。昭

和40年代の初めに大卒の求人，求職をどうするかという疑義照会がありまして，大卒につ

いては一般に入れるという回答が出されました。ところが昔は数が少いので無視できたの

ですが，学生職業センターが出来ますと非常に取扱いが多いわけです。そこで現在７つあ

るセンターの実態を調べてみますと，５カ所では入れていません。それは求人，求職はあ
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くまで情報提供であり，紹介はしていないという理由からです。ところがセンターによっ

ては，４０年代の照会の回答に従って入れています。それを調べてみますと求人にして約５

～６万はいっています。年間ならせば少ないのですが，８月にまとめてはいってきますの

で，除くべきとして外しますと，季節のパターンが大きく狂うことになります。そこで当

面の間は従来通りにしてもらっています。当面の間は過去との接続上，合算して公表しま

す。そして落すときに湖のぼって落すことを考えています。４～５年分のデータが季節調

整には必要でしょうから。そういうわけで今年から分離しています。学生職業センターが

出来た時に業務指導課と雇用政策課が調整をしておくべきだったと思います。

110号Bは，全国の安定所の大卒の取扱いということにはなりませんので，公表していま

せん。

このような定義上の問題があるのですが，いくら指導してもなかなか末端まで浸透しない

のが実情です□

田路：何年か経ってデータが揃って切換えをやられる時には，何らかの形で記録に残してお

いてもらえないでしょうか。

茂森二ひとつは東京都です。都は，今年からこの部分を外しています。うちでは含めていま

すので東京都の分とうちの都道府県のうち都の部分の数字にはギャップが出ます。それで東

京都は報告書を作るさいに特別に頁を割いて説明を付けておいてくれるよう指導しています。

われわれも切換えの際にはそうするつもりでいます。

小林：職業紹介で，求人の条件とか，求職の条件が示されると有難いですね。労働条件の求

人や求職の分布の様なものがわかると非常に面白いですね。

茂森：それは，新しいシステムが導入されれば可能になると思います。労働市場センターの

方では色々とそういうデータを作っているはずです。

小林：全労働の資料の中に，時折）個別の職安での資料が出ていて非常に面白いんです。あ

のようなものからでないと，就職率や充足率が何故こう低いかが分らないわけですね。

茂森：現在，就職率匹充足率は「有効」を使っていますので余計低く出ています。例えば有

効求職について見ましても，雇川保険法が変更されてから有効期間が長くなったわけです。

平均求人（職）期間＝有効／新規，です。平均求人期間の方はそれほど変りませんが，求

職者の約半数が雇用保険受給者で，しかも年令別に所定給付日数が決まり，かつ高齢化が

進んでいるという諸事`情で，平均求職期間が長くなったわけです。５０年を境に有効求職期

間が大幅に長くなっています。ｌか月単位で就職率，充足率をみようとする場合，新規で

すとタイムラグがかなりあります。有効で見ていますから低く出ています。ただ，年間で

すと，新規が何人就職したか，その就職率を見てみますと，３割ぐらいになります。有効
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就職率は１か月の間に全ての求職者のうち何％が就職したかということであり，新規就職

率は求職申込をした人のうち求職期間の長短にかかわらず何％が就職したかということに

なります。例えば一人の人が10か月間求職してやっと就職したケースでは，新規では１００

％ですが，有効でやりますと10％（９か月間は０％，ｌか月は100％で，平均すれば10％）

ということになります。

三潴：有料職業紹介についての統計はありますか。

茂森：あります。それは160号様式です。ただ全部の職種別には捉えておりません。現在，

有料職業紹介で捉えているのは，看護婦，マネキン，調理士，芸能家，美容士，理容士，

配膳人，経営管理者，科学技術者，クリーニングと，特定な職種は11で，あと，その他は

一括で，合計12です。特殊な分野は職業安定機関よりも専門家に委ねた方が良いという判

断です。

三潴：そこでのデータが本省に-kってくるというわけですね。

茂森：年１回報告が来ます。ただし，これについては公表しておりません。うちはとりまと

めて担当の係（業務指導課有料職業紹介許可係）に渡しております。そこでは行政的に利

１１１しており，担当課の資料の中には載っていますが，私共の年報の中には載せておりませ

ん。

町田：情報処FM，会計，パーティ，警備保障等の派遣事業に関する職業紹介は公けになって

いませんが，実態はどうなっていますか。

茂森：派遣事業は調査するのも難かしぐ，また職業安定法とのからみでなかなか公的に認知

もできず，力>といって違反ともいえず，その結論が出るまではこちらとしても手が出せな

い状態です。

小林：数字の読み方ですが，例年７～８月は求人は増えるのですか。資料を見ますと新規求

人倍率，有効求人倍率が７～８月に多少上っていますね。

茂森：これは季節パターンです。新規大卒の求人は８ﾉ］１日以降ということになっています

ので，それが５～６万はいっています。

北川：防衛施設庁などが人を求める場合には，職安を通るのでしょうか。

茂森：仕事によると思いますが，基地労働のようなものは職安を通ると思います。昔，特に

占領中には駐留軍が必､要とする労働共給も主な業務だったわけですから。

北川：150号様式に公務というのがありますが，職安を通る公務も相当あるということでしょ

うね。

茂森：はい。
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〈雇用保険統計＞

三潴：失業保険が雇用保険に変りましたが，あれはどうしてですか。

茂森：昭和50年に，失業保険法が雇用保険法に変りまして，制度が求職者給付だけでなく，

失業を予防するいわゆる雇用調整給付金制度とか，色々な面に雇用保険のお金を使うよう

になりました｡愛するに失業してしまうと，それを就職させるというのは，国としても個

人としても非常にコストが高いというわけで，失業前に予防しようというのが，失業保険

法から雇用保険法に発想が転換された理由です。そのために，雇用調整給付金制度（雇用

調整を予定しいるところに給料の何割かを保証するもの，一斉休業中の給与の何割かを保

証するもの）をやったということから失業保険から雇用保険にかわったわけです。

小林：他の統計とのつき合せの問題になるのですが，先程のお話しのように，雇用保険法に

なってから適用拡大が行われ，その結果この被保険者数も増えているように思いますが，

適用拡大でどのくらい増えたのでしょうか。

茂森：それは全然わかりません。

小林：もうひとつは，適用拡大になって零細企業の何％ぐらいカバーしているだろうかとい

ことです。同じ問題ですが。

茂森：つい先だって行管から指摘があったようです。雇用保険，健康保険，厚生年金ひっく

るめてだったと思います。

小林：いずれは試算してみるようなことになるのでしょうか。

茂森：労働力調査とつき合せればある程度は分るのでしょう。ただ，パートなんかでは適用

事業所であっても適用されていないこともあるようです。

小林：実際に職安で聞きますと，適用拡大になって適用事業所となったものをどうやってお

さえるかといいますと，一番良いのは税務署の台帳だけど，それは見せてくれない。そこ

で，労災の台帳とつけ合せてやっているとのことで，なかなか把握が難しいようです。

茂森：事業所センサスも指定統計ですから使えませんしね。

田路：事業所となっていますと，家事サービスなどははいらないわけですね。

茂森：それははいりません。

田路：事業所というと，完全な公務ははいりませんね。

茂森：公務ははいりません。私共は共済にはいっていますので｡我々でも躯業団などへ出向

すると払うことになります。その場合は２重に払うわけです。官庁に復帰した場合にはそ

のままですので払い損ということになります。これはあくまで保険で，積立金ではありま

せんので。

田路：国鉄なんかはどうですか。
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小林：国鉄も共済です。ただ，やめてすぐは失業保険をもらえないものですから，子会社に

１年ぐらい再就職して，その後失業者として登場するということもあるようです。

町田：５５才ですから，１年ですとフルに１０か月もらえるわけです。

小林：雇用保険法の様々な雇用奨励金の制度がありますが，あの統計はこの業務統計の中で

どのような位間にあるのでしょうか。

茂森：定例業務報告の中ではとっておりません。各課で業務として報告をとっております。

田路：雇用保険関係の490の「印紙売上げ買戻し状況報告」というのがありますが，これは

何でしょうか。

茂森：雇用保険には一般と日雇い犀川保険の２つがありまが，日雇いの方は現在トータルシ

ステムにはいっていませんので手でやっています。日雇い雇用保険は，就労した日に印紙

をはっていくわけです。それで事業主が事前にまとめて安定所から印紙を買います。そし

て就労した日数に応じて印紙をはっていくわけです。それによって保険金の受給資格があ

るかどうかの証拠になります。

田路：では，買戻しは何ですか。

茂森：これは事業主の方で余った分を職安で買うといことです。

森（博）：買入れる時と貼る時とでは時間はちがうわけですか。

茂森：はい違います。

田路：「トータルシステム対象外項目に関する報告」といのは何でしょうか。

茂森：離職票提出件数というのがありますが，トータルシステムの中にデータとして残りま

すのは，受給資格が決まって台帳に載ったものなんです。票提出件数そのものはトータル

システムではとれません。これは結構使っているものですから，従来通りに手で集計して

います。また，不正受給に関する項目もあります。

小林：自己都合で退職した者は給付がｌか月制限されるわけですが，どうしてでしょうか。

１１己都合で退職した者に給付する必要があるのでしょうか。昔はしていなかったように思

いますが。

茂森：雇用保険法の施行規則に書いてあるはずです。

小林：ｌか月の間に何を見ようというわけでしょうか。日ずとぬけていくのを待っているの

ですかね。

茂森：それもあるでしょう。転職のためにやめて就職していくということでしょうね。

まず７日間の待期があり，４週間ごとですから，ストレートでも５週間あります。それに

Iか月ですから，約２か月といことになります。大体，資格決定行の６割ぐらいは］か月

の袷付制限を食っていると思います。
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田路：－時，季節労働者が半年働いて半年失業保険で食っているということが問題になって

いましたが〆今はどうなっていますか。

茂森：今は，短期特例被Ｉ保険者として，一律50日の一時金となっています。短期特例でなく

ても６か月以上1年未満で離職した場合には90日だったと思います。１年以上になると年

齢によって決められています。しかもそれは退職時点での年令ですからいろいろ微妙な問

題も生じます。

町田：超零細企業の中には，自己都合にもかかわらず恩情的に会社都合にしているといこと

を聞きますが，これは統計上はどうしようもないのですか。

茂森：これはどうしようもありません。ただ，給付制限の状況（410号様式の２項）を見ま

すと，受給資格決定者のうち６割ぐらいが自己都合でlか月の制限を受けているようです。
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